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当 財 団 で は,経 営 情 報 シ ス テ ム に 関 す る 諸 問 題 解 明 の た め,過 去3

年 の 間 に10業 種 に わ た リケ ー ス ・ス タデ ィ と して そ れ ぞ れ の業 種 に

お け る情 報 の 流 れ と ニ ー ズ の 調 査 を実 施 して ま い りま し た が,本 報 告

書 は,石 油 業,電 気 事 業,流 通 業 の3業 種 に つ い て 行 っ た 結 果 を と り

ま とめ た も の で あ り ま す 。

こ こ に,本 調 査 実 施 に 際 し,ご 協 力 い た だ き ま し た 経 営 情 報 調 査 委

員 会 委 員 お よび 専 門 委 員 会 委 員 各 位 に心 よ り感 謝 す る と と も に,本 報

告 書 が 各 方 面 に利 用 さ れ る こ と を 念 願 す る次 第 で あ りま す 。

昭和47年3月

財 団 法 人 日本 情 報処 理 開発 セ ン タ ー

会長 難 波 捷 吾
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1調 査 の 目 的 と 内 容

`

1.目 的

わ が国 の経 済 社 会 は,そ の 目ざ ま しい進 展 と共 に,多 様化,専 業 化 の傾 向 を

強 めて来 て い る。 これ らの社 会 環境 に対応 す べ く,各 産業,企 業 に拾 い ては,

そ の巨大 化 し,複 雑 化 しつ つ ある経営 組 織 を有機 的 な もの と して確 立 す る必 要

が生 じて きて い る。

本 調査 で は,経 営情 報 システ ム形成 へ の ア プ ロー チ の一手 段 と して,経 営 活

動 上,如 何 な る情 報 の ニ ー ズが あ り,そ れが どの よ うに収集 され,利 用 され て

い るか,ま たそ の ニー ズ に対 して充 足 度 が十 分 で ない場 合 には,ど の よ うに対

処 して い るか な どの把 握 を 目的 と した もの で あ る。

本年 度 の ケ ース ・スタディとして,石 油業,電 気 事業,流 通 業 の三 業 種 を対 象

と した。 流 通業 につ い ては,家 電販 売 を選 ん だ。

2.調 査委員会構成(敬 称略順不同)

本調査 を進 めるに あた り,経 営情報調査委員 会,経 営情報調査専 門委員会 を

設け,各 委員が調査 を担当 したほか,関 係業界各社 か ら貴重 なデー タ,資 料 と

意見の提供 を頂 いた。

舟

●

◎ 経営情報調査 委員会

委員長 吉 田 剛

委 員 加 納 浩

委 員 遠 藤 力

委 員 今 村 昭

(財団法人 日本情報処理開発 センター専務理事)

(三 菱石油株式会社数理計 画部主査)

(東京 電力株式会社総合能 力 開発部情報 シス

テム開発担当)

(東芝商事株式 会社経営情 報 システム部流通

システム担 当課長)
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◎ 経営情報調査石油業専門季員会

主 査 加 納 浩(前 掲)

委 員 佐 藤 浩 一(三 菱石油株式会社数理計 画部ORグ ループ)

委 員 佐久間 福 夫(三 菱石油株式会社数理計画部 ジステム
`

グループ)

委 員 金 坂 忠 長(三 菱石 油株式会社数理 計画部 システム

グループ)

委 員 武 藤 嘉 孝(三 菱石油株式会社数理計画部 システム

グループ)

◎ 経営情報調査電気事業専門委員会 ＼

主 査 遠 藤 力(前 掲)

委 員 大 槻 実 雄i(東 京 電力株式会社営業部業務機械化担 当)

委 員 仲 山 和 雄(東 京電 力株式会社総合能力開発本部計算

管理課長)

委 員 田 中 克 彦(東 京電力株式会社総合能 力開発本部計算

管理課)

委 員 湯 本 用 言(電 源開発 株式会社総合機械室 副主査)

◎ 経営情報調査流通業専門委員会

主 査 今 村 昭(前 掲)

委 員 加 納 宗 雄(東 芝商事株式会社商品管理部調査企画担 当課長)

委 員 後 藤 和 夫(東 芝商事株式会社経営 情報 システ ム部計 画

情報システ ム担当主任)

委 員 関 昭 治(東 芝商事株式 会社 経理部事務機 化担当課長)

委 員 田 村 哲 夫(東 芝商事株式 会社業務部業務課主任)

委 員 和 田 俊 彦(東 芝醒 株式会社商品管理調 査企画担当)
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協 力 関 係 会 社

三 菱 石 油 株 式 会 社 ゼネラル石油株式会社

東 京 電 力 株 式 会 社 帝 国 石 油 株 式 会 社

電 源 開 発 株 式 会 社 日本 石 油 株 式 会 社

東 芝 商 事 株 式 会 社 日本石油基地株式会社

出 光 興 産 株 式 会 社 丸 善 石 油 株 式 会 社

事務 局 財団法人 日本情報 処理 開発 センター

三孝油化株式会 社

四 国 電 力 株 式 会 社

北 海 道 電 力株式会社

北 陸 電 力 株 式 会 社

東京芝浦電気株式会社

総務部調査課

9

5.調 査 結 果 の概 要

(1)石 油 業

わ が 国 の石 油 業 は,9割 以 上 の原 油 を輸入 に依 存 して い る状態 な ので,

原 油 価格 の変動,原 油 輸 入 の運 賃 な ど多 くの問 題 をかか え て い る。 原 油価

格 は国 際石 油 資本 に よリコ ン トロー ル され て お り原 油輸入 の運 賃 につ いて

も世 界 的 不 景気,需 給 バ ラ ンスが コス トの 変動要 因 となっ て い る。

本 調 査 では,以 上 の条 件 下 に おけ る経 営 計 画の検 討 を行 ない これ を長期,

中期,短 期 とに区分 して,そ れ ぞれ の位 置 づけ を した。 オ ペ レー シ ョナ ル

情 報 は,装 置 産業 と して の原 油 の調達,生 産,販 売,配 給 にお け る情 報 処

理 の 現状 分 析 を した。

(2)電 気事 業

電 気 事業 は,国 民生 活,諸 産 業 活動 に密 接 な関係 を有 す る エ ネ ル ギー 産

業 として そ の意義 は大 きい。 本調 査 では,こ れ を十 分 に踏 え て,変 動 す る

社 会 環 境 の 中 にお け る,公 共 事業 と して の電 気 事業 の位置 づけ,と 将来 の

方 向 とを と らえ,こ れ をベ ー ス に情 報 シス テ ム の検 討 を した。

長 期 プ ラ ンニ ング情 報 と して は,電 力 の需要 予測 シス テ ムを 基 盤 と して,

これ に対 応 すべ く枝 術 予測 お よび これ と の連け いで の設 備 計 画,収 支 計 画

(資 材,資 金,要 員 な ど)に おけ る情 報 の体 系化 を行 な った。
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オ ペ レー シ ョナル情報 と して は,電 源 よ り需 要 家 ま での 電 カー 貫 サー ビ

ス ・シ ステ ムの調 査 を した 。

(3)流 通 業

家電 業 は,わ が国 の経 済 成長 の原 動 力 の 一 つ で あ る。 同業 界の 成功 の一

要 因 と して,大 量 生産,大 量販 売 が あ り,こ れ の好 例 と して,生 産 コス ト,

流 通 コス トの合理 化 が あげ られ る。 さ らに業 界 にお け る各 社 の 市場 占有率

が め ま ぐる しく変 っ て きて い る 中で,家 電 製品 の販 売 体制 も変 化 し,メ ー

カー間 の 競 争,流 通 段 階 で の構 造 的変 化 に対 応 して 行 くた め には,フ レキ

シ ブル な経営 が要 求 され て きて い る。

本 調 査 では,長 期 プ ランニ ン グ情 報 と して,経 営 計 画 の策 定 の方 法 の再

検 討 と各 部 門別 の各 計画 を どの よ うに 関係 づけ るか を調査 した。 ま た,オ

ペ レー シ ョナル情 報 は ,こ の段 階 での情 報 処理 はか な り進 ん でい る の で,

こ こで は,各 管理 資料 の整 備 に と どめ た。

'
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1.調 査 の ね ら い

石油 業 は1950～1960年 代に お い て,エ ネル ギ ー産 業 とし ての重 要 な

位 置 を 占め る様 にな り,急 速 な需要 の 伸 び と政 府 の行 政 指 導 と相侯 っ て,生 産,

販売 に 対 す る莫大 な設 備 投 資 が行 わ れ て きた。

一 方 わ が 国 と しては ,9割 以上 の原 油 を 輸 入に 頼 っ てい る状 態 で あ り,こ の

為 に原 油 価 格 の変 動 と原 油 輸 入 の運 賃 等 に多 大 の 問題 を抱 え てい る。

即 ち原 油 の価 格 は従 来,メ ジ ャー と呼 ば れ る国 際石 油 資本 に より世 界 的に コ

ン トロール され て お り,産 油 国 と消 費国 との 間 の需 給 バランス をと りなが ら利 潤

を あげ て きた。 と ころが1970年 代 に 入 り,産 油 国 グル ープOPECと メ ジ

ャーの間 に 突然 石 油 戦 争 が 起 った。OPEC側 の要求 は,原 油 の値 上 げ,メ ジ

ャーの行 っ てい る事 業 へ の 経 営参 加 で あ り更 に は将 来 国 営化 へ の狙 い も含 まれ

て い る もの と思わ れ る が,値 上 り分 は その まy消 費 国 グ ル ープに対 して原 油 代

値 上げ として しわ よせ され てい る。

更 に原 油 輸 入 の運 賃 に つ い ても世 界 的な景 気,需 給 バ ラ ンス に よ り大 幅 に ふ

れ てコス トの 変動 要 因 とな っ てい る ため,タ ン カ ーの 大型 化,巨 大 な石油 輸入

基地 の建 設等,各 種 の 対 策 が コス ト軽 減,リ スク 回 避 のた めに とられ てい る。

生 産 面 に つ い ては,従 来 か ら装 置工 業 とし て各種 自 動化 が行わ れ て来 てい る

が,1960年 代 に お い て,生 産 工程 の集1‡]化,総 合化及 び コ ン ピ ュ ータ ・コ

ン トロ ール が急 速 に 普 及 をみ た。

販売 面 に お い ては,流 通 形態(広 域 化,バ ラ荷化 等)の 変 化 と,販 売 形 態

(ク レ ジ ッ ト,チ ケ ッ ト等)の 変化 に対 処 して ゆ く必 要 が あるが,こ の た め関

連 他 産業 の 動 向,新 技 術 等 に つ い ての情報 を常 に把 握 して お く必 要 が あ る。

更 に最 近 の公 害 問 題 に つ いては,石 油及 び そ の コンビナー トは当 然 の こ となが

ら,厳 しい規 則 を 強 い られ る こ とに な り,今 後 の 需要 をま かな うた めに は,立
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地 上,技 術上 の諸 問題 を解決 すべ き重大 な局 面に な っ て来 て い る。

こ うした状 況 をふ ま え て,過 去 に お い てつち かわ れ て きた経 営上 の情 報 シス

ムを如何 に充 実 させ,経 営 戦 略へ の適 用,経 営 効率 の 増進,サ ー ビス の 向上 と

い った諸 点 に 適 応 させ 得 る か とい う点 に着 目し て今 回 の調査 を行 って きた。

本 調査 に お い ては,産 業 的 に 比較 的共 通項 目 と思 わ れ るものに つ い ては これ

を網 羅 的に把 握 す る ことを 避け,今 後 の システ ム を,計 画 面 とオペ レ ーシ ョン

面 に お い て とり上げ た。

更に 石油 業 として特 色 の ある点 に つ い て も個 別 的に ふ れ る こ とに し た。

石 油 業 界 の国 際 的な 動 き,公 害,生 活 環境 的 な考 え方 の 変化,情 報 処 理面 に

お け る八 一 ド ーソ フ トウ ェア技 術 の進 歩,通 信 技 術 の進 歩 等 に よ り,今 後 大 幅

の変 化 が 予想 さ れ るので 近 い将 来何 等 か の追跡 調 査 が 必要 で あ ろ う。
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2.石 油産 業 の 展 望

第 二次 世界 大戦 に よっ て壊 滅 的な 戦災 を こ うむ った わ が国 の石 油 産 業 は 昭和

25年 よ り順 次大 平 洋岸 製 油 所 が再 開 さ れ るに 伴 い復 興の 一途 を た ど った。 そ

の後今 日に 至 るま でわ が 国経 済 の発 展,国 民生 活 の 向上 と あい まっ て急 速 な 発

展,拡 大 を続 け て きた。 燃 料 油 消費 量を み る と昭 和35年 度 の約3千 万Keか

ら'45年 度 の約1億9千 万Keへ10年 間 で6.3倍 に急 増 した。 これ は 同期 間

のGNPの2.8倍,鉱 工 業生 産 の3.7倍 とい うス ピ ー ドを大 幅 に 上 回 る。 そ の

理 由 は30年 代 か ら40年 代 前 半 を通 じて進 行 して きた エネ ル ギ ー転換 で あろ

う。35年 度 か ら45年 度 に かけ てわ が 国一 次 エ ネル ギ ー供 給 に 占め る石 炭 の

比 率 は41.5%か ら20.7%へ 低 下 した のに 比べ,石 油 は37.7%か ら70.8

%へ 拡 大 した。 つ ま りわ が国 エネル ギ ーの71%が 石 油 に依 存 し て い る訳 であ

る。

か くも大 幅 な成 長 を とげた石 油 産 業に もそ の前途 に は困 難 な,幾 つ か の 問題

が あ る。 そ の一 つ はわ が 国 の石 油 資 源 が少 いた めに必 要 な石 油 の99,6%を 輸

入 に依 存 して い る ことに 起 因 す る。 す なわ ち,安 定 的か つ低 廉 な供 給 を どの よ

うに確 保 して い くか とい う問題 がそ れ で ある。 第 一 次世界 大 戦時 の フ ラ ンス の

宰相 ク レマ ン ソ ーの 「石 油 の一 滴 は血 の一 滴 」 とい う言 葉 は現代 の 日常 生 活 で

は実 感 を伴 わ な いが,石 油供 給 がス トップし た場 合に 起 る事 態 を 考 え れ ば や は

り石油 は現 代 日本 経 済 の血 液 で あ る こ とに思 い いた らざる を得 な い。

重 要 な問 題 の も う一 つ は公 害 問題,と りわけ大 気 汚 染 の問題 で あ る。 これ に

対 処 す るた め石 油 産 業 は 従来,技 術開 発 お よび公害 防 止設 備 投 資 を 行 な っ て き

たが,将 来 もそれ らの た めの 莫 大 な投 資 の必 要性 に 直 面 してい る。 この 二 点 を

中 心に 世界 の石 油 情勢 を勘 案 しな が ら日本 の 石油 事 情 を素 描 し,わ が国 石 油 産

業 の将 来 を展望 したい。
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2.1世 界 の 石油 事情

2.1.1エ ネル ギ ー 革命

戦 後 日本 で経験 した エ ネル ギ ー革 命(エ ネル ギ ーの 流 体化)は ひ と りわ が 国

のみ な らず世 界 的な もの であ った。1960年(昭 和35年)か ら1968年

(昭 和43年)ま での8年 間 に 石炭 の相 対 的縮小 に 比 べ石 油 は31.3%か ら

40%へ と拡 大 した。1968年 で世界 の主 要消 費 国に っ い て石油 の 消 費割 合

を 見 る とア メ リカ40.6%,フ ランス53.4%,西 独46.4%,イ タ リア72.4

%,日 本63.3%で あ る。1980年 に はア メ リカ47%,フ ラ ンス72.9%,

西 独59%,イ タ リア76.3%と 一 層石 油 依存 度 を 高 め る 見通 しで あ り(注1)

日本 も1975年 で73%,1985年 で67.8～69.1%を 石 油 に依 存 す る

見込 み で あ る。 この よ うに少 く と もこ こ10年 は 石 油 が エ ネル ギ ー供 給の 主役

で あ る と考 え られ よう。

(注1)海 外 エ ネ ル ギ ー事 情 調査 団報 告

2.1.2石 油 資 源の 偏在

この よ うに重 要 なエ ネ ル ギ ー源 で ある石 油 資源 は か な り偏 在 し てい る。

1969年(昭 和44年)の 確 認埋 蔵 量,生 産 量 お よび 可採 年 数 を示す 表 一1

に よれば世 界 の埋 蔵 量 の 約63%は 中東 に偏 在 し,大 量 の生 産 量 に もかかわ ら

ず 可採 年 数 は71.8年 と一番 長 い。一 方,日 本,西 欧に はわ ずか しか存在 しな

い。 ま たア メ リカはか な りの生 産 量 を あげ な が ら なお国 内消 費 量 を満 してお ら

ず1969年 で原 油 の13.2%を 輸入 してい る(注2)。 可 採 年数 は 全世 界 で

33.6年 で あ るが,今 後 の原油 資 源 の探 査,海 洋 開 発 な どの進 展 を考 え ると な

お当 分 の間 資 源 的に は心 配 な い もの と思 わ れ る。

(注2)海 外 エ ネ ル ギ ー事 情調 査 団報 告
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表 一1世 界地 域 別確 認 埋 蔵量 及 び可 採 年数(1969)

■

可採年数
地 域 確 認 埋 蔵 量 ㈹ 生 産 量(P) (R/P)

百 万 バ ー レ ル % 百 万 バ ー レル

北 米 43,822 8.3 4,493 9.8

(う ち アメ リカ) (29,631) (5.6) (3,948) (75)

南 米 24,760 4.7 1,691 14.6

西 欧 488 0.1 104 4.7

苦

東 欧 60,262
11・4

2,560 23.5

ア フ リ カ 46,950 8.9 1,850 25.4

中 東 329,640 62.6 4,588 71.8

苦 縛

極 東 20,868 4.0 373 55.9

/

(う ち 日 本) (27) (一) (6) (4.9)

計 526,791 100 15,659 33.6

斧 う ち58,000(11 .0%)は ソ 連 通 産 省 「石 油 統 計 年 報 」

寿 ・・う ち18,000(3 .4%)は イ ン ドネ シア

■

t

2.1.3七 大 国 際石 油 会社

世界 の 石油 供給 に 重 要 な役 割 を果 して きた もの に七 大 国 際石 油 会 社 が ある

(注3)。 これ らの企 業 は強 大 な 資本力 を有 し世 界 の 多 くの 国 で原 油 の開 発 ・

生 産 のみ な らず輸送 ・精 製 ・販売 までの あ ら ゆ る石油 関連 事 業 を行 な ってお り,

とりわ け近 年 の投 資態 度 をみ る とダ ウン ・ス トリーム(輸 送 ・精 製 ・販売)に 力

を注 い でい る模 様 で ある。 最 近 では独立 系 産 油会 社 や国 営会 社 な どの進 出 に よ り,

相対 的に地 位低 下 の 方 向に あ り,ま たテヘ ラン協 定(注4)以 来 そ の交 渉 力 が 低

下 して い るの で は ないか とい う声 もあ る。 そ れ で もなk・1969年 の世 界の 石 油
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生 産 量 に 占め る シェ アは52.8%で,依 然 と して世 界 の石 油 市 場 に強大 な支 配

力 を保持 して い る。

(注3)七 大 国 際石 油 会 社 はス タ ンダ ー ド ・オ イル(ニ ュージ ャー ジー),

ロイヤル ・ダ ッチ ・シェ ル,ブ リテ ィ ッシ ュ ・ペ トロ リア ム,テ キサ コ ,

ガ ル フ ・オ イル,ス タ ンダ ー ド ・オ イル ・オ ブ ・カ リフ ォル ニア お よびモ

ー ビル ・オ イル で,こ れ らは一 般 に はメ ジ ャ ー と呼ば れ る。

(注4)イ ラ ンを始 めペ ル シ ャ湾6ケ 国 が1971年2月 石油 会 社 と締 結 し

た協 定。 そ れ に よる と,イ ラニ ァ ン ・ヘ ビー原 油 で1971年2月15日 に

それ 迄に 比べ 約800円/K2,そ れ以 降4回 に わ た る値 上 げ を含 め て,

1971～1975年 で合計1,650円/Ke(1ド ル ー308円 で計算)

の原 油公 示価 格値 上げ が 行 なわ れ る。 ま た リ ビア も1971年4月,リ ビア

で操 業 してい る石 油 会 社 といわ ゆ る ト リポ リ協定 を締 結 した。テ ヘ ラン協 定

期間 中に も拘 らず1972年1月,国 際 通貨 調整 を背 景に この値 上 りに プ ラ

ス して原 油公 示価 格 を8.49%再 引上げ した こ とは 記憶 に 新 しい。

2.1.40PEC諸 国 の動 き と 日本

これに対 し産 油諸 国はOPEC(石 油輸 出国 機構)を 結 成 して その主 張の実 現

を狙 っ て きた。OPECは ① 石油 資 源 開発 か ら得 られ る加 盟 国 の受 益 の最 大化,

②事 業参 加 お よびダ ウン ・ス トリーム へ の進 出,③ 石 油資 源 の効 率 的開発 と保 全

の三 つ を基本 的 な 目標 と して い るが,す でに 昨 年の テ ヘ ラン協 定お よび トリポ リ

協 定 の成 立に よっ て公示 価 格 の大 幅 値 上 げ に成 功 し た。 産油 諸 国は現 状 では主 に

石油 収 入に依存 し て い るた め,こ れ を利用 して自 国 の工 業化 ・経 済 開発 を行 な う

こ とを 目標 とし てお り,今 回 のOPECの 一 連 の 動 きは こう した 目標 の下に 一 致

して国 際石油 資 本 と交 渉 した結 果 で ある と伝 え られ てい る(注5)。 と ころが国

際石 油 会社 は両 協 定 に よる原 油 コス トの増 加 分 とい うソケ を消費 国に転 嫁 したた

めに ・わ が国 の よ うに 石油 資源 も もた ず国 際石 油 会社 も もたな い国 は発 言の場 さ

えない まま この波 を もろに か ぶ る ことに な った。 この ようにOPECの 動 きは将

来 のわ が 国の 石油 事 情,と りわけ エ ネ ル ギ ー ・コ ス トを考 え る際,欠 くこ との で

一10一

⑨



4

'

■

きな い要 素 を成 して い る。

(注5)総 合エ ネル ギ ー調 査会 石 油部 会 中 間報 告,日 本 経 済新 聞 「石 油 は

どうな る、」

2.2日 本 の 石油 事 情 と石 油産 業

わ が国 の石 油 消費 量が過 去10年 で大 幅 に 伸 び た ことは す でに指 摘 した。 そ

め間,量 的 の みな らず質 的 変化 も色 々 な面 に お よん で い る。

2.2.1油 種別 石 油製 品需 要 の 変化

石 油製 品需 要 の著 しい成長 は消 費 の大 衆 化,デ ィーゼル化,エ ネル ギー の流

体化 な どに よ って支 え られ て きた。油 種 別 に は表 一2の よ うに,石 油 化学 とい

う新 しい 産 業の 発 展 に よるサ フサ の伸 び が著 し く,次 いで灯 油 が 高 い伸 び を示

す 。揮 発 油 の増 加 率 が 最 も低 い。以 下 で油 種 別 にLPガ ス,潤 滑 油 を も含 め て

特 徴 を要 約 して お こ う。

表 一2燃 料 油 国 内 消 費 量 (単 位:1.OOOKe)

鍍
35 40 45 45/35 50(計 画)

石油製品販売量 % % % 倍 %

揮 発 油 5,860 19.9 1α874 13.9 21,013 11.2 3.6 33,565 9.8

ナ フ サ 853 2.9 ち853 10.0 2τ644 14.8 32.4 4τ148 13.8

ジ ェ ット燃 料 油 192 α6 535 0.7 U74 0.6 61 2,686 0.8

灯 油 L912 6.5 5,236 6.7 15,835 8.5 8.3 28,750 8.4

軽 油 2,129 72 5583 71 12ρ03 6.4 5.6 19,673 5.7

※

重 油 18,571 62.9 48263 6L6 109,626 58.5 5.9 210β83 6L5

計 29,517 100 78,344 100 18τ295 100 6.3 342205 100

ノ

劇 億円 億円 億円
GNP(40年 価格) 203,483 322,945 571,944 2.8 959,900

鉱 工 業 生 産 指 数
(40年 一100) 5718 100 215.9 3.7 392

1人 当 り国民 所得 142,084円 264.514円 561.734円 4.0

通産 省 「石 油 統 計年 報 」

通 産省 「46-50年 度 石 油 製品 需要 見通 しj他

苦50年 度 計画 のC重 油 に は 生ダ キ を含 む 。
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(1)揮 発油/消 費 の大 衆 化

大 部 分 が 自動車 用 で あ り表 一3の ように,昭 和45年 度 ま での10年 間 に

自動 車保 有 台数 が8.8倍 ま で増 加 した のに 伴 い,揮 発 油需要 は3.6倍 に 増加

し た。 所得 水準 の 上昇 に伴 い車 種 も30年 代 の トラ ック 中心 か ら レジ ャ ー用

・通 勤 用の 乗 用車 ・軽 自動車 に も広 が り,日 常 生活 の足 と して不 可欠 の もの

とな った。

② 灯 油/暖 房 用需 要 の 大 衆化

こ こ10年 間 に 民生 用 需要 が大 幅に 伸 びた。 これ は 石油 ス トーブ が35年

度 の72万 台 か ら45年 度 の2,427万 台 へ 急増 した こ とに対 応 し,さ らに

また40年 代 に 入 って国 民 の所 得 増 加 に伴 いセ ン トラル ・ヒ ーテ ィング等に

利 用 され 始 め た こ とに よる。 この よ うに 暖房 用 が主 で あ る ことか ら灯 油 需要

は冬 期 に集 中 し,民 生 用需 要 の割 合 が増 加 す るに つれ 夏 期 に生 産 し た灯 油 を

冬 まで貯蔵 し てお く必 要 性 が年 々 高 くな ってい る。生 産 ・供 給 過 程 で工夫 を

要 す るもの の一 つ で ある。

表 一3揮 発油車9月 末保有台数 と揮発油需要

鍍 35 40 45 45/35

ト ラ ッ ク

ノミ ス

乗 用 車

軽 自 動 車

計

恰

1,148

9

357

256

胎

2,319

18

1,560

2,033

恰
4,423

74

5,943

5,139

倍
3.9

8.2

16.6

20.1

1,770 5,930 15,579 8.8

揮 発 油 需 要 量
千kτ

5,860
千Kε

10,874

千K4

21,013 3.6

1台 当 り消 費 量
K4

3,311
Kε

1,834

K4
1,349 0.4

45年 度 は実 績 ・推 定

通 産省 「46～50年 度 石 油製 品 需 要 見通 し」
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また新 し く洗剤 用 ノル マル ・パ ラフ ィンの原 料 と して の灯 油 需要 が42年

以 降現 わ れ,45年 度 では53万Keの 需要 が あ った。

(3}LPガ ス/消 費 の 大 衆 化'

LPガ ス は家 庭 用 のみ な らず 自動 車 用燃料 とし て,ま た工業 用熱 源 と して

45年 度 までの10年 間に14.6倍 と急激 な需 要 増加 とな った。45年 度 の

消 費 量 は6,663千 トン でそ の半 分 は家 庭 ・業務 用 であ り,そ の うち65%

が家 庭 用 で ある。LPガ ス の 普及 世 帯 数 は 昭和38年 度 の769万 世帯(全

国 世帯 数 の33.8%)か ら45年 度 の1,455万 世帯(同59.6%)と 急増

した。(注6)そ の利 用 形態 は炊事 用か ら風 呂用 ・湯 沸 し用 ・ス トーブ用

に も漸 次広 が っ てい る。 工業 用 はLPガ ス特有 の 高 カロ リー ・低 硫 黄 の熱 源

とし て鉄 鋼 業 な どを中 心 に利 用 され てい る。

(注6)通 産省 「石 油産 業 の現 状 一1

(4)軽 油/デ ィーゼ ル化

軽油 需 要 の大 部分 が 自動 車 用 であ り,大 型 ト ラック ・パス な どの動 力 源 と

して利 用 され,こ れ らの 自動車 に よる輸送 量の増 加 が軽 油 需要 増加 の主 因 で

あ る。

(5)ナ フサ/コ ン ビナ ー ト化

わ が 国 の揮発 油(除 くナフサ)需 要 はモ 一夕 リゼ ィ シ ョンの 浸 透 に も拘 らず

相 対 的 に 伸び率 が 低 く45年 度 で は全 需要 に 占め る割 合は11.2%ま で落 ち

た。 した が って余 裕 あ るナ フサ 溜 分 を 利用 す れ ば石油 化学 原 料 と して は か っ

こ うで あ り,こ の点 に石 油精 製 と石油 化学 工業 の コン ビナ ー ト形 成 の 一 因 が

あ った 。 日常 身 近 な 合成 繊維 や プ ラス テ ィック 等 の原 料 で ある エチ レ ンは 昭

和34年 に4万 トンの生 産 で あ った が,45年 度 に はそ の生 産 能 力 も年度 平

均347万 トンに成 長 し,そ の原 料 である石油 化 学 用ナ フサ需 要 は35年 度

の 約85万K!か ら45年 度 の約2,300万Keへ 約27倍 に 増 加 した。 ナ

フサ需 要 に は この他 ア ンモ ニ ア そ の他 用,都 市 ガス 用 が あ り,都 市 ガス生 産

量 の約56%は 石 油 系 ガス で あ る。

-13一



(6)重 油/エ ネ ル ギ ーの 流 体化

重油 は エネ ル ギ ー流 体 化 を端 的 に示す 典型 的 油種 の一つ で あ る。 発 電 設備

の例 を 見 て も35年 度 に石 油 発電 設 備 の全 体 に 占 め る割 合は2.3%し か な か

った が,45,年 度 に は44・2%へ と拡 大 した(表 一4)。 原子 力 の増加 を考

え てもな お 当分 の間 石 油 が中心 で あろ う。 この ように 日常生 活 の光 熱 源 に 不

可欠 な電 力 ・ガス の 大 半 は 石油 に 依存 して い る訳 で あ る。

(7)潤 滑 油/高 級化 ・多様 化

潤滑 油 は 自動 車保 有 台数 の 伸 び や工業 発展 に伴 な って消 費量 は増 加 し,

35年 の788千Keか ら45年 の2,420千Keへ3.1倍 に な った。39

年度 か ら44年 度 へ の 傾 向 でみ る と自動車 用 よ り工 業 用 の伸 び が若 干上 回 っ

てい る。 また 自動 車 ・船 舶 用 エ ン ジ ンお よび産 業 機械 の 発 達に伴 な い高 温 ・

高圧 ・高 荷 重等 ます ます 厳 しい規 格 が要 求 され,高 品 質 化 と共 に 用途 に より

品種 も多様 化 され て約1千 種前 後 に お よん で い る。

表 一49電 力 に 占 め る 石 油 の 比 重

椴
35 40 45 45/35

9電 力 発電 設 備

水 力
千kw

9,208

%

51.7

千kw

10,784

%
35.5

千kw

13,495

%
28.4 1管

火力(石 炭) 8,200 46.0 10,980 36.2 12,218 25.7 1.5

火力(石 油) 397 2.3 8,603 283 21,020 44.2 52.9

原 子 力 800 1.7 co

計 17805 100.0 30,367 10α0 47,533 100.0 2.7

/

発電用燃料消費量
千t 千t 千t

石 炭 15,741 18,113 12,555 08

千Kε 千Kε 寸『K4
石 油 5,022 10,518 30,744 6.5

A

通 産省 「総 合 エネル ギ ー統 計 」
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2.2.2石 油製 品 の 供給

戦 後,わ が 国 では消 費地 精製 主 義の 考 え方 を 貫 い て い る。 これは 原油 の ま ま

輸入 し,消 費地 で精 製 す る方 式 で あ り,こ の 方式 に よっ てわ が 国 は石油 の 輸入

外貨 節約,消 費 量増 大 に よ る製 油 所 規 模 の大 型化,ま た コ ン ビナ ー ト等 の 関連

産業 の誘 致 な ど大 きな メ リ ッ トを受 け て きた。 タン カ ー大 型化 に よる運 賃 メ リ

ッ トもまた この 方式 に よっ て享 受可 能 とな った 。そ れ では需 要 の増 加 は 輸 入原

油 ・設 備 ・輸 送 な どの面 に どの ような 変化 を もた ら した で あろ うか。

(1)輸 入原 油

原 油輸 入 量は需 要 の 伸 び を反 映 し,45年 度 まで の10年 間 に6.2倍 に 増

加 した。 特筆 す べ きこ とは45年 度 で約85%を 中東 原 油 に依 存 し てい る点

で あろ う(表 一5)。 この よ う,にあ る地 域 に 集 中 して依存 して い る事 実 が安

定供 給維 持 のた め 石油 資 源 開 発 や 輸入の地 域 分散 を叫 ば せ る理 由 とな っ てい

る。

表 一5原 油 地 域 別 輸 入 量

(単 位:1,000K!)

♂

鞭
繊 35 40 45

% % %

中 東 地 域 26,222 79.7 77372 88.3 173β36 84.6

南 方 地 域 4β31 14.7 6,292 72 2τ523 13.4

ア メ リ カ地 域 148 0.5 515 0.6 663 03

ソ 連 1,678 5.1 2,924 3.3 577 0.3

そ の 他 523 0.6 2,772 1.4

計 32β79 100.0 87626 10α0 204,871 100.0

通 産省 「総 合エ ネル ギ ー統 計 」
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一 方 石 油消 費 量 の増 大 は また大 気 汚 染公 害 の原 因 とな った。 この た め石 油

産業 は低硫 黄 原 油 の輸 入 お よび脱 硫 装 置 の建 設 な どに より公 害 防 止 に全 力 を

注 い で い る。 従 来 の輸 入原 油 の平 均 硫黄 含有 率 は2.03%位 で あった が,

45年 度 に は1.6%と 低 硫 黄 化 され て い る。 中 で も超低硫 黄 の ミナ ス原 油 の

全体 に 占め る比 率 は35年 度 の2,4%か ら45年 度 の9.8%へ 増大 し,量 に

す る と この10年 間 で約26倍 に 増加 した。 今 後 も低 硫 黄原 油 の輸 入 は増加

の一 途 をた どるも の と思 わ れ る。

また,石 油 資源 の安 定供 給 をは か るた め昭 和33年 ア ラ ビア石 油 設立 以 来,

10数 社 が海 外石 油 開 発 を 行 な っ てい る が,現 在 の 開発 原 油供 給量 は国 内へ

の原 油供 給 量 の約10.6%(昭 和45年 度)と 非 常 に少 ない 。先 の エネ ル ギ

ー調 査 会 の中 間報 告 で は 「昭 和60年 度 でわ が国 所要原 油 の30%を 海 外 自

主 開 発原 油 で供 給 す る こ とを 目途 とす る」 こ とが提 言 され た。

② 精 製 工程 の変 化

原 油 を陸揚 げ し てか らの 精 製 工程 の代 表 的 な例 は 図 一1の 通 りで あ る。 ま

ず常 圧 蒸 溜 装 置 で分 溜 し,さ らに諸 装 置 で品 質 向 上 をは か るが,代 表 的 な装

置 の こ こ10年 間 の変化 は表 一6に 明 らか であ る。 す な わち,

① 製 油 規模 の大 型 化

35年 度末 の平 均 製 油 所規模 約3万BPSD(注7)か ら45年 度 末 に

は3倍 の約9万BPSDに 大 型化 した。 また46年12月 末 での 日本 の最

大製 油 所規 模 は27万BPSDで あ る。

② 品 質 向上 装 置 の増 加

灯 ・軽油 の品 質 向上 が行 な わ れた のは 勿 論 で あ るが,よ り最 近 の話題 を

含 め て揮 発油 と重 油 の 品質 向 上 に つい て考 え てみ る。 揮 発油(自 動 車 用)

は需 要 が 高 級化 し,高 級 ・並 級両製 品 英 才 ク タ ン価 が あげ られ た。 この 品

質 向 上に伴 な い高 オ ク タン揮 発 油の生 産 装 置 で あ る接 触改 質装 置 や接 触分

解 装 置 が製 油規 模 より早 いス ピー ドで建 設 され て きた。 さ らに オ ク タン価

向上 剤 として鉛 も利用 され た。 とこ ろが 昭和45年7月1日 以 降 鉛汚 染 を
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な くす た め 高 級 揮 発 油 で1.1CC/ガ ロ ン以 上 の 加 鉛 は 禁 止 さ れ た 。 そ し て

49年4月1日 以 降 無 鉛 に す る よ う規 制 さ れ,そ の 時 の オ ク タ ン 価 は 高 級

揮 発 油 で95,並 級 で88と な っ て い る。

(注7)barrelsperstreamdayの 略 。 設 備 能 力,通 油 量 を 示 す

単 位 で,実 際 に 運 転 し て い る 装 置 の1日 当 り の 通 油 量 。1bar-

re1は 約0.15gKe.従 っ て,1万BPSDの 能 力 を も つ 装 置 の

年 間 稼 動 日 数 を330日 と す る と.こ の 装 置 の 年 間 処 理 能 力 は

524,700K4(10,000×0.159×330)で あ る。

'
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表 一6石 油 産 業 に お け る 主 要 装 置 能 力

(単位:BPSD)

35 40 45 45/35

製 油 所 数 26 37 41

常 圧 蒸溜 装 置能 力 772,790 2,057,640 3.748β00 49倍

(1製 油所当 り能力) (29,723) (55,612) (91,434)

接 触 改 質 装 置 40,950 212,300 367β00

6.1

接 触 分 解 装 置 48,800 79,100 175,600

重油 水 添脱 硫 装 置

直 接 0 0 112,760

間 接 0 0
256,000

oo

通 産省 「総 合 エネ ル ギ ー統 計 」

この ように,今 後 は鉛 を 用 い る こ とな く高 い オク タン 価の製 品 が要 求 され

る こ とに な るの で上 述 の高 オ ク タ ン揮発 油 の生 産 装 置の必 要 性 は ます ます 増

大 す る こ とに な ろ う。

一 方,重 油 の 品質 向 上 は や は り低硫 黄 化 の推 進 で あろ う。近 年 いわ ゆ る過

密 地帯 といわ れ る と ころ では人 口の 集 中化,重 化 学工業 の集 中化 な どに伴 な

い硫 黄酸 化物 に よる大 気 汚 染 が深 刻 に な っ てい る。 政府 は 昭和44年2月 環

境 基 準 を設 定 し,石 油 産 業 も低硫 黄 製 品 の生 産 に 努 力を傾 け て きた。 既 述 の

輸 入原 油 の 低硫 黄 化 の み な らず昭 和40年 以来 あいつい で脱 硫 装 置が建 設 さ

れ,45年 度 末 に は脱 硫 装 置 合計 で約37万BPSDが 稼動 し,48年 度 末

に は約81万BPSDが 稼動 の予 定 で あ る。46年12月5日 環 境 庁 は大気

汚 染 防止 法 に基 く硫 黄 酸 化物 の排 出 基準 を 全面 的 に改正 強化 し・47年1月

5日 か ら実施 す る こと とな った。 また 東 京 ・大 阪 な どの地 方 自治体 で は独 自

の より厳 し い基 準 を設 定 してい く傾 向 に あ る。 こ うした環 境 保 全 の要 請 を満
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す た め,排 煙脱 硫 装 置な どと共 に い くつ か の手段 の一 つ と して これ らの脱 硫

装 置 の建 設 が促 進 され て い く もの と思 わ れ る。

(3}石 油 の輸送

① 原 油 の輸送/タ ンカ ーの大 型化

石 油 消 費国 の消 費 量 が増 大 す るに した が い,原 油 ・石油製 品 の 国 際移動

も増 加 す る。J・hnI.Jacobs社 の統 計 に よっ て世 界の タ ンカ ー就 航

船 腹 量 をみ る と1960年(昭 和35年)末 の62,805千DWTか ら

1969年(昭 和44年)末 の129,581千DWTへ9年 間 で2 '1倍 に 増

加 し た。 ま たそ の平 均 船型 も1957年 の17,100DWTか ら1969年

の41,800DWTへ と大 型 化 し て きた。1969年 末 建 造 中 な らびに発 注

済 タ ンカ ーは 合計403隻 で あ るが,そ の うち半 分以 上 の203隻 が

200,000DWT以 上 の船 型 で ある。 わ が 国 で も出光 丸205 ,000DWT

(1966年)が 始 めて20万 トン を超 え た の を始 め 日石 丸 が372,000

DWT(1971年)と 大 型化 の一 途 を た ど って い る。

タ ンカ ーを大 型 化 すれ ば 重量 トン 当 り建造 船 価 が低 下 し,船 員 等 に か か

る トン 当 り固定 費 も安 くな る。 さ らに高速 化 に より一 定 期間 の輸 送 量 が増

大 す る とい うメ リッ トが あ る。 最 小 輸送 コス トを もた らす船 型 は 航路 に ょ

っ て異 な るが,日 本 一ペル シ ャ湾 に つ い てみ る と45～50万 トン位 であ

ろ う とい う試 算 が あ る(注8)。

(注8)真 藤 恒 「50万 トン ・タン カ ーの建 造 システ ム」 サ イエ ン

ス,47年1月

② タ ンカ ー大 型化 とOTS

タ ン カ ー大 型 化 は今 後 も進 む と思 わ れ るが,大 型 タ ン カ ーが入 れ る港 は

そ れ 程 多 くは な い。 したが って港 湾事 情 の良 し(ところにCTS(原 油 貯 蔵

基 地)を つ く り,産 油地 か ら このCTSま で大 型 タ ン カ ー で運 び,そ の 後

製 油 所 ま で小 型 タ ンカ ー または パ イ プ ライ ン で輸 送 す る とい う方 法 が ク ロ

ーズ ・ア ップ され てい る。 この 場 合,CTSの 立地 及 び各 大 型 タ ンカ ーの

一20一

`



組 合 わ せ で色 々 な戦 略 が 考 え られ るが,一 次輸 送(産 油地 →CTS),二

次 輸 送(CTS→ 製 油 所)の 運 賃お よびCTS.大 型 タン カ ーへ の投 資 額

な どを考慮 し て最 適立 地 ・最 適 タ ンカ ー船 型 等 を選 ぶ こ とが で き よう。

③ 石 油 製 品の 国 内輸送

昭和43年 度 の輸送 実績 に よる石油 製 品 輸送 の61%を 内 航 タ ン カ ーに,

32%を タ ンク ・ロ ー リーに,そ し て7%を 国 鉄 タ ンク車 に 依 存 し て い る。

これ らの輸 送 手段 は交 通 の混 雑 ・人手 不 足の問題 を かか え てお り,こ れ ら

を解 決す る方 法 とし て石油 パ イ プ ラ イ ン輸 送 の構 想が ク ロ ーズ ・ア ップ さ

れ て きた。 パ イ プ ライ ン輸 送 の利点 は 第一 に道 路 の混 雑 に 左 右 され な い。

第 二 に 比較 的 安 全 で あ り,第 三 に タ ンク車 や タンク ・ロ ー リー よりは一 般

的 に は経済 的 であ る とされて い る。 運 輸省 の試 算 では石 油 を50KrnWh送 す

る場合,タ ンク ・ロー リー な ら1ke・ ㎞ 当 り20円 の コ ス トが か か り,タ

ンク車 だ と5円 ,パ イ プ ライ ンは2円 強(内 航 タン カー は2円 弱)で す む

(注9)。 この よ うな ところ か らパ イプ ライン輸送 は将 来 の ホー プ と見 ら

れ,す で にい くつか の計 画が あ る(注10)。

(注9)日 本 経 済 新 聞(46年2月17日)

(注10)例 え ば 関東 パ イ プ ライ ン(石 油14社 が 出 資)は 千葉 地 区

の製 油 所 を発 基地 と し,埼 玉県 経 由 で栃木 県 お よび 群 馬 県 に い た る総

延 長270Kmの3ヵ 所 に 設け る タ ー ミナ ルか ら周辺 需 要 家 へ 揮発 油,

灯 油,軽 油 な どの石 油製 品 を年 間1,500万Ke供 給 す る予 定 で47

年 秋 か ら着工 す る見通 しで あ る(日 本経 済 新聞46年10月7日)。

④ 石 油 の備 蓄

わ が国 の エネル ギ ーの大 半 は輸 入 す る石 油に 依存 す るた め,安 定 供 給 に

は格 別 の配慮 が必 要 で ある。 そ の方 策 とし ては原 油 開 発 ・石 油 供 給 源 の 分

散 化 を行 な う こと と共 に まず 当面r石 油 備蓄 が考 え られ る。 す で にOEC

Dが90日 分 を 目標 と して貯 油 の増 加 を決 め,西 独 で はそ の 目標達 成 の た

めに 石油 業界 が従 来 通'り65日 分 の貯 油 をす る他 に,政 府 が25日 分(原
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油1、000万 トン)の 備 蓄 を政 府 の責 任 で実 現 す る方 針 を決 めた(注11)。

わ が 国 では現 在45日 分(原 油20日,製 品25日)程 度 の貯 油 で あ り,

総 合 エネ ル ギ ー調 査会 の答 申(46年12月6日)で は49年 度 末 迄 に 全

体 と して60日 の備蓄 が必 要 で ある とし,そ の 実現 の ため,国 の 財政 ・金

融 面 の大 幅 な助 成 が必 要 で あ る と提 言 し てい る。 す なわ ち,60日 分 の備

畜 を実 現 す るた めに は,50年 度 末 を例 に と る と,そ れ 迄 に4.300万Ke

の タ ンク を建 設 し,51年 度 の タンク能 力 を1億1千 万K4に す る必 要 が

あ り,こ の た め5,000億 円近 い投 資 が必 要 とな るか らで ある(注12)。

また通 産省 の試 算 に よる と年 間 の備 蓄 コス トは,坪 当 り土地 代 に よっ て異

な るが,原 油貯 油 量Ke当 り1,500～2,500円 で あ る。

(注11)海 外 エ ネ ル ギ ー事 情 調 査団 報 告

(注12)石 油連 盟 「今 日の石 油 産業 」

(4)石 油 製 品 の流通

石 油製 品の 流 通 は一 般 に,元 売 会 社 →特 約 店 → 小売 業 者→ 需要 家,元 売 会

社 → 特 約店 → 需 要 家,又 は,元 売 会 社 → 需要 家 の 経路 を と って い る。 揮 発 油

に つ い ては小 売 業 者経 由が 比較 的 多 い とい う よ うに パ タ ーン は油 種 に ょって

少 し異 な る。 また 灯油 の 流 通 経路 は も う少 し複 雑 で あ る。流 通 に お け る問 題

点 の 一 つは 給油 所 建 設競 争に よる給油 所 の乱 立模 様 で あろ う。昭 和45年 度

の給 油 所 数 は10年 前 の4.5倍 の37,382で あ る が,自 動車 用 揮発 油 の

3.6倍 とい う同期 間 の増え 方 と比 較 す れ ばそ の建 設競 争 の 跡 が うかが わ れ よ

う。 給 油 所 の効 率 を上 げ るため 過剰 重 複 投 資 を避 け る ことが 今後 とも必 要 で

あ ろ う。

(5)国 内 の石 油市場 条 件 と石油 会社 の経 営状 態

石 油 産 業 では 販売 競 争 が激 しい。 そ の背 景 は次 の ように要 約 され るで あ ろ

う。 す な わ ち ① わ が国 の 石油 会 社 は最 大 の もの で もそ の販 売 シ ェアは20

%に 満 た ず,い わ ゆ るプ ライス ・リーダ ー と し ての役 割 を貫 徹 す るには 困 難

な状 態 で あ る。 ② 石 油業 は基 幹 産業 で あ り,供 給 不 安 が あ っ ては な らな い。
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そ のた め安 定供 給 を達 成 で きる よ う常 に 供 給 余 力 を もって見込 み生 産 を 行 な

って い る。 この よ うな時,豊 水 や暖冬 な どの 見込 み違 い の事 態 が 起 る と供 給

過剰 とな り価 格 の低 落 に つ なが る。③ 石油 産 業は 装 置産 業 で ある。 した が っ

て装 置稼 動率 を上 げ る程 単 位 あた り固定費 の負 担 は少 な い。 この こ とか ら供

給 過 剰を 招 きや す い。

この ような状 況 の下 では 揮発 油税 な ど石油 消 費に 課 され た税 を 全部 消 費 者

負担 に 移す こ とはな か なか難 し く,ま た昭 和45年 以来 三度 にわ た って 引 き

上げ られ た原 油 価 格(現 在 の 輸入 規 模 で年 間2千 億 円)に よ るコス ト増 加 も・

製 品価 格 引 き上 げに よっ て回 収 され てい るの は約60%に す ぎな い といわ れ

る。 こ うした 市 場条件 の結 果,昭 和35年 か ら44年 に か け ては 原油 コス ト

の低 下 に も拘 ら ず石油 製 品 卸売 価 格 は よ り一 層 下落 し,石 油 各社 の経 営状 態

も悪 化 の傾 向 を た どった(表 一7,表 一8)。 また46年4-9月 期 の 石油

11社 の 決算 に よれば対前 期26.3%の 減 益 とな り,不 需 要 期 とい う こ とを

考慮 して も相 当 の落 ち こみ とな った(注13)。

表 一7原 油 コス トお よび 石油 製 品国内 卸売 価格

(年 度) 35 44 差

L原 油 コス ト

円/Kε 円/Kε 円/Kε

原 油 コス ト(FOB) 3,431 3,161 一270

運 賃 ・ 保 険 料 1,782 907 一875

日本 差 コスト(CIF) 5,213 4,068 一1
、145

2.石 油 卸 売価 格(日 銀)
円/K4 円/Kτ 円/K4

揮 発 油 14,492 11,804 一2
,688

灯 油 17085 10,056 一7
,029

軽 油 15,599 10,633 一4 ,966

C重 油 8,850 6,213 一2
,637

原 油 コス トは 年度

卸 売 価 格 は年

通 産省 「石油 産業の現状 」
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表 一8石 油 産 業 の 経 営 分 析

35年 下 期 40年 下期 45年 下期

総資本収益率

%

9.59

758

%

3.67

3.58

%

3.36

4.61

石 油

製 造 業

自己資本比率

石 油

製 造 業

%

23.57

31.64

%

14.83

26.51

%
12.15

21.46

(注)下 期 は需 要 期 で ある の で総 資 本 収益 率(石 油)は 上期 より高 い。

石油 連 盟 「石 油 資 料月 報 」1971年9月

将 来 をみ る と・ テヘ ラン協 定 に よる昭和50年 までの年 々 の原 油 コス トの

上 昇 ・ 公 害防 止 お よび原 油備 蓄 ・輸送 合理 化 の た めの 莫大 な投 資 の必 要性 が

ある。 石油 産 業 が これ らの 問題 に 耐 え て石 油 の安 定供給 を 実現 し てい くに は

従 来 の ような脆 弱 な経 営 基盤 を一 日 も早 く堅 固 な もの にす る必 要 が あ ろ う。

(注13)日 本 経 済新 聞(46年12月1日)

2.3今 後 の課 題

ノ

以 上 で石油 産業 の特 徴 を素 描 し,そ の将 来 を展 望 して きた が,と りわ け その

将 来 と るべ き方 向 は昭和46年12月6日 に 出 され た総 合 エ ネ ル ギ ー調査 会石

油部 会 の中 間報 告 の 中に 見 出 され る。 す なわ ちそ れ は,① 安定 かつ 可 及 的低廉

な供 給 ・② 自主 性,③ 国 際 連帯 性,の 三 つ を柱 として石油 政 策 を方 向 づけ てお

り・ 供 給 源 の分 散化,ひ もつ き原 油 の排 除(従 来 外 資 と直 接 ・間 接 に提 携 して

い る会 社 が 多 く,原 油 も提携 先 か ら供 給 を受 け る こ とに な っ てい る場 合 が多 か

っ た),自 主 的 供 給源 の 確保(昭 和60年 で わが 国所 要原 油 の30%を 海 外 開発
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原 油 で供 給 す る ことを 目標),備 蓄 対 策(昭 和49年 度 末 で60日 分 の備 蓄 を

達 成),低 硫 黄 化 の推 進.流 通 合理 化 の た めのパ イ プ ライ ンの 導 入 な どの諸 政

策 の推進,お よび これ らの諸 目標達成 の た めの 政府 の積 極 的助 成,石 油 開発 公

団の 機 能拡 充 な どを提 言 して い る。 今 後,わ が国 の石油 産 業 は こ うした諸 政 策

を基盤 とし て新 し い時 代 へ前進 して い くもの と思 わ れ る。
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3.石 油 業 の情 報 システ ム

調 査 のね らい で も述 べ た如 く,各 企業共 通 な情 報 シス テ ムにふ れ る こ とは さ

け,本 章 では 石油 業 特有 の情 報 シス テ ムに つい て考 え る こ とにす る。

石油 業 に お い て も,他 の製 造 業 同様,原 材 料 の 購 入 ・生 産 ・配給 ・販売 が 企

業活 動 の 根幹 を な してい る。 こ こでは ・ これ らの企 業活 動 を 円滑 か つ経 済 的 に

運 営 す るた めに 必 要 な情 報 の種 類 と これ らの情 報 を有 機 的 に結 びつ け る情 報 シ

ス テ ム を説 明す る。

3.1の 総 合経 営 計 画情 報 は企 業 の戦 略 を決 定 す る長 期経 営計 画 と,決 定 され

た戦 略 に も とず い て期 間別 の計 画 を た て る中期 経 営 計画,お よび これ らの計画

に 沿 って企 業活 動 を実 行す る た めの短 期 経 営計 画 に分 かれ て い る。 各種 経 営計

画 の樹立 に あた っ ては 線形 計 画 法 が 広範 囲 にわ た っ て活用 され てお り,最 もシ

ステ ム化 が進 ん でい る分野 で あ る。 これは 石油 産 業が大 量 の 流 体 を取 扱 う とい

う特 徴 に よるもの で ある。

3.2で は原油 の 輸 入 ・タン カ ーの傭 船,製 油 所 に お け る生 産 ス ケ ジ ュール,

配給,販 売 に 関 す る情 報 を特 に部 門 別 に 掘下 げ て取 扱 っ てい る。

3.3は3.1お よび3.2で 示す 経 営諸 活動 に必 要 な情 報 の種類 ・情報源 ・頻度 ・

必要度 ・充足 度 の一 覧表 で あ る。1

3。1総 合経 営 計 画情 報

わ が 国 の石油 会 社 は原油 を 輸入 ・精 製 し,石 油 製 品 をわ が国 の エ ネル ギ ー政

策 に沿 っ て安 定 か つ低廉 に供 給 す る社 会 的 責務 を負 っ てい る。

原 油 に は ガ ソ リン溜 分 の多 い軽 質原 油 と重 油 溜分 の多 い重 質 原 油 が あ り,更

に硫 黄 の含有 量 に よ り高 硫 黄,低 硫 黄原 油 が あ る。 市 場 か ら要 求 され る数 量 と

規 格 を満 足 さ せ る製 品 を作 り出 す た めに は,こ れ らの い ろ い ろな種 類 の原 油 を
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●

組 合せ,且 つ 日本 の製 品 パ タ ーン に 合っ た生 産設 備 を建設 し効率 よく運 転 し て

い く ことが 必要 で ある。

原 油 の契 約 は通 常3年 程 度 の長 期 に わ た る ものが多 く,又,生 産 設備 も建 設

決 定 か ら完 成 ま でに1年 ない し2年 を要す るので,急 激に 変化 す る環 境 の 中 で将

来 の状 況 を予 測 し,対 策 を打出 す ことは 石油 会社 に とって きわ め て重要 な問 題

で ある。

重油 の低 硫 黄化 の 問 題 は現在 の 石油 会 社 が抱 え てい る最 も大 きな 問題 の一 つ

であ るが,こ の 目標 を達 成 す るた めに は,生 産 設 備(直 接 脱 硫,間 接 脱硫,重

質 油 の ガス化 等)お よび原 油 の組 合わ せ を考慮 して建設 計 画 を樹 て る必要 が あ

る。

又,益 々 困 難 に な る製 油所 あ るい は備 蓄 基 地 の新規 立地 に つい て も,前 もっ

て手 当 てす る必 要 が あ り,ど こに どう い う形 態 で,例 えば他 の石 油 会社 と共 同

で手 当 てす るか とい う問題 も極 め て重 要 で あ る。

この よ うに 石 油会 社 に とっては将 来 採 るべ き選 択 の道 が多 様 で あ り,ど の 道

を とっ ても数 百億 円に のぼ る巨額 の投 資 を必 要 と し,こ れ ら代替 案 の選 択 に 関

す る意思決 定 は そ の企 業 の10年 先,20年 先 を制 約す る こ とに な る。

石油 会 社 にお け る計 画 とは,こ れ ら,10年 先,20年 先 を制約 す る意思 決

定に係 わ る もの か ら,既 に 決定 され た原 油 タ ンカ ー契 約 と生 産販売 配 給設備 の

枠 の 中で,い か に効 率 よ く経 営 を行 な うか とい う意思決 定 に 係わ る もの まで部

門別,期 間 別 に 多種 ・多 様 で あ るが,こ れ らの 計 画 は,一 つの全 社 的 総 合計 画

の下 に 統 一 され た計 画 を形造 っ てい る。 経 営計 画 を部 門別 計 画 と期 間 別 計 画 の

両面 か ら考 え てみ よ う。

(1)部 門 別 経営 計 画

わ が国 の石 油 業 の基 本 的 な業務 とし ては,ま ず原 油を 「輸入 」 し,そ れ を

製 油 所 に おい て 「精 製 」 し て商 品 とな し,油 槽 所,給 油 所,又 は需 要家 に

「配給 」 し 「販売 」す る とい う基 本 的な 流 れ が あ る。 これ ら各 々 の 業務 に 対

応 し て輸 入部 門,精 製 部 門,配 給部 門,販 売 部 門 とい った部 門 が組 織 され て
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い る。 これ らの部 門 は一 つの 会社 とし て独立 して運 営 され て い る場 合 もあ り・

一 つ の会社 の 中 の一部 門 と し て存 在 す る場 合 も ある。

これ らの部 門毎 に他 部 門 の情 報 を考慮 に入 れ た上 で輸 入計 画,生 産 計 画,

配 給 計画,販 売 計画 とい っ たそ の部 門 に 関す る総 合的 な計 画 業務 が樹 て られ

るが,一 部 門 での あ る意 思 決 定 は他部 門 に極 め て大 きな 影響 を及 ぼす こ とが

多 い。 例 え ば,長 期に わ た る原 油 契 約.タ ンカ ーの傭 船 契 約 な どは生 産 ・配

給 ・販 売計 画 に 大 きな影 響 を 与え る。 従 って各 部 門 計 画 の整 合性 に つ い ては

厳 格 に統 制 さ れ る必 要 が あ る。

一般 に,各 部 門 内部 に お け る サブ ・システム を 考 え る場 合 に は他部 門 と一 見

無 関係 な計 画 業務 も あ るが,そ れ とて も他部 門 に お い て決 定 さ れ た計 画の枠

の 中 で立 案 さ れ て い る場 合 が多 い。 部 門別 計 画 は 全社 的総 合計 画 が決 定 され

た 後 に作成 され るべ き性 質 を も って お り,会 社 的計 画の 細 目の具 体化 と叶 う

使 命 を も ってい る とい っ て よい で あろ う。

② 期 間別 経 営計 画

石 油 業 にお け る計 画 業務 は歴 史 的 に 見 ても部 分計画 か ら全 体計 画 へ と発展

して きてお り,現 在 で は全社 的総 合 計 画 シス テ ム を完成 させ てい る企業 も少

な くな い。 これ らの 全社 的 総 合計 画 は 期間 別 に は次 の3つ に 分類 され る と考

え られ る。

長 期計 画1年 ～10年 以 上

中期 計画3カ 月'～18カ 月

短 期 計画10日 ～3カ 月 シ

長 期計 画 では,

ア

イ

ゥ

ェ

オ

新 規製 油 所 及 び備 蓄 基地 の立地 計画

重油 の低硫 黄化,ガ ソ リン の脱 鉛化 計 画

最 適原 油 の選択,新 規原 油契 約

新設 装 置 の種 類 ・規模 ・時期 の 決定

タン カ ー傭 船運 航 計画
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力 新規事 業計 画,協 業 化

キ 最 適 販 売 ・配 給 パ タ ーンの 決 定

等 の 企業 の意 思決 定 に 関 す る問 題 を取 扱 う。

中期計 画 で は,長 期 計画 で予 め決 め られ た大 枠 の中 で既存 の設 備,既 契 約

の原 油等 を 利 用 し て 企業 の 最適 オ ペ レ ーシ ョン を計 画す る。 この 中 期計 画 は

企業 会計 制度 と結 び つい て月 間又 は期 間損 益 計 算に 連 結 し て行 く。

短 期計 画 は,オ ペ レ ー シ ョナ ル な レベ ル と密 接 に結 び つい た部 門 別実 行 計

画 で あ り,原 油 の 受入,装 置 の運 転,製 品 の製 造,タ ンク繰 り等 を月 別,旬

別 に中期 計 画 で決定 され た数値 を 目標 とし て計 画 され る。 図 一2は 時 間 的に

見 た経 営計 画 のハ イア ラ キ ー ・シス テ ム で ある。

(3)計 画 の担 当部 門

各 部門 の 活 動 は 全社 的 総 合計 画 の枠 内 で行 なわ れ るが,組 織 的 に み る と長

期 計画 は企 画 部(社 長 室)が 中心 とな って計 画 し,中 短 期 計 画 は生 産 部(製

造 部)・ 輸 入 部 ・販 売 部(営 業部)・ 運 輸 部(配 給部)と い った実 行 部 門 が

中心 とな っ て編 成 され るの が普通 で ある。

一 般 に長 中 期 計画 は本 社 のス タ ッフ部 門 が作 成 の 中心 とな り,短 期 計画 は

現 業 部 門に 委 ね られ る。 長 中期 計 画 は全 社 的な 経 営 計画 で あ り,短 期 計 画 は

部 門 別 計画 に 該 当 す る。

3.1.1長 期経 営 計 画 に お け る情報 の 流れ

(1}長 期 計 画策 定 の プ ロセス

長期 計画 を 策定 す るに あた って必 要 な こ とは まず計画 の全 社 的統 一 目的 を

明確 に決 定 す る こ とで あ る。長 期 計画 の 目的 は経 営の最 も高 い レベ ル で決 定

され な くては な らない。 目的が 決定 され る とそ の 目的に 沿 って,計 画 策定 の

ス ケ ジュ ール,作 業 の 分担,人 員 な どが決 定 され,計 画 策定 に 必要 な 前提 条

件 が 収集 され る。

長期 計 画 は毎 年 決 ま っ た時期 に先 行 き5年 ない し10年 を策 定 し てい く方 式

(ロ ー リン グ方 式)と いわ ゆ る5カ 年 計画 とか10カ 年 計 画 とか 期 間 を 固定
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図 一3長 期 経 営 計 画 作 成 の 年 次 ス ケ ジ ュ ル

目的 ・前 提 の決 定 代 替 案 の シ ス テ ム 分 析 部門別計画及 び予算化
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図 一4長 期 経 営 計 画 策 定 の サ イ ク ル

計 画 目 的 の 決 定
計 画 の

フォローア ップ

方針 の指示及 び実行

●

作 業 スケジュール

分 担 の 決 定

前提条件の収集

前 提 条 件

デ ー タ ・パ ン ク

,
'
'
,
'
'

〆

'
1
1

,
'
'
ノ

1
'

ノ

!
ノ
ノ

経 営 シ ミ ュ レ ー

シ ョ ン ・モ ァ ル

、
、

、
、
、

、

、

、

、
、

,
'
,
'
'
ノ

ノ

ノ

'
'

ノ
'

'
'

ノ
ノ
ノ
'

'
' ケ ー ス ・ ス タ ァ ィ

、
、
、

、

、

、

、
、

、
、

、

、
、

前 提 条 件 の 吟 味

ノ
ノ

ノ
'
ノ

ノ

,

'

計画の審議決 定

,
ノ
ノ

'

/

'
べ

、

、

、
、

、
、

、

、
、
、
、
、

、

、
、

、
、
、

、

〉

報 告 書 の 作 成

代 替 案 の 設 定 計画 の分 析 と評 価

シ

ベ
＼

、

¶

,

`

一34一



》

1



略

冒

し て一 度 策定 した ら余 程 の環 境 の変 化 が な い限 り変 更 しな い方式(固 定 期 間

方 式)と が あ るが,最 近 の ように技 術 革 新 の テ ンポ が早 く,公 害 問題 な ど環

境 の 変化 の著 る しい時 代 に 即応 す るた めに 弾 力性 に 富む ロー リン グ方 式 を採

用す る とこ ろが多 い。 図 一3に ロ ー リン グ方 式に よる長 期計 画作 成 の年 次ス

ケ ジ ュール の一例 を示 した。

前 提 条 件 は各 部 門毎 に 提 出 され,十 分 に 吟味 され た上,デ ータ ・バ ンク に

収 容 され る。 石油 業 に おけ る計 画 業 務 は,LP(線 型計 画法)な どのモ デル

を用 い て将 来 の企 業 ビヘ イ ビア ーの シ ミュレ ー シ ョンを行 う場 合 が多 く・ デ

ー タ ・バ ンク に あ る前 提 条 件 は 通常 モデ ル の イ ンプ ッ ト ・デ ータ とな る。 一

つ の計 画 に 練 り上 げ られ る迄 に は モ デル に よる多 数 のケ ース ・ス タデ ィを 行

な う。 こ う して作成 され た長 期計 画 は最 高経 営者 層 に報 告 され,そ の裁 断 に

委ね られ る ことに な る。 その 際,一 つ の最 適 案 が報 告 され るだけ で な く,キ

ーポ イン トとな る前 提 条件 に つ い ての感 度 分析結 果 が 合わ せ て報 告 され意 思

決 定 者 の判 断の 材料 とな る。 長 期 計 画 が決 定 され る とそ の結果 は 直 ち に 関係

各 部 門に 流 され,各 部 門 は そ の計 画 に 基ず い て部 門別 計 画 と実 行 予 算 を作 成

す る ことに な る。 企 画 部門 は土 地 の取 得 予 算 を,製 造 部 門 で あれ ば長 期 の生

産 計 画 を作 成 し,設 備 の新増 設,改 廃 に伴 う予算 を作 成す る。 又,輸 入部 門

で あれ ば長 期 計画 の 方 針 に沿 っ て必 要 な時 期 に必要 な原 油 の 長 期 契 約 を締 結

した り,造 船 会社 に タ ン カー船 台 の 予約 を行 う ことに な る。

これ らの 長期 予算 は,年 間 の予 算 とは別 個 に取 扱 われ,決 定 さ れ た プ ロ ジ

ェク ト毎 に 管 理 さ れ るのが普 通 で ある。 計 画 自体 は常 に部 門 活 動 を通 じてチ

ェ ックさ れ フ ォ ローア ップ され て行 き,新 たな計 画 の 目的 の 設 定へ とつ な が

り,こ の サ イ クル が繰 返 され る。(図 一4参 照)

② 長 期 計 画 に必要 な情 報

長 期 計画 立案 に必 要 な情 報 と しては 次 の通 り分類 され る。

① 政 策 に 関す る情 報

長期 計 画 の基礎 とな る経 済 見通 しは 日本 経済 の エ コ ノメ トリ ック ・モデ
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ル等 を 用 い て い ろい ろな ケ ース に つ き外 生 変数 を変 え て計算 され るが,官

庁 ・各種調査機関 ・銀行 な どの経 済 見通 し,試 算 結 果 な ども参 照 され る。 こ

こで決 定 され た経 済 諸指 標(GNP,IIPな ど)は,石 油 製 品 の 需要 予

測 に 用 い られ,石 油 製 品 の 合計需 要 量 の算 出,油 種別 積 上計 算 の際 の基 準

指標 とな る。

新 規製 油 所 あ るい は原 油貯 蔵 基地(CTS)の 立地 に 関 す る情 報 は,国

又 は 県 の開 発 ・埋 立 計画,各 種 調 査機 関 の資 料な どが利 用 で き る。 又,政

府 が 毎 年策 定 す る石 油 供給 計 画 に基 づ く特 定設 備 の認可 枠,重 油 の低 硫 化,

ガ ソ リンの脱鉛 化 な どの環 境 保 全 に係 わ る立 法措 置,備 蓄 問題 な どに 関 す

る情 報 も必 要 で あ る。

② 輸 入 関係 情 報

あ る原 油 を契 約 す るに あた って,そ の 輸 入可能 量 と価 格 の推 定 は国 際 石

油 会 社,商 社 あ るいは現地 での情 報 等 様 々 な情 報 を集 め,将 来 の そ の原 油

に 対 す る需 給 を想 定 して行 なわ ざ るを得 な い が,一 部 特殊 な低硫 黄 原 油 な

どを除 い ては,油 種 間 の価 格 の バ ランス は現 在 とほ とん ど変 わ らず推 移 す

る と考 え て よく,原 油 の選 択 を決 定 す るため に は将 来 の推 定 価格 よ りも油

種 間 の価 格 のバ ランス が む しろ問題 とな る。 現 在 では テヘ ラン ・トリポ リ

協定 に より1971年 以 降5年 間 は特 別 な事 態 の変 化 が な い限 り,こ の協

定 以 上 の価 格 の 引上 けは ない が,今 後石 油需 要 は益 々 増 え続 け 新規 油 田の

開発 コス トも嵩 む ことか ら,更 に 高価 格原 油 時 代 に な る ことが 予想 され る。

原 油 の 輸 入可能 量 に つ いて は新 規油 田開発 に よる世 界 の オ イル フ ロ ーの

変化 の要 素 も考慮 しな け れば な らな い。

タ ン カ ー傭 船 に関 し ては長 期 契約 とス ポ ッ ト傭 船 が あ り,大 部 分 は 長期

傭 船 でカバ ーさ れ るの で原 油 処 理能 力 の増加 に 伴 な っ て何 時頃,ど の位 の

大 きさの船 を造船 会 社 に発注す るか,又 将 来 のス ポ ッ ト傭 船 市 場 の動 きは ど

うな る か とい う こ とが重 要 な検 討 テ ーマ とな る。 従 っ て前 提 条 件 と しては

将 来 の タン カ ーの 需 給 見通 し,船 価 の 見積 り,長 期 傭 船料 率,積 出地 の港
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湾 条 件,航 路 の 状 態等 が必要 で あ る。

③ 会計 関係 情 報

長 期 計画 に使 わ れ る経 理 ・財務 面 の情 報 と して は,調 達 し得 る資金枠,

目標 経 営 諸比 率 等 で あ る。 こ うした経 営 諸 指 標 は 非常 に重 要 で あ って,い

かに 物 量 バ ラン スが う ま く とれ て い て も経 営 の体 質 が悪化 して い ては何 に

もな らぬ し,資 金 調達 力 がな い に もか か わ らず,無 理 な投 資 は で きな い。

そ こで,あ らか じめ 長期計 画 の チェック ・ポ イ ン トとして,そ の計 画 を実 施

した場 合 の望 ま しい経 営 諸 比率(例 え ば売 上 高 利益 率,自 己 資 金率 等),

資 金 調 達枠 等 を決 め てお き,そ の基準 か ら大 幅 に へ だた らぬ よう会計 面 か

らの フ ィー ド バ ックが 必要 で あ る。

④ 販売 関係 情 報

販 売 に 関す る情 報 と して は,① の政 策 に 関 す る情 報 に含 まれ る経 済 見通

しに も とず き推 定 さ れ る石油 製 品 の地 域 別 ・油 種 別需 要,油 種 毎 の販売 目

標 な どが あ る。製 品 の規 格 の 見通 し も極 め て重 要 な 前提 条件 で あ り,特 に

重油 の 硫黄 規 格,ガ ソ リンの成 分等 の製 品規 格 等 の 見通 しは環境 問題 と関

連 して慎 重 に考 慮 さ れ なけ れ ば な らな い。 価 格 に つい ては将 来 の推 定 は 非

常 に 困 難 で あ るが,現 状 価格 が原 油 の値 上分 に ス ライ ドし て上 昇 し て い く

と考 え られ る。 その 他販 売 施 設(ガ ソリンース タン ド等)の 建 設計 画,単 位

投資 額 等 が前 提 条 件 とし て必要 で あ る。

⑤ 配 給 関係 情 報

配 給 関係 の前 提 条 件 と して は油 槽 所 の 建設 計 画,単 位 投 資額,油 種別 ・

輸送機 関別 配 給 基 準運 賃 等 が あ る。 石 油 製 品 は製 油 所か ら出荷 さ れ て一 旦

油 槽所 に 入 れ られ,そ れ か ら需 要家 に 配給 さ れ る場 合 と製 油 所 か ら直接 需

要家 に 出荷 さ れ る場 合 とが あ るが,基 準運 賃 としては製 油 所 か ら油槽 所 ま

での運 賃,製 油 所 又 は 油槽 所 か ら需要 家 ま での運 賃 の 二 つに 分 け て捉 え ら

れ るの が普通 で あ る。 輸送 機 関 とし てはパ イ プ ライン,コ ース タル タ ン カ

ー,バ ー ジ,タ ン ク車 ,ロ ー リー,ト ラ ックな どが あ り賃 率 が著 る し く異

一38一



るの で,運 賃単 価 はそ の各 々に つ き算定 さ れ る。

⑥ 製 造 関係 情 報

製 造 に関 す る前提 条 件 は新 設装 置 の建 設 コス ト,装 置 の能 力,半 製 品 の

得 率,プ ロセ ス コス ト,ユ ー テ イ'リテ イ(自 家 燃料,水 素,蒸 気,電 気,

水等)の 消費 原 単位,半 製 品の性 状,ブ レ ンデ ィン グ の組 合せ,装 置補 修

計画 等 が ある。 これ らの前 提条 件 の うち既存 設備 のデ ータは現 業 部 門な ど

か ら比 較 的得 られ 易 いが,こ れ か ら新設 し よう とす る装 置の 建設 コス ト,

得 率 な どにっ い ては,エ ン ジニア リング会社 な どの デ ータ か ら得 る こ とに

な る。

3.1.2中 期経 営 計 画 にお け る 情報 の 流れ

中期 計 画 は通 常,期 別 計 画 と して運 用 され てい る場 合 が多 い の で,こ こでは

期 別計 画 の情 報 の流 れを追 っ てみ る ことに す る。

期 別計 画 に お い て必要 な前 提 条件 の 種 類 は長 期 計画 の場 合 とほ ぼ同 様 で あ る

が,主 な違 いを列 挙 す ると次 の通 り であ る。

① 原 油 契 約 は 大部 分 が長 期計 画 に お い て決 定 され て い る。

② 装 置 の新 増 設,改 廃 は長 期計画 に お い て大 部 分 が決 定 され てい るの で部 分

的な 修正 しか で きな い。

③ 期 別 計画 は企 業 会計 制度 と結 び つい て期 別予 算計画,利 益 計 画 に連 結 して

い る。

④ 長 期 計画 よりも現実 の動 きを反 映 し て更に 詳 しい前提 条件 が 要求 され る。

⑤ 長期計 画 は 理 論 値 が用 い られ る こ とが 多 い が,期 別 計 画 は現 実 のデ ータが

得 られ,且 つ オペ レ ー シ ョン の基 準 とな る ため,実 際 のオ ペ レ ーシ ョン 上の

デ ータ が使 わ れ る こ どが多 い。

長期 計 画 の担 当部 門 は既 に 述 べた ように 企画 部(社 長 室)が 中 心 とな る こと

が多 く,中 期 計 画 は本社 製造 部 が 中心 とな っ て作 成 さ れ る こ とが 多 い。 従 って

各 部 門 に おけ る情報 の共 有デ ータの 整 合性 に つ い て十分 な留 意 が 払 わ れ る。

期 別計 画に あっ ては夏 場,冬 場 の製 品需 要 の違 いか ら製 品 の備 蓄 の問題 が一
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つ の主要 なテ ーマ とな る。 典型 的 な例 は灯油 の需 要 で あ るが,冬 場 は需 要 が生

産 能力 を上 まわ り,逆 に 夏場 は生 産能 力 が過 剰 とな る。 そ こで夏 場 に灯 油 の備

蓄 を行 い,冬 場 に これ を放 出 す る とい う政 策 を採 るわ け で ある が,不 需要 期 に

どの程 度 備 蓄 す るかは,備 蓄 タ ン クへ の投 資 額 との関 連,原 油 タ ン クの転 用 等

様 々 な要 素 を折 込 ん で代 替 案 が検 討 され,最 適備 蓄 量 が決 定 され る。

中期 計画 では この 他,期 間 中 の各製 油 所 での 原 油 処理,各 装 置 の運 転 方法 と

処 理 量,補 修 時 期,半 製 品 ・製 品 輸 入,国 内 購 入量,受 託及 び委 託 精 製 量,半

製 品 ・製 品輸送 量,製 品交 換 量,製 品 販売 量等 の物 量 バ ラ ンス が い ろい ろな ケ

ースに つ いて算 出さ れ,そ の各 々の ケ ースに つ いて売 上高,製 造 原 価,販 売 経

費,一 般管 理 費,金 利等 が 計 算 さ れ経 営諸 比率 と共 に 意思 決 定 の素 材 とな る。

これ らの非常 に多 くの情 報 を能率 よく処 理 し,簡 潔 な報告 書 を短 期間 の うちに

作 成 す るに は コ ン ピュ ータの利 用 が不 可 欠 で あ る。

物 の動 き(物 量 のバ ランス)が 主 と して製 造部 を中心 と して算 出 され るのに

対 し,金 の動 き(価 値 の バ ランス)は 主 として予 算 部門 が作 成 の 中心 とな る。

この 物 量 と価 値 の バ ランス は,同 時 に 決 定 され る か又 は物 量 バ ラ ンス を決 定す

る時 に 価値 面 か らの フ ィー ドバ ックが必 要 で あ る。

予算 部 門 では 長 期計 画 に よっ て既 に 決 定 し てい るプ ロジ ェク トの 予 算 を含 め

販売 ・配 給施 設(ガ ソ リ ンス タ ン ド,油 槽所 な ど)へ の設 備投 資 ・装 置 の維 持

・修 理等 に 要す る投 資等 を 集積 し資 金 計 画表,予 定損 益計 算書,予 定 貸 借対 照

表等 の諸 資 料 を作 成 す る ことに な る。 期別計 画 は 最 終 的に は 企業 の最 高 議決 機

関 で あ る取締 役 会 の審 議承 認 を経 て決 定 され る。

3.1.3短 期 経営 計 画 に お け る情 報 の 流れ

短 期 計 画 は通 常,月 次計 画 と し て運 用 され る場 合 が多 いの で,こ こでは月次

計画 の情 報 の流 れ を追 ってみ る ことに す る。

わ が国 の 石油 会 社 に お い て は,月 単 位 の計 画 が 組 まれ る こ とが多 い が,月 次

計 画 の 目的 は次 の よ うな もの で あ る と考 え られ て い る。

① 期 別計 画 に よ って決 定 され た 目標 値 の フ ォロ ーア ップ
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② 輸 入・ 製造 ・ 販売,配 給 の各 部 門 に おけ る情 勢 変化 の情 報 を素早 く掴 み,

現 実の オ ペ レー シ ョンに は ね返 す。

③ 現 業部 門へ の オ ペ レ ー シ ョン ・ガイ ダ ンス を出す。

即 ち,中 期 的 な経 営 目標 で あ る期 別 計 画 を具 体化 し,ど こ までそ の 目標 を達

成 した か をチ ェ ック しつ つ現 実 の オペ レ ー シ ョン との橋 渡 しをす る役 割 を に な

ってい る といえ る。

月次 計 画 に あっ ては,原 油 ・半 製 品 ・製 品 の在 庫 レベ ル の決 定 が重 要 な テ_

マ とな る。 原油 処理 は原 油船 の 入 港予 定,タ ンク在 庫,タ ン ク能 力 ,原 油 の硫

黄 含 有 レベ ル等 か ら原油 線 表 な どを用 い て各 製 油 所の1次 装 置に かけ られ る原

油別 数 量 が決 定 され る。 さ らに,1次 装 置か ら得 られ る半製 品 は2次 装 置 に か

け られ る か又 は製 品 規格 に 合 う ように 混 合 され る。 通 常LPモ デ ル な どを 用 い

て この過程 に対 す る最 適 オペ レ ー シ ョンの選 択 が な され る。

月 次計 画 は中 東 の原 油積 出地 か ら 日本 の製 油 所 に受 入 れ る迄 に約20日 間 を

要 す る こ と,原 油 の供給 者 との契 約 で1カ 月前 に タ ンカ ーに積 込 む原 油 の指 定

を行 う場 合が多 いの で,3カ 月 先 の原 油処 理 計 画 が必 要 で あ り先行 き3カ 月 迄

の計 画が 組 まれ る ことが多 い。 又計 画 の最適 化 は まず複 数 の製 油 所に つ いて同

時 に 行 なわ れ,各 製 油 所 での オ ペ レ ーシ ョンの指 針 が作 られ る。

物 量バ ランス が決 定 され る と月 次損 益 も計 算 され,こ れ ら の月次 計 画 は期 別

計画 と対 比 され,大 きな喰 い違 いが あれ ば,対 策 が講 じられ,期 別 計 画 の 目標

値 に 近 づけ る努 力 がな され る。

月 次計 画 の 内容 は,通 常 月1回 の会 議 で検 討 され,そ の場 で各 部 門 の 問題 点

が調整 され る。 この会 議は 各 部 門 の も っ てい る最新 の情 報 を 確 認 し合 う機 会 で

もあ り,そ の 結果 は各 部 門 の 現 実 のオ ペ レ ーシ ョンに反 映 され るこ とに なる。
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3.2部 門別 経 営 計 画情 報

3.2.1原 油 の 輸 入

(1)国 際 原 油市 場 と日本 の 石油 産 業

既 に述 べ た如 くOPEC出 現 以 来,世 界 の原 油 市場 が買 手 市場 か ら一 変 し

て売 手 市場 に な りつ つ あ るの で,ほ とん ど全 量 を 輸入 に仰 がな けれ ばな らな

い 日本 の石 油 産業 は大 きな影 響 を受 け始 め てお り,石 油政 策 の在 り方,業 界

の進 む べ き方 向,等 を再 考す べ き時 で ある とい え よう。 エ ネル ギ ーの安 定 供

給 の必要 性 を痛 感 し,石 油 の開 発 参加 に 相 当 の力 を入れ 始 め ては い る もの の,

この効 果 が 上 るに は,ま だ長 時 日を要 す る で あろ う。

現 時点 では,国 際 石油 市 場 の メ ジ ャーの力 を反 映 して,日 本 の石油 産 業 は

約半 数 の企 業 が メ ジ ャー の関連 会社 で あ り,そ の 原油 調達 は,輸 入 量 の約

10%に 当 る ア ラ ビア 石油 の カ フジ ・フ ー ド原 油 以 外を 系列 メ ジ ャーの斡 旋

に依 ってお り,非 メ ジ ャ ー系 の 石油 会 社 も終 局 の サ プ ライ ・ソ ース を メ ジ ャ

ーにほ とん ど頼 ら ざるを得 な い のが現 実 で あ る
。

以 下 に述 べ る原 油 購 入 に 関す る企業 の活動 及 び その為 に 必 要 とされ る経 営

情 報,さ らに は そ の利 用 の仕 方 は,非 メ ジ ャニ系 の一例 で あ って,メ ジ ャ ー

と密 接 な関 係 に あ る石 油 会社 には 適用 し得 な い もの で ある。

② 原油の輸入

国際市場 における原油価格 は,原 油その ものの市場動向,そ の原油 を精製

した石油製品の需要,価 格動向及びOPECと メジャーの力関係等 に より決

定 される。

製品の需要に 合致す る原油 を安定的に然 も低廉 に調達す る ことが輸入業務

の 目的であり,各 企業 では販売部門が国内の製品市場動 向を予測 し,生 産部

門が精製設備能力等に応 じた所要原油の種類 と必要量の 見通 しを樹 て,原 油

調達,輸 入部門 が国際原 油市場 の供給サ イ ドの動向に関す る情報 を考慮に入
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れ て短 期,長 期 の原 油 購 入契 約 を最 も有利 と思 われ る タイ ミン グ で締 結 し,

これ に 対 し配 船,輸 入 し てい く。

経 営 計画 全 般 と密 接 に つな が る計画過 程 の メ カニ ズム は3.1経 営 計 画 情

報 の 項 で 扱 い,か つ,石 油 製 品 の需 要 動 向及精 製 に関 して も各 々 の項 で取

上 げ るの で,こ こでは 主 として他 では扱 わ れ て いな い原 油 の供 給 サ イ ドを中

心 に 輸 入 業務 とそ れに 必要 な情 報 の 周辺 に つ き述 べ る こ と とす る。

① 長 期原 油 輸入 計 画情 報

原 油 の 輸 入は そ の 安定 性 及経 済性 を考慮 し,か な り長 期 にわ た りそ の必

要 量 の確 保 を計 る こ とが一 般 的 とな っ て い る。

原 油 の供 給 サ イ ドの情 報 として主 要 な もの は,各 原 油の 供 給可 能 数 量,

価格,品 質 を長 期 に亘 っ て見通 す もの で あ る。

ア 供 給 可能 数量 情 報

産油 国別 の確 認埋 蔵 量,産 油 可能 量,積 出設 備 な どが そ の内容 とな る。

特 に長 期 に亘 る契 約 に 際 し ては 産油 能力 の 増 強,積 出 港湾 設 備 の整 備計

画 に関 す る情 報 は貴 重 な もの とい え よ う。

イ 価格 動 向情報

こ こでは 各原 油 価 格 の 長期 的 見通 しが 中心 とな る。 これ を大 別 す れば

過去10年 余 に わ た り考 え られ てい た通 り先 行 き低 落 す る とみ るか,横

這 い で推 移 す る とみ るか,段 々と上 って い くとみ るか に三 別 され る。

原 油 は周 知 の通 り国 際 的商品 で その価 格 動 向 は長 期 的 には 産油 国 のパ

ワ ー とメ ジ ャー の企 業 戦 略 に左右 され る もの で あ り・ 現在 で はOPEC

とメ ジ ャ ーの5カ 年 協 定 に従 う上 に,需 給 の 面 か ら売 手 市 場化 し てい る

の で,価 格 は上 昇す る と見 るの が 普遍 的 で あ ろ う。

石 油 会社 が長 期 の 原油 価 格動 向 を考 え るに 当 っ ての 情 報源 は,先 ずメ

ジ ャー 自身 の情 報 を極 力 入 手 して,そ の 妥 当 性 を他 の情 報に よって評 価

し てい くの が一 般 的 で あ る と考え る。 しか しなが ら,今 日,こ の両 極 の情

報 が充 分 に得 られ て い る とは決 してい え ない で あろ う。
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ウ 品質情 報

前述 の 数量,価 格 の 見通 しは常 に 品質 と関連 し てい る。 例 え ば,公 害

問題 に か らみ,低 硫 黄 原 油 の 確保 が各 企 業 に とって 重大 問題 とな っ てい

るが,精 製 設備 開発 に よっ ては,高 硫 黄 原油 を脱 硫 す る方 向 に 向 うも(D

とも考 え られ,将 来 の適 正 原 油 に関 す る品質 の情報 も極 め て重 要 で あ る。

② 短 期 輸入 計画 情 報

日本 の石 油産 業 に於 け る原 油 輸 入手 当 の大 半 は前 述 の 長期 計 画 の も とに

契 約 され る。

こ こでい う短 期 計 画 は,そ の 性 格 か ら次 の 二 つ に分 け る ことが で き る。

そ の一 つ は,長 期 計 画 上 決 定 され た原 油 を4半 期 又 は 月次 ベ ース等 の 単位

で現 実 の製 品需要 に ミー トさせ 引取 る段 階 の計 画 で あ り,原 油 の供 給サ イ

ドの情 報 は あ ま り問題 とな らず,む しろ 国内 の販売 市 場 動 向 ・生 産計 画 な

どが重 要 とな る。

他 の一 つ は,将 来の 需 要 見通 し,あ るいは 価 格 見通 し を考慮 の上 全量 を

長 期契 約 として手配 しな か った場 合 に,一 部 をそ の時 々 の情 勢 に応 じ原 油

市 場 か ら調 達す るいわ ゆ る 「ス ポ ッ ト買 い 」の計 画'であ る。 この場 合の必

要 情 報 と しては,長 期 計 画 で要求 され る もの がベ ース とな る と同時 に短 期

的 かつ タ イム リ ーな原 油市 場 に関 す る情報 が あげ られ る。

③ 情 報源 と情報 の質

ア 情 報源

長 期 計 画 お よび 短 期 計 画 いず れ に つい ても必要 とす る情 報 源 はほ ぼ

共 通 で あるが,そ の重 要性 が若 干異 な る。

長 期計 画 の場 合 に は 「Oil&GasJournal.1,「WorldOil」

「Platt'sOilgramNewsService」 「PetroleumPress

Service」 等 をそ の代 表 例 とす る外 国 出版 物,外 国 石油 会 社(メ ジ ャー)

特 に提 携会 社 が ある場 合 に はそ こか ら得 る情 報,さ らに は海 外 出張 に よ

る直接 の調 査,又 官庁,石 連 発表 の諸統 計 又 は将 来 の 見通 しな どに 重点

一44一



が 置 かれ るo

これに対 し,短 期計 画 の 場 合に は そ の時 々 の世 界 の原 油 の成 約 条件 が

発 表 され る 「Pratt'sOil」,「PIW」,「MEES」 等 の刊 行物,国 内

石 油 会 社 の成 約 状 況,輸 入商 社 か らの情報,さ らに は最 も現 実的 で重要

な情 報 として買 手 に対 す る 「大 手 サ プ ライヤ ー」の売気 配 の強 弱 の感 触

把 握 が挙げ られ る。

イ 情報 の質

日本 の原 油 のgo%迄 が メ ジ ャーの手 を経 てい る現 状 と,そ の メ ジ ャ

ー の強力 な支 配 力 を考 え る と消 費国 と して の 日本 の立場 は極 め て弱 く,

し か も,現 状 で は原 油 供 給 に関 す る生 の 情報 は殆 ん どが彼等 に握 られ て

お り,日 本 の石 油企 業 は提 携 会 社 等 を通 じてそ の情 報 を入手 す るに過 ぎ

な い。

直 接 の 利害 関係 者 か らの情 報 は確 実 で あ る と同 時に相 手 の戦略 戦 術 に

よっ て色 合い が つ い てい る とい う点 を情 報 の質 とし て考慮 し なけ れば な

らな い。 た だ し,原 油 取 引 は継続 的 で あ り,長 期 に亘 る もの で あ るの で,

メ ジ ャ ー と しても信 頼感 を得 るのが 取 引の前 提 で あ る以上,そ の場 限 り

の信 頼 で きぬ情 報 を 出す こ とは先 ず な い とい うの が国 際原 油 市場 の 通念

の よ うに な っ て いる。

しか し,恒 常 的 買手 とし ては,常 に 側面 的 にチ ェ ック してい く必 要 は あ

り,輸 出に 関 し て存 在 す るジ ェ トロ に相 当す る公 共 の機 関 が石油 関係 の

輸 入 に 関す る情 報に つ い て も迅速 に供 給 す る よ うな体制 が要請 され る。

(3)傭 船

原 油 の 輸 入 は そ の殆 ん ど全 量 がFOB建 に よる為,そ の 輸送 に必 要 な 船 腹

(タ ンカ ー)は 石 油 会 社 で手当 しなけれ ば な らな い。 そ の タ ン均 一を確 保 す

る方法 とし ては,石 油 会 社 で 自社船 を保 有す るか,海 運 会 社の 所 有船 を傭 船

す るか の二 つ が あ る。

最 近 で は 自社 船 を保 有(子 会 社形 式 で)し 運 賃 の 安定 化 を計 らん とす る傾
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向 が 強 い が,一 方 の 長期 傭 船 が 海運 市 場 か らの傭 船 が殆 ん どな く建 造(計 画

造船)の 段 階 か ら契 約 が行 なわ れ るわ が 国 の現状 を考慮 すれ ば,本 質 的 に は
＼

両 者 の差 は少 いの で,こ こでは 自社 船 保有 の ケ ース も長 期傭 船 に 含 め て考 え

る こ ととす る。

原 油 の輸 入価 格 中に 占め る この運 賃 の割 合 は非常 に大 き く,し か もその 市

況 は激 し く変動 す る為,石 油会 社 の 収益 に 大 き く影 響 を及ぼ す の で,必 要 船

腹 を 出来 る限 り安 い,長 期間安 定 した運 賃 に て確 保 す る こ とは極 め て重 要 な

こ ととい え る。

① 長期傭 船 計 画 情 報

長 期 傭 船契 約 はそ の 契約 期 間 を10年 程 度 とす る もの が多 い。 この 長期

傭 船 に より石油 会 社 は長 期 間 の 船腹 を確 保 し原 油 コス トの安 定 化 を計 る。

逆 に これ は長 期 間 に 亘 って損 益 に大 きな 影響 を及 ぼす の でそ の 重要 性 は

非 常 に大 きい。

ア 需 要 見通 し

原 油 の長 期需 要 見通 しが最 重要 情 報 で あ る。3.1で 述 べ られ る長 期経

営計 画 がそ の基 本 前 提 とな り,原 油 輸入 の長 期 計画 をベ ー ス に将 来 の必

要 船 腹 の 推定 を行 な うこ と とな る。

イ 船 腹 需 給 バ ラン スの 見通 し

世界 の 船 腹,造 船 計 画 に 関 す る情 報 をベ ース として,将 来 の船 腹 の 需

給 バ ランス を推 定 し,そ れに よ り運 賃 の変 動 の趨勢 をつ か む必 要 が あ る。

す な わ ち,例 え ば将 来 船 腹 の供 給 が需 要 に比 し逼迫 気 味 で あれ ば早 や 目

に長期 傭 船 の手 を 打つ 必 要性 が生 ず る。

ウ 造 船 の船 価 の 見通 し

船 の建 造 費 が どの ような推 移 を た どるかの見通 しである。 新 造船 の運 賃

の決 定 要 因 とし ては この建 造 費 に依 る とこ ろが 非常 に大 き く運 賃 はほ ぼ

建造 コス トベ ース で決 定 され るの で重要 な判 断 基準 とな る。

工 船 台 の 需給 バ ランス の 見通 し
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造 船能 力,船 価 に も関連 す る情報 で,例 え ば世界 の船 台 に余 裕 が あ ま

りな い ような場 合 には 造船 が 困難 とな り,船 価 も上昇 方 向,従 って運賃

も上 昇方 向 に推 移す るので は ないか とい った 見通 しに結 びつ く。

オ 港湾 設 備,航 路 の情報

一般 的 に は タ ンカ ーは大 型 の方 が スケール ーメ リ ッ トを享 受 で き,採 算

的 に は 有利 とい え るが積 出港,揚 地 港 の港湾 設 備,製 油 所 の受 入 設 備能

力 に より自か ら限界 が あ り,採 算 上 状 況 が逆 転す る ことも十分 考 えな け

れ ば な らな い。 広 くは航 路問 題,又CTSの 建 設 計画 を も含 め,こ れ ら

設 備 の増 強 計 画 は傭 船 タ ン カ ーの ス ケ ール 決 定 の為 の不 可 欠 な情 報 とな

る。

② 短 期傭 船 計画 情 報

短 期傭 船 には 大 別 して二 つ の形 態 が ある。 その一つは1年 ない し3年 程 度

の期 間 で,海 運 市 場 か ら短 期的 に傭船 す るもので,長 期傭 船 の場 合,船 そ の

ものを 借切 って し ま う形 を とるのに 対 し,こ れ は特 定短 期 間 の運送 契 約 を

結ぶ 方 式 で あ る。

従 っ て,こ の場 合の必 要情 報 は前 述 の長期 の場 合 と異 な り,短 期 の 原 油

需 要 見込,か つ,そ れか ら長 期傭 船 で まか な え る部 分 を先取 りし た残 りの

船 腹需 要 量 と,世 界 の1～3年 間 の船 腹 の 見通 し,そ れに 起 因 す る運 賃 の

見通 しが重 要 とな る。

この段 階 では,海 運 市況 が決 定 的要 因 で あ り,そ の情 報 は,世 界 の大 手

シ ッ ビン グ ・ブ ロ ー カ ー,メ ジ ャ ー,日 本 の船 会社 ,海 運 ブ ロー カー等 か

ら入手 し てい る。

短 期傭 船 の他 の 一 つは通 称 スポ ッ トといわ れ てい る一航 海 限 りの運 送 契

約 で あ る。 この場 合は,前 述 の短 期契 約 に比 し,一 段 と時 々刻 々の海 運 市

況 に 依 る と ころが 大 きい。 又,傭 船 と同時 に配船 され る ことが殆 ん どであ

る か ら,ス ポ ッ ト市 場の 船 がい く らで使 え るか とい う事 と共 に,そ の船 の

ポ ジシ ョン(い つ,ど こを走 っ てい るか)に 関す る詳 細情 報 も必 要 とな る。
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ス ポ ッ ト傭船 市 場 の船 腹 量 は比較 的少 い為,需 要 の変 動 に よ りそ の運 賃

,は 非常 に 激 し く変 化 す るの で,危 険 が伴 う と同 時に ・使 い方 に よっては う

まみ も あ るわ け であ る。

時 々刻 々の世 界 の成 約 状況,船 主 か らの船 腹 のア ベ イ ラ ビ リテ ィ,石 油

会社 か らの船 腹 の 引 合状 況等 の情 報 を 内外 海運 ブ ロ ーカ ーか ら取 り,傭 船

決 定 を下 す わ け であ る。

(4)配 船

傭 船 した船 を実 際に 原 油 の 引取 の為 に配 船 す る こ ととな るが,こ の段 階 で

は,ス ポ ッ ト船 を除け ば大 部 分既 に傭 船 され てい るタ ン カ ーな の で,自 己の

意 思 で自由 に行 い う る。

従 って必 要情 報 とい う観 点 か ら見 れ ば,生 産計 画 な どの社 内 的情 報が殆 ん

どで あ る。

す なわ ち,販 売,生 産 の4半 期 又 は月 次程 度 の短 期 操 業 計 画 が決 定 され る

と,必 要 な原 油 も確 定 さ れ,具 体 的生 産 日程 計画 との調整 を 行 った上 で.積

地,数 量,積 日,揚 地,船 名 を決 め る。 当然 の こ となが ら事 前に 船 会社 との

連 絡 は 十分 に と ってお く必 要 は ある。

重 要 なポ イ ン トとして は,既 に傭 船 され てい る各 ス ケ ール(船 型)の 船 を

生 産 計 画に 合わ せ つつ,如 何 に効 率 よ く使 うか とい う こと で,手 持 ち タン カ

ーの各 ポ ジ シ ョン ,積 地,揚 地 の港湾 設備,生 産計 画 の詳 細 内容 が 必 要情 報

とな る。

販売,生 産 サ イ ドの計 画 と実 際 の ズ レ,船 自体 の運航 ス ケ ジ ュ ール のズ レ

な どに より,計 画 変 更 が頻 繁 に発 生 し,そ の調 整 も重要 な 問題 で あ る。例 え

ば 生産 計 画 に ミ ー トさせ る 目的 で他 の石 油会 社 との船 腹 交 換 を行 う必要 性 が

生 ず るケ ース もまれ では な く,そ の為 に は,他 社 の 配船 状況 に 関す る情 報 も

常 に把 握 し てお く必 要 が生 ず る。

3.2.2生 産

生 産 関係 のオ ペ レ ーシ ョナ ル情 報 は 製 油所 に お け る情 報 の 流 れ を 中心 に考 え
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てみ れ ば よい。製 油所 に お け る情 報 の流 れ も他 の シス テ ム と同 じよ うに,計 画,

実行 ・実 績 の整 理 分析 の三 つの 面 に 分 け て考 え る と とが でき る。製 油 所 は生 産

活 動 の最 先端 であ り,情 報 の 周期 が非 常 に短 か い とい う特 性 が ある。 した が っ

て,製 油 所 に おけ る計 画 は プ ランニ ン グ とい う よりは ス ケ ジ ュー リン グ で あ り,

実 績 の整 理 分 析 は生 産 活動 の実態 の把 握 であ り即時 のア ク シ ョンに 結 びつ くも

の で あ る。 製造 装 置は ほ ぼ完 全 に 自動 化 さ れ て お り,無 人化 に近 い運 転 が行 わ

れ て い る とい う特 徴 が あ る。 こ こでは製 油 所 にお け る情 報 の流 れ を 考 え る うえ

で次 の4つ の点 を と りあげ る。

・製 油 所 に おけ る生 産計 画情 報

・装 置 の運 転 に 関 す る情 報

・生 産 計 画 に必 要 な 当 月生 産実 績

・製油 所 に おけ るコス ト ・コン トロ ール情 報

(1)製 油 所 に おけ る生 産 計 画情 報

製 油 所 レベ ル の生 産 計 画 は,数 年 単位 の周 期 を もつ装 置の定 期修 理 計 画 か

ら,港 の 渋 滞に よる船 舶 の遅 れ とい った時 間 単 位 の要 素 まで を考慮 に 入れ て

立 案す る必 要 が ある。 製 油所 にお け る生 産 計 画 の 目的 は いろい ろ あるが,基

本 的 に は次 の2点 を満 足 さ せ る こ とに ある。

・本 社 レベ ル で計 画 した 月次生 産 計画 に で き るだけ 近 い実行 計 画 を た て る
。

少 な く とも,原 油 ・輸入 重 油 ・半 製 品 の"受 入 れ,と,製 品 ・半製 品の

"払 出 し ・につ い ては本 社 レベ ル の計 画数 量に 一致 さ せ る。

・現場 で無 理 の ない 安全 操 業 がで きる と ともに ,で き るだけ 平 均 した運 転 レ

ベ ル を維 持 す る。

この ような 目的に か な った生 産 計画 を立 案 す るのに 必 要 な情 報 の種 類 とそ

の流 れ は図 一5の 通 りで ある。

これ らの情 報 の うちで,特 に変 動情 報 に つ い て説 明 す る。

① 本 社 か ら与 え られ る生 産方 針 情 報

経 営 計 画 にそ っ て全社 レベル で立 案 され た月 次生 産 計画 が中 心 的 な情 報
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図 一5生 産 面 か らみ た 製 油所 に お け る オペ レー シ ョ ナル 情 報 の 流 れ

プ ラ ンニ ン グ 情報 ス ケ シ ュ ー リ ング 情報 オペ レー シ ョ ナ ル 情 報

本 社か ら与 え ら れ る

生 産'方針 情 報
設 備 ・規 格 上 の制 約

・原 油 輸 入 予 定

・原 油 処 理 予 定

・受 託 製 品 引 渡 計 画

・YieldBalance

・EstimatedBlandRatis

・Blending&Shipping

Schedule
'ManufacturingProgram

forLubeOi1

・設 備 能 力

・製 品 規 格

・原 油 性 状

●

月間出荷予定情報 ,
旬別生産計画

一

の立案作成

特殊製品出荷予定情報 ↓

旬別装置運転計画
へ.一

　

.●週間 出荷予定情報
・CrudeChargeand

TankScheduling

.Operationand

YieldScheduling

'Blendingand

ShippingScheduling

・ 出 荷 実 績 見 込

・UnitChargeBalance

・(1 。2次 装 置 間 の バ ラ ンス)

コ ン ビ ナ ー ト情報 ■

原油船入港予定

当月生産実績
.

作業指示書＼ 装置の運転
・DailyYieldReport

・SummaryofDaily

OperationReport

・TankStockReport

・CrudeOilReconciliation

/一r

↓ ↓

オ ペ レ ー シ ョ ン ・.リ ク エ ス ト 装置運転実績

装置運転実績
・装 置 処 理 量

・Tank繰 り

・Yield予 定

・DailyTankBalance

Schedule

.DailyGasBalance

Schedule

・DailyLogSheet

・DailyYieldReport

・OperationReport

・分 析 結 果

・DailyLogSheet

・DailyYieldReport

・Opera‡ionReport

定期修理 ・工事情報 一

製品 ・半製品性状 .
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で あ る。 この 情報 は その 名の 示す 通 り,製 油 所 に おけ る生 産 計 画 の前 提 と

与 え る基本 的 な情 報 で あ る。

② 月 間 出荷 予 定情 報

出 荷 予 定は本 社 経 由の もの と支店 等 か ら直 接 くる もの とが あ る。生 産計

画 の立 案 に用 い られ る出荷 予定 は,本 社 レベ ル で月次 計 画 を作 成 す るのに

用 い た情報 を時 間 的要 素 を考 慮 して修正 した 旬別 の予測 情 報 で ある。 この

情 報 は推 測値 で不 確実 な要 素 が多 く含 まれ て い るの で より精 密 な生 産 計画

を た て る には,さ らに精 度 の 高 い 出荷 予定 情 報 が望 まれ てい る。

③ 特 殊製 品 出荷 予 定情 報

特 殊工 程 ない しは特 殊処 理 を必 要 とす る製品 に関 す る出荷 予 定 情 報 も非

常 に重 要 で あ るが,量 が 余 り多 くな い上 に販売 部 門 を通 じて 比較 的 正 確 な

情 報 が 把 握 で き る。

④ 週 間 出 荷 予定 情 報

② とは 別 に製 油 所 では先 行 き1週 間 の 出荷 予 定 を常 に作 成 し てお り,こ

れ が生 産ス ケ ジ ュ ール の立 案 に反 映 さ れる。 しか し これ とて も天候 な どの

理 由 で船 が出 な か った り,タ ンク繰 り,ラ イン繰 り等 の製 油所 側 の理 由 で

予 定 が変 え られ る こ とは決 して稀 で な い。(製 油 所 に よっ て異 な るが ・通

常 製 品 の70～90%は 船 に よる海 上 出荷 で あ る)

⑤ コ ン ビナ ー ト情 報

製 油 所 が コン ビナ ー トの 一部 とな って い る場 合に は,関 連 工 場 に対 す る

原 材 料,お よび燃 料 の安 定 供 給 を保 証 す る必 要 が あ る。 そ の た めに は各 工

場間 で 緊密 な 連絡 を と り,生 産 計画,保 守 計画等 に つい て常 に情 報 を 交換

し,そ の結 果 を 自社 の生 産計 画 に反 映 す る必要 が ある。 基本 的 な数 量 に つ

い て は長 期契 約 で定 ってい るの で,製 油 所 側 では通 常 は短 期 的要 因の みを

考 慮 す れ ば よい。 な お,製 油 所 か ら コン ビナ ー トへ はナ フサ ・ キ シレ ン・

オ フ ガ ス,重 油,燃 料 用原 油等 がパ イ プ ライ ン で出荷 され,コ ン ビナ ー ト

か らは 分 解 ガ ソ リンその 他 が戻 っ て く る。
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⑥ 原 油 船 入港 情 報

原 油船 入港 情 報 に した が って原 油 処理 予 定 を た て る こ とは製 油 所 に おけ

る生 産 ス ケ ジ ュール 作成 上 中核 をな す部 分 で あ る。原 油船情 報 は,タ ンカ

ー名 ,積 載原 油 名,数 量,原 油 性状,入 港 予定 月 日 で あ り,1次 装 置 での

原 油 の処 理 量 とそ の順序 を決 定す る上 での最 も 重要 な情 報 であ る。 入港 予

定 が変 更 され た場 合に は そ の都 度,原 油 処理 予 定 を 見直 す 必 要 が あ る。 製

油所 に 十 分に 大 きな容 量 の原 油 タ ンク を 持 って いれ ば,原 油船 入 港 予定 の

変 更に 左 右 され る こ とな しに 原 油処 理 の決 定 が で き う るわ け で あるが,現

実問 題 としては,物 理的 に も経 済的 に も不 可能 に 近 い。

⑦ 当月生 産実 績

主 に原価 管 理 資 料 を も とに して,当 月 の計 画 と実 績 の差異 を分 析 し,翌

月 の生 産計 画 立案 の参 考 情 報 とす る。

⑧ 装 置運 転 実 績

装 置運 転 の 実 績 は ログ・シー トの 形 で得 られ る。 ログ シー トは 現場 の作 業

員 が 手 で定 期 的 に記録 す るか,コ ン ピュ ータ出 力 とし て得 られ る。ログ・シ

ー トか ら抽 出す る主 な情 報 は ,各 溜 分 の性 状 で あ る。

⑨ 定期 修 理 ・工 事 情 報

定期 修 理 に よる装 置 の運 休は生 産計 画 に重大 な影 響 を与 え るが,情 報 が

正 確 に把 握 で き るの で,こ の処 理 は比 較 的 簡単 であ る。

⑩ 製 品 ・半 製 品性状

定 期 的 に サ ン プ リング し,分 析 した製 品 ・半 製 品 の性状 は 品質 管 理 の 面

で重 要 な情 報 源 とな る。

② 装 置 の運転

(1)で 立 案 し た生 産 ス ケ ジ ュール に した が っ て装 置 は運 転 され るが,逐 次 変

化 す る周 囲 の状 況 に適 応 して ス ケ ジ ュール も随 時 変 更 され る。 ス ケ ジ ュール

の変 更 を各現 場 に 周知 徹 底 さ せ るた めに オ ペ レー シ ョン ・リク エス トとい う

形 で修 正 情 報は 随 時現 場 に 流 され る。 オ ペ レ ーシ ョン ・リク エ ス トに も られ
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る主 な 情報 は次 の通 りで あ る。

・原 油処 理 予 定 の 変 更

・2次 装 置運 転 予 定 の変 更(処 理 量及 び性状)

・中間 タン ク ・バ ランス

・ガス ・ユ ーテ ィリテ ィ ・バ ランス

・タ ンク繰 り

現場 作 業 員 に 対 しては 現場事 務 所 か ら運 転指 示 書 の形 で 当 日の運 転計 画が

与 え られ る。 現 場作 業 員 は運 転 指示 書 に したが っ て バル ブの 開閉,セ ッ ト ・

ポ イ ン トの設定 等 を行 う。装 置 の 運転 状況 は コ ン トロー ル ・ルー ムに あ る計

器 に常 に表 示 さ れて い るので,常 に 適確 に把 握 で き る。運 転結 果 は デ イ リー ・

し

ログ ・シー トの形 で記録 され,原 価 管理,工 程 解 析等 の重 要 な情 報 源 とな る。

(3}生 産 計 画 に必 要 な 当 月生 産 実 績

生 産計 画情 報 の うち特 に生 産 実 績情 報 に つ い て述 べ る。

製 油 所 の毎 日の操 業 実績 は各種 の 日誌 ・日報 と して各 操 業職 場 で記 録 が と

られ る。

各 日誌 ・日報 の種 類 は製 油 所の 装 置 操 業 日誌 ・タンク 作 業 日誌 ・製 品混 合

日誌 ・受 入 日報 ・出荷 日報 等 で あ り,製 油所 の 操 業活 動 結 果 を示 す 基 礎 的 な

情 報 で あ る が,い ずれ も製 油 所 の 操業 実績 を集 中的 に把 握 してい る原 価部 門

に毎 朝 集 め られ る。

原 価部 門 では,こ れ らの情 報 を もとに して,前 日の製 油 所 内の 油 の動 き,

ガス ・ユーテ ィリテ ィの 発生 及 び使 用状 況 を計 算 し,こ れ らを管 理情 報 と して

関係 先 に 報 告 す る。

生 産実 績情 報 の流 れは概 略 図 一6の 通 りで あ り,処 理 加工 した情 報 の 内 容

は下記 の通{)で あ る。

①DailyYieldReport

前 日(前 日朝7時 より当 日朝7時 迄)の 各 装 置 へ の原 料油 処 理 量 ・製 品

・半 製 品の生 産 量,ま た燃 料 ・蒸気 ・薬 品等 の 使 用実 績状 況 を装 置 別に 表
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図 一6生 産 実績情 報 の流 れ

報 告

操 業 職 場 処 理 加 工 製 油 所 内

装 置操 業 日誌 ・原 料 油 処 理 量及 び製 品
・半製 品 の生 産 量

・燃 料使 用 量

DailyYieldReport
・ガス 発生 量及 び使 用 量

・蒸気 ・薬 品 等 の 使 用 量

・蒸気 ・発 電等 の 発生 量

タン ク作 業 日誌 ・タ ンク在 庫 量 ・TankStockReport

・タン ク受 入 払 出 バ ラン ス ーrCrudeOilReconciliation

製 品混 合 日誌 ・製 品化 数 量

受 入 日報 ・原 油 ・原 料 油 受 入量

出荷 日報 ・出荷 量 及 び充 填 最

先

本 社

Su㎜aryofDaily

OperationReport



わ した もの で,生 産 計画 部 門及 び各 操業 職 場 に 対 す る重 要 な情 報 で あ る。

②TankSt・ckRep・rt

朝7時 現 在 の タン ク別在 庫 量 を示 す もの で主 に 品繰 り面の 情報 で あ る。

③CrudeOilReconciliation

毎 日の原 油 の動 きを原 油 タン ク別 に把握 した も の で原 油 船受 入 れ ・原

油処 理量 等 を決 め るた めの情 報 で あ る。

④Su㎜aryofDaiIyOperationReport

製 油所 の 一 日の操 業活動 を ま とめた も ので あ る。 前述① ～ ③ の他 に受

入れ ・混 合 ・出荷 情 報 を加 えた前 日の 油 の動 きを把 握 し,生 産計 画 に も と

ず く 目標 値 と月初 よりの累計 実 績 との 対比 を行 な ってお り,生 産 ・販 売 ・

配 給 部 門 に 対 す る重要 な情 報 で あ る。

情 報 の 内 容 は 下 記 の通 りで あ る。

ア 原 油処 理 量 及 び在 庫 量

イ 半 製 品 別 生 産 量及 び在 庫 量

ウ 装 置別 ・原 料 油別 処 理 重

工 製 品別 生 産 量 ・混 合量 ・出荷 量 ・充 填 量 お よび在庫 量

オ 他製 油 所 へ の半 製 品転送 重

力 原油 ・原 料 油 別 受 入 量

(4)製 油 所 にお け るコ ス ト ・コン トロ ール 情報

操業 活 動 が生 産 計 画通 り実行 さ れ て い るか どうかの操 業管理 を行 う必 要

が あ る。

こ こでは操 業 管 理 の うち特 に コス ト ・コン トロ ール情 報 に つ いて述 べ る。

① コス ト ・コン トロール の必 要 性

操 業実 績(物 量)及 び各 所 で発 生 す る原 価 実 績(金 額)を デ イ リーに

また マ ンス リーに集 中 的 に原 価 部 門 に 集 め,目 標 値 との対比 を行 な い,

各 層 管理者 に 情報 を定 期 または不 定 期に 報 告 し,異 常 な 差異 が発 生 した

もの はそ の 原 因 を追求 し,早 期 に対 策 を講 じ,原 価 引 下げ ひ いて は経 営
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の改善 に 役 だ たせ る。

した が って この情 報 は階 層 別 管 理者 に タ イム リーに 提供 しな1けれ ば な ら

な い。

又,この情 報 は下記 の こ とに十 分役 立 つ もの で各 部 門の 活 動 に 反 映 せ しめ

るこ とが必 要 で あ る。

,ア 生 産計 画 の達 成

イ 生 産 計 画 の改 善 立 案

ウ 製 油 ロス の 引下 げ

工 操 業能 率 の向上

オ 装置稼動率の向上

力 原 単位 の改 善

キ 製造 予 算 の 立 案

② 目標 値 の設 定

コス ト ・コン トロ ール をす る場 合,常 に操 業 を規 制す る指 標 が必要 で あ

る。

製 油所 の 場 合,指 標 とし ては生 産計 画 がベ ース とな るが・ コス ト'コ ン

トロ ール面 より考 え る と,生 産計 画 の他 に原 単位 管理,予 算 管理 が あ る。

ア 原 単 位 管理

特 に第 一 線管 理 者 に あ っては 日常 の計 算,実 績測 定 に は簡潔 な 物量 表

示 が効 果 が あ る。 そ れ に は装 置の 処理 量に 対 す るユーティリテ ィ等 の原 単

位 が必 要 であ る。

計画 原単 位 は期別 生 産計 画に も とず く期 別 製 造予算 編 成 時,過 去 の 実

績 ・理 論 値 等 を参 考 に して製 油 所 の計 画 原単 位 を設 定 し,当 該期 の操 業

目標 とす る。

イ 製 造 予算

生 産 計画 が決 定す る と生 産計 画 に も とずい て期別 ま たは 月 次製 造 予算

を編 成 して,利 益 予 測 の重 要 な情 報 とす る他,操 業実 績 を分 析 す る際 の
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標 準 として 用 い る。

製 造 予 算 に必 要 とす る生 産計 画 情 報 は期 別 分 は 本社 より与 え られ る も

の で あ り,月 次 分は製 油 所 の生 産 担 当部 門 よりの情 報 で あ る。 これ よ り

物 量 バ ラ ンス を計 算 し,前 述 の計 画原 単 位,本 社 より与 え られ る原 油 ・

原 料油 ・薬 品等 の 当該 期払 出 予定 価 格 を使 用 して原 料 費 ・変動 費 の計 算

を行 う。

ま た,固 定 費に っい ては 所 内 の担 当部 門 より予 測情 報 を期 別 お よび月

別 に 与 え られ,こ れ らの情 報 を基 礎 に 製造 予 算を 編成 す る。

③ デ イリー ・ベ ース の コス ト ・コン トロ ール

操 業活 動 は時 々刻 々営 まれ,活 きた情 報 を大 綱 的 に提 供 し,即 時 の ア

ク シ ョンに 結 び つけ る必 要 が あ る。

操 業実 績は 前述 の通 りデ イリーに把 握 し,目 標値 とな る生 産 計 画 ・計

画 原 単位 と対 比 し異常 な 差異 が発生 した場 合は,主 に生 産 計 画担 当 部 門

及 び操 業職 場 と連 絡 を とり原 因 を調 べ対 策 を講 じる。

主 なデ イリーの コス ト ・コ ン トロ ール の対 象 とな る情 報は 概 略下 記 の

通 りで ある。

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

装 置別 ・原 料油 別 ・運 転 別 収率

ユーティリテ ィ ・薬 品等原 単 位

タ ンク内 油 バ ランス

ガス ・バ ラ ンス

サ ル フ ァー ・バ ランス

蒸 気 バ ラン ス

発 電 と買電 との 調整

製油 ロス

格下 油

原材 料 の有 効利 用

性 状等
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デ イリ ー ・ベ ース は物 量 中心 で あるが,物 量差 異に つい て も異 常 な差 異

に つ い ては差 異 の 発 生 原 因 を調 べ る と共 に,そ の 結果 が製 造 原 価 に及 ぼ す

影 響 に つい て も調 査,計 算 を す る。一 方生 産計画,計 画 原単 位 の 妥 当性 に

ついて も ,チ ェックし,次 の生産計画 ・計画原単位作成 のための参考情報 となる。

④ マ ンス リー ・ベ ース の コス ト ・コ ン トロ ール

マ ンス リー ・ベ ース の操 業 実 績 は,前 述 のデ イリー ・ベ ー ス の操業 実 績

の 月間 集計 実 績 をもとに,さ らに 所 内各 所 で発 生 す る原 価 情 報 を集 め,製 造

原 価 の実 績 を計 算 す る。

その製 造 原 価 計 算 の 実績 を加 工 して コス ト ・コ ン トロール の 対 象 とな る

情 報 を作成 するが,こ れは月次(期 別D製 造予算 と対比され る。異常 な差異が発生

した場 合 は,デ イリ ー ・ベ ース と同様,関 係部 門 と連 絡 を とり原 因を調 べ

る必 要 が あ る。

コス ト ・コン トロ ール情 報 を も とに原 価 管理 会 議等 を適 宜 開 催 し ,製

油所 内 全部 門 管理 者 を集 め て,前 月の 原 価実 績 に つ い て検 討 を行 う。 この

会 議 の結 果 は そ の 後 の意 志 決 定 ・計 画 立案 の た めの重 要 な情 報 とな る。

石 油 業 にお け る製 造 原 価 の 大半 は原 油 費 で 占 め られ るの が大 きな特 性 で

あ{),原 油 の購 入価 格 が,そ の企 業 の優 劣 を決 め る要素 であ る。

原 油 費 は本 社 より与 え られ た もの で あ り,製 油 所 とし ては所 内 で発 生 す

る管 理可 能 な 下 記 の項 目が主 な コス ト ・コン トロール の対 象 とす る。

ア 精 製 変 動 費 の分 析

精 製 変動 費 は 費 目別 で は添 加剤 費 を 油種 別 に,薬 品費 ・燃 料 費 ・用役

費 を装 置別 に,下 記 差 異 別 に 分析 す る。

能率 差 異(実 績原 単 位 と計画原 単 位 との 差)

数量差 異(処 理 量の 増 減 に よる差)

価格 差 異(実 績価 格 と予定 価 格)

そ の他 の差 異(上 記 以 外 の 差)

イ 固定 費 の分 析
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固定 費 は修 理 費 ・消 耗 品費 等 の製 油 所側 の管 理 可 能費 と減価 償却 費 ・

固定 資 産 税等 の管 理 不 能費 に別 け られ 前者 のみ コス ト ・コン トロ ール の対

対 象 とす る。

管理 可能 費 は費 目別 を更 に 管理 担 当部 門別 に 分 類 し,製 造 予 算 と対 比

し差 異 を分析 す る。

ウ 格 下 油

装 置 よりの規 格不 合格量,装 置 より原 料 タン クへ の戻 り量,オ イル セ

パ レー タ ー よ りの回 収油 量 の月 間 実績

エ ガス ・バ ラ ンス

装 置別 ガス の 発 生量 と使用 量の 月間 実 績 ガス の月 平均 有 効 利 用率 等

オ サ ル フ ァ ー ・バ ラ ンス

サ ル フ ァーの 月 間バ ランス お よび サ ル フ ァーの月 間 回収 重

力 重 量換 算 ベ ース に よる製 油 ロス

重 量換 算ベ ース の ロス を算 出 し,ロ ス発生 別 に 分析 す る

キ 重 油 の ブ レ ン ドの性状

重 油 の ブ レ ン ドに つ い て油 種 別 ・ロ ッ ト毎 に 実 績性 状 を,生 産 計画

ク 社 内規 格 と対 比 し,規 格 を 上 まわ る性 状 に ともな う損 失計 算 を行 い,

そ の原 因 を分 析 す る。

3.2.3配 給

配 給業 務 の 目的 は,販 売 の要 望(販 売計 画)に 適 合 し た円滑 な品繰 を行 う

こ と,お よび配 給 に と もな う経 費の 合理 化 に集 約 で き るで あろ う。

従 っ て,そ の 目的遂 行 に あた って,長 期 的 に は販 売 計 画 そ の他 より所要 配

給 設 備 を検 討 して販売 の 伸長 に対 応 す る合理 的な配 給設 備 拡 充,す なわ ち,

最 も経 済 的 な配 給 網 の整 備 を図 る長 期 配給 計 画 を立 案 し,そ の フ ォ ローア ッ

プ を行 う ことが重 要 とな る。

一方,短 期 的 に は短 期 販売 実 行計 画 に対応 し,現 在 の配 給 設備 を前 提 とし

て生 産サ イ ドとの調 整,必 要な 場 合 に は供 給源 を 他石 油 会 社等 に 求 め る よ う
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な ケ ース も含 め て,い わ ゆ る短 期 配 給 実 行計 画 を樹 立 し,物 量 面お よび経 費面

か らのそ の フ ォ ロ ーア ップ を行 う こ と とな る。

(1)長 期 配給 計 画情 報

石 油製 品 の 需 要 は年 々 増加 の一途 を たどり,これに 対 応 す る た めに,配 給 面

では,施 設 の拡 充整 備 す なわ ち油 槽 所 設備 の新 設改廃 ・需要 家 タンク の建 設,

輸送 手段 の改 善 ・確 保,他 石油 会 社 との製 品交 換 ・油 槽 所 相互 利 用 体 制 確立

等 の 対 策 を講 ず る必 要 が あり,長 期 配 給 計画 の主 要 対象 とな る。

① 油槽 所 の新 設 改廃

3.2.4販 売で 述べ られ る石 油 製品 の長期 販 売計 画 を ベー ス と し,過 去 の

実 績 ・新 産業 都 市計 画 コ ン ビナ ー ト等 工場 進 出計 画等 を考 慮 し,さ らに

地域 別 に細 分化 され た販 売計 画 が 最 も重 要 な情報 とな る。 各 地 域 別 の土地

開発 ・埋 立 計 画 ・港 湾設 備 増 強 計 画,地 価 等 も新設 の場 合 には重 要 な情報

とな る。

② 需 要 家 タン クの建 設

大 口の 需要 家 に は輸 送 コ ス ト削減 の意 味 で元売 サ イ ドで納 入 工場 内 に タ

ン ク を建設 す る こ とが あ るが,そ の 需要 家 との長 期 納 入数 量 ・価格 契 約,

輸送 コス トが主 要情 報 とな り採 算計 算結 果 で決 定 され る。

③ 輸送 手段 の改 善 ・確 保

販売 経 費 の大 半 を 占め る運 賃 の節 約 を計 る意 味 で,包 装 品の 撤荷 化,納

入 ロ ッ トの大 口化,パ イプ ライン の敷 設 等 の対 策 を講 ず る必 要 が あ る。一

方 長期 に 安 定 か つ低廉 な 輸送 手段 確 保 の た め,専 航 コ ース タル タ ン カ ーの

傭 船,ロ ー リーの確 保等 の必 要 も あ る。

① で述 べ た地 域 別 販売 計 画及過 去 の輸 送 機 関別 出荷統 計 な どが その 主要

情 報 とな る。

④ 製 品交 換,油 槽所 相 互 利 用 ・共 同投 資

各 石油 会 社 の製 油 所 立地 に起 因 す る各 社毎 と地 域 的需 給 ア ンバ ラ ンス の

解 消,輸 送 コス トの 削減 の 目的 で製 品 交換,油 槽 所相 互 利 用,さ らに は 油
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槽所 の 共 同投 資 建 設 が行 わ れ るが,自 社 の計 画 に 加え て,他 石 油 会社 の販

売 計 画 ・供 給(生 産ン計 画,新 規 設備 投 資 計 画 等が そ の主 要情 報 とな る。

② 短 期 配 給 実行計 画情 報

既 存 の配給 設 備 を効 率 よ く運 営 し,短 期(月 次)販 売計 画 に 対応 す べ く円

滑 な配 給 を合理 的 な 輸送 コス トで行 う こ とが短 期配 給 計画 の 目的 で あ る。

一般 に ,石 油製 品 の配 給 形態 は,製 油 所 か ら油 槽 所 に送 り込 まれ,そ の油

槽 所 か ら特約 店 ・直 売 先 の注 文 に 応 じ給 油 所,灯 油店,工 場等 に 納 入す る方 式

とな っ てい る。

以 下,全 社 レベ ル(製 油 所→ 各 油 槽 所)の 配給 計 画 と油槽 所 レベ ル(油 槽

所 →各 納 入先)の 配給 ス ケ ジ ュール に分 け て計 画(ス ケ ジ ュール)作 成 過 程

と必 要 情 報 を中心 に概 説 す る。

① 全 社 レベ ル の 月次 配 給計 画

ア 販売 見込情 報

3、2.4販 売 で述 べ られ る月 次販 売 見込 で,月 次 の配 給計 画立 案 の基 本

的 な情 報 で あ る。

イ 油 槽所 別 ・旬 別 出荷 見込

前 述 の 月 次販 売 見込 をベ ース とし,こ れ を 出荷 油槽 所 別 に分 解 し,さ

らに翌 月の 月初在 庫 量 を勘 案 し,翌 月(計 画 対象 月)の 上 ・中 ・下 旬別

に送込 み 必 要量 を算 出 す る。

過去 の 油 槽 所別 の 出荷 比率 ・旬 別 の出荷 比 率,当 月 の 販売 見込 概 数 か

ら翌 月 月初 の推 定在 庫量,安 全在 庫 率,販 売 見込 中の 納 入 指定 日,生 産

能 力,使 用可 能 な 輸 送手 段等 が そ の主要 情 報 とな る。

ウ 供 給 サ イ ド との 調整

上 述 の油 槽 所別,旬 別 出荷 見込 をベ ース に製 油 所別 製 造 要 望 量 が算 出 さ

れ,生 産サ イ ドとの調 整 が行 わ れ る。 自社製 造 でまか な い切 れ な い場 合,

供 給源 を他 石 油 会社 等 に求 め転 買 ・仕 入 等 の 手段 を講 ず る必 要 が生 ず る。

さ らに は販 売 計 画に は ね返 す こ と もあ り,い わ ゆる全 社 的品繰 の調 整 が行
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わ れ る。

具 体 的に は ・ 輸 入 ・生 産 ・配 給 ・販 売 各部 門 の関係 者が 集 り・会 議 の

形式 で 総 合調 整 され る。

製 造 要 望 を生 産サ イ ドで検討 した結 果 の 資料,石 油他社 の製 品 交 換 要

望量 ・転売 要 望 量,販 売 見込 の変 更 可 否 検討 資 料等 が主要 情 報 で あ る。

以 上 のス テ ップ を経 て,月 次 配 給 計 画 は最 終 的 に決 定 され る。

② 全 社 レベ ル の旬 別配 給 計 画

次 に上 述 の 月 次 配給 計 画 をベ ース として,旬 別 の 配給(配 船)計 画

を作 成 す る こ と とな る。

ここでは 「翌旬 の何 日に,ど の 油 槽所 へ,ど の製 油所 か ら,何 を,

何k4,ど の船 で送 り込 む か」 を決 定す る ことが必要 で,月 次 配 給 計

画 が前 提 とな り,製 油 所 の旬 別(週 間)生 産 ス ケ ジ ュール,翌 旬初 の

製 油 所 ・油 槽 所 の在 庫 量,最 新 の 販売 要望 情 報(月 次販 売 計 画 の変 更

情 報),コ ース タル タン カ ーの運 航 状 況 等 の情 報 に より決 定 され る。

専 航 コ ース タル タ ンカ ーの有 効 利 用,製 品 交換 や仕 入 ・転 買 に つ い

て もこの 段 階 で具体 化 され る こと とな る。

③ 全 社 レベ ル の デ イリ ー配 給 調整

上述 の旬 別 配給(配 船)計 画 の デ イ リーの 調整 で,毎 日の製 油 所 の

在庫 量 ・生 産 ス ケ ジ ュール,5日 毎 程度 の油 槽 所の在 庫 量,お よび 時

々刻 々の コ ース タル タ ンカ ーの運 行状 況 が必 要情 報 とな る。

販売 が 見込 に比 し大 幅 に食 い違 う とか,天 候 の関 係 で船 が予 定 通 り

走 らな い とか,原 油 船 入港 予定 の ず れ や精 製 装 置の事 情 で生 産 が 予 定

通 り行 か な い とか 等 々の理 由 で この 品切 れ 回 避 の為 の 配 給調 整 は非常

に大 変 な 業務 で あり,そ の情 報 も極 め て タイ ム リー で ある こ とを要 す

る。

従 って近 い将 来 は この周 辺 の情 報処 理 に コ ン ピ ュ ータ の力 を 借 りた

オ ン ラ イン ・シス テ ムの 導 入 が要 請 され る所以 で あ る。
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④ 油 槽所 レベ ルの 配給 ス ケ ジ ュ ール

特約 店 ・直売 先 か らの注 文 に応 じて,円 滑 な出荷 を行 う ことが,こ の 段

階 での 配給(出 荷)ス ケ ジ ュール の 目的 とな る。

数 多 くの受 注 を扱 い,し か も迅 速性 を要 求 され る以 下 の 業務 に は,オ ン

ライ ン ・シス テ ムの 導 入 の要 請 が強 い。 か つ・ この 面 で のオ ン ライ ン ・シ

ス テ ムの導 入 は,業 務 に必要 な情 報 を提供 す る とい う よりは む しろ業務 そ

の もの を 自動化 す る とい う性格 を有 し てい る(図 一7)。

ア 出荷場 所 の指 定 ・在 庫 見合

特 約店 か らの注 文 に対 し,ど の油 槽所 か ら出荷 す べ きか を決 定 す る。

各 油 槽所 の在 庫 ・受 入 予定 量 ・届 先 所在地,さ らに は 輸送 機 関面 の 制 約

な どの情 報 が必 要 とな る。

イ 出荷 の 限 度 見 合

読 掛 債権 を特 約 店 の 信 用 限度 内 に抑 え るべ く,販 売 サ イ ドか ら指 示 さ

れ る出 荷 限 度枠 内 で あ るか 否 かの チ ェ ック で,デ イリーの 特 約店 別売 上

累 計 を把 握 し てお.く必 要 が ある。

ウ 出荷 作業 に必要 な情 報

充 填,積 込,出 荷作 業 に必 要 な情 報 で,出 荷指 図 書,出 荷 予定 表(油

種 別),出 荷 予 定 表(輸 送 機 関別)等 が挙 げ られ る。 又受 注 状況 の把 握,

配達 状 況 問 合わせ の 為 の 資料 として 受注 日報 等 も必 要 とな る。

工 配送 ス ケ ジ ュ ール

輸送 機 関の有 効利 用,ひ い ては輸 送 コス トの低 減 を計 るべ く,効 率 の

よい配 送ス ケ ジ ュ ール を作 る必要 が あ る。

各注 文 の 内 容 をベ ース と して,納 入時 間指 定,共 積 制 限,道 路 事 情,

利用 可 能 輸送 機 関 の制 約等 の 情 報 が その 主 な もの で あ る。

(3)配 給 効 率 向上 の為 の 管理 情 報

配 給 効 率 の評 価 は,物 量面 で いかに 円 滑 な品 繰 を行 ったか とい う点 と,輸

送 コス ト面 でいか に 合理 的配 給 を行 っ た か とい う点 の2つ の 観 点 か ら行 わ れ
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図 一7オ ン ライ ンオ ーダ ーエ ン トリー ・配 車 ・自 動 出 荷 シス テ ム
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るのが一般的 である。

そ して,こ の評価は次の段階の計画 に結びつき配給 効率 の向上に資す るこ

ととな る。

① 物量品繰管理情報

配給計画に対す る実績の評価 が中心 で,主 として物量面の管理情報 であ

る。以下,そ の主 なものを挙 げる。

ア 配給計画 ・実績対比

配給実績の評価

イ 交換 ・仕 入 ・転買の実績

外部か らの供給状況把握

ウ 油槽所別 出荷数量実 績

通油量把握

工 油槽所別受入数量実績

標準配給経路 と実績配給経路の分析

オ 輸送 機関別出荷実績

輸送手段の検 討

力 船型別輸送実績

輸送 ロットの大型化対策検 討

キ 油槽所 タンク回転率

油槽所改廃,タ ンクの油種決定

ク 地域別 出荷実績

油槽所新増設検討

② 輸送 コス ト管理情報

販売,配 給経費中の大半 を占め る運賃の分析 一管理資料は極めて重要な

もの であ る。運 賃合理化対策 としては,特 定輸送 機関その ものの有効利用

を計 る狭 義の もの と,製 品交換 ・油槽所 の石油会社間共同利 用 ・需要家受

入設備 の改善 ・包装 品の撤荷化等広義の もの がある。以下,そ の主 な管理
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資 料 を挙 げ る。

ア 輸送 機 関 別 運 賃 実績

運 賃 実 績 の把 握

イ 輸 送機 関 別 稼 動実 績

稼 動 率 の分 析

ウ 専 航 コー ス タル タ ン カー運 航 実 績

専 航 船 の有 効 利 用

工 標準 運 賃 と実 績 の 対比

不 経 済 輸 送 の 分 析

オ 共積,多 個 所 卸,不 積 配 送実 績

不 経 済 輸送 の分 析

ヵ 製 品交 換 に よ る運 賃 メ リ ッ ト

キ 油 槽 所共 同利 用 に よる運 賃 メ リ ッ ト

ク 荷 姿 別 出荷 実 績

撤 荷化 に よる運 賃 削減

ケ 出荷 ロ ッ トの サ イズ 別実 績

出荷 ロ ッ トの 大 型化 に よる運 賃削減

③ その 他 の管 理 情 報

以 上,主 要 配給 業務 に 必要 な管 理 資 料 に つ き略述 した が,こ の外 に 油槽

所 構 内作 業管 理,容 器 管 理,下 請 業者(作 業 ・運 送)管 理 に 必要 な管 理情

報 も 見逃 せ な い 重要性 を持 っ てい るが,こ こでは詳 細 を省 略 す る。

3.2.4販 売

(1)販 売 計 画情 報

① 長 期販 売計 画

長 期販 売 計 画 の策 定 に あ た っ ては,経 済 変動 を始 め,技 術 革 新 に とも な

う総 合エ ネル ギ ー構 成 比 率 の 変 化 等不 確 定要 素 が多 く,将 来 の経 済活 動 の

見通 しに 適 合 し た適 格 な長 期 販売 計 画 を樹 て る ことは至 難 のわ ざで あ る。
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した が つて 過去 の実績 の分 析 を始 め,将 来 の 経済 指標(自 動 車保 有 台 数,電

力消 費量 等)等 の入 手 しうる全 て の情 報 を積 み重 ね て長 期販 売計 画 の 前提条 件

を 決定 す る必 要 が ある。

また 公 害規 制 の 強化 に よ る燃 料 油 の低 硫 ・軽質 化 が 進ん でい る。 さ らに今 ま

では,国 家 経 済 の 高度 成 長 に と もな つて,石 油 の 販 売数 量 も飛躍 的 に 伸 び て来

た が,今 後 も この よ うな 高度 成 長 が続 くとは限 らない の で,何 時 か は頭打 ちに

な る こ と も考慮 して計 画 を樹 て なけれ ば な らな い。

この長 期 販 売計 画 は会 社 各 部 門 の 行動指 針 の 基礎 とな り,各 種 設備 計画 等 に

与 え る影 響 が大 きい の で各 部 門 と十分 接衝 した上 で実 行 可能 な案 を樹 て なけ れ

ば な らない。

② 短 期 販 売 計 画

短 期販 売 計 画 は長 期 計 画 の 方針 にそ つて 具体 的 な実 行 計画 を立 案 す る もの で

あ る。 通 常 これ は 月単位 の計 画 で あ り,販 売活 動 の 実 行 目標 とな る。 具体 的 に

は 支 店別 販 売数 量 ・価 格 の 目標 値 を設定 し,さ らに 支 店 では特 約 店 の販 売能 力

に応 じて,こ の 目標 値 を 分解 す る。 必 要 な情 報 と して は長期 販 売 計 画,地 区 別

販 売実 績,特 約 店別 販 売実 績,特 約店 か らの販 売見 込,大 口需 要 家 の納 入 要 望,

生 産 予 定数 量,在 庫 量等 で あ る。

(2)販 売管 理 情 報

販 売 管理 の 対 象 と して は,支 店 ・販 売先 ・給 油所 ・地域 等 が挙 げ られ る。

販 売管 理 の最 も重 要 な情 報 は 販 売 実績 で あ る。 この 販 売実績 は速 や か に把 握 す

る必 要 が あ る。 短 期 的観 点 か らは,計 画 と対 比 して 著 る し く差 異 を生 じた もの

に は,そ の原 因 を追求 し,速 や か な対 応 策 を講 ず る為 の手段 とな り,一 方長 期

的 には 計 画樹 立 の た め の情報 とな ると同 時に,以 下 に述 べ る諸 管 理 業務 の 主 要

な情 報 とな る。 コン ピ ュー タは迅 速 な実 績把 握 の 強 力 な武 器 で あ る。 した が つ

`て コン ピ ュー タを中 心 に した情 報 収集 シス テ ムが この分野 に お い て も強 く要 請

され て い る。
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① 支 店管 理

各 支店 単位 に,下 記 管理 資料 を用 い て販 売数 量 ・価格 の 管理 ・分析 を行 な う。

ア 販 売 報告 書

油 種 別 に販 売数 量 ・金 額 を集 計 した もの で あ り,会 計 整 理 に も使 われ 為

イ 平 均 販 売価 格 台 帳

販 売価格 の 管理 資料 で あ る。

ウ 利益 目標 と実績 の対 比表

支 店 別 に与 え られ た 利 益 目標 の達 成 率 を管 理す る資料 で あ る。

この外 に も各 種 管 理 資料 を作 成 す るが,支 店 ベ ース で は上 記3表 は代 表 的 な も
1

のである。

② 販売先管理

ア 販売先別販 売数量 ・利益管理

特約店別置売先別 に販売数 量 ・利益の管理を行 な う。

数量 を管理す る資料 としては

・販売先別販売数量 台帳

・販売 目標達成率管理表

等が あるが,こ の外 にも時系列的 に販売数量 を表わ した管理資料 も作成す る。

利益 を管理す る資料 としては

・販売先別限界利益表

等がある。

イ 特約店 の信 用管理

特約店販 売はほ とん ど掛 売であるので,貸 倒れの危 険 を防 ぐ意味で慎重 な

信用管理が必要 である。

したが つて特 約店契約締 結に当 っては契約書調印 と同時に取扱高に見合 う保

」
証 金 あ るいは 担 保 を差 入 れ させ て い る。 特 約 店 の信 用 には 限 度 が あ るの で 出荷

面 で限 度 を設 け 売 掛 債権 をそ の限度 内に抑 え てい る。

この信 用 管理 に は,次 の情 報 が 必 要 で あ る。
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●

・特約 店販 売 実 績

・特 約店 売上 回 収実 績

・特 約店商 品代 未 収額

・特 約店決 算 報 告 書

・そ の他

③ 給 油所 管理

ア 給 油所 販 売管 理

給 油所 は ガ ソ リン,軽 油,潤 滑 油等 を 自動 車関 係 需 要 家 に販 売 す る ため の

施 設 で あ る。 給 油所 数 と ガ ソ リン販 売数 量は 密 接 な関 連 が あ る とい うものの,

個 々の給 油所 販 売効 率 を上 げ る こ とは 投 資効 率 を 高 め る とい う意味 で極 め て重

要 で あ る。

そ のた めに は,下 記 の情 報 が 必 要で あ る。

・給 油所 販 売 数 量実 績 台 帳

・運 営形 態 別 ,投 資範 囲 別,規 模 別,開 所 年 度 別給 油所 販 売 実績 諸 表

・給 油所 経 営 実 態 調査 集 計 表

・従 業 員教 育 訓練 実績 表

・そ の他

イ 給 油所 の新 設 ・改 造

給 油所 は ガ ソ リン販 売 と密接 に関連 して い る の で,給 油 所建 設は ガ ソ リン

の販 売 予想 と結 び つ いた長 期 的観 点 か ら計 画 され る。 各 支 店 で は個 々の販 売地

区 の現 状 と将来 の販 売計 画 に も とず い て 管下 の給 油所 ネ ッ トワー クの プ ラ ンを

作成 す る。新 設 地 につ いて は立 地 条 件,将 来 の道 路 計 画,新 都 市計 画 等 の情 報

を収集 して,分 析 す る こ とを行 な って い る。

既 設給 油所 に つ い て も地 上 設 備 の改 造 補強,地 下 タ ンク の大 型化 も販 売実 績

を もとに実 施 して い か なけ れ ば な らない。

④ 需 要 家管 理

大 口需要 家 に つ い て は,元 売 の収 益 にお よぼ す 影 響 が大 きい ので,た ん に
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特 約 店 レベル の 管理 に とど ま らず,直 接需 要 家 別 に販 売数 量 ・価格 を把 握 し,

個 々別 々に管 理 を行 な う必要 が ある。

⑤ 地 区 別 管 理

ア 地 区別 採 算

一 般 に石 油 製 品 の 価 格 は特 約 店 との間 で決 め られ て い るが
,需 要 家 へ の配

給 コス トは元 売会 社 の 負 担 とな るの で運賃 効率 の 良い地 区 に あ る需 要 家 に対 し

て 積極 的 な販 売 促進 を行 な う必 要 が ある。 そ の た めに は 出荷 地 別納 入 地別 販 売

数 量 ・価格 ・運 賃 の 実績 お よびそ の地 区 の特 性 を把 握 し,地 区 別採 算 管理 を行

な う。 上 記 の実 績 は 将来 の販 売設 備 投 資の情 報 源 ともな る。

イ 公害 規 制地 区 の 油種 管 理

地 方 自治 体 に よる公 害規 制 は年 々強化 され る傾 向 に あ る。 したが つて,そ

の地 域 に合 った品質 の 油種 を出 荷 す る必要 が あ る。 このた めに は,公 害規 制 に

関す る条令 等 を適格 に把 握す る と と もに,公 害 規 制地 区 別 の納入 油 種 管理 を行

な う必 要 が あ る。

5.5経 営情 報 一 覧 表

全社 的な原油の輸 入,生 産,配 給,販 売関係の主 な経営情報の種類,情 報源

頻度,必 要度等 の一覧表(次 頁)

●
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5.3.1原 油 の 輸 入

(1)原 油 の 輸 入 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門 必要度充足度

原 油 ・製 品 公 示 価 格

|

元売会社,商 社

〉サプライヤー

新 聞,雑 誌

ノ

随 時 輸 入 A A

産 油 国 の 動 向 〃 〃 A B

新 規 油 田 開 発 〃 〃 A B

原 油 ・製 品 のサプライヤーの動 向 〃 〃 A
'
B

各 国 各 油 田 別 生 産 状 況 〃 〃 A B

日本各社原油 ・製品輸入 コスト
石 油 連 盟

元 売会社,商 社
〃 〃 A C

物 価 統 計 指 標 日 本 銀 行 1/月 〃 C A

輸 出 入 動 向 通 産 省 4/年 〃 B A

石 油 輸 入 金 額 実 績 〃 1/月 〃 B A

油 種 別 輸 入 数 量 実績 石 油 連 盟 1/月 〃 A A

当 社 販 売 実 績 社 内 1/月 〃 B A

当 社 処 理 計 画 社 内 1/月 〃 A B
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(2)外 航 タ ン カ ー の 傭 ・配 船 情 報

情 報 の 種 類

長 期 傭 船 計 画

需 要 見 通 し

船 腹 需 給 バ ラ ン ス

造 船 々 価 の 見 通 し

船 台 の 需 給 バ ラ ン ス

港 湾 設 備 航 路

短 期 傭 船

原 油 需 要 見 込 み

世 界 船腹 バ ランス見 通 し

運 賃 の 見 通 し

海 運 マ ー ケ ッ ト市 況

世 界 の 成 約 状 況

石 油 会 社 の 引 合 い

情 報 源
頻 度

(サイクル)

IMCO,石 油連 盟

海上保安庁

通産省,運 輸省

各銀行,イ ンタス

ケール協会,日 本

船主協会,日 本 タ

ンカー船主協会

船主,日 本造船工

業会,マ ラッカ海

峡 協議会,日 本船

舶振興会,新 聞,

雑誌,社 内

石 油 連 盟

ブ ロ ー カ ー

船 会 社

新聞,雑 誌,社 内

・定期

時

利用部門

輸 入

〃

〃

〃

〃

輸 入

ノ'

ノ/

ノ/

〃

ノ!

必要度

A

－

A

－

A

－

A

－

A

A

－

A

－

A

－

A

－

A

－

A

充足度

A

－

A

－

A

－

A

－

A

A

－

A

－

A

－

A

－

A

－

A
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情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門必要度 充足度

配 船

社 内 1/月 輸 入 A A四 半期 月 次生 産 計 画

生 産 日 程 計 画 〃 1/週 〃 A A

手 持 タ ンカーの ポ ジ シ ・ン
船 会 社,ブ ・ 一

カ ー,社 内
1/日 〃 A A

積揚地の港湾事情・設備状況

船 会 社,シ ッパー

貿 易商社,ブ ロ
ー カー ,石 油連

盟,石 油他社,

海上保 安 庁 社 内

随 時 〃 A B

他 社 配 船
船 会 社,ブ ロ ー

カ ー,石 油 他 社
随 時 〃 B B

油 濁 問 題

IMCO,OCIMF

ク リス タル協会

石 油産業 海 事 協

議会

随 時 〃 A A
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5.5.2生 産

燃 料 油 の短 期 生 産計 画 立 案 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門 必要度 充足度

規 格 及 び 試 験 法 石 油 連 盟 不定期 生 産 A A

原 油 評 価 社 内 〃 〃 A A

研 究 報 告 〃 〃 〃 A A

輸 入 計 画 〃 1/月 〃 A A

販 売 計 画 〃 〃 〃 A A

配 給 計 画 〃 〃 〃 A A

配 船 計 画 〃 〃 〃 A A

生 産 設 備 拡 張 計 画 〃 不定期 〃 A A

生 産 実 績 〃 1/月 〃 A A

製 品 性 状 実 績 〃 1/日 月 〃 A A

製 油 所 生 産 計 画 〃 1/月 〃 A A

製 油 所 生 産 会 議 々 事 録 〃 〃 〃 A A

製油 所原価管理会議 々事録 〃 〃 〃 A A

製油 所 半 製 品 ・製 品 在 庫 〃 1/日 〃 A A

製 油 所 操 業 実 績 ・ 〃 1/日,月 〃 A A

石 油 資 料 月 報 石 油 連 盟 1/月 〃 A A

需 要 の 動 向 新 聞 ・i雑 誌 随 時 〃 A A
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3.3.5酉 己 給

製 品 の配 給 計 画立 案 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門 必要度 充足度

製油 所 ・油 槽 所 在 庫 状況 社 内 1/5日 運 輸 A A

製 油 所 出 荷 状 況 〃 1/日 〃 A A

使 用 内 航 油 槽 船 の 動 静 〃 〃 〃 A A

販 売 計 画 〃
随 時

1/月 年
〃 A A

生 産 計 画 〃 〃 〃 A A

製 品 の 性 状 元 売他 社,社 内 随 時 〃 B A

石 油 他 社 の 地 域 別 生 産 ・

販 売 状 況

元 売 他 社

石 油 連 盟
2/年 〃 B B

石油他社の地域別製品交換要望 元 売 他 社 1/月 〃 B B

内航油槽船 の建造規制基 準

及び動向
石油連盟,船 会社 1/年 〃 A A

内航 油槽 船の運賃改訂及 び

動向

〃 〃 2/年 〃 A A

石油他社内航油槽船の使用状況 元 売 他 社 4/年 〃 B C
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ろ.3.4販 売

(1)燃 料 油 の販 売 計 画立 案 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門 必要度 充足度

需 要 の 動 向
新 聞 ・ 雑 誌
石 油 連 盟

随 時 販 売 A A

石 油 資 料 月 報 石 油 連 盟 1/月 〃 A A

各 社 府 県 別 販 売 実 績 〃
1/月,期

暦 年,年 度
〃 A A

石 油 販 売 部 門 設 備 一 覧 〃 1/年 〃 A A

石 油 精 製 設 備 一 覧 ノノ 〃 〃 A A

港 湾 設 備 〃 隔 年 〃 A A

石 油 製 品 販 売 速 報 〃 1/月 〃 A A

汽 力 発 電 用 燃 料 実 績 /ノ 〃 〃 A A

揮発油 ・ナフサ ・潤滑 油 販売 〃
1/月,期

暦年,年 度
〃 A A

石 油 業 界 の 推 移 〃 1/年 〃 A A

電 力 需 給 の 概 要 通 産 省 〃 〃 A A

電 力 調 査 月 報 〃 1/月 〃 A A

石 油 精 製 速 報 〃 〃 〃 A A

需 給 統 計 速 報 〃 〃 〃 A A

石 油 統 計 月 報 〃 〃 〃 A A

石 油 統 計 年 報 〃 〃 〃 A A

全 国 在 庫 状 況 社 内 〃 〃 A B

石 油 製 品 受 払 月 報 〃 〃 〃 A A

購 入 明 細 〃 1,有 期 〃 A A

販 売 実 績
〃 〃 〃 〃 A B

販 売 速 報 〃 1/月 〃 A B
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(2)給 油所 に おけ る販 売促 進 計画 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サイクル)
利用部門 必要度 充足度

石 油 製 品 需 給 統 計 石 油 連 盟 1/月 販 売 A A

元 売 販 売 総 括 表 〃 〃 〃 A A

石 油製 品府 県別 販 売 実 績 〃 〃 〃 A A

府 県 別 給 油 所 在i籍 数 〃 〃 〃 B A

給 油 所 別 経 営 実 態 給 油 所 1/年 〃 A B

給 油 所 別 販 売 実 績 〃 1/月 〃 A A

支 店 別 販 売 実 績 社 内 〃 〃 A A

自 動 車 台 数 日刊自動車新聞社 1/年 〃 B B

自 動 車 登 録 台 数 統 計 陸 運 局 1/月 〃 B A

自 動 車 保 有 台 数 統 計 〃 1/年 〃 B A

府 県 別 自動 車 販 売 速 報 自動車販売会社 1/月
〃 B B

人 口 統 計 総 理 府 1/年 〃 C A

県 別 個 人 所 得 統 計 〃 〃 〃 C A

レ ジ ャ ー 支 出 統 計 厚 生 省 〃 〃 C C

ガ ソ リン市 況報 告(小 売)
石 油 連 盟

石 油 商 業 組 合
2/年 〃 B B

ド ラ イ バ ー 趣 好 調 査 モ ニ タ ー 1/年 〃 C C

交 通 量 統 計 警 察 庁 〃 〃 C A

道 路 市 街 地 改 造 計 画 各省,地 方 自地体 〃 〃 C A

高 速 道 路 と 自 動 車 高速道路調査会 1/月 〃 C B

日 本 道 路 公 団 年 鑑 日本 道 路 公 団 1/年 〃 B B

給 油 所 販 売 業 界 の 動 向 新 聞,雑 誌 随 時 〃 A B

自 動 車 業 界 の 動 向 〃 〃 〃 〃 B B

自 動 車 整 備 技 術 知 識 雑 誌 1/月 〃 A A

自 動 軍 用 部 品 関 係 〃 1/月 年 〃 B B
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(3)特 約 店管 理 情 報

情 報 の 種 類 情 報 源
頻 度

(サ イクノレ)
利用部門 必要度 充足度

石 油 業 界 の 一 般 市 場
石 油 連 盟
新聞 雑 誌 ・社 内

随 時 販 売 A B

元 売 会 社 販 売 実 績 通 産 省 〃 〃 B B

特 約 店 販 売 実 績 社 内 1/月 〃 A A

特 約 店 売 上 回 収 実 績 〃 〃 〃 A A

特 約 店 商 品 代 未 収額 〃 〃 〃 A A

対 特約店資金援助実 績 〃 〃 〃 A A

差 入 担 保 明 細 〃 〃 〃 A A

特約 店取 引 限 度 設 定 内訳 〃
1/期

(随 時)
〃 A A

特 約 店 決 算 報 告 書 〃 1/期 〃 A A

特 約 店 信 用 調 査 〃 随 時 〃 A A

中小企業経営分析指標係 数値
中小企業診断協会

社 内
〃 〃 A A

金 融 機 関 ・ 金 利 体 系 新 聞 ・ 社 内 〃 〃 B B

▼
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4.ク レ ジ ッ ト ・カ ー ドお よ び 特 約 店 の情 報 シ ス テ ム

4・1ク レ ジ ッ ト ・カ ー ド ・シ ス テ ム

我 国 に お け る石 油 需 要 の 急 増 ぶ りに は 目 ざ ま しい も の が あ る。 ち な み に 自動

軍 用 ガ ソ リ ン の 需 要 量 を み て も昭 和45年 度 の 消 費 量 は20,514千KZに 達 し,

10年 前 の3.6倍 の 伸 び を示 して い る。(表 一9)

表 一9自 動 車 用 ガ ソ リンの 需 要量

年 度 35 40 4545/35

数量(千KZ) 5,655 10,550 20,514&6倍

運輸省 指定統計

ま た我 国 にお け る ガソ リン車 保 有 台数 をみ るに 昭和45年 度 は1,044万 台

に達 し,こ れ は10年 前 の69倍 に 相 当す る もの で あ る。(表 一10)

表 －lo全 国 ガ ソ リン車 保 有 台数

年 度 35 40 45 45/35

台数(千 台) 1,514 3β97 10,440 69倍

通産省指定統計

輔 の増 加 醜 し窃 ・ リンの 伸び 力紙 い のは モ ー,リ ゼ ー シ 。ンの批 乗

って,レ ジ ャー用 自家 用車 ,軽 自動 車 等 の増 加 で消 費者 層 が拡 大 した こ とに よ

る もの で あ る。 この こ とは1台 当 りの ガ ソ リン消 費量 の低 下 を もた ら し ,現 在

では ガ ソ リンス タ ン ド当 りの小 口 ユー ザ ーの数 は80%と い う高 率 を 占 め ,そ

れ に と もない請 求 書 作成,集 金 業 務等 に大 きな労 力が かXつ て い るの が実 情 で

あ る。 一 方 この増 加 した 自動 車 に対 す る給 油,サ ー ビス を行 うガ ソ リンス タ ン

ドの数 も昭和45年 末 で実 に37,382ケ 所とい う10年 前の19 .6倍 とい う急 増

ぶ りで ある。(表 一11)
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表 一11全 国 ガ ソ リ ン ス タ ン ド数

年 35 40 45 45/35

数 6,903 21,871 37,382 196倍

通 産省 指 定 統計

こ う した 自動車 台 数 及 び ガ ソ リンス タン ドが 急増 した背景 と して,東 名,名

神,中 央 等 の 高 速 道路 の 整備,全 国 道路 網 の発 達,レ ジ ャー 産業 の 発展 が あ り,

そ れ に と もな つて ドラ イバ ーの行 動 半 径 も拡 大 した。 この よ うな情 勢 の展 開 に

と もない石 油 販 売 会社(特 約 店)は 従 来 の個 別 の 「あ きない」 か ら 「全 国的 に

形 成 され てい る給 油所 の ネ ・ トワー クを活 用 し幅 広 く顧 客 を獲 得 し固定化 して

ゆ く」 とい うネ ッ トワー ク商 法 へ と営 業 方 針 を 切替 え るべ き時 期 に な つた。 こ

う して石 油会 社 の ク レ ジ ッ ト ・カー ド・シス テ ムは 顧 客 が 「カー ド1枚 でい つ

ど こで で も給 油 や サー ビス が受 け られ る」 とい う便 利 さ を武 器 に,系 列 石 油販

売 会 社 の ネ ッ トワー ク商 法 へ の飛躍 を図 り,さ らに石 油 販 売会 社 の省 力化 のた

め の事 務 の 合理 化,金 融 機 関 を利 用 した 自動 引落 しに よる集金業 務 の解 消 と い

うこれ まで の懸 案 事項 を一 挙 に解 決 す る こ とを もね らっ て登場 す る こ とに なっ

た。 現 在 実施 され て い るク レ ジ ッ ト ・カー ド ・シス テ ムの概 略 は 次 の通,りで あ

る。
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(図 一8)ク レ ジ ソ ト ・ カ ー ド ・ シ ス テ ム の 概 略
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(1)ク レ ジ ッ ト・カー ド ・シス テ ムの し くみ

シス テ ムの概 要 は 「図 一8」 に示 す 通 りで あ るが,以 下 シス テ ム要 素 別 に

そ の 内容 を説 明す る。

① カー ドの発行

顧 客 が ク レ ジ ッ ト会 員 に な るには必 ず ク レ ジッド・セ ン ター の 提携 す る金 融

機 関 に預金 口座 が 必 要 で あ り入 会 申込 書 は そ の 口座 確 認の 上 クレ ジ ット・セン タ

ー に送付 され る
。 入 会 申込 書 は コ ン ピ ュー タ の ク レジ ・ ト会 員台 帳 フ ァイルに

登 録 され る と同時 に ク レジ ッ ト会 員番 号 が与 え られ 「カー ド発 行 通 知 書」 が 作

成 され る。 これ に基 づ きクレジット・カー ドが 作 成 され,各 サービス ース テ ー シ ・

ン(以 下SSと 略す)に 送 付 さ れ そ こか ら顧 客 に手 渡 され る。

② 売 上伝 票 の 作成

ク レ ジ ッ ト会 員 は 全 国 ど このSSで も,こ の カー ドを呈 示 す る こ とに よ り
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商 品 や サー ビス を購入 す る こ とが 出 来 る。

SSで は イ ンプ リン ター と会 員 の カー ドを 用い て 売上 伝 票 を起 票 す る。 この伝

票 には 次 の項 目に つ い て記 入 され る。

(だ れ が)

(何 を)

(ど れ だけ)

(い く らで)

(い つ)

(ど こで)

・会 員Na

・会 員 名

・車 番

・有 効 期 限

1灘 号}
・単 価

・売上 年 月 日

:鷺㌻}

こ の 部 分 は カ ー ドに よ つ て 記 入 さ れ る。

イ ン プ リ ン タ ー の レ バ ー セ ッ トo

必 要 な も の の み マ ー ク

イ ン プ リ ン タ ー の 日付 ホ イ ー ル 。

イ ン プ リ ン タ ー の ス テ ー シ ョ ン プ レ ー ト。

売 上 伝 票は ①納 品 書②SS控 ③OCR用 の3枚 で セ ・ トされ 各SSは 送付 指 定

日 に③ のOCR用 伝 票 を ク レ ジ ッ トセ ン ターva送 付 す る。

③ 売 上 伝 票 のOCR処 理

ク レ ジ ッ トシス テ ムの特 徴 は発 生 伝票 枚 数 が尾 大 で あ り,こ れ を限 られ た

時 間 で処 理 す るに はOCRを 採用 す る方が 他 の 方法 よ り も経済 性,処 理時 間 か

ら考 え て最 適 で あ る と考 え る。OCRに よる読 取 は2行 とマ トリ ックス マ ー ク

でそ の項 目は 下 記 の通 りで あ る。

1行 目では会 員Na,品 名番 号,数 量

2行 目ではSSNa,売 上年 月 日

マー ク では 単価 を読 ま せ る

単 価 マー クは 記入 され て い る場 合 の み 読み 込 ませ,単 価 マー クの必要 な もの は

タイヤ,バ ッテ リー,サ ー ビス と潤 滑 油の 一 部 で あ り燃 料 油 に関 して は契 約 単

価 が会 員 台 帳 に フ ァイル さ れ てい るた め マ ー クす る必 要 は な い。
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④ 売 上 計算 とデ ー タの作 成

上 記 で処理 され た デ ー タは 銀 行 マス ター フ ァイル,SSマ ス ター フ ァイル,

そ れ に会 員台 帳 フ ァイル を も つて 売上 計算 と同時 に 目的 別 に請 求 善 用 デ ー タ,

SS管 理資 料 用 デ ー タ,金 融 機 関 用 デ ー タ等 を作成 す る。

⑤ 請 求 書 の発行

請 求書 は 直接 会 員 に送 付 され るが郵 便事 務 の 簡素 化 を 目的 と して封 筒 型 連

続 用紙 に郵 便番 号 順 に リス トされ る。 「請求 書」 の 内容 は 住所,会 員名,給 油

月 日,品 名,数 量,単 価,金 額,そ して利 用SS名 で あ る。 また 車 輌数 の 多い

法 人会 員 につ い ては車 輌 管 理 に便 利 を計 るた め車輌 毎 に ま とめた 金 額 の集 計 を

表 示 してい る。

⑥ 売 上代 金 の 回 収

売 上 代金 の決済 は公 共 料 金 の 場合 と同 じよ うに 提 携金 融 機 関 に対 し引渡 し

日に請 求金 額 を会 員 の預金 口座 か ら引落 しクレジット・セ ン タ ーの 口座 に入金 す

る よ う請求 す る。 そ の 為 の 資料 と して 「口座振 替請求 書」 お よび 「利 用代金 集

計 表」 を提 携 金融 機 関 の元 受 店,取 ま とめ店,取 扱 店別 に 作成 し送 付 す る。

⑦ 売 上代 金 の支払 い

売上 代 金 の支 払 い はSSが ク レジット・セ ンター に届 出て い る金 融 機 関 の 口

座 に 振込 まれ る。 そ の 資料 と して 「総 合 振 込依 頼 書」 を作成 し金 融 機 関 に送 付

す る。SSに 対 して は 売上金 額 か ら計算 料等 の控 除金 額 を差 引い た送 金 々額 と

万 一 引落 し不 能 が 発 生 した場合 債 権譲 渡 の た めの 引落 し不能 明細 を 内容 と した

「送 金 通 知 書」 を送 付 す る。

⑧ 販 売管理 資料

SSに 対 して は ク レ ジ ッ ト販 売 にお け る資料 と して下 記 の もの を送付 す る。

ア.SS売 上 ・チェック ・リス ト… …SSの1カ 月 間 の売 上 明 細 が 記録 され

て い る表

イ.ユ ー ザー 別 売上 表 … …SSで カー ドを発 行 した会 員 の ク レ ジ ッ ト購

入 高 を記録 した表

一84一



ウ.SS別 売上 集 計 表 … …SSの 売 上 を品 名 別 に集 計 した表

工.無 効 カー ドー 覧 表 … … カー ドの紛 失 ・盗 難 の届 出 に よ り無 効 に な つ

た もの の一 覧 表

⑨ そ の 他

この シス テ ムで使 用 す る 売上伝 票 の在 庫 管 理 につ い て は コ ン ピュー タでそ

れ を行 いSSに お け る伝 票 の在 庫 切 れが 生 じる前 に,自 動的 に発 注 す る シス テ

ムに な つセしへるo

(2)シ ス テ ムを さ さえ る背 景

ク レ ジ ッ ト ・カー ド ・シス テ ムを運 営 して い く うえ で注 意 しなけ れ ば な ら

な い こ とは カー ド,エ ンボ ッサー,イ ンプ リン ター,伝 票,OCRそ れ に教 育

等 の問題 で あ る。

これ らす べ て の要 素 につ い て常 に調 和が 保 た れ る よ う配 慮す る こ とが,ク レ

ジ ・ 卜 ・カー ドに よる売」二に 関係 す る処 理 を 円滑 に行 ない 得 る重 大 な ポ イ ン ト

の一 つ で あろ う。

① カー ドにつ い て

硬 質塩 化 ビニー ル を素 材 とす る カー ドは この分野 で 多 く利 用 され て い るが,

売上 伝 票 をOCRの イン プ ッ トとす るこ と を考 慮 し,品 質管 理 面か らラ ミネー

ト・フィルムの剥 離,ひ び 割れ,弾 力性,耐 熱性,耐 寒 性,厚 さ,そ れ に耐 久性

等 につ い て留 意 しな けれ ば な らない。 ま た カー ドに浮 彫 りす る エ ンボ ッサ ー一に

っ い て は常 に安 定 した エ ン ボス ハ イが得 られ,し か も機 械操 作が 正確 か つ 迅速

に行 え る こ とが 要求 され る。

② イ ン プ リン ターに つ いて

SSに お け る売上 の 内容 を伝 票 に転写 させ る機 器 で あ るが,カ ー ドの 内容

を鮮 明 に転 写 出来 る よ うイ ンプ リン ター の 調整 とそ の 安 定 した耐 久 性 が要 求 さ

れ,ま た操 作 面か ら も正確 か つ迅 速 に行 な え る こ とが 必 要 で あ る。

ま た イ ン プ リンタ ーの保 守体 制 に つ いて も メー カー 側 の全 国 サービス ・ネ ッ ト

ワー ク が整備 さ れ て い る こ とが 必要 で あ る。
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③ 売 上 伝票 につ い て

売上 伝 票 は ロ ングサ イズ の3部 複 写 を採 用 し,そ の組 み合 わせ ば上 か ら半

透 明紙,両 面 カー ボン,上 質 紙,OCRカ ー ボ ン,OCR紙 と し イン ・プ リンタ

ー の 印圧 を考 慮 しその 厚 さを も規 定 して い る。 と くvaOCRカ ー ボ ンの品 質 に

つ い て は 次 の点 に注 意 しな けれ ば な らな い。

ア ス マ ッジ,ボ イ ドの な い鮮 明 な転 写 印字 が得 られ る こ と。

イ 転 写 後文 字 お よび 用紙 に汚 れ が生 じな い こと。

ウ イン ・プ リン ター の 印圧 の変 化 に も柔軟 性 の あ る こ と。

工 耐 候 性 の面 か ら も十 分検討 され て い る こ と。

オ 手 書 き文 字 に つ い て も複 写 可 能 な こと。

④OCRに つ い て

全 国 のSSか ら送 られ て 来 た売 上 伝 票 はす べ てOCRの イ ンプ ッ トと して

磁 気 テー プに 変換 され る。OCRの 性 能,経 済 性 等 につ い て の評 価 を云 々'する

場 合 常 に リジ ェク ト率,ミ ス リー ド,速 度 等 が 問題 に な るが,こ れ を左 右す る

要 因 はOCR自 体 に 起 因す る よ りもむ しろ インプット・ ドキ ュ メン トを作 成 す る

段 階 に 大 きな比重 をか け て 考 え るべ き であ ろ う。

⑤ 教育 問題 につ い て

最 初 で も少 しふ れ た ように ク レジ ッ ト販 売 は急 速 に拡 ま ろ うと してい る現

状 で あ り,ク レ ジ ッ ト ・カー ドに対 しての一 般 の認 識 は深 い とは い い難 い。

したが つて シス テ ムを効 率 よ く運 営 す るた めに 必 要 な知識 をSS販 売 担 当者 に

対 し徹 底 した教育 を行 わ なけ れ ば な らない。 売上伝 票 は い わば この教 育 の成 果

の あ らわれ で あ り答案 用紙 で ある。 誤 りが あれ ば 地道 に指 導 を重 ね 正 確 な 売上

伝 票 が起 票 出来 る よ う努 力 して行か ね ば な らない。 これ に たず さ わ る担 当者 の

努 力 と彼 等 の これ に 対す る理 解 と協 力 いか ん が この シス テ ムが もつ 意 義 と将来

を大 き く左 右す る とい つて も過 言 で は な いだ ろ う。

4・2特 約 店の 情報 システ ム

石 油会 社 にお け る特 約店 制 度 は販 売 活動 の重 要 な ポイ ン トで あ るが,特 約 店
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お よび販 売 店 に お け る給 油所 の販 売管 理 に つ い て は,前 述 の ク レ ジ ッ ト ・カーー

ド ・シス テ ムが相 当普 及 した時 点 で も,ク レジット・シス テ ムにの らな い 部 分の

大量 の情 報 処理 が 必 要 で ある。

全 国 約40,000カ 所 の給 油所 は,石 油 会 社 の 直営 か,特 約 店,販 売 店 に ょ り運

営 され てい る。 給 油 所 におけ る販 売活 動 の概 略 は,ガ ソ リン,軽 油 等 の 計量 器

か ら,自 動車 へ の給 油 を行 な い,ま た,潤 滑油,グ リー ス注 油,ア クセ サ リー

の販 売,洗 車 等 を通 常数 名 の サー ビス ・マ ンが行 って い る。

この 給 油所 にお け る販 売活 動 に おい ては近 年,人 件費 の高 騰 と求人 難 の傾 向

か ら伝 票発 行,売 上 整理 の省 力化 を図 る と と もに,販 売管 理,販 売 促進 の ため

の情 報 を収集 す る 目的 で,コ ン ピュー タの 利 用が 活溌 に な つて来 て い るが,こ

れ を大 別 す る と次 の通 りとな る。

① コ ン ピュー タ利 用 の パ ター ン

特 約 店 の販 売 管理 上,数 百種 類 にわ た る取 扱 い 商 品 を十数 種 か ら数 十 種類

に適 当 な形 で 分 類 管理 す る必 要 が あ るが,こ の分 け 方 に も,経 営 の規 模,マ ー

ケ ッテ ィ ングの 方 法,地 域 の 特性 等 に よ り,そ の ニー ズが 異 ってい るの で,そ

れ ぞ れ の ニー ズ に合 わせ た 情 報 が選択 可能 で あ る様 に シス テ ムは 設計 され てい

る こ とが 必 要 で あ る。

ア 自社導 入

大 型 特 約 店 では,コ ン ピュー タを 自社 で導 入 して,給 油所 か らの伝 票 等 を

本 社 に集 中 して これ を処 理 して い る ケース が 多 い。 しか しな が ら,こ う した 方

法 の とれ る特 約 店 は,コ ン ピュー タ導 入 に あた つて の受 入 態 勢,と くに要 員 の

確 保 が 十 分行 わ れ る こ とが 必 要 で あ りそ の普 及 の 速度 は そ れ 程早 くは な い。 小

型 コ ン ピュー タを導 入 して多 角 的利 用 を計 って い る企 業 もあるが,コ ス ト ・パ

フォ ー マ ンス の面 で は必 ず しも満 足 して い る とは いえ ない。

イ 計算 セ ン ター の利 用

計 算 セン ター に お い ては,給 油所 販 売管 理 用 各種 プ ログ ラ ムを開発 ・整備

して あ る と ころが 多 く,特 別 の 開発 用 を除 いて は,イ ニ シ アル ・コス トが低廉
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①

'

で あ るの で,こ う した セ ン ターを利 用 す るの が近 年増 加 しつXあ り,そ の利 用

方 法 も単 独 で セ ン ター を利 用 す る 方法,地 域 的 な機 構 で共 同 セ ン ター を設立 し

ての利 用,あ るい は石 油会社 の 系列 別 に セ ンター を利 用 す る方法 等 が あ る。

ウ 給 油所 用 ミニ ・コ ン ピュー タ

と くに給 油 所 向 に 開 発 され た ミニ コン ピ ュー タは使 用 方法 も簡 単 で あ り,

価格 も低 廉 で あ るの で,比 較 的 容 易 に利 用 す る こ とが可 能 で あ る。 専 用ミニ ・コ

ン ピ ュー タにお い て も,製 品 の種類 の 細か い把 握 と収集 を行 うに つ い て ,若 干

の難 点 が あ り,ま た大 型 シス テ ム との連 結 とい う面 で現状 では 若干 の問 題 点 が

あ るが,全 体 の シス テ ム との バ ラ ンス を考 慮 して,さ らに この 点 に対 す る前 向

きの対 策 が 期待 され る。

② 給 油所 の販 売 情 報

通 常給 油所 に お け る販 売 は 大 半が 月 ぎめ の掛 売 り客 で あ り,1顧 客 当 りの

伝 票 発 行枚 数 は1ケ 月 当 り平 均5～6枚 程度 で あ る。

ア 一 般 に 売上 伝 票,入 金伝 票,訂 正伝 票 が インプットとさ れ るが,そ の項 目は

次 の通 りで ある。

特 約店 名,給 油所 名,客 先 名(固 定 客,フ リー客 別),売 上 区分(掛 売,

現 金,ク レ ジ ッ ト),入 金 種 類,品 名,数 量(個 数),金 額

したが つて,こ れ だ け の項 目を何 等か の形 で イン プ ッ トす る必 要 が ある が,

現 在 は,紙 テ ー プ ・パ ンチ,マ ー ク ・カー ド,カ ー ド ・パ ンチ等 が 主 な や り

方 で,一 部 後 述 す る紙 テ ー プ 自動作 成 の 方法 も行 われ てい る。 専 用 ミニ ・コン

ピ ュー タに おい て は,キ ー ボー ド上 の 押 しボ タン操 作 に よ り,直 接 計算 ,印

字 を行 うの で イ ン プ ッ ト媒 体 は必 要 と しな い。

イ 必 要 とされ る管理 情 報 の うち代 表 的 な もの は 次 の通 りで あ る。

客先 別 請 求 書

売 掛金 元 帳

〃 年 齢 表

給 油所 別 販 売実績 表
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給 油所 別 商 品単 価 別 表

各 種 販 売統 計 資料

この様 な シス テ ムに お い て も,単 価 の設 定 が,ど の様 に細 分化 され るか,す

な わ ち,品 名別 か 品名 別 客先 別 か に よ って,情 報 の精 度が 異 な り,さ らに利

用 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの計 算 能 力に よ つて も費 用 と効果 の点 で い ろい ろ

な 差 が生 じて くる。

③ 給 油所 計 量機 の 自動 化

前 述 の ク レ ジ ッ ト ・カー ド,特 約 店 の コ ン ピ ュー タ利 用 と併行 的 に 給油 所

の 計 量機 と連 動 して,売 上 伝 票,紙 テ ー プ等 を 自動 作成 す る一連 の 自動 機械 の

開発 が進 め られ て い る。 計量 機 に 客 先 コー ドを磁 気 記憶 させ た プ ラス チ ック ・

カー ドを差 込 む 方式 と,客 先 別 の鍵 穴 に鍵 を差 込 む 方式 が あ つて,カ ー ドま た

は 鍵 を差 込 ん で注 油 を行 うと,給 油 所 内事務 所 に あ る プ リン タに売上 伝 票 が 自

動 的 に プ リン トされ る。 更 に情報 は 同時 に紙 テ ー プに と られ て,コ ン ピュー タ

の イ ンプ ・ トが作 成 さ れ る。

この シス テ ムの特長 は,

ア

イ

ウ

工

オ

カ

サ ー ビス の時 間 が短 縮 され るo、

一歩 進 ん だ省 力化 で,入 力情 報 が 自動 化 され て い る。

シス テ ムに よ っては,従 来 判別 不 可能 また は,無 視 され て いた1リ ッター

未 満 の注 油 に つい て も正確 に 検 量 し売上 に計 上 しうる。

フ リー客 につ い て も,サ ー ビス ・マ ン所 有の カー ド,鍵 に よ り,同 様 の処

理 が 可能 で あ る。

紛 失 の届 出の あ った カー ド,鍵 が 使 用 され た 場合 の ア ラー ムが ある。

客 先 の ため に,細 かい 販 売 サ ー ビス が行 え る。 た とえば,オ イル交 換 等 の

時期 の 来 てい る客 先 の コー ドを予 め セ ッ トして お き注 油 の さい ブザ ー等 で

知 らせ る こ とが 可 能 で あ る。

と い つた大 きな 利点 を有 してい る。現在 は 設 置 費 用 の関 係 で大 型 給油 所 で ない

と採 算 が とれ な い とい う点 もあるが,こ ん この一 方 向 と して注 目に値 す る。
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5.将 来 の展 望

(1)技 術革 新 面 の応 用

現 在,世 界 的 には コ ムサ ッ ト(通 信 衛 星)と コ ン ピュー タを 利 用 して の情

報 交 換 の ニー ズ を調査 し,そ の 利 用 の検 討 を行 な ってい る時代 で ある。

技 術 の進 歩 は か く も急 速 で あ るが,こ う した 面 の利 用 も十 分 に推 進 され る と

共 に,政 府 の 大 型 プ ロ ジ ェク トに おけ る パター ン認 識等 と併行 して,プ ラズ マ・

デ ィス プ レイや,よ り光学 的 分野 と密 着 した入 出 力装置 や,音 声 の解 読 ・合 成

を利 用 した1/Oを 低廉 に利 用 出来 れ ば情 報 管 理面 での促進 が大 いに 期待 され

る。 専 用入 力機 器 の開発 と利 用 にっ い て は,現 時 点 で も種 々の試 作 が 行 われ て

い るが,さ らに これ を充 実 して,よ り普 遍 的 な ベ ース での 開発 と利 用 が行 わ れ

る こ とが 望 ま しい。

(2)企 業 間 の コ ミニ ュケ ー シ ・ン

当 面 の課 題 と して,元 売 系 列傘 下 の特 約店,販 売店,給 油所,協 力企業 間

の オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク を実現 させ る こ とに よ り,各 種 流通 段 階 にお け る

サ ー ビス,効 率 の 向上 を促 進 させ る必 要 が あ る。

異 企業 間 の 通信 回線 の 開放 に よ り,こ れ を促 進す る方 向 づ けは 一 応 出来 た も

の の,未 だオ ン ライン ・シス テ ムは先 行投 資的 色彩 が 強い。 しか し今 後 は現 実

的 に採 算 ベー ス に の る様 な シス テ ムの 開発 が 期待 され る。

(3)関 連 産 業間 の情 報交 換

各 種 産 業 に おい て 独 自の シス テ ム開発 が行 わ れ,そ の進 歩 は 目覚 しい もの

が あ り,先 見 的産 業 に お いて は 企 業間 の横 の連 絡 と関係 官庁 との 縦 の連 絡 を充

分 に保 ち なが らシス テ ム化 を推 進 して い る。

今后 は 各 関連 産 業 間 に おい て も,必 要 な情 報 交換 を行 ない相 互 の技 術 レベ ル

の 向上 を図 る と共 に,社 会全 体 の 効率 向上 に寄与 す る こ とが望 ま しい。

石 油 業 界においては「石 油業事 務 機 械 化 研 究会」(注14)が あ り,業 界 内 に お い

て の横 の連 絡 は 行 なわ れ て い るが,関 連 業 界 との コ ン ピュー タ利 用 に関す る精
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報 コン ピュー タ利 用 に関 す る交換 の場 は 育成 さ れ てい ない ので 今後 は こうした面

にお い て も一層 の努 力 が は らわ れ るべ きで あろ う。

(注14)

石油 業 事務 機 械 化 研 究会,昭 和35年 は じめ よ り,有 志 の会 社 が集 り当 研究

会 が 発 足 してか ら65回 の 研究 会 を行 って来 た。 会 員 会 社 も17社 を数 え,

原 則 と して年 間6回,会 員相 互 の情 報 交 換,事 例研 究,見 学 会,親 睦 の 場 と

な つてい る。
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1.調 査 の ね らい

電気 事 業 の よ うに産業 活 動,国 民 生 活 の全般 に わ たっ て,そ の活動 基盤 とな

るエネ ル ギー を供 給 して い るサ ー ビス 事業 にお い て は,経 済 社会 の全 体 的 な変

化 は その ま ま,い わば 事業 客体 の変 化 と して の意味 を もっ て お・り,そ の動 向 は

事業 活 動 の あ り方 に大 き な影 響 を与 え る もの で あ るが,ま た反面,も し事業 運

営 に 不安 定 の側 面 が 強 まれば,社 会 全 般 に甚 大 な影 響 を.与え る意味 で きわ めて

高 い社 会的 責務 を担 っ て い ると いえ る。

昨 今 の ような経 済 社 会の か つ て ない変 動期 に お いて は,ま す ま す きび しさ を ま

す 事業 環 境 の なか で 事業責 任 遂 行 の 万全 を期 して い くため に は従来 に もま して,

環 境 の きび しさに積 極的 に応戦 してい く姿勢 が 肝 要 で あ り,と くに基 幹産業 と

して の,ま た公 益 事 業 と しての 特性 か ら して環 境 の変 化 を長期 に と らえ,明 確

な経 営 目標 に基 づ い て長期 計 画 的 に先 見 的 な施 策 を推進し進 ん で社会 的 合意 の

形 成 に 参画 して い くこ とが 強 く望 まれ よ う。

したが っ て,電 気 事業 にお け る経営 情 報 シ ステ ム確 立の 重要性 は,時 代 の進 展

とと もに,ま す ます 増 大す るこ とは 必 然 で あ り.本 調査 は この よ うな観 点 か ら

事業 環 境 の 変貌 とこれ に対 す る克服 課 題 の今後 の 方 向 を と らへ,望 ま しい経 営

情報 シス テ ムの あ り方 につい て ケース ・ス タデ ィ を行 った もの で あ る。
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2.情 報 化時 代 に お け る電 気 事業 の位置 づ け

2.1変 貌 す る事業 環境

2.1.1経 済 社 会の 一般 動 向

1960年 代 の 経済 動 向の 特 色は,重 化学 工 業 を 中心 とす る二 次 産 業 の急 成

長 に あっ た といえ るが,こ の経済 の高 度 成長 を通 じて経 済 社 会 の全般 にわ た り

激 しい構 造 変化 が生 じた こ とは,周 知 の 通 りで ある。

「これ らの構造 変 化 の なか で,と くに注 目す べ き動 向は,GNPの 激 増 に伴 っ

て,第 一 には生 活 の 高 度化,多 様 化,交 通 機 関 の発達 が急 激 に 進 み,社 会 福 祉

上,産 業 構造 上,地 域 構造 上 の矛 盾 が解 決 され な い まま急 速 な都 市化 に よっ て

いわ ゆる 高 密度 社 会 に突入 して い っ た ことで あ り,第 二 には 重 化学 工 業 におけ

る著 しい 国 際競 争 力の 向上 に よって,従 来 の貿 易構 造 が急 変 し,通 貨 制 度 な ど

貿易 諸 条 件 の 新 しい 秩序 作 りを克服 しな いま ま強 力な輸 出型 国家 と して国 際化

時代 の渦 中に ま き こま れて いっ た こ とで あろ う。

この よ うな構造 変 化 は その規模 に お いて,ま た質 にお い て,い ま だか って ない

大 きな もので あ るが,さ らに きわ めて重 要 な こ とは,こ れ らの 構造 変 化 の根 底

に人 間の 価値 意 識 自体 にか な りの変 化 が生 じ,い わば価 値 観 多様 化の 時代 に移

りつ つあ る こ とで あ る。

も ともと文 明の 進歩 の段階 と して,経 済が 人 間 の生 存 を充 分 に支 えて い く程度

に発 展 す る に つれ て,入 間 の欲 求 は よ り高度 の もの を求 めて は な や か に展開 さ

れ て い くもの で はあ るが,昨 今 の 特色 は そ の 展 開 の速 度 が あま りに も急 激 で あ

る た め,例 え ば経済 効 率 と社 会福 祉,組 織 と値入,権 威 と参 加,所 有 と機 能,

固 定 と変化 な ど相 対立 す る価値 観 が,必 ず しも背景 の熟 成 を ま たず に きわめ て

不 均 衡 な状 態 の ま ま組 合 せ られ て い くこ とで あ ろ う。

したがっ て,1970年 代 の経 済 社会 の 今後 の動 向 は,そ の 変化 の 速度,深 さ,

方向 に お いて,従 来 に ない 複雑 高度 の もの とな る こ とは 疑 いの 余地 が な く,こ

の動 向 の なか で電気 事業 の事 業 環 境 もま た同 様 の きび しさを ま して い くもの と
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思 わ れ る。

2.1.2電 気 事 業 環境 の変 貌

(1)電 気 エ ネル ギー 依 存 度 の急 速 な高 ま り と需 要 の激 増

①1960年 代 の特 色

1960年 代 の電 力需 要 はGNPの 上 昇 と,き わめ て高 い 相関 を しめ

して 多彩 な発 展 を とげ たが,こ の なか での 大 きな特色 は産 業,国 民 生 活

の あ らゆる分 野 にわ たって 電気 エ ネ ル ギーへ の 質 的 な依 存度 が 著 し く高

まっ た こ とに あ る。

例 えば,家 庭 電化 に お い ては周知 の よ うに60年 代末 には主 要 電気器 具

普 及率 は テ レ ビ104.2%(全 国 値),冷 蔵庫87.7%,洗 濯 機89.6%

と同 年 代の ヨー ロ ッパの それ を遙 か に上 廻 り米 国 に匹 敵 す る高 い数 値 を

しめ してい る。

ま た重 化 学 工 業 に お いて は,そ の代表 的 な担 い手 で あっ た鉄 鋼,石 油

化 学 の場 合,生 産 工程 の 自動 化,高 速 化,設 備 の大型 化 が もっ とも大 き

な特 色 で あっ たが 電 力 は,例 えば ス トリップ ミル の 中心設 備 た る超 大 型

直流 電動 機 や,石 油化 学 反応 装置 の 原動 力 を な す超 大 型 コ ン プ レッサ ー

の ように,高 速 化,大 型 化 を推進 す る基 盤 的 な機 能 を果 す と と もに,自

動化 に対 して も各種 リレー,コ ン ピュー タ な どの制 御 装置 を通 じて,重

要 な 役割 を受持 っ て きた。

この よ うな 自動 化,高 速 化,大 型 化 の傾 向 は 程度 の差 こそ あれ加 工 業

一 般 に広 く浸 透 し ,と くに 自動 車,造 船 を主 とす る機械 産業 に おい て は

鉄鋼 石 油化 学 にお とらな い進 展 が見 られ た ところで あ る。

ま た都 市化 の進 展 に伴 い 大 都 市 の都 心 部 は 企 業の管 理 中枢 セ ン ター な

らび に シ ョッ ピング娯楽 セ ンタ ー と しての 多 彩 を強 め 近代 化,高 層 化 が

急 速 に進 ん だ。

こ の なか で の電 力に つい ての 重要 な変 化 は,冷 暖房 空調 装置 の 高度 化

一 般 化 とコ ン ピュー タの普 及 で あ る。
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この ような 需要 の 多様 化,質 的 な変 化 は電 力 へ の より高 度 の サー ビス

を要請 す る こ と とな り と くに

ア 都 市 部,農 村部 を とわ ず,い ず れ の 区域 に お い て も長 時 間 の停 電 ,

一定 以上 の電 圧 降 下が 許 され な くな
っ た こ と。

イ 重 化学 工 業 セ ンター,都 心 管理 中枢地 帯 な ど特定 の 区 域 に おい ては

停 電 は もと より,電 圧 周 波数 変動 につい て も大 きな影 響 が生 じた こ と。

ウ と くに冷 房 な どの影 響 か ら して負 荷 型態 に,は げ しい 変化 が生 じ ,

夏季 ピー ク へ の移 行,負 荷 の 昼夜 間 格差 の 著 しい増 大 が 顕在 化 した こ

と。

な どの動 向 が注 目さ れ る。

また,こ の よ うな 質的 な 電力 へ の依 存度 の 強 ま りと並 行 して需 要 の量

的 な膨 大 化 も もと より,60年 代 の大 きな特 色 で あ り,こ の10年 間 の

平 均 伸長 率 は実 に11.5%に 達 し,10年 間 に電 力需要 規 模 は2.7倍 と

驚 異的 な増加 とな っ た。

②1970年 代 の 展望

70年 代 は さ きに のべ た よ うに,経 済社 会 全 般 に わた って 激 しい変動

が 予測 され る時 代 で あ るだ け に,電 力需 要の 構造 変 化 もは か り しれ ない

面 が 多 いが,こ の な か で も,も っ と も重 要 な課 題 の一 つ は家 庭,ビ ル な

どの熱 エネ ル ギー使 用面 で の構造 変化 と経済 の地 域構 造 変 化 と思 われ る。

熱 エ ネル ギー 構造 変 化 の 方 向 と して,ほ ぼ確 実 に見透 さ れ る傾 向 は,

所 得 の 向上が さ らに 加 速 さ れ る なか で生 活面 では,福 祉価 値 の比 重が ま

す ます 高ま る ことか ら,熱 エ ネル ギー使 用面 では ク リーン ・エ ネル ギー へ

の 依 存 度が 急速 に強 まっ て くる こ とであ ろ う。

こ の うち冷房 につ い ては,使 用 エネル ギー は従 来 と も電 力 が これ を受

持 つ ことに変 りな く,た だ一般 家 庭 に 拾 いて急 速 な拡 大 を み せ る こ とが

特 色 に止 ま るが,問 題 と なる の は暖 房 の 方向 で あ る。

す で に萌 芽 と して は例 え ば蓄 熱 型 ブ ロ ック ヒー ター,パ ネル ヒ一 夕ー
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各 種 温水 器,ピ ル用家 庭 用 ヒー トポ ン プ,オ ー ル電 化 冷 暖 房 ビル な ど電

力 へ の転 換 が一 部 にみ られ る とと もに,石 油 暖 房 にお い て も セン トラル ・・

ヒーテ ィ ング,ガ ス にお い て も ビル集 中暖房 な どクリーン ・エ ネ ルギー化

の動 きが あ るが,原 則 的 に ク リー ン度 が高 くなれ ば,コ ス トが高 くな る
〕

こ とか らこの原則 を くっが え す電 力上 の技術 革新(例 え ば ヒー トポ ンプ

な ど)が どの程度 進 む か,所 得水 準 の 向上 の テ ンポが どの よ うにす す む

か,ク リー ン度 を求 め る社 会心 理 が どの ように強 ま るか な ど複雑 な条 件

に よっ て展 開 の度 合が 異 な るが,何 れ に して も電 力 の暖 房 に おけ る比重

が 高 くな る傾 向 に あ る こ とはい な めず,反 面 暖 房 に要 す る エネル ギ ーは

電 力 エネ ル ギー(洗 濯 機 な ど)と は比較 に な らない高原 単 位 で ある こ と

か ら,エ ネ ル ギー供 給 方 式 に革命 的 な影 響 を与 え る こ とと思 わ れ る。

『第
二 の地 域 構造 変 化 に つ い ては60年 代 にす すん だ 都 市 化 の波 は,な

お止 る こ とがな い と思 われ るが,こ の 中 で70年 代 の 特 色 は60年 代 に

未 解決 となっ た過 密 と過 疎 の 離反,2次 産業 の独 走 な どの 課題 を どの よ

うな考 え方 と手段 に よっ て 克服 して い くか に あ るとい え よ う。

この課題 を め ぐって,す でに い くつ かの動 向 と試 み が あ らわれ て い る

が,こ れ らの な か で比 較 的 に方向 が 明確 な ものは

ア 社 会 資本 の 充実 が,公 共 投 資主 導型 経済 に支 え られ て60年 代 よ り

も速 度 を早 め る こ と。

イ 重 化 学 工 業 セ ン ターは 過疎地 帯 に残 され た臨 海地 帯 を求 め て東 北,

裏 日本 指 向 を強 める こ と。

ウ 一 般 加 工業 は大 都 市 周辺 に と らわれず,逐 次 外延 化 し内陸 型 を 指向

す る こ と。

工 大 都 市 ,都 心 の過 密 に は か な りのブ レー キが かけ られ,副 都心 分 散

が 本 格 的 に考 え られて い く こと。

オ 大 都市 圏 は いぜ ん と して外延 化 の方 向 をた どるこ と。

力 大都 市 圏 外辺 部 に は先 行 的 な社会 資本投 資が 試み られ,分 散 化 が ね
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らわれ るなかで,こ れ らの地域 にい くつかの地 方都市核が形成 されて

い くこと。

キ 交通,水,土 地 な ど基本的 な立地基盤 については抜本的な構造改革

が求 め られてい くこと。

な どと思われ る。

(2)電 気事業 へのサー ビス要請

この ような70年 代 の需要変化 を うけて電 力へのサー ビス要請は供給力

の長期 安定確保,電 圧周波数 の良質化,停 電 の忌避 な ど60年 代のそれが

ます ます きび しさをます と思われ,こ れ に対応 して供給設備の量的拡 大,

質的充実 をすす め,と くに系統連 系,配 電方式 な どにつ いての高度の技術

革新の促進が強 く求め られ よう。

(3)高 密度社会 の弊害 か らする環境悪化

① 公害 の顕在 化,公 害防止活動の高 ま り

公害問題 は60年 代の事業環境変の なかで最 大の質的な しか もス トレ

ー トな変化 であ り ,こ れ を どの ように克服 してい くかは70年 代を通 じ

て事業責任 に直結す る重 要な課題 と考え られる。

もと もと公害問題 は経済社会構造上の問題 と して,2次 産業 の急成長

に重点をお きす ぎた あま り,社 会福祉あ るいはさ らに生命 の生 存とい う

命題 に逐次抵触 して きた姿 と して把 えなければ な らない問題 であり,高

度 の社会 シス テム として社会全体 が長期にわたって これに対処 していか

ざるを得 ない課題 といえ よう。

雷気事業 の場合 は周知の ように端的な現象 としては電源立地の困難化

低硫黄燃料の資源確保難が最 も大 きな もの であ るが,電 源立地 は臨海重

化学 工業 セ ンター立地 と密接な関連を もつ もので あ り,ま た低硫黄燃料

資源は国際的 な場 におけ る問題 であるだけ に きわめて複雑高度 であ り,

60年 代 の必死 の努力にかかわ らず環境は悪 化の度 を加え,電 源立地 は

過密 臨海地帯 では著 しく困難 さをますだけ で な く,過 疏地帯 において も
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は げ しい 地域 抵 抗 を うけ る と共 に低 硫 黄燃 料 資源 も世 界 的 にみ て逼 迫 の

度 を ま して い る。

電 源 と燃 料 は事 業 の基 本 で あるだけ に予測 され る70年 代 の環 境 の き

び しさ に対 して は行政 官庁,関 連 企業 との 連け い を さ らに組織 的 に強 化

す る な か で 多角的 な技 術 革 新,制 度 革 新 に よって この課 題 を克服 す る こ

とが強 く望 まれ よ う。

② 用地 取 得 の困 難,美 化 意 識 の 高 ま り

過 密 地域 に おい て用 地 取 得が 困 難 とな り,こ の ため送 変 配 電 設 備の 形

成 が 容易 でな くなっ た の はか な り古 くか らで あ るが,最 近 に お い ては 山

間僻地 部 を除 い ては全 般 的 に困難 と な り,と くに送電 線 に つ い ては都 市

部 では架空 設 備 建設 は著 し く困難 となっ て きて いる。

これ に加 え て 大 都市 部,お よび特 定 区 域 では,美 化 意 識 の高 ま りか ら

一般 配 電 線 の地 中設 備転 換 が きび し く要請 され つ つ あ る。

この よ うな傾 向 は宅地,工 業 用 地 な ど用 地 需 要 の増勢 が 継続 す る方 向

に ある こ とか ら地 価 の広 範 な高騰 を もた らし,数 度の 規制 も殆 ん どそ の

実 効 が十 分 で な かっ た従 来 の事例 か ら して も,70年 代 に好 転 を期待 す

る こ とは ま ず無 理 で あ り,と くに広 大 な用 地 を必 要 とす る基 幹 系 統 の建

設 は技術 的 に地 中設 備 にか な りの難 点 を伴 うこ と もあっ て,建 設 自体 が

困難 の度 をま す と と もに,費 用の 上昇 が 憂 慮 され る。

ま た都市 部 の配 電 設備 の地 中化 要請 の強 ま りは 建設 費 用 の 急上 昇 を伴

うだけ に コ ンパ ク ト高 容量 設 備 の 開発,簡 易,低 コス ト地 中 設備 の開発

が と くに肝 要 となっ て こ よ う。

③ 労 働 市場 の 狭 陰化 と労 働 価 値意 識 の変 化

戦 後 の 人 口構 造 は戦 前 に比 し,出 生 率 に革 命的 な変 化 をみ せ たが60

年 代 の2次 産 業 の 急 上昇 に よっ て,労 働 力構造 は一挙 に著 しい若 年労 働

力 の不足 時 代 に突入 し,70年 代 に産 業 成長 の 鎮静 が か な り見込 まれ て

も,な お 不足傾 向は継 続 す る もの と思 わ れ る。
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加 えて近 時,一単純 定 型 業務 な らび に屋外 筋 肉労 働 を忌 避 す る労 働 価値

意識 の変 化 が強 ま るに つ れて,検 針,集 金,配 電線 設計,建 設,保 守 な

ど一定 の単 純 定型,屋 外 労働 を不可避 とす る電気 事 業 に とっ ては,こ れ

らの要 員 確 保 が か な り困難 となっ て きた。

これ に対 して60年 代 に おいて は主 と して これ らの業 務 を社外 に委託

す る方向 で 対処 して きたが70年 代 に は社 外 の労 働 力 も逐 次 不足 が ち に

な る見通 しが 強 く,こ の ため 間接集 金,隔 月 検針,自 動検 針,机 上設 計

保守 自動 化 な ど制度,技 術 革 新 を 一層 充 実 させ る ことが ます ます重 要 と

な っ て こ よ う。

(4)国 際 化時 代 の きび しさ

① 国際 勢 力不 均 衡 時代 に よる政 治経 済 の急 変

最 近 の米 中接 近,ニ ク ソ ン ・シ ョ ック,オ ペ ック問 題 に 見 られ るよ う

に70年 代 の最 も大 きな 特色 は,こ れ ま での 国際勢 力 に きわ めて大 きな

変 化 が生 じ,勢 力均 衡 の 要 となって い た米 国 の相 対 的 な 退歩 に伴 っ て,

多極 化 時代 に移 行 し,国 際政 治経 済 が 著 し く不均衡 な状 況 となっ た こ と

で あ る。

世 界 の指 導 勢 力の 衰 退 変 化 は文 明 史的 に きわ めて重 要 な もの であ るだ

け に70年 代 は 新 しい秩 序 が 出来上 る ま で思 い もか け ない変 異 が生 じて

い くこ とは必 然 で あ り,ま さ に国際 関 係 は嵐 の 時 代 とい え よ う。

しか も経 済 の 高 度化 に伴 っ てそ の変化 は 必ず 国 際 的 な場 で生 ず る もの

とな っただ け に,従 来 に もま して予 測 しえ ない 需要 の急 変,資 源 需給 の

急 変 な どが 発生 し,こ れ に伴 って 収 益,需 給 が極 度 に不 安定 とな る確 率

が 高 まっ た とい って よい。

② 資 源 の 澗 渇

資源 の 国際 的 な獲得 競 争 は ます ます 激化 を き わめて い るが,電 気 事業

に とって 直接 最 も大 きな影 響 を与 え る もの は 化石 燃 料 と くに低硫黄 燃 料

資 源 の 個渇傾 向 で あ り,低 硫 黄原 油 は も と よ り天然 ガス に つい て もそ の
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傾 向 は ま す ます強 ま って い る。

した がっ て コ ス トも一飛 原 油 に比 し著 し く割高 とな り公 害 防止 上 これ

ら低硫 黄 燃 料 を 多量 に使 用 せ ざ る を得な い電 気事 業 に とって は,資 源 の

安定 獲得,原 価 の安定 両面 か らきび しい試 練 と なっ て い る。

2.2変 貌 す る事業 環 境 へ の挑 戦

2.2.1主 体 的 な企 業 戦 力 の 一層 の強化

(D事 業 の基本 性格 にて ら した長期 計 画 能力 の充 実

基 幹産 業,公 益 事業 と して の電 気 事業 にお いて は長 期 に わ た り安 定 した

事業 運 営 の もとに,時 代時 代 の需 要 要請 に こたえて い くこ とが 基 本 で あ り

この ため従来 か ら長期 計 画 を 重視 し,計 画,策 定 推 進能 力 の組 織 的 な充 実

に つ いて格 別 の 配慮 を加 え て きて い る。

しか しなが ら前 にのべ た よ うに時 代 は ま さに激 動 の時 代 で あ り,柔 軟性

と機 動 性 π さ らに一 層 の工 夫 を こ らす こ とが と くに必要 と考 え られ る。

① 長期 予 測 の 充実

長 期 計画 情報 体 系の なか での 長期 予測 の重 要性 は 予測 が計 画判 断 の基

礎 で あ る こ とか ら論 を ま た ない と ころで あるが,価 値 観 多 極化 の不 均衡

時 代 にお いて は予 測 の困難 性 が さ らに増大 す る ものだけ に,そ の重 要性

吐 一層 増 加 し,時 代 に ふ さわ しい 新 しい システ ムの 開発 が 望 まれ て くる。

と くに今 後 の経 済 社会 の変 化 が,前 提 とな る価 値観 の変 化 に よる こ と

が 太 い だけ に,例 え ば需 要 予 測 の場合 にお い て も,国 際的 な政 治 経 済動

向 の把 握,国 土 総 合 開発 な ど視点 を さ らに拡 げ る一 方,予 測 変動 幅 に つ

い ての シュ ミレー シ ョン分 析 な ど柔 軟性 を さ らに向 上 さ せ る工 夫 が 必要

で あ る。

また これ らに加 えて 予測 シス テ ム の高度 化 と して技 術 予 測,資 材 資 源

予 測,労 働 力予 測,資 金 予測 な どにつ いて一層 の近 代化 をは か り これ ら

各 予測 を総 合化 す る こ とに努 め る必要 が あろ う。

② 長 期予 測 に も とつ く長 期 経 営計 画 の 充実
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長期 経営計 画 と しては,従 来 か ら設 備 計 画 システ ム,需 給計 画 シス テ

ム ,収 支 計 画 シ ステ ム,業 務 運営 計 画 シス テ ム な ど古 くか ら整 備 され た

体 系が あ り,ひ きつ づい て 今 日に いたっ て い る。

こ れは 電気 事業 が電 気 事業 法 とい う特 別 の 法 規制 に よっ て きび し く統

制 を うけ て い る こ と もあっ て体 系の 整備 が 進 ん だ もの で あるが,そ れだ

け に激動 の 時 代 にお いて は機動 性 にか け る側 面 を もって い る こ と もい な

み が た い。

今後 の課 題 と して は総 合 的 な予 測 シ ス テ ム を十 分生 か して各 種 の変 化

に対 応 した長 期 経 営 計 画 モ デ ル に よる解 析 な どを通 じて 明確 な経 営 目標

を設 定 し,先 見 的 な戦 略 施 策 を明 らか に し,こ れ を推 進 して い くこ とが

肝 要 で あ ろ う。

③ 長期 戦 略 と して の技 術 開発,新 制 度 開発

き び しい事業 環 境 を克服 し,事 業 責 任 を遂 行 して い くた めに革 新的 な

技 術,制 度 開発 の果 す 役割 が い か に重要 で あ るかは 論 を また な い ところ

で ある。

電 気 事業 にお いて も従来 か ら水 力 か ら火 力へ,石 炭 火 力 か ら重 油 火 力

へ,原 子 力 の実 用化,NG火 力 の導 入,超 高 圧 系 統へ の転 換,電 気 事 業

法 の 近代 化,コ ン ピュー タの高度 活 用 な どめ ざま しい革新 をは かっ て き

た。

しか しな が ら今後 の技 術 開発,制 度革 新 は いず れ も きわめ て複 合 的 な

もの で あ るだけ に,膨 大 な 情報 の積 重 ね を必要 とす る と と もに他 企業 と

の 協力,プ ロ ジェク ト ・チー ム の編 成 な ど推 進体 制 の整 備 を伴 うと と も

に 開発 対 象 を前述 の 長期 経営 計 画 の なか で,厳 重 に選 別 し効果 を高 め る

配 慮 が と くに重 要 となっ て こ よ う。

④ 長 期 計 画坦 務 部 門の増 強

以 上 の ような長 期 計 画 の重 要性 に鑑 み,そ の坦 務部 門 の増 強,充 実 は

従来 に もま して 推進 す る必要 が あ り,と くに従 来 の 縦 割 り職制 の欠 陥 を
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補 う組 識 上 の 工夫 が 重要 とな る と思 わ れ る。

(2)柔 剛化 を め ざした組 織 の再 開発

① オ ペ レー シ ョナル ・マ ネ ジメ ン ト ・プ ラン ニ ン グ情 報 の フィー ドバ ッ

グ構 造 化

電 気 事 業 は地 域 に密着 したサ ー ビス産業 で あ る と よ くい われ て い るが

一 つ一 つの 需要 家 が そ れぞ れ の場 所 に 固定 さ れ て電気 とい う商 品の取 引

が行 わ れ る形 態 で ある だけ に その組 織 上 の特 色 と して,地 域 毎 に数 多 く

の 直接 サ ー ビス 機 関 を配 置 し,需 要 家要 請 に対 処 して い る。

した がっ て これ らのサ ー ビス機 関 が オ ペ レー シ ョ ナル情 報 の情報 源 で

あ る と と もに,需 要 家 サ ー ビス要 請 の変化 を最 も敏 感 に感知 す る第 一線

の触 角 となっ て い る。

一方 プ ラ ンニ ン グ情報 は雷 源 系統 設 備 の高 容 量 化,高 度 化,資 材 燃 料

の大 量 購入,膨 大 な 資金 獲得 な どの理 由か ら従 来 か らかな り 中央 集約 的

で あ り,今 後 ま す ます集権 の傾 向 を強 め て い くと思 われ る。

これ ら二 つ の情報 は迅 速 確 実 に フィー ドバ ック され る こ とが事 業 の特

性 か ら して と くに強 く望 まれ る ところ で あ るが,こ の フィ ー ドバ ッグ構

造化 を可 能 にす る有 力な手 段 が 最近 におけ る コ ン ピュー タの発 達 な らび

に これ を め ぐる ソ フ トウェア の 集積 で あ り,と くに情 報 の総 合 フ ァイル

化 を可 能 とす る高 容 量記 憶 装 置,情 報 の加 工,検 索,活 用 の迅 速化 を可

能 とす るオ ン ライ ン ・シス テ ムな どは そ の代表 的 な もの で あ り,こ れ ら

の高 度 活 用 に よっ て オ ペ レー シ ョナ ル ・マネ ジメン ト,プ ラニ ング各 種

情 報 が迅 速 適確 に フィー ドバ ックさ れ る柔剛 な網 織 作 りを強 力 に推進 す

べ き で あろ う。

② 意 志 決 定 プ ロセス の迅速 化,確 実 化

電 気事 業 は か な り歴 史 が 永 い だけ に古 くか ら分業 形 態が 発 達 し時代 の

進 展 に つれ 業務 内 容が広 範 複雑 とな る に ともなって 分化 の傾 向 は ます ま

す 強 まっ て きた。
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す た公益 事業 の特 質 か ら取 引 の公 正 厳 正 が と くに きび し く要 請 され て

い る ことか らチ ェ ック シス テ ムが 古 くか ら発達 した こ とも あっ て ,意 志

の 決定 プ ロセス は か な り複 雑 な もの とな り,と くに迅 速性 の面 で必 ず し

も十 分 とは い え な くなって い る。

しか しなが ら情 報 化時 代 の 特 色 は迅速 適 確 な意志 決定 プ ロセス こそ時

代 に 適応 して い くた めの 不可 欠 の もので あ る こ とで あ り ,オ ンライン.シ

ス テ ム な どの手 段 を高度 に活用 す る こ とに よる ことが肝 要 で あ ろ う
。

(3)戦 力 の先見 的 な 再配分

以 上 にのべ た種 々 の課 題 は いず れ も未来 を先取 りす る大 型 システ ムの 開

発 を必要 とす る もの が多 く,と くに長 期戦 略 と して の技 術 開発,制 度 革新

柔 剛化 を め ざ した組織 近代 化 な どは長 期 に わ たる実 践 プ ロ ジ ェク ト ・チー

ムに よっ て推進 す る ことが 有 効 で あ り ,従 来 の戦 力 をニー ズ に応 じた えず

機 動 的 に傾斜 的 に再 配 分 して い くこ とが必 要 となっ て こ よ う。

(4)組 織 的 な社 員 教 育

社 員 の 能力 開 発 はい か な る時 代 にお い て も企業 繁 栄 の基 盤 で あ り,近 時

電 気 事業 にお い て も企業 内 教 育機 関の 設 置,技 能研 修,再 教 育 の制 度 化 な

ど,か な りの充 実施 策が 推進 さ れて きたが,激 動 の時 代 の 克服 は か か っ て

社 員 の 活 力 と適 応 力 の高揚 に あ る こ とか ら よ り実践 的 な工 夫 を積 上 げ;人

事 管理 と一 体化 した能 力 開発 シス テ ムの充 実 を さ らにす す め なけ れ ば な ら

な い。

2.2.2外 部 に対 す る積 極 的な働 きか け

(1)社 会 システ ムへ の 積極 的な 参画

これ まで の べ た電 気 事業 が当面 す る重要 克服 課題 は社 会 全体 にか か わ る

克服 課 題 と密 接 なつ な が りを もつ ものが 多 く,こ の意 味 で これ ら重 要課 題

を 克 服 してい くた めには 企業 が社 会 シス テ ムの 建 設 に つ いて,そ の 一翼 を

担 うとい う積 極 的 な姿勢 が 必 要 で あ り,例 えば 次 の よ うな課題 は この よ う

な社 会 シス テ ムへ の参画 と して と りあげ て い くこ とが要 請 さ れ て くる と思
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わ れ る。

① 公害 防 止 システ ム

公 害 防 止 システ ム の確 立吐70年 代 に果 せ られ た まさ に国 家 全 体 の問

題 で あ りと くに技 術 開発 システ ム,コ ス ト配分 シス テ ムは代 表 的 な 社会

シス テ ム と して と りあげ られ つ つ あ り電 気 事業 に とっ て け前 述 の よ うに

事業 の基 本 に かか わ る問題 で ある だけ に従 来 に もま して積 極 的 に 推進 を

は か って い か なけ れ ば な らない。

② 国土 開発 シ ステ ム

と りわけ 重 化学 工 業 セ ン ター の 立地,産 業 分散 な どは や は り国家 全 体

と しての 社会 システ ム で あ り,い つ れ も前 述 の よ うに 電気 事業 と深 い か

か わ り合 いを もって い る。

③ ク リーン ・エ ネ ルギー と して の電 力 有効 活 用

福 祉 社 会 建設 シス テ ムは今後 い ろい ろ の形 で 社会 シス テ ム と して 推進

が は か られ て い くこ とは 必然 で あ るが この一 環 と して ク リーン ーエ ネ ル ギ

ー の 高度 活 用 が あ り
,具 体的 に は前述 の ように ビル家庭 の暖 房 の 電 力 転

換 が逐 次 加 速 され よ う。

(2)関 連 企業 群 との情報 フ ィー ドバ ック

電 気 事業 相 互 間,請 負,企 業 群,重 雷 な ど技 術 連け い企 業 群 との情 報 交

流 は従 来 ともか な り組織 的 に推進 が は か られ て い るが 情報 化 時 代 を迎 え 企

業 の主 体 性 を生 か した情報 フ ィー ドバ ック構造 にさ らに 一層 の工 夫 を こ ら

す ことが肝 要 で あ ろ う。

(3)需 要層 との協 同 に よる社 会的 合 意 の形 成

電 気 の特 質 の一 つ と して雷 源 と負 荷 が 直結 され る特質 が あ り,電 力の 需

給 構造 の効 率 化 を はか る ため には供 給 者 と需要者 が協 働 して これ に当 る こ

とが 不 可欠 で あ る。

した がっ て古 くか ら電力 需給 効 率化 を め ぐる需給両 者 の 協 働 方 策 が数 多

く展開 され て きたが 今後 は この よ うな需給 両 者 の 協同 をさ らに次 元 を高 め
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い わ ば ナ シ ョナ ル ・コンセ ンサ ス の形 成 とい っ た方向 に導 くため一層 の技

術 革新,新 制 度 の導 入,電 力 有 効使 用 の総合 情 報 の提 供 な ど を通 じて これ

が 推進 をは か らな けれ ば な らない。

(4)国 際 協 力

低硫 黄燃 料 資 源 の 開発,原 子 力の 高度 技 術 な ど国際協 力 の場 が 今後 さ ら

に拡 大 して くる と思 わ れ る。
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3.長 期 プ ラ ン ニン グ情報 体 系

3・1長 期 プ ラ ンニ ング情 報体 系

電 気 事業 におけ る長期 プ ラ ンニ ング情報 体 系は,ほ ぼ図1の ような 内容 で あ

り各 計 画 の なか に2項 での べ た重 要 施 策 の具 体 的展 開 が お りこまれ て い く。

3.2予 測 シ ステ ム

3.2.1長 期 プ ラ ン ニ ング情報 体 系 のな かで の位 置づ け

電 気 事業 が膨 大 な供 給 設 備 の建 設運 用 を主 体 とす る いわ ゆる 設備 産業 で あ る

こ とは,よ く知 られた こ とで あ るが,こ れ に加 え て 電 気の 需 要 と供給 の 関係 が

電源,送 変配 電 設 備,負 荷 の三 者が 直結 す る形 態 で あ るため,負 荷 の 動 向 ば そ

の まS供 給 設 備 の建 設運 用 の あ りか た を規 制 す る こ ととな る。 した が って負 荷

の動 向 予 測,す な わ ち需要 予 測 は,設 備計 画 の適 確 さに重 要 な か か わ りを持 ち

従 って 事業 の基 本 に直 結 した もの と して,き わ めて 重 要 な シス テ ム と して位 置

づけ られ る。 しか も今 後 の経済 社会 が,〈 りか え しふ れ た ように かつ て な い変

動 に さ らされて い くだけ に 需要 予測 は著 し く困 難 の度 を加 え て い く もの と思 わ

れる。

また 今後 の経 営 計 画 は さき にの べた よ うに 多種 多様 の複雑 な環 境 条 件 の な か

で策定 せ ざ るを得 ず,従 って 従来 の リニ ヤー な考 え 方 より もシ ュ ミレー シ ョン

的 な考 え方 の も とに モ デル の選択 組 合 せ に よって 情 勢判 断 を行 っ てい くこ とが

望 まれ て くる。

従 っ て技 術 予 測,資 源労 働 予測,資 金 予 測 な ど よ り新 しい手 法 の開発 が求 め

られ る とと もに その活 用範 囲 も さ らに拡 大 され よ リダ イナ ミ ック な経営 計 画 と

して組 込 まれて い く もの と思 わ れ る。

5.2.2予 測 シス テ ムの 現状

(1)需 要 予測

① 組 織 上 の特 色

電 気事 業 の長 期 需要 予測 は 日本 電 力 調査 会 とい う特 別 の 組織 を通 じて
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毎 年 定期 的に公 表 され,こ の委員 会 の調査 が 長 期 諸 計画 の基 礎 となっ て

い る と ころ に大 き な特 色が あ る。 日本 電 力調 査 委 員 会 に な らっ て 昭和27

年 に設立 され た もの で 構成 は9電 力,電 発,公 営 電 気 事業,住 友 共 同電

力,国 鉄,重 電 メー カー か ら選 出 され た委 員,学 織 経験 者 で組 織 され,

参与 と して通 産 省公 益 事業 局長,重 工業 局 長,公 益 事 業 局技 術 長,経 済

企 画 庁総 合計 画 局長 が 参画 して い る。 そ して この 委員 会 は電 力専 門委 員

会 で は需要 分科 会,供 給 力 分科 会,公 営 分科 会 に分 れ,長 期 需要 予測 な

らび に長期 需給 計 画 を策 定 し,こ れ と並 ん で機械 専 門委 員 会 で は ター ビ

ン,水 素,ボ イ ラー,蒸 汽 ター ビン,変 圧器 の各 分 科 会 に よ り製造 状 況

調 査 を行 な って い る。 したが っ て,こ の委 員会 は 電 力 の需 要予 測 として

は 国全 体 と して 電 力 に関 す る情報 の 集 約 が行 な われ て い ることにな り,と

くに 国 の諸 計 画,予 測 との斉 合 性 につ い ては か な り説 得 力 の 高 い もの と

な っ て い る し,電 気事 業 と して統 一 さ れ た シス テ ムで あ るだけ に事業 者

間 の情報 連 け い は極 めて 円滑 で あ る。

② 需要 予測 の 内容

ア 予測期 間

日本 電 力調査 委員 会 の予 測期 間 は5カ 年 の 中 い わば 中期 予 測 であ る。

これ は電源 ・基 幹 系統 の建 設 が2～3年 を要 す る こ と,毎 年 定期 的 に

継 続 調査 を行 な うため,社 会経 済 の変 動 に も十 分 適 応 で き る ことか ら

確 実 な建設 計画 の策定 に重 点 をk・VAた 考え 方 で あ り,5カ 年 以 上 の長

期 に つい ては各 電 気事業 な らび にそ の 連合 組織,例 えば 中央 協 議会 そ

の他 に よって 適宜10カ 年,15カ 年,20カ 年 予 測 を必要 に応 じ策

定 して い る し,5カ 年 以下 の短期 予測 仕 口単位,月 単 位,期 単 位,年

単位,2～3年 単 位 と使用 目的 に よっ て多 彩で あ る。 日単 位 は 日々の

発 電 所 運用 に,期 な らび 年単 位 は需給 計画 運 用,収 支 計 画 を重 点 に,

2～3年 単 位 は地 域 的 な 系統 な らび に変 配電 設 備 計 画 用 に そ れぞれ 策

定 さ れて い る。
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イ 予 測項 目

予 測項 目はそ れ ぞれ 予測毎 に若 干 の差異 は あるが,基 本的 に は,供

給 種別 別KW,KWH,最 力電 力,負 荷 曲線 が 中心 とな る。

供 給種 別 は,電 気 供給 規程 に定 め られ た契 約 種別 で あ り電 灯 と して

定 額 電 灯,従 量 電灯(一 般,大 口),臨 時電 灯,農 事 用,が あ り,電 灯

電 力併 用 と して は業 務用 電 力,電 力 として は供 給 電 圧毎 に低 圧電 力,

高 圧 電 力,特 別 高 圧 電 力 が あ り,そ れ ぞれ 常時,臨 時,農 事用 に分 れ

特 殊 な もの と して期 間常 時,予 備 電 力,特 別 契約 電 力 な どが あ る。

KWは 各 需要 家毎 に契 約 した契 約 電 力で あ り,年 間の契 約 最 大 電 力

とい う意 味 を もっ て い る。

KWHは 需 要家 の使用 電 力 量 で あ り季 節的 にか な り差 の ある こ とか

ら月単 位 に展 開 さ れ るのが 普 通 で あ る。

最 大 電 力 は 需 要家 が 実 際 に使用 した結果全 体 と して 合 成 され る実際

最 大 電 力 で あ り,通 常 は年 単 位 に,必 要 に応 じ日,月 単位 に把 握 され

る。

負 荷 曲線 は24時 間 の継 続 した1時 間単 位 の総 合負 荷 曲線 で あ り,

供 給 設 備 建設 運 用 計 画 と直結 した もっ とも集約 的 な需 給 デー ター とな

り,通 常 は季節 別 に 月の一 定 日を モデル として表 示 され る。

以 上 の 予測 項 目は 予測 種別 に応 じて 電 力会 社別,そ れぞ れ の現業 機

関(支 店,支 社,営 業 所 な ど),系 統 別(送 電系 統,変 電 所)に 集約

され る。

ウ 予 測 手法 と して は マク ロ手 法,ミ ク ロ手法 ,積 上方 式,ト レン ド方

式 な ど い ろい ろ と呼 ばれ て い るが基 本 的 には供 給 種別 毎 にトレン ドをベ

ー ス と して 各種 別 に対応 す る各種情 報 を加 え
,想 定 し,そ れ を積 上 げ

た総 需要 をGNPな どの経 済 指標 か らマク ロ的 に考 察 した想 定 値 と総

合 的 に チ ェ ックす るの が普 通 で ある。
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③ 電 灯

電 灯需要予測 はおおむね次の二つの手法 をかみ合せ補充的にその他 の

手法 で チ ェ ッす る こ とが 一般 的で あ る。

ア 需要 家 軒数 × 原 単位(一 軒 当 り使 用量)=電 灯 電 力量
}
|
　

↓

(人 口)÷(一 軒 当 り人数)÷ マク ロ的な成長 曲線 に よる想定

↓1

漁 灘 劃翌ぽ 鷲び

イ 従量電灯電力量+定 額電灯,大 口電灯電 力量=電 灯電力量

一

トレン ド想定

(主要機器普及台数 ×機器 別原単位)+そ の他分
↓ ↓ ↓

成長曲線による想定 技術変化 主 として照明
を考慮(軒 数 ×原単位)

ウ そ の他 チ ェ ック手法

例 え ば個人 消費支 出 と電 灯電 力 量 の相関 か らす るチ ェ ック,電 灯 電

力総 需要 に 占 め る電灯 構成 比 の トレ ン ドに よる チ ェ ック,1人 当 りG

NPと 電 灯電 力量 の 相関 か らす るチ ェ ック な ど。

工 補 完 情 報

軒 数,入 口に 関 す る もの と して 基幹 交通 網,港 湾,臨 海 工 業 セン タ

ー な どの 国土 開発 情 報 ,域 内交通網,内 陸工 業 誘 地,ニ ュー タ ウ ン,

公 害 中高層 住 宅,市 街 地 整備 計画 な どの地 域 開発 情 報,内 部 情報 と し

て地 域 別増 加 トレンド,機 器,使 用 量 原単 位 に関 す るもの と して新機 器

開発 情 報,欧 米 の 特殊 機 器 普 及 情報,都 市,農 村 別 な ど生 活 態様別 使

用 実 績情 報 な ど。

一109一



i

④ 業 務 用 電 力

業 務 用 電 力 とは一 般 的 に 中大 型 ビル需要 で電 灯 負荷 と冷房 揚 排 力 な ど

の電 力負 荷 が併用 さ れ る50KW以 上 の需要 で あ り,い わば都 市需 要 で

あ る。

従 来 は専 ら大 都 市 に 限 られて いたが 冷 房 の普 及 に よっ て地 方 中都 市 に

も この 種別 は か な り増 加す る傾 向 に ある こ と,負 荷形 態上 夏 季 に ピー ク

が 出 る特性 が あ る こ と,マ ク ロ的 考察 だけ では正 確 に把 握 で き な い こ と

全 体 的 に急 速 に構 成比 を高 めつつ あ るこ と,大 都 市 にお い ては1万KW

以 上 の大 型 需 要が か な り出現 しつ つ あ る ことな ど都 市 化 の状 況 を もっ と

も端 的 に あ らわす もので あ るだけ に変化 が は げ し く,ま た情 報 も個別 情

報 にた よらざ る を得 な い ため電 灯 に く らべ 予 測 手法 は成 熟 して な いが,

お お よそ 次 の各手 法 に よ り地 域実 態 に応 じて予 測 を行 っ て い る。

ア 需要 数,原 単位 別 トレン ド想定

イ 常 時,冷 暖 房 の トレ ン ド想定

ウ 業 種 別(官 公 庁,事 務所,百 貨 店,劇 場 な ど)ト レ ン ド想定

工 地 域別 トレ ン ド想定

オ 補 完情 報

大 都 市別 昼 間 入 口の 集 中度,都 市 改造 計 画 と くに交 通網 計 画,地 区別

高 層 化 トレ ン ド,密 度 トレン ド,業 種別 冷房 負 荷 曲線 推 移,ヒ ー トポ ン

プ普及 状況 な ど。

⑤ 小 口電 力(低 圧 電 力,高 圧雷 力500KW未 満)

小 口電 力ぱ 主 と して 中小 企業 需 要 で あ りそ の 需要 構成 は たん に2次 産

業 だけ で は な く農 林水 産 の1次 産 業,商 店,倉 庫 な ど3次 産業 に広 くま

た が って い る こ とや,生 産 量,出 荷額 な ど客観 的 な情報 が大 手 産 業 に く

らべ て著 し く不 十分 で あ る。

従 って 業 種別 の分 析 に よる積上 げ 手 法 は適 用 困難 で あ り,お お むね 次

の手 法 に よって予 測 を行 っ てい る。
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ア 時 系別 トレ ン ド想 定

イ 需要 数,原 単 位 別 トレン ド想定

ウ 大 口電力 との 相関,お よび鉱工 業 生 産 指数 との 相関 に よる想 定(た

だ しこの手 法 は小 口電 力 の 構 成上3次 産 業 の ウ ェイ トが高 くな るにつ

れ 逐 次相 関 が うす くな る ことか らチ ェック手 法 と して 役 立つ 程度)

工 補完 情報

内陸工 業 団地 な ど地域 開発 状 況,シ ョ ッ ピン グ セン ター,流 通 セ ン

タ ーな ど都市 計 画,情 報,地 域別 地 場 産業 情報,業 態別 使 用 量 ,標 本

調査 な ど

⑥ 大 口電 力

大 口電 力 は総 需要 の 中 に しめ る比 重 も高 く全 体 と しては2次 産業 の中

枢 を な して い るだ け に,鉱 工業 生 産 活動 の動 き をそ の ま ま反 映 す る特性

を もつ が,反 面 業 種的 にまた 地域 的 には それ ぞ れ 独 自の動 き もあ り,予

測 には き わ めて 高 度 の手 法 を必要 とす る。

基 本 的 には業 種別 地 域 別 の積 上 げ と全体 的 な マク ロ考 察 の 両 面 か らす

る予測 を総 合的 に組 合せ る こ とが 肝要 で あ り,次 の よ うな方 法 に よって

い る。

ア 業 種別 積上 げ

まず 大 き く電 力 多 消費 型産 業 と,そ れ以 外の 一 般 産業 に分 け 多 消費

型 につ いて は物 資生 産 量 π電 力原 単位 を乗 じた値 か ら自家 発 電量 を差

引 いて 電気 事業 者供 給分 の電 力量 を想 定す る手 法 を と り,一 般 業 種 に

つ い ては トレン ド想定,業 種別 生 産 指数 相 関想定 ,生 産 計 画 積 上げ想

定 を適宜 組 合 せ る手法 に よって い る。

多 消費型 特 掲 産 業 と して は ア ンモ ニ ャ,ソ ー ダ,カ ー バ イ ト,鉄 鋼

ア ル ミニ ュー ム,セ メ ン ト,石 油精 製 化 学 な どで あるが その もと とな

る生 産計 画 は そ れぞ れの業 界 でオ ー ソ ライズ され た ものが 使 用 され る

が この なか で とくに困難 な 条件 は全 体 的 な景 気 動 向,投 資動 向 な らび
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に業 種間 の競 合 関係 例 え ば 鉄鋼 とア ル ミ,カ ー バ イ トと石 油化 学 な ど

の構造 変 化 を ど う織込 むか,雷 力原 単位 に つ いての枝術 革 新,他 燃 料

との競 合 を ど うみ る かな どで あ る。

一 般 産業 分 に つ いて も需 要家 計 画 を積上 げ た もの が適 切 な もの と し

て は私 鉄,公 共 事業 食 品 な ど で あ り,そ の他 の機械,紙 パ ル プ,繊 維

ゴム な どは トレ ン ド並 び に生 産 指数 相関想 定 の手 法 を とっ て い る。

誉 た 自発 消 費 電 力量 は 高 炉,紙 パ ル プ,石 油関 係 な ど特 定 の業 種 の

もの で あ るた め,個 々の対 象 需要 の建設 計 画 を も とに 積上 げ 想 定 を行

っ て い る。

イ 補 完 情報

重 化学 立地 セ ンター建設 計 画 な ど国土 開発 計 画,貿 易 構 造 変化 な

ど国際 経 済動 向,金 融 政 策 な ど経 済政 策動 向,新 設 工 場 と 旧型 工場

との稼動 率状 況,原 単 位 変 化 な ど

⑦ 総 需 要 マ ク ロチ ェ ック

総 需 要 を マク ロ的 に チ ェ ックす る手 法 と して代表 的 な ものは 次 の通

りで あ る。

アGNPと 総 需要 電 力量

GNPと の相関 計算 で チ ェ ックす る方 法 と経 済 成 長 率 に対 す る電

力 需夢 増 加 率 の 関係(弾 性 値)か らチェ ックす る方 法 とあ るが,全

国 需 要 の チ ェ ック と して は か な り有 効 で ある。

しか しなが ら地 域別 には 偏差 が 多い こ と,ま た将来 の相 関度,弾

性 値 が ど うな るか,ど の よ うな条件 を与 え た場合 ど う変 化 す るか な

どの解 析 にか な りの 問題 も あ る。

イ 生 産 指数 と産業 用電 力 需要

大 口電 力,小 口電 力の グ ロス チェ ック と しては 有効 で あ るが 景気

変 動 の 影響 を ど う判 断 す る か な ど,な おか な りの問題 点 を もって い

る。
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ウ トレン ドチ ェ ック

産 業 需 要,総 需要 と も各 種 の トレン ド想定(実 数1次,実 数2次

対 数1次,成 長 曲線 な ど)け マ ク ロチ ェ ック と して は 全 国値 と して

も地 域値 と して もか な り有 効 で あ る。

工 外 国 との水 準 比較

1人 当 りGNPの 増 加 傾 向 か ら外 国の水 準 に何年 程度 で近 づ くか

と い う外 国 との水 準比 較 方式 は 長期 チ ェ ック と しては意 味 が あ るが

パ ター ン選定 に か な りの問題 点 を もって い る。

⑧ 最大 電 力,負 荷 曲線

需 要 予測 が 設備 計 画 と直結 す るた め には各 供 給 種 別 のKW,KWH

のみ では意 味が な く総 合 実察 最大24時 間負 荷 曲線 が必 須 で あ り次 の

よ うな手法 に よっ て い る。

ア 供 給 種別 々負荷 曲線 に よる積 ⊥げ 法

基 本 と な る手法 で あ り,供 給 種別 々年 間 電 力量 を 月別 に分 け,予

め継続 調査 して ある供 給 種 別 々季節 別 日負荷 曲線 と 日電 力量 との対

比 に よって 電 力量 か ら負 荷 曲線 を想定 し最 大 電 力 を予測 す る。

産 業 につ い て も用途 種別 々の 日負荷 曲線 に よって 積 上げ を行 う。

イ 総 合 チ ェ ック

総 電 力量 と負 荷 率 トレン ドか らす る チ ェ ック方式 と最 大電 力のみ

の トレ ン ドか らす るチ ェ ック方式 が あ り併 用 して い る。

ウ 補 完情 報

供 給 種 別 々負荷 曲線 は標 本式 実 測 に よって い るが 電 灯 に つ いて は

重 要機 器,業 務用 につ い ては ベー ス ロー ドと冷房 ロー ド,産 業電 力

につ い ては用 途 種別 の時 系列 情 報 な ど。,

(2)そ の他 の予 測 シ ステ ム の現状

技 術 予測,資 源,資 材 予測,労 働 力 予 測,資 金 予測 は現 状 では技 術 予測

を除 き 需要予 測 ほ どの シス テ マチ ック な体制 に な く,そ れ ぞ れ の計 画 の都
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度,こ れ に伴 って 策定 され て いる の が現 状 で あ るが,と くに予 測 システ ム

と して と り上 げ たの は今後 需要 予 測 と同 様の 重 要 な もの と して組 織 的 に こ

れ を強 化 す る こ とが 必要 であ るか らで あ る。

① 技 術 予 測

電 気 事業 に お いて は,供 給設 備 の建設 運 用 にあたっ て ど の よ うな設 備

を選 択 し,ど の よ うに組 合 せ るかが きわ め て重 要 で あ り,そ の選 択組 合

せ の如 何 で,生 産 商 品 の量,質,コ ス トに大 きな差 異 が あ る だけ に,技

術 予測 は,設 備 計 画 の基 本 とな る こ とか ら,従 来 か ら大 いに 力 を注 いで

き た と ころ で あ り,各 社 と も,技 術研 究 所 な ど特別 の研 究 機 関に よっ て

これ に あた る だけ でな く,電 気 事 業 者全 体 と して も,電 力研 究 所 とい う

総 合 研究 機 関 に よって,長 期 の 開発研 究 をすXめ,こ の なか で予 測手 法

に つ い て も充 実 をは か って きて い る。

この よ うに,電 気 事業 にお け る技 術 予 測 は,あ る時 点 に お け る最 適設

備 の選 択組 合 せの ため に,必 要 十 分 な情 報 を 提供 す るため に あ る もの で

あ るか ら

ア どの よ うな新 技術 を必要 とす るか の,ニ ー ズ の明確 化 。

イ そ の ニー ズに マ ッチ した,新 技 術 実現 の た めの条 件 の明 確 化。

ウ 条 件 実 現 の 予測。

を中心 と し,し か も個 別設 備 単 独 の もの よ りは,設 備 相 互 間 の斉 合性,

総 合性 に重 点 が お かれ る。

今 までに導 入 され た,新 技 術 を例 に とれ ば,大 揚 水 水 力 設備 の実 現 の

あ と をおって みて も,負 荷 変動 の将 来 予 測,こ の変動 負 荷 に対応 す る た

め には,超 大 型 水 力 発電 が 必 要 で あ る との ニー ズの 明確 化,超 大型 水 力

が実 現 す る ため の条 件 と して,土 木 技 術 の 向上,コ ス ト低 減 だけ で な く

ベ ー ス 火 力の夜 間 活 用 に よる揚 水 式 の 導入 が 必要 で あ る こ との 明確 化,

ダ ム コス ト,ベ ー ス火 力 コス ト,規 模 の実 用 化 予測 な どの 総 合 的 な技 術

予 測 に よって 技術 開発 の意 志決 定 がな され 開発 が促進 さ れ て きた。LN
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G火 力 に して も,基 幹 系 統 の超 高 圧 化,コ ンパク ト大容 量変 電 所 な どに

して も同 様 で あ る。

この よ うな技 術 予 測 の た め の必要情 報 と して は

ア 需 要 予測 に よっ て 予測 され る負 荷 曲線 と,従 来 供 給方 式 で供給 す る

場 合 の ギ ャ ップの 明確 化 。

イ ギャ ップを うめ るた めの,新 設 備 につ いて の先 進 国 の情 報 。

ウ 関 連 設備 に つ い ての,メ ー カー情報 。

な どで あ る。

② そ の他 予測

資 源 資材 予 測 と して現 在 ま で行 な われ て きた中心 は 資源 と しては,石

油 燃 料 の全体 的 な 需給 予測,低 硫 黄 化 石 燃料 の長期 的 な確保 見透 しで あ

り,資 材 と して は,電 線 と くに銅 系 とア ル ミ系 の需給 コス ト予 測,重 電

機 器 需給 コス ト予 測 で あるが,い ず れ も短期 お よび 中期 が 主 で あ り,長

期 と して は前 述 の よ うに必 ず しも システ マ チ ック な体制 に ある とは いえ

な い。

しか しな が ら,短 ・中期 に お い て は.内 外 情報 の集 約的 活 用 は,か な

りの水 準 に達 して お り,と くに燃 料 に つい ては,各 社 独 自の予 測 の外 に

電気 事業 全体 と して の調 査 予 測 も発 達 して いる といえ る。

資源 予測 は.需 給 計 画,収 支 計画 と直 結 し最 も大 きな影 響 を もつ もの

だけ に,こ れ ら両 計 画 と密 接 不 可分 の もの と して 位置 づけ られ て お り,

短 期 ・中期 の石 炭,原 油,サ ル フ ァ ランク別 重 油,そ の他 の供 給 可能量

お よび コス トが予 測 項 目の 中心 で あ り,必 要 情 報 は 世 界的 な燃料需 給,

コス ト動 向 ,供 給 国,供 給 者 動 向,輸 送 情 報,国 内 の同様情 報,精 製公

害 除去 技 術 情報 な どで あ る。

資材 予 測 は,技 術予 測 と連 け い し設 備 計 画 と直結 す る もの で あ り,短

中期 の 資材 供給 可能 量 お よび コス トが 予測 の 中心 で あ り,必 要 情報 と し

て は,重 要 資材別 国 内需給 動 向,コ ス ト動 向,供 給 者 動 向 な どが 主 で あ
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る。

ま た 資金 予測 は,設 備,需 給,収 支各 計 画 の全般 に わ た り関 連 を もち

と くに尾 大 な建 設 資 金 を要 す る電気 事 情の 特性 か ら,き わ めて 重 要 な予

測 シ ステ ム と して従来 か ら,比 較的 豊 富 な情報 源 を もとに短 中期 予測 を

行 なっ てお り,そ れ な りにか な りの水 準 に あ る といえ るが,長 期 予測 と

して は今 後 さ らに工 夫 を要 しよ う。

5.2.5予 測 シ ステ ムの 今後 の 課 題

(1)需 要 予測

需要 予測 の現 状 にお け る問 題 点 とそ の克服 方 向 は ほS次 の よ うに要 約 さ

れ よ う。

① 予 測 の基 本 的 な手 法 と して,い わば リニヤー ・プ ロ グ ラ ミン グの考 へ

方 が 中心 に な りす ぎて い る。

従 来 の よ うに社会 経 済 の変 動 自体が リニ ヤー で あ り,ま た 中期 短期 に

重 点 を お いた予 測 シス テ ム では止 む を得 ない と思 わ れ るが,価 値 観 の変

化 す ら伴 う今 後 の社会 経 済 は,変 化 そ の もの が決 して リニヤー で はな い。

この よ うな時 代 に お い ての長 期 予測 の場 合 は,ぜ ひ と も シ ュ ミレー シ

ョン手 法 の 活用 をは か り,い くつ もの モデル の なか か ら,最 適 の もの の

選 択組 合 せ を求 めて い くと と もに,望 ま し くない変 化 が急 激 に生 じて も

予 め これ に対 す る対策 を 開発 し,そ の影響 度 を極 少 な ら しめ る に役立 つ

予 測 シス テ ム を も開発 す る こ とが 望 まれ る。

② 国 全体 の計 画,政 府 計画 との 斉 合性 の強 さは,一 面 の 利 点 で は あるが

弾 力 性 で は一 つ の欠 陥 と なっ て い る。政 府 計 画 自体政 治 に よる影響 な ど
/

もあ って,従 来 か ら実 績 に比 べ か な りの偏 差 が あっ た し,マ ク ロ的 な考

察 の一 つ の よ り どころ には な り得 て も地域 構造,産 業 構 造 の 変 化 に つい

て は か な り限 界 が あ り,消 費 生 活 面,都 市構 造面 にお い て は必 ず しも十

分 の情 報 を提 示 し うる もの では な い。

こ う した こ とか ら今 後 の 方 向 と して は,政 府 計画 情 報 の価値 につ いて
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どこ に重点 をお くか を明確 に し,例 え ば国際 経 済 の な か での 日本 の位 置

づ け,国 土 総 合 開発 の方 向,投 資全 体 の方 向 づけ な ど政 府 計画 でなけ れ

ば得 られ ない情報 につ い ては これ に より,地 域 構造,産 業 構造,消 費 生

活構 造 な ど内 部 構造情 報 につ いて は,関 連 企業 群 の情 報 ネ ッ トワー クを

形 成 す る こ とに よっ て独 自の権 威 あ る予 測 を生 み だ して い く努 力 が必 要

に なっ て こ よ う。

③ 今後 と くに 開発 すべ き予 測 手 法 と しては,例 え ば次 の よ うな こ とが考

え られ る。

ア 生 活面 で の熱 エ ネ ルギー使 用 の 構造 変 化 予測(ビ ル,家 庭 にお け る

冷 暖 様式)

イ 都 市 の構 造 変 化予 測(大 都 市 の吸引 力,大 都 市の密 度 限 界,大 都 市

の拡 散 力,周 辺地 方都 市 の機 能 な ど)

ウ2次 産業 セ ンターの 立地 予測(臨 海 重 化学 工 業 セ ン ター の 立地 予測

内 陸 型加 工 工 業 の 立地 予 測)

工 地 域発 展 阻害 要 因 の改善 予 測(交 通 ,水 利,港 湾 な ど)

オ 電 気 事業 に対 す るサー ビス要 請 予 測

力 人 間 意識(価 値 観)変 化 の 社会経 済 に及 ぼ す 影響 予測)

キ 突 発 的 な大 変 動 の可 能性 予測

(2)そ の他 予 測

① 技 術予 測 の現状 の問題 と今後 の方 向

ア 現 状 では技 術 予測 と技 術 開発 は 混 然 一 体 とな っ てお り,従 っ て技 術

予 測 の体 系,位 置 づけ も必 ず しも明 らかで な い,し か しな が らさき に

の べ た よ うに需要 予測 か ら直 ちに設 備計 画 に結 び つけ るに は,今 後 の

事業 環 境 の変 化 は あ ま りに も激 し く,需 要(社 会経 済 の 変化)予 測 →

技術 予測→ 技術 開発 → 設 備計 画 と い う手順 で,克 服 課題 の 明確化 を は

か る方が,悪 化 す る事業 環 境 に企 業 の主 体的 な意志 で応戦 してい くた

て まえ か ら も望 ま しい姿 といえ よ う。
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従 ・って さ きに のべ た よ うに,ま ず 需要 予測 に よっ て予 測 さ れ る負 荷状

況 と現 状 の延 長 と して の供 給 方式 と の間 に,ど の よ うな ギ ャ ップが あ る

か を明 確 に し,そ の ギ ャ ップの 克服 のた めの新 技術 の ビジ ョン をえ が き

この ビジ ョンの実現 のた めの条 件 な らび に,そ の条 件 実現 の見 透 しを行

うこ と に よっ て,社 会経 済 の変化 に対 応 した新 技術 を重 点 的 に 開発 す る

基 盤 とす る ことを技 術 予測 の 役割 と考 え て,そ の体 系整 備 を さ らに は か

っ て い くこ とが必要 と思 われ る。

イ この た め には,従 来 の よ うな ハ ー ド面 を 中心 に した,プ ロジ ェク トチ

ー ムの 外 に ,論 理性,機 能 面 か ら,横 断 的 に情 報 を集 約す る専 門 的 プ ロ

ジェク トチー ムな ど,ま ず 体制 の 充実 を はか りつつ

ウ 行 政 機 構,研 究 機 関,メ ー カー との 情報 ネ ッ トワーク を形 成 して い く

ことが 肝要 で あ り,と くに公害 防止 技術,高 密度ネ十会 に対応 した系 統 一

貫 した高 性 能配 電 シス テ ムな ど,い わ ば社 会 的 な システ ムの形 成 には,

この よ うな工 夫 が不 可 欠 の条 件 と思 わ れ る。

② 資 源,資 材,資 金,労 働 力予 測

これ らの予 測 シス テ ム も基 本 的 には,前 項 の技 術 システ ム と よ く類 似 し

た問題 点 を もち,同 様 の方 向 に よっ て 充実 を はか るべ きで あ るが と くに例

え ば

ア 資源 予測 にお い ては ,技 術 予 測 との 密接 な連け いの 下 に 天 然資 源 の 偏

在(低 硫 黄 燃 料 の希 少性)を 克服 す るた め の資源加 工 を め ざ した燃 料 需

給 構造 の あ り方

イ 労 働 予 測 につ いて は,電 気事 業 だ け でな く建設保 守 の大 部分 を受 持 つ

請 負 企業 を含 め た屋 外 労働 力 の 需給 予 測

な ど代 表 的 な挑 戦課 題 で あ ろ う。

5.3設 備 計画 システ ム と需 給 計画 シス テ ム

5.5.1長 期 プ ラ ンニ ング情 報体 系 の なか で の位 置 づけ

予 測,需 給 計 画,設 備 計 画 は い わが 三 身一 体の もの であ り,設 備 新増 設 改 善
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の 選 択 決定,組 合せ を設備 計画 といい,設 備 の運 用 を需 給 計 画 とい いわけ て い

る もの の,両 計 画 は相 互 に フ ィー ドバ ックさ れ て最 終的 な最 適計 画,資 材計 画

資金 計 画 が 同 時 に 明 らか とな りこの 計 画 に基 い て 収支 計画 が 形成 され て い くも

の で あ る か ら,い わば電 気 事業 の生 産 計 画 の本 体 で あ り,予 測 シス テ ム もこの

計 画 の た めに 存在 し経営 意 志 も この 計 画 の なかで 具体 的 な形 を とる とい え る。

5.3.2需 給 計 画 シス テ ム の現状

(1)組 織 上 の特 色

需給 計画 は,正 式 に は需給 想 定 と供 給 力計 画 と呼 ば れ る通 り,前 項予測

シ ステ ムの うち需要 予測 と表裏 一 体 を なす もの で,組 織 的 には 先 き に述 べ

た 日本 電 力 調査委 員 会で 需要 想 定 と同時 に策定 さ れ る と ころ に特 色が あ り

これ に加 えて電 力 の特 質 と して全 国 の系統 連 け いが か な り進 ん でい る こと

か ら,電 力 中央 協 議会,地 域協 議 会 な ど需給 運 用 をめ ぐっ て の事業 者 間の

情報 ネ ッ トワー クが発 達 してお り,し たが って 需給 計 画 は全 国 的 に高 度 の

斉 合性 を もっ てい る。

(2)供 給 力計 画 の 内容

① 計 画期 間

需 要 予 測 と全 く同 様 で,5年 の 中期 計 画 が 中心 で ある。

② 計 画 項 目

設 備別(水 力,火 力,原 子 力,他 社 受 電,融 通)の 供 給 能 力(実 際最

大 に見 合 うKW),供 給 電 力量,供 給 予 備 力(又 は 不足)の 算定 がそ の

項 目で あ る。

③ 計 画 の 策定

ア 需要 の表 現

需 要 は,需 給 計画 用 と して は先 きに述 べ た 需要 予 測 の 結果 に よって

年 度別,月 別 に最 大 電 力(月 中 の上位3日 最大 の平 均),平 日平 均 電

力(週 日の平 均),休 日平 均 電 力,月 間電 力 量 で表 現 され る。

この ほか必 要 に応 じ,24時 間 負荷 曲線 を モデ ル的 に活 用 す る。
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イ 設 備 対応

予 測 さ れ る負荷 に対 応 し,供 給 設 備 を先 ず 既設 設 備,計 画 決定 のす

で に 行 な われ た既設 設 備 増 減 分,新 増設 分,今 後計 画決定 を希望 す る

新 婚 部 分 に分 け て次 項 の供 給 能 力 の算定 を行 な う。 こ こで新 増設 を要

す る設 備 容量 の ニー ズが 明確 化 さ れ る。

ウ 供 給 能 力 の算 定

発 電設 備 は設 備 能 力 と しては,い わ ゆ る認 可 最大 電 力 と して は っ き

りして い るが,実 際 に稼 動 す る場合 は,補 修 の 関係,水 力 に おい ては

流量,調 整 能 力 の関 係 で認 可 最 大電 力 通 りに は稼 動 で きな い,し たが

っ て負 荷 に対 応 し,後 述 の供 給 予備 力 を前提 と して,補 修 計 画,流 量

に応 じた稼動 計 画 を た てる こ とが,供 給 能 力 の算定 で あ り,需 給計 画

の基 本 項 目の 一 つ で あ る。

水 力は,揚 水 式,大 型 貯 水 式,大 型 調 整池 式,自 流 式 に分 け,水 系

別 に流 量 を決 定 し,調 整 能 力 の限 界値,計 画補修 に よる減 少 分,所 用

消費 分 な どを計 算 の上供 給 能 力 を算 定 す る。

火 力 にお い て は,補 修 の算定 が 爵 も重 要 な ポ イ ン トで あ り,法 令 に

定 め られ た定期 補修,個 々の火 力発 電 所 特性 に応 じた短期 補修 を積 上

げ算 定 す る。

亨 た,他 社 よ りの受電,電 気 事業 者相 互 間 の融通 は,各 社 の 出水 状

況,負 荷 形態,電 源 の 質,電 源増 強の テ ンポ な ど に差 が あ るため,各

社 の需 給 計 画 を総 合 化 した場 合 相互 に,計 画的 に,融 通 し合 え る能 力

が あ り,こ れ らの能 力 を算 定 す る。

この よ うな供 給 力の 算定 は,た ん に技 術的 な計算 で は な くて後述 の

供 給 電 力量 の算 定 と関連 し最 大電 力 π見 合 う最大 供 給 力 と して 発電 所

をそ れ ぞ れ どの よ うに組 合せ た方が,最 も経 済 的 で か つ安 定性 が高 い

か とい う計算 で ある の で,か な り高 度 の計 算 を必要 とす る。

周 知 の よ うに,電 力 の負 荷 曲線 は季 節 的 に昼 間 夜間 別 に,ま た昼 間
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と初 夜 ピー ク時 別 に か な り大 きな差 が あ り,高 い ポ イン トで は一時 間

に10%以 上 の落 差 を生 ず る ので この ような負 荷変 動 に たえ,し か も

経 済 性 の あ る一定 量 の ピー ク供 給 力 を た えず確 保 して い か なけれ ば な

らず,こ の よ うな供 給 力 を,例 え ば 大型 貯水 式 水 力,揚 水 式水 力 な ど

技 術 革 新 に よって たえず 開 発 を して きた の で あ るが,こ の よ うな技 術

革 新 の ニー ズ は この供給 能 力 の算 定 で 明 らか にさ れ る わけ で あ る。

工 供 給 電 力量 の算定

供 給 電 力 量 の算定 は,要 約 して い え ば,供 給 能 力 を8,760時 間 を

通 じて最 も経済 的 にか つ 信 頼度 上最 も安定 して稼動 させ るか の算 定 と

い っ て よい。

原 則 的 には,水 力発 電 所 の運 転 費 は火 力発 電所 に比 べ きわ めて僅 か

で あ り,か つ負 荷 の急 激 な変動 に たえ る能 力 を もって い る の で ピー ク

部 分 に水 力の 調整能 力 を逐 次 投 入 し,火 力 発 電所 の負荷 分 担 部分 を極

力平 坦 化 す れば 上記 の命題 に即 応 で き るわ けで あ り,そ の上 で火 力発

電 所 の所 別 負 荷配 分 は そ れぞ れ 火 力群 の コス ト特 性 に応 じて最 経済 的

に組 合 せ れば よい わけ で あ るが,実 際 には深 夜 負 荷が 極 端 に低 い ため

高 能 率 火 力 とい え ど も平 坦 稼 動 は で きな い し,ま た 負荷 変動 は水 力 だ

け では分 担 で き ない ので 火 力 で もか な り分担 す る必 要 が あ り,汐 流 電

圧 な ど系 統上 の理 由 か ら経 済性 を犠 牲 に して も特 定 の火 力 を稼動 させ

る必要 が ある こ とな ど条 件 は 複雑 で あ る。 これ に加 えて 負荷 形 態 も,

従 来 の冬 ピー クか ら逐次 夏 ピー ク に移 行 し夏期 の 昼 間継 続 時 間 も永 く

な る な ど構 造的 変 化 を 詮 こ して お り,燃 料 条件 も公 害 の 関係 か ら大都

市 圏 にお い ては経 済 性 を無理 して コス ト高の 燃 料 を使 用 せ ざ るを得 な

い な ど条件 は ます ます 複雑 の 度合 を ま して い る。

した がっ て供 給 電 力 量 の算 定 は 古 くか らシ ュ ミレー シ ョン手法 を活

用 し よ り高 度 の適 応 をは か って い る。

オ 供 給 予備 力の 算 定
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供 給 予備 力 は,電 源 系統 の不測 の 事故,需 要 の急 増,異 常 渇水 な ど

電 力需 給 に お い ては 不測 の 変化 が 不可 避 な こ とか ら一定 率 の供 給 力 を

予 備 と して保 有す る もの で あ り,電 気 事 業が 公益 事業 基 幹 産 業 と して

良質 の 電 力 を安定 して供給 して い く上 でそ の基 盤 とな る もの といえ る。

しか しな が ら供給 予 備 力は,そ の名 の 通 り,常 時 いつ で も稼働 で き

る態 勢 で待機 してい る設 備 で あ るだ け に過大 に準備 す れ ば か な りの コ

ス ト圧 迫 とな り,過 少 に算 定 す れ ば 安定供 給 とい う事 業 の基 本 を ゆ る

が す こ とに な り,高 度 の科 学 的 な予 測 と計算 を必要 とす る課題 で あ り

需給 計 画の な かで もっ と も集 約 的 な重要 項 目で あ る。

具 体的 な手 法 と しては,ま ず 発 電 所 の事 故 は各 社別,地 域 別,全 社

台 に,ま た級別 に従来 の実 績,今 後 の技 術 進歩 を勘 案 しつ つ 確 率計 算

を行 な う。 出水 率 の変動 は専 ら過 去 の実 績 か らす る確 率 計 算 で あ り,

需要 の急 変 は 需要 予 測 シス テ ム中 の変動 幅 想定 を主 と して と り入 れ る。

そ して この三 つの 要 因 が 相互 に どの程 度 ラップす るか を 最 終 的 に確

率 手 法 に よって 算定 す る。

5.3.3燃 料需 給計 画

需給 計 画 の なか で,火 力発 電 所 の 所別,.月 別,時 間帯別 使 用 が明 らか に な る

の でそ の電 力 量 とそれ ぞ れ の発 電 所 の技 術 特 性 か ら燃 料使 用 計 画が 策定 され,

資源 予測 シス テ ムか らす る燃 料 供 給 力 予測 と組 合 わ され て燃 料 需給 計 画 が算 定

され る。

5.3.4設 備計 画 システ ム の現 状

(1)シ ス テ ムの 特 色

電 気 事業 の設 備計 画 の特 色 の一 つ は,き わ めて細部 に い た る 中期 計 画 が

電 気事 業 法 の定 め る と ころに よ り国 へ の 届 出事 項 となっ て い る こ と,ま た

設 備計 画 の 中枢 を なす 電 源 開発 計 画 が 国 の機 関 で ある電源 開発 審 議 会 にか

け られ る こ とで あ り,こ の点 か ら事 業 者 間 の計 画斉 合性,国 の諸 計 画 との

斉 合 性 は 高 い。
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また本 計 画 システ ムは く りか え しのべ た ように電 気 事業 長期 計 画 の 中枢 で

あ り,安 定 した 供給 力確保 とい う点 か らは予 測 シス テ ム,需 給 計 画 シス テ

ム とフ ィー ドバ ック され ,効 率 性 の追求,企 業 体 質 の 安定 とい う側面 では

後 述 の収 支 計 画業 務 運 営計 画 システ ム とフ ィー ドバ ック され,そ の なか で

重 要 な戦 略 課題 に対 す る具 体 的 な施 策 が計 画 され る もので ある。

(2)設 備 計 画 の 内容

① 計 画期 間

需 給 計 画 と同 様 に中期 が 主 体 で あ るが,例 えば 電源 の構造 計 画,基 幹

系統 の形 成 ビジ ョン な ど重 要 な課 題 に つい て は10～20年 の 長期 計 画

を各 社 の状 況 に応 じ策定 して い る。

② 計 画 項 目

中期 計 画 にお け る項 目は 次 の通 りで あ る。

供 給 設 備別(発,送,変,配 電.通 信 設備,発 電設 備 に つ いて は水 力

火 力,原 子 力別)

工事 種 別別(新 設,増 設,改 善,廃 止)

工 事 展 開(継 続,着 工 年度,完 成 年度)

工事 費(設 備 別,種 別 別)

個別 内容(地 点 別細 目)

③ 計 画 の策定

予 測 シス テ ム,需 給 計 画 シス テ ム に基 づ いて計 画項 目に沿 い設 備計 画

が 策定 され るが 先 づ明 らか に され る こ とは予 想 さ れ る需 要 に 対 して供 給

力,サ ー ビス水準 の確保 をい か に して 達成 して い くか,こ の達 成 のた め

に 必 要 とす る資 金,資 材 用 地 の調 達 見 透 しは ど うか であ り,こ れ らをめ

ぐっ て 電線,系 統,配 電 方 式,構 成 の 基本 的 な骨格 が検 討 され 個別 に年

度 別 に細 目の計 画 が され る。

ア 電源 設 備

予測 シス テ ムに よって 想定 さ れ る需要,技 術,資 源,資 材,資 金 の

一123一



各条 件 を うけ 需給 計画 に よっ て計 画 さ れ る必要 供給 力 の 量 と質 の 目標

達成 の た め の具 体策 が 詳 細 に設 計 計 画 さ れ る。

電 源 設 備 計 画 の一 つ の大 きな特 色 は それ が きわめ て集 約 的 な設 備 で

あ り,一 基 の 発電 所 だ けで2～3年 の建 設期 間 を要 し,一 ケ所 の発 電

所 が完 成 して い くの に6年 以 上 の 継続 的 な建設 が行 な われ る ことで あ

り,少 なくも中期 計 画 に お いて は実 現性 が か な り高 くない と計 画 として

の意 味 が薄 くな る こ とで あ る。 した が って 明 確 な計 画 として表示 さ れ

る前 に か な りの年 月 に わ たっ て実 現 性 を高 め る ための諸 調 査 交 渉 が継

続 され る特 性 が あ り,こ の点 を考 え る と電 源 設備 につ い ては た えず 少

く も10年 の単位 で先 見 的 に計 画 をた て てい くことが 必要 であ る。 こ

れ に対 して くりか え しのべ た よ うに公害,燃 料 資源 な ど電源 設 備 の も

っ とも基 本 的 な側面 での環 境が 悪 化 して い く時 代 で あるだ け に計 画 の

困 難性 は ます ます 強 ま り技術 的 な設計,計 算 の ほ か に立地 計 画,大 型

技 術 開発 の比 重 が 高 くなっ て い る。LNG火 力発 電,超 大型 火 力発 電

原子 力 の実 用 化 な ど代 表 的 な例 で あ り,い ず れ も従 来 と比較 に な らな

い ほ ど計 画 の 巾が広 が り,複 合 的 な もの とな って い る。

また,こ れ らの 技術 的 な計 画 に加 え て発 電 所 個別,総 合 の工 程 計 画

も複雑 とな っ て お り,そ の重要 性 が 高 ま って い る。

イ 基 幹 系統

基 幹 系統 の計 画 も電 源 と同様 に年 を追 うご とに高 度 化 してい る。 と

くに電 源 の 遠 か く化 に伴 う長距 離 送 電,広 域 運 営 の拡 大 に伴 う各 社 間

の 系統連 け い,高 密度 社会 に対 応 す る高 容量 信 頼度 系統網 の形 成 な ど

そ の代表 的 な例 で あ り,こ こで もま た用 地 事 情 の逼迫,建 設 工事 能 力

の不 足 とい う環 境悪 化 の た め,た えず 実 現性 を た しか め た上 で の計 画

で あ る こ とが 求 め られ る と と もに環 境 を克服 して い くた めの 大型技 術

開発 が 強 く望 まれ て い る。

と くに例 え ば50万Vの 遠距 離送 電 方 式 とか,大 系統 相互 の連 け い
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装置 などについては従来 手のつけ られて ない開発分 野が多 く,長 期的

に研究 を継続 す るなかで逐次計画 に反映 してい ることとな り,設 備計

画 と技術開発が密接不可分 の もの として互 にフィー ドバックされつつ

ある。

さ らに技術開発 と並 んで送 電設備 については工法 の革新が重要 な課

題 であ り,と くに大都 市部 にお いては殆ん どが地 中設 備に ならざるを

得ず地中設備の建設 では工法革新の比重が高い ことか らこの面 では電

気 事業者 と建設業 者 との連けい開発 がかな り促進 されてきた。

また基 幹系統計 画においては電源以上 に工程計画が重要 である。 こ

れは送電設備の建設が特殊の技能 を伴 い,こ れ ら技能労働 力の酒湯が

甚 しい こと,用 地 事情 に よる不測の計画変更が たえず発生す るこ とな

どの特性 に よるが単位 当 りの工事量 が送電線 の巨大化 のため激増 した

こ ともその原因で あり,従 って計画変更が生 じた場合 どの ような対策

で カバーす るかについて も予め計 画に織込む など工程計画 は複雑化 の

傾向 を強めている。

ウ 送変配電設備

負荷 に直結す る設備 で あるだけに局部的 な地 域的な負荷の特性 に敏

感に左右 される こと,高 密度地域 における設備形成 で あるため用地交

渉が基 幹系統にお とらず困難 で あるこ と,送 変配電設備 の協調にたえ

ず配 慮 していかない と膨大 な量 であるだけに コス トア ップの重要 な要

因 となることなどが本計画の焦点であ り本格 的な高密度社会 への突入

をひかえてますますそ の重要性が 強まってい る。

と くに大都市 部な らびにその周辺 においては配電電圧の転換期 にあ

るといって よく.こ の問題 をめ ぐって都市配電形態 の近代化が模 索さ

れてゆ く時代で あ るだけ に,従 来技術開発の比重 が電源基幹 系統 ほ ど

で はなかった この分野においても研究開発の ニーズが強ま り,テ ンポ

が急激 に早 ま りつつ ある。
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(3)資 材,資 金 計 画 システ ムの現状

設 備計 画は 上 記 の よ うに きわ めて 詳 細 な個 別 設備 の 積 上げ 計 画 で ある の

で所 要 資材,資 金 の量 質 は設 備 計 画 の なか で同 時 に策 定 され て い く。

5.5.5需 給,設 備 計 画 シ ステ ム の 今後 の 課題

(Dニ ー ズの 明確 化 と長期 経 営 モ デ ルの 策定

予 測 シス テ ム と両 計 画 システ ムの な かか ら将来 の ニー ズ を明 確 に把握 す

る こ とは従来 か ら も努 力 され て きた と ころで あ るが今 後 の 複雑 な社会 動 向

の なか で は この ニー ズに対 応 して経 営 意 志 の論 理 的 な構造 を は っ き りして

い くこ とが 両計 画 を策定 して い く場 合 の より どころ と して きわ め て重 要 で

あ り,こ の明確 化 に よっ て今 日 より着 手 す べ き将 来 の戦略 的施 策 の 骨格 が

定 量 的 に 明 らかに な るので あ り,こ の た め に も高 度 の シュ ミ レー シ ョン手

法 な ど情 報化 時代 の武器 の活 用 が必 須 の もの と なって くる。

ω 技 術 開発 と計 画 の フ ィー ドバ ック構 造 化

この課 題 につ いて は現 状 の なか で もふ れ た よ うにす でにか な り推 進 され

て お り一層 の充 実 をは か る必要 が あ る。

(3)統 合 効率 向 上 の追 求

部 分 計 画 の総 体 計画 に対 す る位 置 づけ をたえ ず算定 し総 合 効 率 の 向上 を

ね らって い くこ とが シス テ ム複合 化 の 傾 向 に鑑 み重 要性 を ま して くる こ と

は もと よりで あ るが コ ン ピュ ー タ ーシス テ ムの発 展 が この よ うな効 率 追 求

を十 分 支 えて い くこ と となろ う。

(4)関 連 企 業 群 との連 け い強 化

今 后 の戦 略的 施 策 は 関連 企 業群 との連 け い な しには 一歩 も前進 しない の

で情報 フィー ドバ ック構 造 を さ らに充 実 させ る こ とが 肝要 で あ る。

5.4収 支計 画 シス テム

5.4.1長 期 プラ ンニ ン グ情報 体 系の な かで の 位 置づ け

収 支計 画 は諸 計 画 の集 約 で あ り,こ の なか で企業 体質 が 明 らか に され,そ れ

が一 つの制 約 指標 と もなっ て諸 計 画 を統制 す る もの で ある が この点 は どの事業
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で も共通 の こ とで あ る。

電 気 事業 におけ る本 計 画 の特 色 は,事 業 が特 別法 の 直接規 制 を うけ原 価 主義

と い う特 別の たて まえ にた っ て販 売 が電 気供 給 規程 とい う国 の規 制 を うけ た 附

従 的 な もの に よって 行 な われ てお り,こ の規 程,即 ち料 金制 度 と収 支計 画 が密

接 不可 分 の関 係 に あ る ことで あ る。収 支 計 画 に よって 現実 の原 価 が 明 らか にな

りそれ が 料 金制 度 と均 衡 を保 っ て い るか ど うか を判 断 す る基 礎 とな る もの であ

るか ら,経 営 計 画 の な か では設 備 計 画 と並 ん でい わば車 の両 輪 と もい え る位置

に あ る。

己4.2収 支計 画 シス テ ムの 現状

(1)収 支 計 画(販 売 計 画)

予 測 シス テ ムの うち需要 予測 シス テ ムは,需 給 計 画設 備計 画 に対応 して

い る と同時 に収入 計 画 に対 応 す る もので あ り ,し た がっ て需 要 予 測 項 目は

収 入 予 測 が容 易 に算定 で きる よ うに定 め られ て い る。

電 気 事業 の収 入 計 画 は,他 の 事業 と くらべ て積 極 的 な 需要 開発,販 路 拡

張 に よる増 収 の余地 は 限定 さ れ その 意 味 あい も異 に す る。 これ は事業 が特

別 法 に よ・⊃て供 給 区域 を限定 され て い る こ と,料 金 制 度 が国 の規制 下 に あ

・⊃て弾 力性 が な いた め であ るが ,さ きに環 境 の克 服 諸 対 策 で ふれ た よ うに

需 給 両 者 の協 働 に よる需給 効 率化 方 策,ク リーン・エ ネル ギー と して の電 力

の 高 度 活 用 な どの 需 要 対策 は従 来 か ら強 力 に展 開 さ れ てお り,収 入計 画 で

は この推 進 計画 が 策定 さ れ る。

① 電 灯 収 入 計画

電 灯 にお け る需要 対 策 は さ きにふ れ た よ うに 電 力 の クリーン ・エ ネル ギ

ー と しての特 質 を いか した 熱 エネ ルギー として の有 効 活用(深 夜特 別 料

金 を もとに した蓄 熱 暖房,温 水 器,家 庭 型 ヒー トポ ン プな ど),健 康 な

生 活の た めの照 明 高 度化,社 会 安全 をめ ざす地 域 照 明 な どで あ り各 社 の

地 域 需給 特 性 に合 致 した最 適 計 画が 策定 され,収 支 に及 ぼ す 影響 が算定

さ れ る。
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、

そ の他 の 自然傾 向 に ゆ だ ね る需要 につ いて は 需要 予 測 シス テ ムの デー

タに も とつ い て予 定 収入 が算 定 され る。

② 業務 用 電 力

業 務 用 電 力 で の需 給 効率 化 方 策 は ヒー トポ ンプに よる 冷暖 房 の負荷 率

向上 対 策 で あ り,電 力 の ク リー ン性 と ヒー トポ ンプの熱 効 率 の利 点,蓄

熱 槽 に よる負荷 均 平 化 な どが か らみ合 った新 技 術,新 制 度 で あ り,近 時

漸 くその 価 値 が認 識 しだ され た もので あ るが,都 市 に お け る熱 使用 形態

の未来 を担 う もの と考 え られ る。 料金 制 度 と して も特 別 契 約 シ ス テムが

あ り,料 金 が軽 減 され る。

業 務 用 電力 の 一般 的 な収 入算 定 は電灯 と同様 需要 予 測 シ ステ ムの デー

タか ら算 定 さ れ るが 使 用業 態 に よって負 荷 率 に か な り差 の あ るこ とか ら

業 態別 の積 上計 算 を行 な っ て い る。

③ 産業 用 電 力

産 業 用 電 力 での 需給 効率 化方 策 と しては 一 つ は重 化学 工業 を対 象 と し

た ピー ク カ ッ ト.負 荷均 平 化 方 策,一 つ け大 型 自発 需要 を対象 と した共

同火 力方 策,一 つは 一般 的 な電 力 の合理 的 使 用方 策 の 三 つ に大別 され前

二者 につ い て は料 金制 度 と して も特 別 な制 度 が も うけ られ,需 給 両者 の

協 働 に よ り生 み だ した メ リッ トを滴正 に配 分 し合 うシステ ムが と られ て

い る。

一 般 的 な収 入 算 定 は電圧 ランク別 に ,500KW以 上 に お いて は業 務

用 と同様 に産 業 種 別 別 に詳細 に積 上計算 が 行 な われ る。

(2)費 用算 定

燃料 お よび購 入 電力 費 につ い ては 需給 計 画 システム・デ ー タ か ら,人 件 費

そ の他 業務 運 営 費用 に つ いて は後 述 の業務 運 営計 画 か ら,増 分 建設 費 の 費

用 転換 分 につ い ては設 備 計 画 か らそ れ ぞ れ デ ー タ が 送 りこまれ,こ れ に

減 価 償却,利 息,諸 税 な どが計 算 され て総 合 的 な費用 が 算 定 され る。

(3)損 益 算定
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(1)(2)をも とに損 益算 定 が 行 われ,冒 頭 に のべ た諸計 画 の統 制,企 業 体 質

の改善 保 持 目標 の 設定,原 価 と料金 制 度 の見合 か らす る料 金計 画 な どが 策

定 さ れ る。

5.4.3収 支 計 画 の 今後 の課 題

(D二=ズ の 明確 化 と経 営 モ デル の策定

さ きに の べ た 需給 計 画 シス テ ム,設 備計 画 と同 様 の趣 旨に よ りと くに戦

略的 な施 策 と して の料 金制 度 の 望 ま しい方 向 づけ,需 給 効率 化方 策 の望 ま

しい方 向 づけ が 明確 に行 な わ れ る ことが強 く望 まれ,こ の面 で もコン ピュ

ー タの偉 力が 大 い に期 待 さ れ る
。

② 社会 シス テ ムへ の拡 が り

前項 戦 略 施 策 は 需給 両 者 の コ ンセ ンサス は も と より行 政面 との密 接 な フ

ィー ドバ ック構 造 化 が あ って,は じめて 可 能 で あ り,冒 頭 にの べ た 社会 シ

ス テ ムへ の拡 が りと して この意 味 を もつ もの で あ り今 後 精 力 的 にそ の推 進

体制 を 充実 さ せ てい くべ き課題 で あ る。

5.5業 務運 営 計 画

5.5.1長 期 プ ラ ン ニ ン グ情 報 体 系 のな か で の 位置 づ け

業 務 運 営 計 画 は 次節 で のべ るオ ペ レー シ ョナル情 報 体 系 の集約 的 な方 向 づけ

で あ り,業 務 運 営 の合 理化,こ れ に伴 う適正 な 要員 配 置,望 ま しい現業 機 関配

置 な ど社 内 業務 運 営 の計 画 で ある と と もに業 務 の社外 委 託 計 画 を併 せ行 う もの

で あ り,い わば電 気 事業 の ベ ー シ ックな分 野 の 集約 的 な計 画 で あ り溌刺 と した

サー ビス,生 産 性 の 向上 を推 進 す る観点 で重 要 な 計 画 シス テ ムで あ る。

5.5.2業 務運 営 計 画 の 現状

(1)業 務 運 営 合 理化 計 画

業 務 運 営 合理化 の これ ま での 中心 を な した もの は第 一 に業務 の標準 化,

集 約化,設 備 の 自動化,第 二 に コン ピュー タの高 度 活 用,第 三 に社 外 委託

で あっ た。

この 三 つの テー マ は現 状 で はほぼ 所 期 の 効果 を お さめ,次 の 段階 に移行
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しつ つ あ る時 期 といえ る。

① 標 準化,集 約 化,自 動 化

業務 の標 準 化 は これ に よって 当該 業務 の 目的 遂行 を阻害 す る こ とな く

個 別 処理 方 式 か らマ ス処 理 方 式 に転 換 し,分 業 を よ り円滑 化す る こ とに

よっ て 効 率 を高 め る手段 で あ り,電 算 機 活 用 の 上 で の重 要 な整 備 条件 で

もあ る ので業 務 の 全般 と くに設備 の建設 保 守,販 売 収 納 業 務 面 で古 くか

ら推 進 されて きた。

ま た集 約 化,自 動 化 は例 えば水 力発 電所,配 電用 変 電所 の よ うに設 備

の 自動 化 に よって 無 人化 をは か り,数 ケ所 の集 合 的 に制 御 す るこ とな ど

供 給 設備 の保 守 運 転 面 で 活溌 に と り入 れ られ現 在 か な りの水 準 に あ る。

② コ ン ピュー タの高 度 活 用

次 第 の オペ レー シ ョナル情 報体 系の なか で細 目を 説 明す るが30年 代

の後 半 か ら40年 代 の 前 半 に かけ 電気 事業 に お い ては 料金 計 算,収 納,

諸 給 当計 画,会 計 記 帳,設 備 管 理,工 程 管理,諸 統 計 作 成 な ど省 力化 を

中心 と した事 務 機械 化 と鉄 塔 設 計,ダ ム設 計,土 木 設計,汐 流設 計 な ど

の技 術 計 算,需 給 運 用,火 力発 電所 運 転制 御 な どの 運転 制 御 の三 部門 を

中心 と して,コ ン ピュー タの 活用 が す す み現 状 に お いて ほ ぼ これ らの 内

容 の ものを吸 収 し終 え た状況 に あ る。

③ 請 負 工 事 力 の活 用 と業 務 の社 外委 託

電 気 事業 の業 務 の う ち社 外 の特化 さ れた技 能 力,あ るい は チ ー フ レイ

バー を活 用 した方 が技 能 的 に も効 率上 も有利 な業務 が か な り あ り ,と く

に集 金検 針業 務,送 変配 電建 設業 務,発 電 所 の補 修 業 務 な どは かな り古

くか ら直営 を請 負 叉 は委 託 に切 替 え,現 状 で は これ らの もの は殆 ん ど転

換 が完 了 して い る。

(2)要 員 計 画

需 要 予 測 シ ステ ムの増 加 需要 に基 いて 所要 増 加 要 員 を算 定 し前 項 の合 理

化 に よる減 少人 員 を織 込 ん で要 員 計 画が 策定 され る。
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この外,戦 略 的 な重 要 部 門 へ の要員 の傾 斜 配 分,地 域 特性 を考 慮 した 戦

力 の再配 分 な どが織 込 まれ る こ とは い うまで もない。

(3)現 業 機関 配置 計 画

需要 の増 加,供 給 設備 の増 加 が著 しい 反面,交 通 網 の整 備,労 働装 備 率

の向 上 もめ ざま し く,こ れ らの 動 向 を反 映 して サー ビス機 関,供 給設 備 運

用機 関 な どの現 業機 関 は たえず 拡 大集 合 を く りか えす もの であ り,地 域 特

性 に応 じて サー ビス と効率 向上 を併せ 追 求 す るため適 切 な現業 機 関の配 置

計 画が 策 定 さ れ る。

3.5.5業 務運 営計 画 の 今後 の課 題

(1)管 理 組 織 の再 編成

省 力化 を 中心 と した業 務 運営 合理化 は以 上 に のべ た よ うにほぼ 限 界 に達

して お り,今 後 は 大 容 量記 憶 装 置,オ ン ライ ン ・シス テ ム な どコ ン ピュー

タの特 性 を生 か しオペ レー シ ョン情 報 とマ ネ ジ メン ト情報 の迅 速 適確 な フ

ィー ドバ ック構造 化 を推進 す る ことに よ り管理 組 織 を再 編成 して 新 しい高

能率 運 営 方式 を樹 立 す る必要 が あ る。

(2)制 度 革 新 の推 進

と くに重 要 な課 題は 高能 率業 務 運 営 に十分 配 慮 を加 え た供 給 規程 の改 善

な ど従 来 必ず し も メス を加 え なか っ た基 本的 な分野 につ いて研究 し,シ ス

テ ム開発 を すす め る必 要 が ある。
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4.オ ペ レ ー シ ョナ ル 情 報

4.1オ ペ レー シ ョナ ル 情報 体 系

オ ペ レー シ ョナ ル情 報 を一般 企 業 に共通 した体 系 で表現 すれ ば 一応 図一2の よ

うに要 約 で き よ う。

4.2生 産 シス テ ム

4.2.1そ の 現状

(D設 備 建 設

設 備 建設 シス テ ムは設 計,材 料 倉 出入,工 程 管 理,精 算 ,資 産反 映 に分

れ,こ れ と密 接 不可欠 の もの と して設 備管 理 シス テ ムが連 結 す る。

これ らい つれ の 部 門 に おい て も現 在 では コン ピュ ー タの活 用 範 囲 は急 速

に拡 大 しつつ あ る。

① 設計 と設備 管理

送 電,変 電 設 備 の 場 合 は設 備 の単 位 が 大 き く建設 件 数 も少 い の で従 来

か ら個 別 に対 応 して きて お り設計 計 算(鉄 塔 ,土 木,汐 流,計 算 な ど)

に コン ピュー タが 活用 され て い るが配 電 設 備 の場 合 は単位 の小 さ い膨 大

な建 設 件数 を恒常 的 に 消化 して い か なけ れ ば な らない ため 個別 対応 では

膨大 な人 力を必 要 とす る。

この ため配 電 設備 の建 設 に あた っ ては ,マ ス的 に 管理 をすす め る たて

まえ か ら材 料規 格,装 程 な どの標 準化 を推進 し設 計 か ら工 事 完 了 まで の

一 連 の工 程 を シス テ ム と して コ ン ピ
ュー タ化 して い る。

配 電 設 備 の設 計 は,対 需 要 家 工 事 と自発 的改 良工事 を とわず ,ま た簡

単 な工 事 と本格 的 な工事 と を とわず,既 設設 備 の状態 と需要 の状 態 を勘

案 し,最 適 の工 事 見積 を行 う もの で あ り,既 設 設 備,既 設 需要 の状 態 を

直 ちに判 別 で き る資 料の 整備 が 不 可欠 で あ り,こ の資料 整 備 を設 備 管理

シ ステ ム と して コン ピュー タ処 理 を行 い つつ ある。

② 材 料 倉 出入 と工 程 管理
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設 計 に よっ て必要 材 料,必 要 労働 力が 明 らか に なれ ば その デー タが コ

ン ピュー タ に入 力 され 工 事単 位 別 に 自動 集 計 され て,材 料 倉 出 し され工

事施 工 に移行 す る。

この場 合 の工 事 管 理 も逐 次 コ ン ピュー タ処 理 に移 りつつ あ る。

③ 精 算,資 産 管理

工 事が 完 了 す れば 材 料 の過 不促 精 算,工 事 費 精算 が 同様 に コ ン ピュー

タ処 理 され 一 貫 して 固定 資産 と して この会計 処 理 に移 っ て い く。

④ 管理 統計 の作 成

これ ら一連 の建設 工 事 の 結果 は工 事 種別 別.請 負 業 者別,月 別 に工 事

統 計 と して コン ピュー タ処 理が 行 わ れ この管 理 統計 を も とに予算 対 比,

効 率判 定,請 負 業 者 の業 績判 定 な ど工 事 管理 がす す め られ て い く。

(2)設 備 運 用 保守

大 別 して設 備の 総 合 的 な制 御 運 用 を 行 う系 統運 用 システ ム と設備 の運 用

保守 シス テ ム に分 れ,そ れぞれ の分 野 で 自動 運転 制 御,集 中制 御 の ほか,

計 算,管 理 デ ー タの 作成 な ど電算 機 が 広範 か つ高度 に 活用 され て い る。

① 系統 運 用 シス テ ムは 需給 運 用,停 止 事 故運 用,系 統信 頼度 監視,系 統

操 作,管 理 デー タ処理 に区 分 され る。

ア 需 給 運 用,需 給制 御

需 給 運 用 は 日々の 負荷 予測,出 水予 測 に基 く発電 所 経済 運 用,融 通

計 画 運 用,予 備 力 運 用 な ど計 画運 用 シス テ ム と周 波数 制御,汐 流制 御

無 効 電 力 雷 圧制 御 な どの電 源 系統 制 御 システ ム に区分 され制 御 システ

ム に区 分 され制 御 シ ス テ ムでは 逐次 全 体 的 な オ ンライ ン制 御 が 普 及 し

つ つ ある。

そ して これ ら制 御 シ ステ ム の重 要 な前提 シス テ ムと して 系統 の安定

度 な どを監 視 す る システ ム も逐次 高度化 しつ つ ある。

イ 停 止,事 故運 用,系 統 操作

月 々 日々の予定 停止 計 画,系 統 切替 計画,電 圧 調整 計 画 な らび に ご
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れ に基 く操作,事 故 時 の 系統 変更 復 旧操 作 な どが これ で あ り,操 作 は

逐 次 自動 化 の方 向 を と りつ つ あ る。

ウ 管 理 デ ー タの 作成 処 理

上記 に 関す る系 統別 管 理 デ ー タの作成 も電 算機 処 理 に移 され,系 統

運 用 の総合 的 な管 理 がす す め られ てい る。

② 設 備 の運転 保 守

ア 発 電 所 の運 転 保 守

水 力発 電所 に お い ては水 系運 用 計 画の電算 機 化,遠 方 制 御 の拡 大,

水 系 別 自動 集 約制 御 の拡 大,連 け い変送設 備運 用操 作 の 自動 化 な ど,

火 力発 電所 にお いて は起 動 停 止 の 自動 化,燃 料,燃 焼 自動 制 御,系 統

連 け い の操作 自動 化,運 転 保 守 管理 デー タの電 算機 作 成 な ど運転 保 守

の 全般 に わた って 自動 化,コ ン ピュー タ化 が促 進 され て い る。

イ 送 変 配 電設 備 の 運 転保 守

'送 電 設備 に おい ては 事故 捜査 の 自動 化 ,開 閉所 の 遠 方制 御 な ど,変

電 設備 に だ いて は 集 中 自動 制 御,操 作 自動 化 な ど配 電 設 備 にお いて は

事 故 捜 査 の 自動 化,線 路 の ネ ッ トワー ク化,配 電 塔 の遠 方 制 御 な どが

逐 次 自動 化 さ れ る とと もに,さ き にふれ た 設備 系統 の 管 理 デー タ(設

設 状態,設 備 構 成 状 態,移 動 状 態,安 定 度 状態 な ど)が 逐 次 コン ピュ

ー タ化 され つつ ある
。

4.2.2今 後 の課 題

(1)ト ー タル ・シ ステ ムの形 成

生 産 シ ステ ムは 上 記 の よ うにか な りのテ ン ポで コ ンピ ュー タ化 され て い

る とい うもの の未 だ部 分,部 分 の シ ステ ムが 連結 され て い る とは いえ ず ト

ー タル ・シス テ ムの形 成 に 一層 の努 力 を傾 け る必 要が あ る。

(2)オ ン ライン制 御の 拡 大

と くに設 備 運 用保 守 につ いて は オ ン ライン制 御 は ます ま す そ の必 要性 を

ます ので新 技術 の 開発,導 入 を一 層 推 進 し充実,拡 大 をは か る必 要 が あ る。
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(3)シ ス テ ム的 な管理 体制 の 充実

オ ペ レー シ ョナル情報 と マネ ジ メン ト情報 の フ ィー ドバ ック構 造 化 を推

進 し,よ リシス テ ム的 な管理 体制 を形成 して い く必要 が ある。

4.3販 売 シス テム

4.5.t販 売 シス テ ムの 現 状

(D料 金 計算,請 求,収 納 システ ム

電気 料金 の一連 シス テ ムは 月単 位 の電 気 使 用 量 の確 定(検 針)契 約KW

と使用 量 に よる 月単位 の料 金 計算(計 算)請 求 書 の作 成,需 要 家請 求 ,料

金 収納,領 収 証 渡 し(集 金)の 三 つ の流れ が 中心 で あ り,こ れ を め ぐって

契 約 内容 の異 動,計 算 収 納 な どの 需要 家 照合 応 答 が 附帯 す る もの であ り現

在 は全 般 的 に コン ピュ ー タ化 され て い る。

① 契 約 異 動 と検針

この 二 つ は料 金 シス テ ムの な か で の重 要 な入 力 デー タ で あ り ,契 約異

動 は新 設,増 設,名 儀変 更,種 別 変更,廃 止 撤去 な どで あ り,検 針 は積

算 電 力計 の今 月 指針 と前 月指 針 の差 を もとに算定 さ れ る。

電 気事 業 の 料金 シス テ ム での 一 つ の特 色 は 古 くか ら全 需要 家 に つ い て

住 所 を基 準 に して標 識 番号 化 してい る こ とと,検 針,集 金 が 月間 に おけ

る 日量 を均平 化す る た め予 め需 要 家 を ブ ロ ック化 して い る こ とで あ り ,

この標 準 化 の 積重 ねが そ の後 の 電 算機 処 理 を より効果 的 に して きた。

② 計 算

電気 料 金 の 計算 は供 給 規程 に定 め られ た供 給 種別 の 計 算 方法 に より契

約KWと 使 用 量 に よって 算定 さ れ るが,料 金 シス テ ムでの特 色 は 需要 家

一 軒 一 軒 につ いて 請 求 書 と領 収書 が 毎 日毎 日大 量 に 自動作 成 され
,次 の

工 程 の 集 金 に 移 って い く こ とと,計 算 過 程 で電 力 の使 用 に関 す る貴重 な

デ ー タ が需 要 統計 と して集 録 さ れ 需要 予測 シス テ ム,設 備 建 設 シス テ ム

に連 結 して い くこ とで あ る。

また 需 要 家 毎の 料金 計算 デー タは需 要 家の 照 会,応 答 に対 処 す るた め

一135一



各 種 の 方法 で何時 で も検 索 活用 で き る体制 に あ り逐次 この面 に お いて は

オ ン ラ イン ・シス テ ムを導 入 す る傾 向 をみ せ て い る。

③ 集 金

電 気事 業 の集 金 は古 くか ら直接 訪 問集 金 で あっ たが,現 在 では 金融 機

関 へ の需 要 家 の振 込 制 度,銀 行 な どの 需要 家 口座か ら 自動 的 に振 替 え る

振 替制 度 ぷ 急 速 に拡 大 しつ つ あ り,激 しい転 換期 に あ る。

振 替 制 度 に お いて は電 気 事業 者 と銀 行 との デー タ交換 は す で に磁 気 テ

ー プ交換 に す すん で お り処理 形 態 と して は か な り高度 の電 算機 活 用形 態

で あ り効 率 も高 い。

しか しな が ら一 方集 金形 態 が 複雑 に なる につれ,請 求 して料 金 が収 納

さ れ る まで に期 日 もか か り請求,収 納 を詳細 に需要 家 別 に管 理 を して い

か ない と誤 っ た処理 をす る こ とに な リサ ー ビス の万全 が期 しが た くな る。

したが っ て この収 入面 の需要 家 別 管理 は 逐次 重要 性 を まき お こ して き

て お りこの 管理 もコ ン ピュー タ処 理 で行 な われ てい る。

④ チ ェ ック ・シス テ ムと管理 統計

料 金 シス テ ムは一 種 の事務 運 行 におけ る コ ンベ ア ・シス テ ムで あ り,

各分 業 部 門か ら送 られ て くるデ ー タが組 合 さ れ て計 算 が行 な われ る の で

各部 門 デ ー タの シス テ ム的 な チ ェ ック体 制 の 確立が 重要 で あ る。

この た め コ ン ピュー タ導 入の 頭 初 か らこの 点 につい て は きわ め て細 い

配 慮 が行 われ て お り,最 近 で は これ らの チ ェ ック ・シ ス テ ム をさ らに充

実 させ て オ ペ レー シ ョナル情 報 の なか か ら例 外 的な特 異 な情報,重 点 的

に克服 をは か るべ き解 決課 題 な どを集約 す る こ とに よ り管理 の近 代 化 を

はか る管 理 統 計 の整 備 が す す め られ て きて い る。

(2)一 般,営 業 シス テ ム

営業 業 務 は需 要 家 新増 設 に伴 う契 約,電 設 業 務,名 儀 変 更,移 転 な ど軽

異 動 そ の他 の受 付 業 務,停 電,周 知 苦情 対 応 な どのサ ー ビス業 務,需 要 開

発 企業PRな ど の広 報 業務 に大別 され,受 付業 務 は上記 の料 金 システ ムに
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直結 し,契 約 業務 は前 述 の設 備 建 設 シス テ ムに連 結 す る。

① 契 約 業 務

契 約 業務 は電 灯 低 電 力 な どの低 圧部 門 と高圧 以 上の部 門に 分 れ 前者 は

大 量 マス 処理 を特 色 と し後 者 は 個別 交 渉 を特 色 とす る。

した が って前 者 は さ き にのべ た 配電 設 備 の建設 シ ステ ム に直結 し,電

算 機 処理 が すすん で い るが,後 者 は まだ殆 ん ど人 力処理 が 中心 で ある。

② 受 付 業務,サ ー ビス業務

さ きに のべ た よ うに シ ステ ムと して は料金 シス テ ムの 異動 部 分 と して

の意 味 を もち と くに需要 応答 の集 約 的 な窓 口 であ るだけ に最 近 導入 が は

か られて い る カスタマー ・イ ン フォ メー シ ョン ・システムの本 格 的 な形成 推

進 が望 ま れ る。

③ 広 報 業 務

現 段 階 で は殆ん ど人 力 処理 で ある。

4.5.2今 後 の課 題

(1)ト ー タ ル ・シ ステ ム の形 成

料 金 システ ムは 現在 す で に トー タル ・シス テ ム をめ ざ して そ の幅 を拡大

し質的 に も充実 して きて い るが,さ らに これ を推 進 し営業 システ ム,需 要

予 測 システ ム,設 備 建設 シ ステ ム,収 支 計 画 シス テ ム との充 分 な連結 をは

か る こ とが肝 要 で あ る。

(2)オ ン ライ ン ・シス テ ムの高 度 活 用_

と くに 需要家 応 答 システ ム にお い ては オ ン ライ ン ・システ ムの 活 用が 不

可 欠 で あ り,そ の推 進 が急 が れ て い る。

(3)ダ イ ナ ミック な組織 作 り

前述(1)(2)の 推進 に よって よ リダイ ナ ミックな現 業 業 務 の運 営 体制 を確立

して い くこ とが 強 く望 まれ て こ よ う。
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4.4補 完 シス テ ム

4.4.1補 完 シ ステ ム の 現状

(1)人 事 労 務 シ ステ ム

人 事労 務 の機 械化 は料 金 システ ム とな らん で歴 史が 古 く現 在 では給 与 計

算,服 務 管理,被 服管 理,社 宅管 理,社 内年 金 な ど労務 業 務 の 全般 につ い

て,ま た人 事 で は人事 名 簿,統 計 か らす すん で入事 配置,要 員 計 画 さ らに

は人 事 シ ュ ミレ一 夕ー な どオ ペ レー シ ョナル な段 階 か らマ ネ ジメ ン トの段

階 まで進 展 してい る。

(2)資 材,燃 料 シス テ ム

需 給 シ ステ ム,設 備 建設 シス テ ム と不可 欠 の 関連 を保 ちなが ら資材 の 購

入 酒己給,貯 蔵,管 理,燃 料 受入 消費,支 払 管理 な ど全般 に わた っ て整 備

充実 が はか られ つ つ ある。

(3)経 理 シス テ ム

従来 一 般決 算,固 定 資 産 会計 に重 点 が お かれ シス テ ム推進 が 行 わ れ て き

たが 部 分 シス テ ムの充 実 につ れて逐 次 経理 シ ステ ムの特 色 で あ る集 約 的 な、

コントロール ・シス テ ムの色 彩 を強 め,予 算 管 理,財 務 経 理,収 支 バ ランス ・

コ ン トロー ル な ど管理 分 野 に拡 大 され つつ あ る。

4.4.2今 後 の課題

補 完 ゾス テ ム の大 きな特 色 は これ らの オ ペ レー シ ョナル情 報 が さ きに のべ た

長期 計 画情 報 と需給 面,予 測 面,設 備計 画 面,収 支計 画面 で きわ めて 密 接 な関

連 を もつ こ とで あ り,管 理 情 報体 系 の整備 を さ らに充実 させ る こ とに よって長

期 計 画情報 との フ ィー ドバ ック構造 化 を一 層推 進 す る ことが 最 も重 要 な課題 と

い え よ う。
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5.コ ン ピ ュ ー タ の 果 す 役 割

以 上 の べた よ うに 電気 事業 に おけ る コ ン ピュー タの活 用 は オ ペ レー シ ョナ ル

な段 階 か らマ ネ ジメ ン トの 段 階 へ,さ らには長 期 計 画判 断 資 料 の加 工提 供 へ と

日 々発 展 を とげ て い るが,事 業 活動 の なか で と くに 重要 な長 期計 画 の策定 と戦

略 施 策の 推進π つ い ては さ らに一層 の努 力 を傾 け る必要 が あ り,人 間の役 割 と

コ ン ピュー タの特 色 限 界 に十 分 の 洞察 を加 え なが ら調 和 の とれ た システ ム作 り

を め ざ して い くことが肝 要 と思 わ れ る。
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図 一1 長期計画情報体 系
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L

6.長 期 プラ ンニ ン グ社外 情 報一 覧

(需 要 予測 シス テ ム)

1旬

,?

,

診

種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

L

景気動向 経済見通 し A B 企 画 室
政府,銀 行,諸 機関
その他研究会,懇 談会 随 時

(生 産活動)

鉱工業生産指数 A A 〃 通 産 省 1/月

生産者製品在庫

率指数
A A 〃 〃 〃

販売業者在庫指数 B B 〃 〃 〃

原材料 消費 ・在

庫指数
B B 〃 〃 〃

稼動率指数 A A 〃 〃 〃

通産局別生産指数 B A 〃 〃 〃

機械受注(船 舶
を除 く民需)

A A 〃 経済企画庁 〃

建 築 着 工 B A 〃 建 設 省 〃

建 設 工 事 受 注

(民 間)
B A 〃 〃 〃

(設 備投資)

法人企業投資予測 A A 〃 経済企画庁 1/3ヵ 月

固定資産 の動 向 B B 〃 大 蔵 省 〃

投 資 予 測 調 査 A B 〃 興銀,開 銀,長 銀 1/半 年

中小企業設備投資 B B 〃 日銀,商 工会議所 随 時

(金 融)

日本 銀 行 勘 定 A A 〃 日 銀 1/月

全国銀行勘定 A A 〃 〃 〃

全 国銀行設備資

金新規貸付
B A 〃 ノノ 〃

コ ー ル ・レ ー ト B A 〃 〃 〃

全国銀行貸出
1約定平均金利

A A 〃 〃 〃

資 金 循 環 勘 定 B B 〃 〃 1/3ヵ 月
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種 類 名 称 必要度 充足度 利 用部門 情 報 源 備 考

景気動 向 東 証 株 式 B A 企 画 室 東京証券取引所 毎 日

貸付状況 A B 〃
興銀,長 銀
市中銀行等

随 時

(消 費)

勤労者世帯収支 B B 〃 総理府統計局 1/月

都 市 消 費 支 出 B B 〃 〃 〃

農 家 家 計 支 出 B B 〃 農 林 省 〃

消 費 水 準

(都 市,農 村)
A B 〃 経済企画庁 〃

全国百貨店販売額 A A 〃 通 産 省 〃

小売業販売額指数 B B 〃 〃 〃

消費者動 向予測
調査

A A 〃 経済企画庁 1/3ヵ 月

(物 価)

卸 売物価指数 A A 〃 日 銀 1/旬

工業製品生産者
物価指数

B B 〃 〃 1/月

消費者物価指数 A A 〃 〃 〃

輸出入物価指数 B B 〃 〃 〃

(鞘 嚇 収支)

輸出入信用状接受高 A B 〃 〃 〃

輸出認証 ・輸入
承認統計

A B 〃 通 産 省 〃

輸出入通 関統計 A A 〃 大 蔵 省 〃

主要商品輸 出入

統 計
B A 〃 〃 〃

国 際 収 支 A A 〃 大 蔵 省,日 銀 〃

外 貨 準 備 高 A A 〃 〃 〃

33商 社扱 い輸

出入 の見 通 し
A A ノノ 経済企画庁 1/3ヵ 月
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タ

種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

景気動 向 (財 政)

国 家 財 政 統 計 A A 企 画 室 大 蔵 省 1/年

財政資金対民間収支 B B 〃 〃 1/月

(労 働 ・賃金)

就 業 者 数 B A 〃 総理府統計局 1/月

常 用 雇 用 指 数 B A 〃 労 働 省 〃

有効求人倍率 B A 〃 〃 〃

総 実 労 働 時 間

(所 定外)
B A 〃 〃 〃

労働生産性指数 B A 〃 日本生産性本部 〃

賃 金 指 数 B A 〃 労 働 省 〃

現 金 給 与 総 額 B A 〃 〃 〃

(企 業経営)

景気動向指数 A A 〃 経済企画庁 〃

現 金 月 売 上 高 A B 〃 日 銀 1/3ヵ 月

資 金 繰 り判 断 A B 〃 〃 〃

製 品 需 給 判 断 A B 〃 〃 〃

中小企業生産動向 B B 〃 〃,大 陽銀行 〃随時

売上高増 減率 B A 〃 〃,三 菱経済 1/半 年

純利益増減 率 B A 〃 〃 ノノ 〃

総資本収益率 B A 〃 〃 〃 〃

企 業 倒 産 B A 〃 東京商工興信所 1/月

企業経営者の見通し A A 〃 経済企画庁 1/3ヵ 月

(海 外経済)

欧米諸国の主要
経済指標

A B 〃 醤齢 聖 運,
MBS

1/月

中 ・長期予測 中 ・長其[経斉見通 し A A 〃 政府,銀 行,i謝 幾関 随時
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種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

中 ・長期予測 国 民 所 得 統 計 A A 企 画 室 経済企画庁 1/3ヵ 月

産 業 連 関 表 A A 〃
総理府,通 産省
労働省他

1/5カ 年

主要産業の生産
見 通 し

A B 〃 新聞,雑 誌,業 界 随時

産業動向 主要製品生産実績 A A 〃 通 産 省 1/月

主要産業の動向 A B 〃
銀 行,諸 機 関,

業 界紙 等
随時

鉄 鋼需給 の動 き A A 〃 鋼材倶楽部 1/月

商 品 市 況 A A 〃 新 聞,業 界紙 毎 日

電力需要

動 向
電 力需要 実績 A A 〃

社 内,

電気事業連合会
1/月

自 家 発 の 実 績 A A 〃 通 産 省 〃

主要需喪家の電

力需要計画
A B 〃 主要需要家 1/半 年

主 要需要家 自家

発計画
A A ノノ 〃 〃

電力需要
想 定

管内人 口の動向 A A 〃 厚生省,
総理府統計局

1/年

家庭用主要機器の

普及率使用時間
,

A B 〃 専 門調査会社 〃

住宅建設の動 向 A B 〃 社 内,建 設 省 随時

ビル建 設の 動 向 A A 〃
社 内,業 界

新 聞,雑 誌
〃

空調方式 の動向 A B 〃 業 界,新 聞,雑 誌 〃

主要業 界の動向

(前 掲)

主要需喪家の計画

(前 掲)

生産指数の予測 A A 〃 通産省,諸 機関 〃

`

経済成長率の予測 A A 〃
政府,銀 行,

諸機関
〃

地域動 向 首 都 圏 の 動 向 A A 〃 首都圏整備委員会 〃

工 業立地 の動 向 A A 〃
通産省,

工業立地 センター
〃

地 域 開 発 計 画 A B 〃

蔓1藁禦溺
〃
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■

(資 源予 測 シス テ ム)

種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

エネル ギー 総合 エネルギー政策 A A 燃 料 部
通産省,電 気事業
連合会,エ ネ研 各国
政府,国連,新聞,石
連,石 鉱連

エ ネ ル ギ ー需 給

バ ラ ン ス
A A 〃

石 油 石 油 政 策 A A 〃

通産省,石 連,

石鉱連,エ ネ研,

石油各社,船 舶会

社,日 本海事協会

石油開発公団,新

聞,雑 誌

〃 税 制 A A 〃

〃 開 発 A A 〃

原 油 需 給 A B 〃

石 油 製 品 需 給 A B 〃

〃 製 品輸出入 A A 〃

〃 備 蓄,貯 油 A A 〃

〃 精製,脱 硫 A A 〃

原 油 価 格 A B 〃

石 油 製 品 価 格 A B 〃

外 航 タ ン カ ー需

給,フ レ ー ト
A A 〃

内航 タ ン カ ー需

給,フ レ ー ト
A A 〃

原 油 性 状 A A 〃

石 油 企 業 A B 〃

ガ ス

)

天 然 ガス 需 給 A B 〃

、

通産省,天 然 ガス

鉱業会,日 本 ガス

協会,エ ネ研,各

国政府,国 連,新

聞,雑 誌

LNG需 給 A B 〃

天 然 ガス 開 発 A B 〃

〃 〃 価 格 A B 〃

LNG〃 A B 〃

LNGタ ンカー

建 造状 況
A A 〃

LNGタ ン カー

運 航状 況
A A 〃

パ イ プ ラ イ ン C A 〃
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＼

種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

LNGプ ロ ジェク ト A B 燃 料 部

'

合 成 ガ ス 動 向 A B 〃

石 炭 石 炭 政 策 A A 〃
、

通産省,日 本石炭

協会,石 炭各社,

電 気事業連合会,

各国政府,国 連,

ノ新聞,雑 誌

一 般 炭 需 給 A B 〃

閉 山 状 況 A B
'〃

石 炭 価 格 A A 〃

石 炭 専 用 船
フ レ ー ト

A A 〃

石 炭 企 業 A B 〃

ウラン資源

情 報

自由世 界 の ウ ラ
ン資 源量

A A 原子力部門
国際原子力機関

(IAEA)
1随 時

ウ ラ ン生 産 力 ・

需 給 予想
A A 〃 〃 〃

米 国 内 の ウラ ン

資 源量
A A 〃

米国原子力産業
会議(AIF)

1/月

〃 A A 〃
米国原子力委員会

(AEC)
1/年

米国内の生産力 ・

需給実績予想
A C 〃 AIF 1/月

〃 A B 〃 AIF 1/年

米国内 ウラン探鉱 ・

生産実績統計
A B 〃 AIF 1/年

国内ウラン資源状況 B A 〃
原子力産業会議
動力炉核燃料事業団

随時

世界のウラン資源探鉱
開発状況,生産状況

A B 〃 新聞,雑 誌等 随時

ウラン業者

動 向
業者別保有資源量・
生産 ・取引実績

A B 〃
IAEAAEC,AIF

その他新聞,雑 誌等
〃

業 者 概 要 A B 〃 〃 〃

生産 ・加工設備

状 況
A C 〃 〃 〃

価格動向
ウラン精鉱価格

動向
A C

原 子 力

資 材 部 門

AEC,AIF

新 聞,雑 誌 等

〃

転換価格動向 A B 〃 〃 〃

成型加工 〃 A C 〃 〃 〃

米 ・加卸売物価
指数

A A 〃
米国労働省
カナダ統計局

1/月

米 ・加労務費関
係 指数

A A 〃 〃 〃
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種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

わが国の卸売物

価指数
A B

原 子 力
資 材 部 門

日銀, 1/月

わが国 の労働賃

金指数
A B 労働省 〃

濃 縮関係 濃 縮 基 準 関 係 A A ノノ AEC 随時

濃 縮役務需給動
向

A A 〃
AEC,AIF,IAEA.

新 聞,雑 誌 等

〃

再処理問題
わが国および世界の

再処理工場建設状況
A B 〃

AECAIF動 力炉核

燃料事業団,新 聞,雑誌等
〃

/= 一
栢 動 向 A B 〃 〃 〃

Pu関 係 Pu燃 料開発関係 A B 〃
AEGAIEメ ーカー

新 聞,雑 誌 等

〃

(技 術 予測 シス テ ム)

種 類 名 称 必要度充足度 利用部門 情 報 源 備 考

電源大容

量化関係

大容量火 力ユニ ッ

ト開発見通 し
A A

技術部技術
開発研究所

、

大型 プ ロジ ェク ト

報告,計 画書,

メ ー カ ー,雑 誌,

新 聞,発 表 会,

電 力 中央 研究 所 レ

ポー ト,海 外 雑誌

レポ ー ト等

中間負荷 ユニ ット

開発見通 し
A A 〃

大容量揚水式水力

開発見通 し
A A 〃

直接発電関係情報 A A 〃

蓄電装置関係 〃 B B 〃

原子力関係
新型転換炉開発見

通 し
A A 〃

高速増殖炉開発見
通 し

A A 〃

核融合炉開発見通し A A 〃

電源立地
技 術 外洋港湾工木関係

A A 〃

海底貯油関連技術 B B 〃

海水揚水発電開発
見通 し

B A 〃

公害防除
技 術

脱硫技術実用化見
通 し

A A 〃

冷却水処理技術 A A 〃

放射線管理技術 A A 〃
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種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

大容量長
距離送電

大容量超高圧送

電技術
A A

技術部 技術
開発研究所

学 会,メ ー カー,

雑 誌,新 聞

直流送電実用化技術 A A 〃

超電導送電技術

見通 し
A A 〃

マ イ ク ロ ウ ェー ブ

送電 関係
B B 〃

大容量変
電関係

大容量地下変電所
建設技術

B A 〃

ミニ ク ラ ッ ド実

用化 見 通 し
B A 〃

配電関係 地中配電方式関係 B A 〃

ネットワーク配電技術 B A 〃

環境調和設備開
発技術

B A 〃

公共設備共用方式 A A 〃

系統安定
化関係

、

口 A A 〃

信頼度向上技術 、A A
〃

高 信 頼 リレー 開

発 見通 し
B A

〃

自動化関係
系 統操 作 自動化

見通 し
A A 〃

火 力原子 力 自動
化動向

A A 〃

変配電自動常1脚関係、 B A 〃

そ の 他
防 災 ・安全対策
技術 動向

A A 〃

電 気 自動車,冷
暖房 関係

A A 〃

熱併給技術見通 し B A 〃

海水淡水化技術見
通 し

B A 〃

基礎技術 材 料 関 係 A B 〃

新機器開発動向 B B 〃

工法,運 用管理技術 A B
〃

シ ス テ ム 技 術 A A 〃
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(資 金 予測 シス テ ム)

種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

通 貨

(金 融)

資 金 需 給 関 係 B A 日銀,新 聞,雑 誌 随時

金 融一般 日 本 銀 行 金 利 A A
日銀,市 中銀 行,

新 聞,雑 誌
〃

準備預金準備率 B A 〃 〃

コ ール市場 資金 B A 〃 〃

産業資金供給関係 A A 〃 〃

金 利 銀 行 貸 出 金 利 A A 〃 〃

預 金 金 利 A A 〃 〃

コ ー ル ・ レ ー ト A A 〃 〃

公社債応募者利回 A
、

A
日銀

新聞

証券会社,

雑誌
〃

銀行関係 銀行貸 出状況 A A
日銀

新 聞

市中銀行,

雑誌
〃

公 社 債
株 式

公社債応募者利回 A A
日銀

新聞

証券会社,
雑誌

〃

株 価 A A 〃 〃

公社債発行償還
状況

A A 〃 〃

一

公社債消化状況 A A 〃 〃

(国 家予算)

一般会計財投関係 A A
大 蔵,通 産,開 銀,

新 聞,雑 誌

〃

国 債 関 係 A A
大蔵,日 銀 証券,

会社,新 聞,雑 誌
〃

(貿 易 ・外国為替 ・国際収支)

国際収支状況 A A
日銀,市 中銀 行,

新 聞,雑 誌
〃

外 貨 準 備 高 A A 〃 〃

外貨導入状況 A A 〃 〃

外 国 為 替 相 場 A A 〃 〃
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種 類 名 称 必要度 充足度 利用部門 情 報 源 備 考

(国民所得)

国民所得 統計 A A
企 画庁,日 銀,

新 聞,雑 誌
随 時

(外国関係)

中央銀行公定歩合,
市 中 銀 行 金 利

A A
大蔵 省,日 銀,

新 聞,雑 誌
〃

国債・社債 株式利回 A A 〃 〃

外 貨 準 備 高 A A 〃 〃

国 民 総 生 産 A A
企 画 庁,日 銀,

新 聞,雑 誌
〃

国際収支状況 A A
大蔵 省,企 画 庁,

日銀,新 聞,雑 誌
〃

(経済一般)

主要経済指標 A A
企 画庁,日 銀,

新 聞,雑 誌
〃
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(参 考資 料)電 気事 業 に おける コン ピ ュー タを中 心 とする 経 営情 報

シ ステ ム(MIS)の 推 移

電気 事業 に おけ る現 在 まで の歩 み は,ほ ×'次の3期 に分 け て集 約す る こ とが

で きる。

1.第1期(1951年 ～1958年)

電 気 事 業vafoけ る ビジネス ・オ ー トメー シ ・ンは,1951年 日本 生産 性

本 部 よ り派 遣 さ れた 訪米 電 気事 業 調 査 団(団 長一 本 松珠 機(関 西 電 力)そ の

他 各社 よ リメ ンバ ー参 加)が,「 パ ンチ ・カ ー ド ・シス テ ムの導入 」 を勧 告

した こ とに 始 ま る。 爾 来,1954年B社vak・ け る導入 を嗜 矢 と して,9電

力会社 の うち,7社 まで が逐 次 パ ンチ ・カー ド ・シス テ ムを導 入 した。

しか し最 後 ま で パ ンチ ・カー ド ・シズ テ ム を導 入 せず,1959年 に コ ン

ピ ュータ を メー カー と共 同 開発 した,左会 社 と同年 ア メ リカよ リ コ ン ピュ 一 夕

を導入 した会 社 が あ る。.

1.1パ ンチ ・カー ド ・シス テ ムは,主 と してオ ペ レー シ ・ナ ル ・コン トロー

ル の 分野 に おけ る事務,技 術計 算 に使 用 され たρ い うな けば,現 在 まで と

って きた業 務 運 営 の シス テ ムを変 え る こ とな しに,入 力 に よる 作業 を置 換

え る こ とに 主 眼が 置 か れ てい た。(例 えば,各 需 要家 の 月別 電気 料 金 の計

算,株 式 業 務,給 与 計算 な ど)。

エ2パ ンチ ・カー ド ・シス テ ムを導 入 しなか った会 社 の場合,人 力 の代 用 を

目的 とす る作業 は小 型 会計 機 の利 用 に よる とい う一段 階 を置 くこ と と し,

この間 に 日常業 務 運 営 の シス テ ムの標準 化 な ど経 営環 境 の改 善 に焦 点 が絞

られ た。(科 学 的 な 需 要 想定 方式,最 適 設備投 資 の方 式 の検 討,分 化 した

現 業組 織 がそ れぞ れ もってい た帳 簿 や カー ドを簡素化 す る と と もに,な る

べ く一 つの もの が流 れ る よ うに して機 能 の綜 合化 をはか るな ど)。

1.3こ の期 間に8社 は す べ て パ ンチ ・カー ド ・シス テ ムの 導入 を完 了 した。

2.第2期(1959年 ～1968年)

前 述 の ご と く,電 気 事 業 に おけ る コン ピュー タ ・シス テ ムの導 入 は,
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1959年 に 始 ま っ た の で あ る が,初 期 に お い て は,k・foよ そ の 会 社 に お い

て,コ ンヒoユ一夕と パ ン チ ・カ ー ド ・シ ス テ ム を併 置 した 。1961年A社 に

k・け るUNIVACEの 導 入 を ‖嵩矢 と して,各 社 は 主 と してUNIVAC,IBM

そ れ ぞ れ の 比 較 的 大 型 の 機 種 に よ っ て,そ れ ま で 稼 動 さ せ て き た パ ン チ ・カ

ー ド ・シ ス テ ム の 置 換 を行 う方 向 に 進 ん だ
。

2.1す べ て のMISの 思 想 が コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム を 経 営 の な か に 導 入 す

る と 同 時 に 始 ま っ て い る よ う に,日 本 の 電 気 事 業 に お い て も そ れ は 例 外 で

は な か つ た。

初 期 に お い て は,MISは コ ン ピ ュ ー タ を 中 核 と す る通 信 ネ ッ トワ ー ク

の 将 来 の 構 成 を 考 え,経 営 に お け る綜 合 情 報 シス テ ム の 可 能 性 と結 び つ け
～

て,ど ち らか とい う と観 念 的 に と らえ られ てい た。 しか し,MISの 確立

には,経 営 内 で解 決 すべ き前 提条 件 の多 い こ とが 次第 に認識 され る と とも

に,当 面 は サ ブ ・シス テ ム とそ の綜 合 化 に重 点 が 置か れ る よ うに な つた 。

(例 え ば,需 要 家 の供 給 申込 → 設 計書 の 作成 一 工 事付 託 → 資材 の配給 → 工

事 請算 →貯 蔵 品購 買な どの一 連 の業 務 を支持 す る情 報 ファ イル の開発 など)

しか し,サ ブ ・シス テ ム も綜 合 的経 営 シス テ ムの な か の一 部 の シス テ ムで

あ り,全 体 を考 え て の部 分 で あ る こ との認 識 とシス テ ム化 の さ い にそ れ を

実 現 して ゆ く努 力 がそ の 時代 にお い て は必 ず し も十 分 で なか つた といえ る

で あ ろ う。 しか も,経 営 の情 報 シス テ ムは必 ず しもコ ン ピュー タ をベ ース

と した もの ばか りで は な か つた。

2.2こ の期 に 拾 いて は,新 たに コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムを経 営 の なか で 開発

して ゆ くには,か つ て そ の役 割 を十 分 に 果 して きた パ ンチ ・カー ド ・シス

テ ム を理 解 す る とは ちが つた考 え に立 って そ の潜 在能 力 を発 揮 す る こ とが

大 切 で ある ことの認 識 お よび実 現 に 多大 の 苦労 を重 ね た。

この こ とは,直 接 シス テ ム設 計 に参 画 す る人 々の み な らず,経 営 の 各階

層 に あ る人 々の 問題 で あ つた。 シス テ ム ・エ ン ジニ ア リング,意 思 決 定,

シス テ ムデ ザ イ ン,OR,プ ログ ラ ミング な どにつ い て,テ ーマ 別,階 層
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別 の教育 が真剣 に と りあげ られ る よ うにな つたの は この時 期 に始 ま る。

3第3期(1969年 ～現 在)

現 在 に お い ては すべ て の会 社 が,そ れ ぞ れ の経 営活 動 の 目的 と重 点 に した

が つてMISを 志 向す る シス テ ム開 発 をすす めて い る。 オ ン ライ ン化 につ い

ては す で に一 部実 施 に うつ して い る社 も あ り,ま た地 方支 店 ご とに 中型 コ ン

ピュ ー タ を設 置 して ネ ッ トワーク を形 成 して い る社 もあ る。 そ の企 業そ れ ぞ

れ に よ つて適 用業 務 の種類 と規模 お よび使 用 して い る主 な機 種 は 別 表 に示 す

とお りで あ る。 そ の特 色 はお お よそ 次 の よ うに集 約で きるで あろ う。

31会 社 の 中 に は,① 情 報 シス テ ム の開発 コ ン ピュー タ中心,と くに オペ レ

ー シ ・ナル ・コン ト・一ル の分野 に お け る シス テ ム化 に重点 をお い て進 め

てい る と ころ(例 え ば,需 要 家 情 報 シス テ ムの開発)と,② これ もさ る こ

となが ら,長 期 予測 一経営 モデ ル ー経 営 計画(計 画,実 行 お よび管 理)な

どの 情報 フ ィー ド バ ック ・メ カ ニズ ムの 開発 に もと りかSつ てい る と こ

ろ と2種 類 の パ ター ンが あ る。

後 者 に おい て は,経 営 の情 報 シス テ ムは コ ン ピュー タを ベ ース とで きる

もの とそ うでない もののす べ て を カバ ーす る もので あ つて,こ れ をMIS

とい う表 現 で な しに 「総 合情 報 シス テ ム」 とい う名 で く く つて い る とこ ろ

も ある。

32電 気 事 業 に お いて は,コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの 開発 の基 本 方針 と基 本

計 画 は もちろん トップ経 営層 の 決 定 す る と ころで あ るが,そ の実 行 の権 限

は,集 中化 され た一 つ の シス テ ム開発 部 門 に集 中 しない。 い うな らば,例

外 な く関 係各 部 門 と シス テ ム開 発 の責 任 部 門 との共 同 開発 の形 を とつて い

る。 具 体 的 に いえ ば,シ ス テ ムの種 類 ご とに タス ク ・フオ ー スが 組織 さ れ,

シス テ ム ・メイ ンテ ナ ンスに つ い ては 部 門間 に責任 の 分担 が 定 め られ て い

るの で ある。

大 型 の シス テ ム 開発 プ ロジ ェク トの設計 は もとよ り,プ ログ ラムまで 主

と して 自営 で行 われ,こ れ は シス テ ム開発 部 門 の責任 で あ る のが 常 で あ る。
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しか し,小 型 の プ ロ ジ ェク トお よび 小型 コン ピ ュー タの利 用 に あ た つて 各

部 門 の オー プン ・プ ログ ラマが 動 員さ れ る例 は す くな くな い。

あ る社 で は,こ の よ うな プ ログ ラマが社 内に500名 余 い る ところ も あ

る。 シス テ ムの実 効性 に 関 す る評 価 基 準,評 価 を実 施 す る組織 は ま だ確 立

して い ない。

33エ ネ ル ギー供 給 事 業 と して の電 気事 業 が地域 開 発 を中心 とす る社 会 シス

テ ムの 開発 に際 して果 す 役 割 が最 近 とみ に増大 して い る。 と くに電 気 事業

が社 会 シス テ ム開発 の 計 画 段階 か ら参加 す る必 要 性 が 高 ま った こ と,公 害

防止,美 観,安 全 お よび 福 祉 の維 持,高 水 準 の需 要 家 サ ー ビス,流 通 機構

へ の参 加 が要 求 さ れ てい る こ とは,電 気事 業 の情 報 シス テ ムが社会 シス テ

ムの一 環 と して設 計 さ れ,維 持 され て ゆ く必 要性 を ます ま す高 めて い る。

こSに,広 い 意味 での総 合 情 報 シス テ ムが,シ ンク ・タン ク,デ ー タ ・バ

ンク等 の支 え の も とに 開発 され な けれ ば な らぬ 方 向付 け の動 因が あ る。

34な お,9電 力会 社,電 源 開 発会社,電 力中央 研 究所k・ よび 電 気事 業連 合

会 共 同 の全 国 電気 事 業 事 務機 械 化 研究 会 が昭和26年 以来 もた れ て お り,

春 秋2回 開催 さ れ る。 春 は特 定 シス テ ム,秋 は政 策 課 題 を テー マ とす る。

メ ンバー 会 社 で開 発 さ れ た プ ログ ラムは年1回 コ ンパ イル され て,相 互 の

利 用 に供せ られ るo

へ

な お,電 気事 業 を一 つ の単 位 とす る情 報 ネ ッ トワ〒 クの ハ ー ドウ ェア面

で の共 通 問題 や他 産 業 との バ ランス を話 し合 う場 と して電 気事 業 連 合 会が

あ り,情 報 担 当が 任 命 さ れ てい る。

◎ 別表 電 力各社 にお ける業務機械化の概要
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電 力 各 社 に お け る 業 務 機 械 化 の 概 要(そ の1)

A B C D E

人事 人 事 ・労 務 ・研 修 ・給 与 全社員 全社員 全従業員 全社員 全従業員
労務 生 活 ・住 宅 ・保 健 ・統計

財 務 会 社 期末固定資産会計
全設備

月次、期末
全店、全科 目

期末減価償却累計率 全設備
配電取替費 全店

月次、期末
全店、全科目

月次、期末

全店 全科 目
経

理
予 算 管 理 月次、期末、損益予決算

全店
月次、期末予決算

全店、全科 目
月次、期末予決算

全店、全科目

資 金 管 理 資金実績 全店 資金予算、実績集計 全店 資金実績 現預金残高月次

主
全店

要 資

資 材 貯蔵品需要予測、受払精算

金品目
貯蔵品計画実績比較
受払精算 指定品目

貯蔵品計画実績比較、納期管理、

配給調整、受払精算 支払
577品 目

納期管理、出荷指示、支払
金品目

材 輸 送
事
機 燃 燃 料 石炭支払代計算および受払

全火力
石炭支払代精算 全業者 石炭受払 全火力

石炭支払代計算 全業者
料 購買統計、本店購入分 騰買統計、 輸送統計、工事契約統

械
統 計 車輌運行統計 全店 計、燃料分析統計 全店

務
営
料 金 認 定 全店、全種別 全店、一般分 東京支社、周辺店、一般分 全店、一般分

全店、高圧分
全店、全種別

(除 特約)化
業 収 入 管 理 東京支社、大 口分
・ インク ワイア リー

機 業
料
金 統 計 営業統計 全店

サンプリング調査、負荷曲線 全店
営業統計 全店 営業統計、K.W.Hラ ンク別統計、変

電所別需要統計、東京支社周辺店

営業統計
電圧別産業別需要統計 全店

営業統計
使用量分布、産業別統計 全店

械

務
配

工事管理
および関連資材

設 備 台 帳

貯蔵品受払精算
全店

高圧線調書

貯蔵品受払精算
全店

設計、資材請求、受払在庫、工程

管理、工事精算、 月次期末処理
9支 社

機器特性、東京支社お よび

貯蔵品受払精算
1支店

機器特性1店

設計(工 事)資 材請求、受払在庫
工事精算、 月次処理

全店

電 18営 業所、委託実施

統 計 ・ 調 書 事故統計、電圧測定、全店 事故統計、停電統計、全店 電圧測定、計器統計 全店 事故統計、計器統計 全店 計器統計 全店

化
全社的設備計画

供給予備力計算
送変電計画の経済評価

系統信頼度予測計算
電力系統構成計算

電力需給計画計算
設備計画と信頼度の分析

給電需給計画計算 電力需給計画計算

技 電源開発計画経済計算
術 部 門 設備計画 配電用変電所の配置計画 2次 配 電系統信頼度 シミュレーシ 送電系統計画計算
・

ヨ ン

工
務
設 備 台 帳 変電設備台帳 水力変電設備管理

統 計 給電統計、流量統計 流量統計 流量統計 流量統計、可能電力量計算
可能電力量計算 水力事故統計 発受電統計

システム開

発直接部
門の要員

管 理 ・者
●

プラ ンナー ・プ ログ ラマー

7

32

7

24

5

44

9

55

5

49

導 入 代 表 機 種 ユ ニ パ ック494×1 エBM360/65×1 ユ ニ パ'ッ ク7494×1 ユ ニ パ ック1108×1 エBM360/40×1

給

電

主
要
自
動

運 用 計 画↓
・

有効電 力制御

ELD翌 日予想計算

電圧無効電力制御
AFC(AIEDC(A)

負荷 予測制御

ELD翌 日予想計算

電圧無効電力制御
AFC(AEDC(A入 水系運用制

御(Aル ープ潮流制御(A

ELD翌 日予想計算

AFCω 、EDCω 、 負荷予測制

御

ELD翌 日予想計算

電圧無効電力制御
AFO、EDC、 負荷予測制御、

融通電力量制御

ELD翌 日予想計算

電圧無効電力制御
AFO、 .EDC、 負荷予測制御、
融通電力量制御、水系運用制御

自

動

化
業
務

系 統 監 視
(A)アナ ログ装置による自動化

状態監視および信頼度チェ ック

事故処理方法の判定表示
記録処理

状態監視お よび信頼度チェ ック

事故処理方法の判定表示

負荷予測制御、記録処理

状態監視
電圧、潮流、短絡容量の算定(勾

状態監視および信頼度チェック、

事故処理方法の判定表示
記録処理

状態監視および信頼度 チェ ヅク、
記録処理

化 運
導 入 代 表 機 種 45/工

TOSBAC ・
70[〕9/20

42/12 H工PAC↑03

(オ フ ライ ン) 45/上

TOSBAC

7000/20 45/下
TOSBAC
7000/20 46

開 (制 御用) 45/上 H工TAC7250

(制 御 用)

(制 御用) (制 御用) (制 御 用)
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電 力 各 社 に お け る 業 務 機 械 化 の 概 要(そ の2)

F G H 工 」

入事 人事 ・労 務 ・研 修 ・給 与 全社員 全社員 全社員 全社員 全従業員
労務 生 活 ・住 宅 ・保 健 ・統 計

経
財 務 会 計 期末固定資産

全店
月次、期末

全店、全科目

月次、期末

全店、全科目

月次年次固定資産
全店

予 算 管 理 配電取替費 全店 月次期末予決算

全店、全科目

月次、期末予決算

全店、全科 目

月次、年次損益予決算 全店

e 理 預金未達照合月況 一部 資金実績 資金実績 資金実績 全店
主

資 金 管 理 全店、全科目 全店、全科目

'

資 材
貯蔵品受払精算

金品目
貯蔵品受払精算、支払

配電用品
出荷指示、受払精算、支払

全品目

配給計算、貯蔵品受払精算支払

金 品目

貯蔵品受払精算 全品目

要 資
材 輸 送

事 撚 燃 料
石炭支払代計算 全業者 石炭燃料油支払代計算

全業者
石炭支払代計算 全業者 石炭支払代計算および受払

全火力
機 料 燃料諸統計 燃料分析統計、購入燃料統計

統 計 石炭諸統計 購買注文統計

務 械 営
料 金 認 定 全店、[般 分 全店、一般 分 全店、全種別 全店、一般分

(本 店処理分)
業 (店所処理分)
● 収 入 管 理 振替分入金整理 高圧分

機 化
料
金

インク ワイア リー

統 計

10営 業所

営業統計
従灯サンプリング 全店

営業統計 全店 営業統計
変電所別 産業別統計 全店

営業統計 全店

械 業
配

工事管理
および関連資材

貯蔵品受払精算 貯蔵品受払精算、工事精算
全店

受払在庫、工事精算、月次期末処
理 全店

貯蔵品受払精算
全店

設 備 台 帳

化 務 電
統 計 ・調 書

事故統計 全店 電圧測定、停電統計 全店
電圧測定、停電統計、計器統計、
工事統計 全店

停電統計、工事統計 全店

1

電力需給計画計算 電力需給計画計算 電力需給計画計算 電力需給計画計算 電力需給計画計算
全社的設備計画 各供給方法の経済比較 系統信頼度計算 系統信頼度、潮流計算

技 電源開発経済計算

循 部門設備計 画
1次 系統計画計算 送電線先行投資計算

基幹送電線増設計画
送変電設備信頼度計算 1次送電系統の信頼度計算 送電鉄塔設計計算

工
務
設 備 台 帳

通信設備台帳
発変電所設備台帳

通信設備台帳

統 計
発変電、事故統計、給電統計

流量統計
事故統計 流量統計 発受電実績統計 ・流量統計

負荷曲線分析統計
給電統計
火力修繕費予決算比較表

発送変電保守管理統計

…

システム開

発直接部
門の要員

管 理 者

プランナー ・フ石グテ ー

14

45

5

66

10

35

11

40

電

発

14

17

開 発

計 算
センター

8

46

導 入 代 表 機 種
エBM360/50×1

360/40×2
H工TAC8500×1 エBM360/40×2

本 店 設置工BM560/40× 』1

汎 用

・・AC22・ ・/・・… §墓籠

エBM360/50×1

360/40×1

写

主 ELD翌 日予想計算 ELD翌 日予想計算 ELD翌 日予想計算 ELD翌 日予想計算 翌日水系運用計画

給
要
自
動

運 用 計 画
AFC、EDC、 負荷 予 想 制 御 AFC、BDC、 負荷予想制脚 、

水系運用制御、融通電力量制御

電圧無効電力制御
AFC(AEDC、 負荷予測制御

融通電力量制御

電圧無効電力制御
AFC(∋ 、EDC(A、 負荷予測制

御、融通電力量制御ループ潮流1脚

水系運用制御〔A

}

電 化 有効電 力制御
状態監視お よび信頼度チ子 ック 状態監視 お よび信頼度チェック 状態監視

自

動

業
務 系 統 監 視

(Aア ナログ装置による自動化 記録処理 記録処理
事故処理方法の判定表示
記録処理

事故処理方法の判定表示

水運用制御、記録処理. 記録処理

化
運

開
導 入 代 表 機 種 43/2

IBM360/50

(事 務 用)

H工TAC

8500

44/2

H工TAC

7250

(制 御 用)

44/11
TOSBAC

7000/60

(制 御 用)

40/5

46/土

TOSBAC

3500B(制 御用)

TOSBAC

.700D/20(制 御用)

45/下

(制 御用)
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⑨

'

1.は じ め に

終戦後の耐乏生活 も経済復興 とともに徐 々に改善され、衣食が足 りてきた頃消費動向は耐

久消費財に移行 し、所謂三種の神 器といわれた白黒テレビ,洗 濯機,冷 蔵庫が消費者に とつ

ては絶好の生活改善手段 として注 目され、一方、 メーカー ・サイ ドにおけ る生産 の合理化,

大量生産に よるコス ト・ダウンで価格的に購入可能商品 として提供 され急速 な普及,進 展 を

みせた。

ここに家電業界は産業界において着 々とその地歩 を固め、 日本経済成長の原動力 として値

入消費支出に占め る家電商 品の比重 を拡大 し、大 きなマーケッ トを形成 した。

その後、昭和40年 をボ トムとした日本経済の構造不況 と、家電業界 では主力商 品であ る

三種の神器をは じめ として需要一巡に よる経営不況 とが重 な り、業界初の大 きな試練 を経た

ものの、41年 以降従来家電商品の買替え需要,二 次需要の回復 と、 カラーテ レビの普及化

に伴 い家電業界 の成長速度は刀口速 され、そのマーケッ トは巨大化 したのである。

昭和45年 後 半か らの二重価格問題 に端を発 した消費者運 動により業界vatoけ る消費動向,

経営姿勢にその変化はみ られた ものの、今 日まで家電業界は順調な拡大路線を歩んで きた恵

まれた業界であつたといえ よう。

以上の様 な経過 をた どつた家電業界の特質 として、次の ようなことが上げ られ る。

O主 力商品に よる市場影響度 が極 めて高 い

。商品の ライフ ・サイクルが比較 的短い

O商 品化余分が大 きく商品分野が広範 であ る

Oそ のため、技術革新に よる新製 品開発競争 が激 しい

その結果、 ポス トカラーともか らんで現今家電業界 といわれ るなかには多角化,脱 家電化

が進行 し電化器具 と並 び住宅関連機器を も包含 されつつあ り扱い分野は更に拡大 している現

状 であ る。

一方、家電業界 の成長力が本格化 した一つの要因 として先 に述べた通 り大量生産,大 量販

売の好例 として生産 コス ト,流 通 コス トの合理化 が可能であつたことがあげ られる。

従って家電業界 のマーケツ トカを高め得 た流通形態の変革 もまた顕著 であつだ。

即 ち、初期の流通形態の中でメーカー,卸 店,小 売店 といつた垂直形態にそれぞれの段階

で家 電業界 の規模 の拡大 とともに変動 がみ られた。

メーカー間競争の激化,卸 店小売店等流通段階 での規模体質 の変化、新 しい流通 チヤンネ
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ルの参入等の現象に よリマーケ ツテイ ング戦略 と しての流通系列化政策が有効 な手段 として

認識 され メーカーに よる一元的流通 システムが誕生 したわけであ る。

しか し、家電商品が量産商 品であ り且つ多種商品を もつて市場 の拡大が進展 したことに よ

り、大規模小売企業 の成長,商 品別専門店 の出現 といつた情勢変化がみ られ流通 システムの

多元化現象へ と転換 しつつある。

従って家電業界におけ る企業経営 は生産の合理化 とともに流通 の合理化 を追求 し、流通 チ

ャンネル政策は、 システム的なダイナ ミズムをもつて地域別商品別 に行なわれ経営体質は常

にフレキシブルな ものが要求 されてい る。

また、流通企業において も規模の拡大,商 品の多角化,消 費動向の変化等に対応 すべ くマ

ーケ ソテイング戦略の変化,企 業体質 の強化,経 営姿勢の柔軟性が問 われてい る。

以上の家電業界 におけ る体質方向の変化 は今後扱い商品の多角化,流 通形態の多様化,消

費動向の質的変化等に より益 々顕著に なり家電業界の流動性に拍車がかか るもの と思われ る。
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2.企 業経営のためのプ ランニング情報

2.1は じめに

企業規模の拡大 とともに、企業組織 の複雑化,さ らには業界,経 済界 におけ る複雑化は益

々 トップ ・マネジ メン トの意志決定 を困難に してい る。

最近の情報の洪水の中で、真 に必要 な情報 と、 そ うでない情報 の選択 を行 ない、 さらに正

確 で迅速 な情報 を提出する情報提供 システムへの基礎 とすることを考 えている。

2.2長 期経営計画の 目的 と内容

経営計画におけ る長期経営計画は経営 ピジョンに基づき、経営 目標 の実現 に至 る基本路線

の設定 とそのための戦略 を策定 し、短期実行計画 の支柱 となるものであ る。

即 ち、戦略要因 の決定,重 点 目標 の決定は企業環境の動向調査 一需要予測 一技術予測等 一

を行 な うことに より企業の基本 目標実現 のための経営 ポ リシーとしてなされ るものであ る。

この様に経営 ピジョンの設定 とその実現のための戦略計画 としての長期経営計画は、大 き

くは ① 経 営 目 標

② 基本計画 一 商 品別販売計画,販 売網計画

③ 部 門 計 画

とに よつて編成 され る。

経営 目標の設定 では売上規模,利 益 目標,占 拠率 目標,生 産性 目標,新 規分野 の探索等が

企業 レベルの戦略 目標 と して とらえ られ、 この経営 目標 を企業の構成組織の部門 目標に分化

し、基本計画 と部門計画 とに よつて戦略展開が行 なわれ る。

基本計画では、商品別販売計画 と販売網計画 が策定 され るが、商品別販売計画は商品分野

ごとの事業計画 と して、 その販売 ルー ト別販売計画,利 益計画,占 拠率計画,商 品計画,新

規分野進出計画,仕 入計画等 が、 また販売網計画は市場 の流れ、各径路別の効率等 の面 か ら

行 なわれ る。

部門計画では、広告計画,物 流計画,教 育計画,サ ー ビス計画,事 務合理化計画等が販売

促進面か らの戦略計画及 びコス ト面か らの経営効率 の追求 として策定 され る。
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2.3長 期 経 営 計 画 の策 定 プ ・セ ス と情 報

2.3.1概 要

長期 経営 計画 は トッ プ ・マ ネ ジ メ ン トの経営 ポ リシー の表 現 で あ らね ば な らないが、 一

方 、 従業員 に 自己の問 題 と して と らえ実行 意欲 を盛 りた て るた めに 策定 手続 にで きるだけ

多 くの入 の参加 を得 る ことが大切 で あ る。

従 っ て、 全企 業組 織 を挙 げ ての長期 経営 計画 の策定 プ ・セ スは企業 内 コ ミユ ニヶ ーシ ヨ

ンの確立,ト ップ ・ポ リシーの浸 透過 程 と して評価 す るこ ともで き る。

長 期経 営 計画 の策定 プ・セ スは 図 一1の 通 りで あ る。

即 ち、社 内外 情報 の分析 検 討 に よつ て、 将来 の環 境 変化 の予測,自 社 経営 の問 題 点 の指

摘 を行 ない、 自社経 営 の修 正 または強 化 すべ き方 向 を知 るこ とがで きる。

公 式 また は非公 式 に得 た トップ ・マ ネジ メ ン トの意志 を中心 に これ らの要 素 を加味 して経

営 目標 の試 案 を策定 し、 トップ ・マネ ジ メン トの承 認 を受 け る。

次 いで、 トップ ・マ ネ ジ メン トの承 認 を受 けた 経営 目標 は 企業 戦 略 と して基 本計 画 に反

映 され る。

この基 本 計画 は、 更 に ブ レーク ダ ウンされ て商 品別 ル ー ト別販 売 計画 及 び部 門計 画 が策

定 され る。

最後 に、 全社 的立 場 か ら基 本計 画,部 門計 画 の総合 調 整 を行 ない、最 初 に設定 した経営

目標 との整合 性 を検 討 し、 トップ ・マネ ジ メ ン トの承 認 を受 げ る。

こ う して オ ー ソ ライ ズきれた長 期経 営 計画 は、 短期 実 行計 画(予 算)に 連 動 し戦 術展 開

され て具体 的 な努 力 目標 とな る。

⑨
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図一1長 期経営計画設定 の基 本チャー ト

2.3.2長 期経営計画の 目標設定

(1)概 要

長期経営計画 の期間は、企業 の特 質によつて一定ではないが5カ 年計画 とす る企業が

、
多 く、特定部門の計画 一 設備投資計画,研 究開発計画 など 一 では、それ以上の期間計

画 を策定 しているところ もある。

現在の ところ家電業界 の特質に鑑 み5カ 年計画を策定 しているが、 いずれに して も長

期経営計 画の実施は遠い将来 に亘 って影響 を及ぼす ことになるので、経営 目標設定の段

階 においては実現可能性が重視 され る一方、単 なる過去の延長ではな ぐ、大胆 に何 らか
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の革新的計画 を減 りこむ ことも考えなければ ならない。

従って多方面か らの情報 を収集す ると同時 に得 られた情報を分析研究 し、企業 におい

て統制不可能 な条件 と、ある程度統制可能 な条件 を列挙 し、可能条件への大胆かつ冷静

な取組み と不可能条件の制約 を十分認識 した上 で弾力的,意 欲的かつ客観的な経営 目標

を設定 しなければならない。

本来、長期経営計画 は トップ ・ポ リシーを中核 として経営 目標 に戦略 的肉付 けを与え

それを具体的,実 践的に実現す るための方法 とスケジュールが明確に示 された ものでな

ければならない。

経営 目標 の設定 は図 一2の ような過程で行 なってい る。

経 営 体 質

検 討

体 質 強 化

検 討

経 営 規 模

検 討

占拠率向上

検 討

経営目標

原 案

一165一

新 規 事 業

検 討

新 規 分 野

検 討

図 一2経 営 目標 の設定 チャ ー ト
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即 ち、経営 目標の構成要素を

① 経営体質の改善,強 化

② 経 営 規 模

③ 新 事 業 計 画

の3つ に分け、それぞれの立場か らの掘 り下げを行 ない三者 を総合 して経営 目標原案 を

策定 し、 トップ ・マネジメン トの承認 を受け る。

なお、経営 目標 と して採用するのは通常次の通 りであ る。

① 販 売 高

② 利益高(売 上利益率)

③ 市 場 占 拠 率

④ 一人 当 り生産性

⑤ 総 人 員

⑥ 人件費率(労 働分配率)

⑦ 新事業 スケール

(2)情 報の収集 と要因の検討

長期経営 計画の策定 にあたつて、まず、検討 しなければならない要因 には次 のような

ものが ある。

① 社 外 環 境

。経済動向

o政 治,社 会動向

。技術動向

③ 社 内 環 境

。財務関係

。市場関係

。商品関係

。そ の 他

① 社外環境.

② 業 界 動 向

。商品のマクロ的需要動向

。他社動向

O関 連業界の動向

企業の業績 は、国際経済,国 内経済 の動 きと密接に関連 してお り、長期経営計画の

前提 として、まず マクロ的経済予測 を行 なわなければならないが、 これは政府関係 の

情報 をは じめ銀行,証 券 その他民間研究団体の経済予測を利用で きる。通常は外部予
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測 だけで十分だが、必要 なときは各社 独自の見地にたつて予測 している。

第二には政治,社 会動向の予測 を行 なう。

特 に今 日の ように政治情勢,社 会情勢 の変化が著 しく、公害問題等 においてみ られ

た ように、企業 に少 なか らぬ影響を与え るような時代 になると決 して無視 しえない問

題 である。

第三は技術 予測であ る。

技術革新 テ ンポの加速化,商 品の ライフ ・サイクルの短縮化現象は、技術予測 を困

難 に してい る。

技術革新が産業構造 の変化につなが ることもあ り、何 らかの形 で技術変化 を長期計

画に折 り込む ことが必要である。

最近になつて技術予測 の手法 も徐 々に開発 されて きてお り、確度 の高い情報 が利用可

能 となつた。

② 業界動向

一般 の経済:社 会動向の情報に次 いで検討 しなけれ ばならないのは、同業他社の動

きも含めた業界 全体 の動向であ り、 これは、戦略立案 の基本 となる。

商 品の長期需要予測は、販売計画設定の基本であり、通産統計,工業会統計等過去の

実績統計はか なり充実 し、 なかで も主要商 品に関 しては、金融機関,民 間研究団体等

外部機関の予測値 も利用可能である。

同業他社 の動 きは企業戦略,商 品戦略の立案に非常に参考 になるが、有価証券報告

書,新 聞,雑 誌等 の発表,前 線 か らの情報,そ の他か ら推測 もで きる。

また、関連業界 一 建設業界,住 宅業界,住 設機 器業界,ス ーパー,百 貨店,そ の他

一の動 きも重要であ り、新事業計画に関 しては、 勿論、現行事業 の拡大,強 化計画の

策定 について も慎重 な調査 を要す る。

③ 社内環境

長期経営計画策定 に関 しては、過去 の実績 データをか なり遡 って分析 しなければな

らないが、 これ らの情報は社内の各関係部門 に分散 され ているものが多い。

従 って、長期経営計画策定に必要な経営情報の一元管理は当然要請 され るものであ

り、 そのためのDATA-BASEの 確立が さらに確定 されなければならない。

(3)体 質 改 善

予測手法がいかに進歩 した とはいえ、不確実性は必ず伴 うのであ り、将来の偶発事象
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に、 いち早 く対応 し、機会利益 を獲得す るために経営余力を貯えてお くことは、長期的

な企業経営に とつて非常に重要 なことである。

また、社会情勢の変化 が著 しい 「変動す る社会」の中で、激 しい企業競 争に打勝 ち、

企業が存続す るためには、何 よりも柔軟 な経営方針 と弾力的な経営体 質が要求 され る。

一方、経済 が拡大期に移行 すると、企業 利益は生産 の拡大のみに よつて産出す るだけ

では決 して十分で なく、生産性の向上 と経営 の合理化努力を行 なわなければな らない。

経営体質の改善強化の経営 目標 はこ うした要請に従い、経営効率の追求 を計数的 に集

約 した ものである。

従 って、経営体質の改善強化は、利益率 目標 を中心に利益率の向上 につ なが る計数 一付

加価値,生 産性,分 配率 など一をサブ目標 と して設定 され、以後の部門計画 の体質改善

の戦略立案 におけ る目標値 となる。

これ らは、過去 の財務計数の分析,同 業他社 との比較,お よび国民経済 の予測 一特に

人件費の伸び率 一を基本ベ ースと して、意欲的 な改善努力と客観 的な実行可能性 の バラ

ンスを考えて設定 している。

一般 に体質改善強化の指標 として、 目標数値 を設定 しているものは次の通 りであ る。

利 益 売上高利益率 付加価値率

人 員 人件費率 労働分配率

生 産 性P/H販 売生産性 付加価値生産性

(4)経 営 規 模

前項 の経営体質の 目標計数が入事,組 織,合 理化,財 務内容等 の経営体質の改善強化

戦略の基 本 目標 となるのに対 し、新事業 を含めた経営規模は成長戦略の基本 目標 となる。

販売量 の設定等は、 トップ ・マネジメン トの意志,社 内外環境等 多種の要因がか らみあ

い一義的には決定 し得 ないが、

① 経費,生 産性 などの社 内情報 をベ ースにいわば経営上の最低線 の設定

② 需要動向,商 品開発状況等及 び販売網 の評価等,商 品及び販売力か らの設定

の二方面か らの試算 を行 ないこれを政策的に修正 している。

① の基本的な考え方

(イ)経費の自然増 を吸収 で きること

(ロ)人員 との関連において生産性の向上ができること

(ウ)販売ル ー トの拡大強化がで きること
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② の基本的な考え方

(イ)商 品の需要動向 と占拠率向上の可能性か ら考え られ る規模

(ロ)同業他社 との関連,業 界の地位

⇔ 開発 プロジェク トの進行状況及び新規 プロジェク トの見込,可 能性

修正す るとき考慮 す る事項は、

口)過 去の趨勢分析

(ロ)経済成長率 との比較

←う経営力の評価

←)そ の他政策的事項

等 である。 ここに経営規模は経営 力,販 売力お よび市場 地位 か ら設定 され る。

(5)新 事業計画

新製 品の開発,経 営 の多角化等、新事業への進 出は企業 の成長性 と長期 の収益性 を決

定す る最大 の要因である。

特に家電市場 は技術革新が急速で、 ライフ ・サイクルが比較的短 く、現行商品だけの

伸長に多 くを期待 す ることは困難 である。

我国の新製品開発は外国技術への依存度が大であつたが、技術 レベルの向上に伴 ない、

科学的かつ体系的に展開 されてい る。

家電業界は、現在徐 々に多角化 しつつあ り、今後 とも不採算部門か らの撤退,新 事業

への進出等、経営の多角化現 象は増大す るであろう。

長期経営計画 は企業の総合戦略の計画であ る。

従って新事業計画を長期経 営計画の一環 としてとらえることは効果的であ り、 またそ

うすることに よつて長期経営計画 の目的意識及 び新事業計画の具体化 ステップが合致す

るこ とになる。

ここでぱ、 新 事業 と しての新製 品開発,経 営多 角化 の分野 とスケ ー ルを明確 に し、 研

究 開発,調 査 の ・スをな く して効 率 化 を追 求 す る。

新事業 スケ ールの設定 に当 っ ては マ ーケ ッ トの規 模,成 長性,継 続 性,競 争条 件,等

が 決定要 素 とな る。 この結果 、 研 究開 発 の重 点化,期 間 の短縮 また は延長,新 規 開発 プ

ロジェ ク トの設定 等R&D計 画 の基 本 目標 が策定 され、長 期経 営 計画 を よ り創造 的 な も

の とす るこ とが で きる。
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(6)経 営 目標 の決 定

体 質改 善強 化 と経 営 規模 の問題 は、 相互 に関連 しあ う ものであ り、 別 々に策定 してみ

て もあま り意 味 が ない し、 また妥 当性 が疑 わ しい。

そ こで、 両者 を総合 して、 その妥 当性,実 現 可能 性 を検 討 す るこ とが 必要 で あ る。

即 ち、経 営 目標 設定 の最 終段 階 は、 二 つ に分 か れ て進 ん で きた流 れ を合流 させ 、調 整

して トップ ・マ ネ ジ メ ン トの承 認 を受 け るこ とが あ る。

前述 の通 り、長 期 経 営 計 画 は トップ・ポリシーを実現 す るた めの戦略 計 画 で あ り、経 営 目

標 は トップ ・ポ リシー の表 現 で なけれ ば な らない。

勿 論、 こ こに至 るま での過程 にお い て も、何 らか の形 で トソプ ・マ ネジ メン トの意 志

を組 み 入れ て は い るが、公 式 な形 で トソプ ・マネ ジ メ ン トの指示 を あお ぐのは これ が始

め て であ る。

その意味 で、 これ ま での過程 は 全 て、 トップ ・マネ ジ メン トへ の資 料作成 に過 ぎない。

ここでオ ー ソ ライズ され た経 営 目標 は、 前提 条 件 とと もに、 企業 内 の 関係 部 門 に通 知

され 、 これ らを基 礎 と して、基 本 計画 の策 定 が開 始 され る。
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2.3.3基 本 計 画

(1)概 要

全 社的 な経営 目標 は トツブ ・ポ リシ ーを計数 的 に集 約 した もので あ るが 、 これ を ブ レ

ー ク ・ダ ウン して戦略 と して具 体 化 す る基 本 計画 も十分 に経営 目標 を反映 した もので な

けれ ば な らない 。

流通 業 の機能 は、 「新 しい需 要を喚 起顕 在 化 す る と同時 に、市 場 の要求 す る商 品 を タ

イ ミン グ よく効 率 的 に提供 す る」 こ とに あ り、従 っ て流通 業 の経 営 計画 は、 商 品及び販

売 経路 を中心 と したマ ーケ ソテイ ン グ計画 を主 体 に展 開 され る。

従 っ て長期 経営 計画 は新 製 品開発 を含 めた販 売計 画 と販 売網 計画 の展 開 を中心 に広 告

計画,物 流計 画,サ ー ビス計 画 とい つ た部 門計 画(セ ール ス ・プ ロモ ーシ ョン計 画)が

呼 応 す る形 とな る。

これ らは すべ て一環 した流 れ に乗っ た もので 、相互 に極 めて密 接 な関係 を も ち、互 い

に調 整 しあい なが ら総 合 化 さ れて トー タル ・マ ーケ ッティ ン グ計画 と して位 置 づけ られ

る。

(マ ーケソテイング要素)(計 画区分)

蕪 蒸 ＼_…

1;.。ll㌶i7⌒
図 一3

一 方
、発展 計 画 を主眼 と したY－ ケ ツテイ ン グ計 画 と併行 してEDPS計 画 一事 務 合

理 化計 画,組 織,入 事 計画,財 務 計 画 な ど、 企業 体質 の改 善強 化 計画,フ レキ シブルな

経 営体 制 の設 計計 画が 策定 され る。

まつ こXで は基 本計画 と して の商 品別 販売 計画 と販売 網 計画 に つい て 、概 略説 明 を試

み たい。

'
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(2)商 品別販売計画

経営 目標における長期方向を受けて、商 品事業方針を設定することになるが、 ここで

は各商品分野毎 に期待 された販売規模,占 拠率,利 益率,利 益額が大 きな課題 とな り、

これが実現の為の手段 も併せ、商品別販売計画は長期経営計画における重要テーマ とな

るo

商品別販売計画を立案す るに際 し、その前提 となる基本ベースは、

o需 要予測

O経 営 目標 による新規分野計画,占 拠率,利 益 目標

で ある。

需要予測は官庁,民 間機関等の諸情報 に基づ く政府需要,民 間企業投資,資 金需要,

個 人消費等景気動向及び人口動態,所 得水準,耐 久消費財普 及率,購 入動 向等を加味 し

て行 なわれる。

この結果、各商品分野毎の

① 総需要量の推移は どうなるか

② 各商品分野 におけるタイプ別構成は どう変化するか

③ 代替商品は あるか

④ ある とすればそれはいつごろか ら本格化するか

⑤ 購入動機は何 か

等 について分析を行 ない、 これ に対応 した技術開発力 生産力が検討 される ことになる。



社 外 情 報

占拠 率 計 画

商品捌販売計画

図一5商 品別販売計画 の設定チャー ト

一方 ざ経営 目標に より指示 された新規分野進 出計画は、新規商品(在 来商品の代替 又

は全 くのNewProducts)あ るいは他分野産業について

① 代替機能 の可能性

②NewProductsの 開発 力,需 要の顕在化の程度

③ 他分野産業の将来性及び社内体制 との関連

を中心 に実現化計画 を策定す ることになる。

需要予測並びに新規分野進 出計画 に示 された各商品分野 の動向は、商品計画に反映 さ

れ販売計画立案 のための要 となる。
1

また、経営 目標 には、各商 品分野毎の利益 目標が提示 されてお り、この目標 実現のた

めの販売 スケール算定 に先立ち占拠率計画が販売方針 として具体化 される必要がある。

従って、 占拠率計画は、経営 目標 に示 された利益 目標実現 の尺度 として、反面、需要

予測,新 規分野動向調査 から得 られた商品計画 に基 づく販売能力の尺度 として、それぞ

れの立場か ら市場における地位の表現が販売政策 として採 られたものであり、その結果

各商品毎 の販売量 が決定され ることになる。

しか し、販売量が決定されて も、それはあ くまでも期待長 文は 目標値であ り、 これ が

実現過程 においては、その為 の戦略,手 段が検討 されねばならない。

こ の戦 略 手 段の一つ として販売 チャンネル戦略 が提起 される ことになる。

販売チャンネル戦略は

① 最終需要家の購入形態 は どう変化す るか

② その結果流通企業(販 売店)の 動 きはど うなるか
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③ 販売チャンネルの質,種 類 の方向は どうなるか

④ 各販売 チャンネル別 の販売効率は どう分布するか

⑤ 販売チャンネル別の特 殊性,地 域性 は何か.

⑥ 流通企業 の経営手段は どの ような形 になるか

等が分析,検 討 され流通段階における各チャンネルに販売網政策 として決定され る。

これ ら各販売 チャンネルに対する商品分野毎の接触度合は当然 それぞれ差異がみ られ

る。

従って商品別の事業計画 と しての販売 チャ ンネルの選定 は、販売効率,成 長率等 とその

商品の特性 とのか らみか ら決定される。

即ち、経営 目標に より指示 された占拠率計画,利 益 目標に対 し、現実的 な立場か ら販

売 チャンネル別 に立案 された販売計画を比較検討 せねば ならない。

従 って商品別販売計画は

① 人件費その他販売経費の増加分 を吸収 し

② 生産性の向上を計 りなが ら

③ 業界 における地位 との関連を見極め

④ 商品別,機 種別構成 のバランスを検討の上(ラ イ フ ・サイ クル,経 済 ・ツ ト,機

種の整理等)

⑤ 各販売経路別 にセグメン トして

設定 される。
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販売網計画 商 品別利益計画P

チャンネル別 占拠率計画

経営 目標

との比

(P〈P)

P:6

商品別利益 目標P

YES(P≧P)

商品別チャンネル別販売計画 仕入計画

図 一6商 品別 チャンネル別販売計画の設定チャー ト

(3)販 売網計画

家電商品の流れはそのほ とん どがデイ ラー経由で あり、その デイ ラー段階において商

品特性 に応 じた質的,量 的選択 を行い効率的 な流通 を推し進めることが販売網計画の基

本 となる。

販売網計画の策定プロセス

① 経営 目標 との関連

販売網計画の策定プ ロセスは、長期経営計画を実現で きる販売体制を如何に準備 し

て お くか とい うことが中心課題 となる。

販 売網計画 を実現す るための実行段階で どうい う問題が 出て来 るか、問題点の摘出
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(予 測)と その解 決策 の策 定(政 策 の策 定)を 検 討 して お くこ とが必 要で あ る。

政策 実施 の段 階で は 、投入 費 用(コ ス ト)の 見返 りと しての利 益 の量 を予測 して お

くこ とが必 要で あ る。(コ ス ト計 算)

政 策 実施 の結果 と して、 当初 の計画 が どの ように変 るの か、 さ らにそ の誤 差 の範 囲

(許 容 で き うる範囲)が どの くらい なのか を予測 して お く必 要 が あ る。

これ に伴 っ て予 測 値 と実行値 の誤差 を最 小限 に止 め る こ とが 必要 に なつて くる。 そ

の ため に実 施 しなけれ ば な らない 最 低限 の 目標値 を設 定 しなけ れ ば な らない 。そ の結

果、 実行 す べ き販 売網 計 画 の幅 が 自 ら決定 され る。

② 社外経 営情報

販売 網計画 策定 陥 おけ る経 営環 境 には次 の ものが考 え られ る。

ア 需 要予測(長 期)

イ 市 況

ウ 競 合 他社 の動 向

工 国際 環境 の動 向

これ らの社外情 報 に よつて 、販 売網 計画 が妥当であるか ど うか をチ エ ソク してお か ね

ば ならない。

この際 の ポ イ ン トに な るの は 、情報 把握 の誤 診,販 売網 の量 的 ・質 的選 択 を誤 ま り、

機 会損 失 を招 か ない よ うに留 意 しなけ れば な らない。

③ 流通機構 の構 造 分析 と販 売 網 の特 性分析

ここで 考 え られ る こ とは最 も多量 の 商品 を最 も効 率 良 く流通 させ る ことで あ る。 そ

のため には収 益性 の あ る合理 的 な販 売網 の 在 るべ きビ ジ ョンを想 定 してお か ねば な ら

ない。

そ して ま つス テ ップ と してあ るべ き姿 と現状 の販売 網 との ギヤ ソプを確 認 し、 そ の

ギヤ ツプを埋 め るべ き当面必 要 となる販売 網計 画 を策 定 す る。

っ ぎに流通 機構 の構 造 を分 析調 査 す る こ とが必 要 に なつ て くる。

販売網 計画 を策定 す るに先 立 っ て、販 売 網 の条 件 に類 似 した モ デル を設 定 し、 そ の

モ デル に対 して一 定 の条 件(政 策)を イ ンプ ッ トした と きに、必 要 とす る コス トとそ

の ア ウ トプ ソ ト効 果 を測 定 して お く必要 が あ る。

その結果 を全国 ス ケール の販 売網 計画 に拡 大 した時 に シエ アー計画 と利 益 計画 が ど

の よ うに変 わ るか を予 測 して おか なけ れ ば な らない。
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これ は投入 コス ト以上 の見返 りが あれば販 売網 計画 と して採 用 す る こ とに なる。

これ らミク ・な政 策 の積 み重 ね とマ ク ・政 策 と ミソク ス してお く必 要が あ る。

ミク ロな政策 につい て は諸 政策 の 間 の ウエ イ トづけ を行 っ て おかね ば な らない。 こ

れ らを集 大 成 して販 売 網基 本方 針 と し、販 売網計 画 を策定 す る こ とに なる。

社外経営情報

家電流通機構の構造分析

その中での当社販売網の特性分析

販売網基本方針の策定

販売網計画の追加

図 一7販 売網 計 画設 定 サ'イクル の チ ャ ー ト
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2.3.4.部 門 計画

(1)概 要

ス タ ッフ部 門 を対 象 とす る部門 計 画 は、 経 営 目標 に基 づ いて策 定 され た商 品別販 売 計

画 に呼 応 し、 大 き くは販 売体制 計 画 と して とらえ る こ とがで き る。

従 っ て、 部門 計画 にお い ては、 商 品 を総 合 した企 業 レベルで の見地 にお い て.販 売

促 進面 か らの戦 略計 画 の立 案 お よび コス ト面 か らの経 営 効率 の追 求 を基 本路線 と して

商 品別 販 売計画 を援 助 す る形 を とる。

即 ち、 商 品別販 売計 画 が商 品別縦 割 りを基軸 とした マーケ ッテ ィ ン グ戦 略 を立 案 す

るの に対 し、 販 売促 進面 の部門 計画 は機 能 別 の横 割 りに よつ てマ ー ケ ッテ ィン グの専

門 分野 を担 当 す る もので 一両者 を総 合 した ところに全社 的 な トー タル ・マー ケ ッテ ィ

ング戦 略 が成立 す る。

部門計 画 は また この全 社 的 レベ ル の トー タル ・マ ー ケッテ ィ ング戦 略 を実行 させ る

べ く資源 の確 保、 充 実、 活用 を担 当 す る もの と して位 置 づけ られ る。

従 って部 門計 画 は マ ーケ ッテ ィ ング戦 略 の機 能面 か らそ の要 素 別 に

① 販 売促 進計 画

② 広 告計 画

③ 物 流計 画

④ サ ー ビス計 画

とこれ を受 け て企 業 の資源配 分、 体 質強 化策 として

⑤ 資 金計 画

⑥ 人員 、教 育 計画 、組 織計 画

⑦ 設 備投 資計 画(EDP計 画 一事務合 理化計 画 を含む)

が 立 案 され る。

,
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図 一8部 門計画 の設定 チ ャー ト

② 広告計画

① 広告計画策定におけ る社外情報

広告計画策定にあたつて、社外情報 には次 のものがある。

政治的経済的動向

産 業 動 向

市場、 消費者動向

一般的 には、広 告計画は企業の広告活動の基本 となる ものであ りマーケティング活

動の重要 なバックア ップとい う基本姿勢 のもとに販売 目標 を達成するために策定 さ

れその実施は科学的 に管理 されなければな らない。

特 に、社外情報 について、社会的変革.産 業技術情報、 市場の変革に関する情報 さ

らに消費者動向 に細心 の注意が払 われねば 左らない。従 って広告計画を策定するに

当っては広告効果 を最大 にするために経済環境や商品需要、消費支出 との タイ ミン

グを充分勘案す ることが大切 である。

以上の ように広 告計画策 定は、社外情報から引 き出される各種要素 をどう反映す

るか という検討か らス ター トす る。

② 企業広 告 と商品広告

広告は大別すると企業 に対す る信頼性や イメージを訴求する企業広 告と商品を訴

一179一

■



4

求 す る商 品広 告 の2つ にな る。

この2つ の広 告 の累積 効果 が最 終需 要 家の中 に、 ブ ラン ドイ メー ジ を定着 させ る

わけ で あ り、 広 告計 画 策定 に あた つ て企 業の姿勢 な り.方 向 が明確 で な けれ ば な ら

な い、 と同 時 に長期 の 目標 と計 画 に基 づ いた性格 づ け を正確 に打 出 す必 要 が あ る。

企 業 広 告 も従 来 の単 なる企業 お よびそ れに 関連 した活動 の実 績 や、 企 業 の技術 的

優秀 性 の み を表 現 す る広 告内容 か ら脱 皮 し、 最終需 要 家 の要求 に こた え るた めの企

業 の姿 勢 を訴 え る方 向 へ の転換 が行 われ た。

即 ち、信 頼度、 サ ー ビス、販 売店 活動 などをテ ー マに した もので あ る。

一方
、 商 品広 告 も売 らん か な の絶 叫 形 の ハ ー ドな広 告 か ら、 商 品 の効用 が最終 需

要 家 にいか に役立 つか といつ た生 活情 報提供 の訴 求 へ の転 換 がせ ま られ てお り、 イ

ン フォ ーマテ ィ ブ ・ア ド(説 明 教 育広 告)と 呼 ばれ てい る もの であ る。

他 社商 品 との メ リッ ト比較 広 告 か ら商 品の効用尊 重 の主張 に重点 を置 く もので あ

る。

広 告計 画 の策 定 に当 っ ては さ らに夫 々の商 品の もつ市場 で の ライ フサ イクル(開

発 期 →成長 期 → 安定期 →衰 退 期)訴 求 対象、 市場 動向 等 に対 応 した柔 軟性 の ある広

告計 画 を策 定 しなけれ ば な らない。

(3}広 告 計画 策定 の プ ロセス

広 告計 画 は マー ケ ッテ ィ ングの一 部 で あ り、 次 の よ うな プ ロセス で進 め られ る。

ア 情 報 の収集

商 品特性 、 競 合商 品 の状況、 他社 の広 告戦 略、 目標 とす る市場 の特 性 とそ の市

場動向、 需 要 予測、 消 費 者構 造 の分 析 な どの情報 の収 集 と分 析 を行 な う。

イ 広 告商 品の決 定

商 品別 販 売計画 に基 づ いて 目標 を設 定 す る。

ウ 広 告 目的 の決定 とそ の広 告手 段 の決定,設 定 した 目標 と情 報 を もとに訴 求対 象媒

体 撰択 な どの計 画策 定 に入 る。

⑦ 広 告 目的 の決 定

広 告計 画 を展 開 す る上 で大 きな ウエイ トを 占め るのは広 告 目的 で あ り、 商品

広 告、 促 進広 告、 制 度広 告 の ミックス を検討 す る。

④ 広 告 内容

広 告対象 た る商 品又 は サ ー ビス及 び広 告者 の ビジネ スア イ デ ア と明確 に し、
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広 告テーマ、サ ブテーマ、訴求 メ リッ トを決定す る。

◎ 訴求対象

広告の対象層の設定 にあたつては、購入動機調査、 銘柄決定調査、層別普及

率調査、層別購入希望予定調査、 層別使用状況調査 などを活用 する。

㊤ 広告時期

需要動向、季節性 など商品の販売状況 にタイ ミングを合わせ て時期を決定す

る。

6)広 告テ リ トリー とその広告量

広告の対象 テ リトリーとその広告量 ¢)決定に当っては.対 象商品の商 品性、

他社 との競合関係、需要動向地域 別普及率、地域別販売能力(店 数)な どを

検討 する。

◎ 広告方法

広告計画 の最終手順 として媒体選択 がある。 これは2つ のチェックポイン ト

が ある。 量的には媒体の経費効率であ り、質的には媒体特性 である。 これは

商品特性 を考慮 に入 れて メデ ィア ミックス作戦が、特定媒体集中かを決定す

るo

以上 により広告計画原案が策定され るが、 さらに実施に当っ ての管理方法 と管

理要素につ き検討 し、修正されて広 告計画 が決定 される。特に広 告実施効果 の

測定については、科学 的に管理 されねばならず、 次の項 目を検討す る必要が あ

る。

① 広 告物自体の もつ必理的効果性 の測定

② 企業的採算 を考慮 した経営経済的観点 か らみる効率測定

③ 社会経済的視野 よりす る広告結果 の測定

,

一181一



、

'

図 一9広 告計画 の立 案 の手 順 フ ロー

関 係 セク シ ョン
の参加

関係 セ ク シ ョ ン
へ の連絡 と徹 底

外部 の

代理 店,プ ロダ

ク シ ョンの参 加

〈広 告目標 の設定〉

』
〈情報収集〉

』
〈 アイデアの決定とその広告手段の決定〉

アイデア決定

広 告内容 の決定

訴求対象の設定

広 告時期 の決定

広 告地域 の決定

広 告方法 の決定

〈企業広 告〉 〈商品広 告〉

〈 フォ ロー〉

代 替 プ ラン の立 案

結果 の予 測

実績 の フィ ー ドバ ック

計画 の弾 力的 な修 正

〈広 告 セ クシ ョン〉

商品別販売計画

TOPへ の報

告と決定

(3}物 流計画

① 物流 に対 する基本的 な考え方

物流活動は、生産 点(製 造元)か ら販 売点(販 売店)ま でを対象 に、所謂.販 売

面か らの要請に応 じたサー ビス基準 に従 って商品を保管.配 送する技術 で あり、そ

れを通 じて在庫圧縮 を実現 し、それを管理 する部門はいかに低 い経費で高度の技術

を確保す るかを課題 とす る。
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従 っ て、 製造 を担 当 す る メー カ ーか ら地域 の販 売 活動 を実践 す るデ イ ラーまで を

含 め て総 合 的 な物 流経 路 の短 縮 と整 備 を、社 外 ・社 内 の諸条件 の変 化 に対 応 して推

進 す る必 要 が あ る。

また、 物流経 路 の短 縮 と整備 とい う課 題 は、 一方 で は爲 組織 人 員、 経 費管 理等 か

らの要請 で あるが、他 方、 家 電業 界 が従 来 の電気 釜、 トース タ ー、 ク リー ナ ー.洗

濯機 、 冷 蔵庫、 カ ラー テ レ ビ等 の家電 製 品 か らVTR、LL装 置 、 各 種 住宅 関連 機

器、 空調機 器等 、精 密 化、 大型 化 した商 品 へ と多様 化 を図っ た た め.そ れ に物流 技

術 が如何 に対応 す るか とい う物 流 プ ロパ ーの要 請 か ら も重 要 に なつ た の で ある。

結 果 と して全 商 品 を全 販 売店 に ス トックす る とい うこ とに反省 を うなが したの で

ある。

② シ ステ ムと しての物 流

基 本 的 な考 え方 で述 べ た技術 と して の物 流 は同時 に1/O、 処 理.制 御 の プ ロセ

スか らなる シ ステ ム と して の物 流 で あ る。

勿 論、 物 流 システ ムは経 営 シス テ ムの うちの 一サ ブシス テ ムで あ り、INPUTは

所 謂 、営 業 部門 の担 当 す る販 売 活動 あ るいは需給 調 整 活動 の結果 と して の出荷指 示

で、OUTPUTは 指 示 され た配 送先 へ の納期 通 りの配 達 でそ の情 報 が次 の回 収 シ ス

テ ムにつ なが るので あ るn

物 流 システ ム

図 一10

在庫把握

在庫管理

荷役管理

輸送管理

回 収 シ ス テ ム
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この物 流システムを効率 よく運営 し環境 の変化に対応 した意思決定 をタイ ミング

よ く行 な うには、商品の生産点か ら販売点 までの量 と場所に関す る情報 と各種作業

に伴い発生す る経費に関す る情報が適宜判断者に与え られ現場 に迅速 に通達 される

ことが必須条件 となる。

③ 物流 システムの設計

物流 システムの設計 に当っては、 システムとしての質的 レベルを設定するととも

に関連 する各種の社会的物理的条件 を考慮 し、さらに同業他社 の営業政策 に対抗す

るなど社内外 の各種情報を適確に入手 し弾力的に対抗 できる ことが肝要である。

システム設計のプロセスは、図 一12に も示される通 り.官 界、輸送、倉庫、 荷

役、包装、及びその他関係業界の動向か ら現在及び将来の環境 を判断す ることに始

ま り、 現有 の物流関係能力体制 のチェックと商品言掴,販 売網計画、 とのマッチング

を経 て物流計画案を策定 し、 それ と各種部門計画 をマッチングして実行計画、 管理

計画 を策定する四段階に分 け られ る。
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管理計画
の策定

胸管理資料

人員計画

図 一11
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④ 物流環境調査

従来 の手 荷役か ら自動化倉庫 に代表 される機械荷役への発展、 あるいは.一 貫パ

レチゼーションの波、 一連の コンテナ採用 の動 き、高速道路網 の拡張等 と企業 を取

り巻 く物流環境は ここ数年急激に変化 し始 めその幅を広げ ようとしている。

この場合、各種物流設備の規格問題 さらに物流情報処理のための伝票類の規格問

題等、全国的、国民経済 レベルでの各種調整作業 の進展が待 たれる とともに、全国

規模での横 断的専門業者の出現 が待 たれ るので ある。(特 にパレチゼーシ ョンの進

展 には必須である)・

これ らの問題 につき.通 産省、運輸省、経済企画庁、郵政省、国鉄、電電公社等

の官公社か らの指導 ・援助 とともに民間の輸送業界、倉庫業界、包装、荷役機器業

界の動向 を知 りまた.日 本物的流通管理協議会等 の学界を含 めた研究団体 に も積極

的に参加 し、官民一体 となつた今後 の物流のあ り方、そのため の条件整備等 につ き

調査研究を行 な うことか ら物流設計 は始 まるのである。

⑤ 物流計画原案 の作成

物流環境 につき社外情報 を基 に、方向、在 り方 を見定めたあ と基本方針 に則 り、

管理 目標 を定 め、商品別販売計画.販 売網計画をふまえて どの ようなシステムで物

流を形成す るかにつ下記項 目に従って検討 する。

ア 配送 体制

イ.情 報 処理

ウ.在 庫 配 置

工.倉 庫 配 置

4

また、上記諸施策の実施効果測定 の基準 として物流サー ビス率の向上 と、物流経

費の削減 を採用する。

⑥ 原案 の修正

原案は、理想的状態 を想定 したモデルである事が多 く、それを現実 レベルに修正

する作業 が次に必要である。

現有の人員、設備、倉庫.車 輌、EDP機 器等 と、長期経営計画期間内の変化 の

方向 と、大 きさを考慮 して、具体的 な情報処理計画、倉庫配置計画、配送計画を策
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定する。

⑦ 実行計画、管理計画の策定 とその内容

修正 された物流原案 をそれぞれ実行計画 の形にま とめ直 し短期計画 との連動を可

能にす る。

ア.配 送体制の確立

得意 よりの受注か ら商品が実際に得意 に届 く迄 の体系 としては、受注 一在庫

確認 一起伝 一出荷指示 一配車手配一荷揃 一輸送一荷卸 し一事後処理 と多 くのセ

クションに分れて行 なわれてお り、 これ らの業務単位 の一つでも不具合が生ず

れば遅配、誤配 などの事故 となる。

これ らの各 セクションを有機的に連動させ効率 よく運営す るためには、一定

のサービス水準 を設定 してそれに必要 な最少限 の人員 ・設備を物流拠点に整備

しなければならない。

サー ビス水準 としては、配送拠点 から担当地区内主要配送への配送時間を基

準 として設定す る。

イ.情 報処理 の機械化

物流業務は現業部門 であるとともに、起伝記帳 など情報処理業務が大 きな部

分 を占めてお り、 これの機械化 は大幅 な人員の削減 とサー ビス水準 の向上につ

ながることとなる。

情報のオンライン即時処理 システムは大幅に採用 しなければ ならない。

ウ.在 庫配置の適正化

各物流拠点には、全商品を在庫 することな く夫 々、在庫内容 を規定し標準杓で

簡素化された商品補給 の方法 と手続 により、在庫量の適正化を図 る常備品制度

を基本 とする。

エ.倉 庫配 置の適正化

物流拠点の配置 については、従来の販売拠点 と密着 した拠点配置か ら脱却 し

て前述 の物流 サー ビス基準上か ら再検討する必要がある。

しか し、倉庫は半面それに対応 する販 売網 にとつて顧客サー ビス上の必要性

も考慮 しなければな らず関係部門 と協議の上,設 置基準を定め、 総合.整 備を進

めることとする。
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(4)設 ・備投資計画(EDP計 画)

長期経営計画の重要 な支柱 の一つである設備投資計画の 目的は種 々あるが、 家電

業界 としては、 機 会 損 失 の 防止 を主要 な課題 と して、販売活動 にお ける機動力

の増強、商 品配送 における拠点 の増設、 コンピュータによる情報提供 システ ムの開

発 のために設備投資が行 なわれる。

ここでは特にEDP計 画vatsけ る設備投資計画 の策定について考察す る。

① 設備投資計画策定のプロセス

長期経営計画の経営 目標 に よつて基本計画が作成 され、 それを受けて部門計画

が作成 される。設備投資計画は、その各部門計画 の基本方針 にもとずいて各々設

備投資計画が作成 される。 その流れ図はつ ぎの とお りである。

長期経営計画 に
おける経営 目標

F̀

(基 本計画)
|

ll

(販禰 ヅ ピ品別販売計画)
ll

↓

(部 門計画)

1↓ ▼ ↓ ↓

(販売促進計り(蹴 り(ご 流計りC-・ ス計り(EDP計 画)
llll

■

(設備役柄)

図 一12
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設備投資計画の策定 プロセスは

ステ ップ1.… …… 各部門における設備投資案の作成

ここでは設備投資を必要 とする部門が、 それぞれ具体的 な設備投資原案を

作成する。 この計画原案 の作成 には各種社内外情報 によつて企業にとつて メ

リッ トのある設備投資 と して考えられ るものを選択 しなければならない。すなわ

ちそれについての概算的 な投資額の見積 り、 その設備投資 の必要性、その投

資 か ら生みだされる利益 などが算定 されていなければならない。 この原案作

成 の ときに使用する社 内外情報の主 なものはつ ぎのとお りである。

(社 内情報)

ア)販 売価格に関する情報(各 商品別)

イ)設 備投資額 に関す る情報(有 形固定資産)

ウ)旧 設備 の残存価格 に関する情報

工)運 転資金 に関す る情報

オ)固 定費用 に関す る情報

力)設 備の有効寿命に関す る情報

(社 外情報)

ア)市 場の大 きさに関する情報

イ)市 場 の成長率 に関する情報

ウ)市 場の占拠率に関する情報

ステップ2.… …… 各設備投資計画原案の検討

各部門か ら提 出された計画原案について、 さらに確実 な詳 しい検討 を行 な

うものである。 一般 に経済性計算が各計画原案 について行 なわれ、い くつか

の計画原案のなかか ら優先順位等 がつけられる。

ステップ3.… …… 各設備投資計画案の承認

各種設備投資計画案に対 して最終的に実施 してよいとい う判定が行 なわれ

る。

②EDP計 画にお ける設備投資計画

コンピュータは単 なる部分的事務 の機械化のために存在す るのではな くその機

能が全社的、総合的性格 をもつていなければならない。

EDPシ ステムの導入 目的 としては一般に効果 を中心 にして進 め られる。 この
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導入 効果 として はつ ぎの もの が あげ られ る。

ア)省 力 化 ………EDPシ ス テ ムに とつてか わ る ことに よつ て経 営 上

より有 利 な仕 事 「創造 的業 務、 判 断業 務)に 人 の力

を置 き換 え る ことが で きる。

イ)費 用 の節減 ………EDPシ ス テ ムの導 入 に より消耗 品等 の標 準 化 が で

きる。

ウ)管 理 の向上 … … …EDPシ ス テムの導 入 に より、 ほぼ分 散型 の管理 か

ら中央集 権型 の管理 が可 能 に な り集 中化.統 合 化 が

で きる。 これ に よ り組織 の簡 素化 が期待 で きる。

エ)事 務 の向上 ・…・・…EDPシ ス テ ムに よ り事務 能率 の向上 が、 一 般 と増

しさ らに正確 性 や信 頼性 の向 上 が 指 示 で きる。

これに よ り事務制 度 の改善 、 事務 の簡 素 化 が行 なわ

れ る こ とに なる。

オ)顧 客 サ ー ビスの迅速 性 … … … 顧 客 に対 す るサ ー ビス 事務 の ス ピー ド化

に よつて機 会 損失 の防止 を はか る。

これ らの導 入効 果 の うち特 に重 要 な もの につ い ては長期経 営 計画 の経 営 目標 と し

て明 示 され る。

この導入 効 果 の基 本方針 を満 足す るため のEDPの 設備 資料 計 画原案 が つ ぎの二

つの要 因 に よ り策 定 され る。

ア)EDPシ ス テ ムの効果

金額 換算 可 能 な もの とそ うで な い もの とが ある。 定 量的 に把 握 で きる も

の、 金額 表 現 で きる もの とそ うで ない効果 を区別 して把握 す る。

イ)EDPシ ス テ ムの コス ト

大 別 す る と"EDP導 入 費用"どEDP導 入 後 費用"の 二 つが あ る。

(EDP導 入 費用)

O/'ス テ ム調 査 費

。 シ ステ ム設 計 費

。 プ ログ ラム費

。 そ の他 開発 費
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(EDP導 入 後 費用)

Oコ ン ピュ ー タ賃借 料等

。 デ ー タ作 成 費

。 人 件 費

。 材 料 費

これ らの要 因 に よつ てEDPシ ス テ ムが企業 に どれ だけ利 益 を もた ら し

どの よ うな役立 ち をす る のか を検 討 す る。 この検 討 の結果 承 認 が行 なわれ

る とコ ン ピュ ー タの導入 計画 が具 体 的 に検 討 きれ る こ とに なる。

'
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2.3.5長 期経営計画 の綜合調整

以上の ような方法 で段階 を踏 んで長期経営計画の作成 をすすめて くるわけ であるが、最

後 に各種 の計画 を総合的に調整 してアンバ ランスを是正 し、 収支 のバ ランスを保 って、総

合計画 として一体化 せ しめ、先 に設定 した経営 目標 と照 らし合わせて トップポ リシーとの

相違 をなくすこ とが必要であ る。

即 ち、 トップポ リシーの表現 たる経営 目標 を基本 としてそれぞれの専門分野に分化、深

化 していつた流れを再度経営 目標に立 ち戻 りより太いバイブで包 み一本の流れ として全体

を包含 した企業 レベルでの長期経営計画を完成 させなければならない。

従 って、長期経営計画策定 の最終段階 では各 種計画を総合 して

① 基本計画,部 門計画 の調整

② 組織,人 員配置計画 の策定

③ 資金,財 務計画の策定

を行 ない、経営 目標 との一致 を図 り、 トップマネジメン トの承認 を得 て実行段階 に移す こ

とに なる。

(1)基 本計画,部 門計画 の調整

商品別販売計画,販 売網計画,物 流計画,広 告計画,基 本計画及 び部門計画はすべ

て経営 目標 をベースとす る一環 した流れの上に乗 ったものであ り、相互に密接 な関係

をもつものであ る。

即ち、基本計画,部 門計画は トソプポ リシーから導 き出された経営 目標 の戦略展開

であり企業 レベルでの総 合計画の構成計画 となつているのである。

どの計画 をとつてみて も、 それが他の計画 を規制 した り、他 の計画 の進行状況に よ

り制約 を受けた りして、決 して単独で遂行 で きるものではない。

したがつて これ ら基本計画及 び部門計画 を有機的に結合 し、 全企業組織 を挙 げてシ

ステマティックに展開 し、総合力の効果を期待す るところに企業 レベルでの長期経営

計画の意義がある。

従 って、 それ らが

ア.相 互 に矛盾 していないか

イ.補 完関係 の配慮 がなされているか

といつた点に関 して十分 な検証 と調整 を行 ない、有機的,戦 略 的に総合化 して企業 レ

ベルの長期経営計画 を完 成 しなければならない。
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②、 資源 の配分

長期経営計画は資源 の最適配分の計画であ る。(1)の段階 で企業計画 としての戦略方

向が定 まった後、 これを人 と資金 面か ら最終的に裏付け ることが必要 である。

企業 の所有資源 は自ずから制限 がある。

この制限枠 の中で最大の効果を産出す るた め、 計画の実施時期、 前後関係 を変更す

るなどして、計画へ の所有資源の最適配分 を考 えなければならない。

また、諸計画 を実施するのに最適 な企業組織 を捻 出することも必要である。

要す るにこの段階 では システム的に計画 を実行 してい く上での最適 な組織 と最適 な

資源配分 を考え る。

図一13長 期経営計画 の調整チ ャー ト

商 品 別 ル ー ト別
販 売 計 画
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(3)経 営 目標 との対比

長期経営計画は トップポ リシーの戦略展 開であり、経営 目標は トップポ リシーの表

現 であつた。 しかし、 基本計画,部 門計画が各部門 において策定 される過程 で経営 目

標 を満 足 させ ない場合 もあり得るので、長期経営の策定が一応終了 した段階 で総合的

な財務内容 を検討 して先に設定 した 目標計数 と比較 し、企業 レベルで一致 させる努 力

が必要 である。

これは、段階的に行 なってお り第一段階 は部門 コス トの修正、第二段階 は販売計画

の修正 をして経営 目標 と一致 させている。

(4)長 期経営計画の実行 「短期計画 との運動 について」

トップマネジメン トの承認 を得て、オー ソライズされて長期経営計画は短期実行計

画 の指針 となる ものであ り、従 って短期実行計画は長期 目標実現の為 の戦略 ステ ップ

を実現化 した ものでなければならない。

と同時に、 企業環境 の変化に対する経営姿勢 の適応性を持たせることも重要 な要素で

あ り、 その意味では短期実行計画の立案に よつて長期経営計画 の修正 が行わ れると考

えるべ きである。

長期経営計画 と短期計画 の相互性 は目標 ビジョンとその実現化戦略 ステップであ り

その点 では、他方長期経営計画 のフォ ロー手段 は短期計画の成果 に よるものであ り、

その間 の企業環境の変化に伴 う目標 ビジョンの修正は長期経営計画の弾 力的運用 とし

て短期計画 の立案に際 し考 え られるすべての戦略手段 を検討 し、長期経営計画 の再編

成 として捉 えることも前提 でなければならず、 従って短期計画 は長期経営計画への条

件でもある と考 えられる。

6
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図 一14長 期 経 営計 画 の決 定 チ ャー ト

商品別 ルー ト別
販売計画

経営 目標
と比較

NO(6<P)

部 門 コス ト

の 修 正

経営 目標
比較

販売計画
の修正

(P>P)の 方 向へ

TOPの

承

長期経営計画

決定

P:経 営 目標

一195一

`



♂

2.4現 状 の長期 経 営計 画策 定 の た めの情 報処 理 の方 向

長期経 営計 画 の策 定 に おい て、 今後 の企業 規模 の拡 大 化,企 業組織 の複 雑 化,企 業 間 の

過 当競争 激 化等 の環境 の下 で、 考 え なけ れば な らない課題 と してい くつか あ る。

こ れ ら課題 を解 決 す る手段 と して コン ピュー タの役割 は大 きな ウエ イ トを占 め て くる も

の と思 わ れ る。

現在 の コン ピュー タに関 す る技 術 革新 に は 目をみは る ものが あ りハー ドウエ ア ー,ソ フ

トウエ アーに お いてす ば ら しい業 績 が残 され て きて いる。

さ らに、 一部企 業 に おい ては、 この コン ピュ ータ を全 面 的 に活 用 して多 く,の効 果 をあ げ

て い る。

特 に これ か らの コン ピュ ー タの利 用 面は、 従 来 の事務処 理 の機械 化 に とどま らず、 そ の

企業 の経営 者,管 理者 の意思 決定 の用具 と して コ ンピュ ー タの利 用 が考 え られて きてい る。

2.4.1情 報処 理 体 系 の整備

今 日ほ ど情 報 に つい て多 くの人 の話 題 に あげ られ る時 代 は今 までに は なか つた 。

さ らに、 最近 の経 営者,管 理者 の情 報 に対 す る強 い期 待 が高 ま っ て きて い る。

こ れに は次 の ような事情 が あ る と考 え られ る。

即 ち、経 営者 は国際 化 の進 展,技 術革 新,企 業規 模 の巨 大化等 に伴 う経 営環 境 の複 雑 化

左らびに情報 の洪 水 に当 面 しなが ら、 それ に的確 に対処 して、 企業 を存続.発 展 させ なけ

れば な らない。

つ ま り、 経 営者 の意思 決定 に 必要 な企 業 内外 の情報 をい つで も入 手 し、 そ れを有効 に使

用 しうるシ ステム を早 急 に確 立 しなけ れ ば、 企業 は国際 競争 か ら脱 落 す る とい う きび しい

事 態 の も とに あ るた め といえ る。

こ こで、 経 営 システ ム と情 報 シス テム をい かに今後進 めて ゆ くべ きか を考 えて みた い 。

経 営 シス テムの基 本機 能 は計 画 ・実 施 ・統 制 の経 営 管理 プ ・セ スで あ る。今 ま での考 え

方 は どち らか とい う と、 実 施 の みが重 要視 されて計 画 ・統 制 が とか く軽視 されて さた 。

しか しなが ら、 これからは この計 画段階 に力 を入 れて ゆか なけ れ ば な らない。

"こ の計 画 をや るべ きか否 か"
,"ほ か に や るべ き計 画 は ない か"etc.を た えず チエ

ツク で きる ような情 報検 索 システ ムが必 要 で あ る。

この ようなタ イ プの情 報検 索 が しつか り して いない と計 画 とい う機 能 は うま く働 らか な

い ので あ る。

実 施面 を充実 させ る こ とは、経 営 に とつ て"戦 術 的"に は重 要 な こ とで あ る。 だ か ら実
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地面 に おけ る コン ピュ ー タの導入 は戦術 的 な導 入 で しか ない 。

トッ プレベルに必 要 な情 報 とは計画 のた めの情 報 で あ る。実 施 は担 当者 に任 せ トップは

計 画 の ため の情 報 をい かに得 るかに努 力 すべ きで あ る。

計画 面 に関 す る情 報 シ ステム こそ経 営者 の 目標 と しなけ れ ば な らない。

この情報 シ ステ ムの基 本機 能 に は情 報 の収集,情 報 の処理,情 報 の伝 達 が あ る。

この情報 シス テ ムが経 営 シス テ ム と組 み合 わ され る と次 の よ うに な る。

一 一 一 罵i灘1三

②一 一 テ・一)ピ 難1;1;

③一 一 一{i鎌 難 三;
現在 では主 と して この うち実施 の た めの情 報 の処 理 シ ステ ムが コン ピュー タに よつ て ス

ピー ドア ップ され精 密 化 され てい る。

これ に比 べて他 の 部分 は未 発 達 であ り、 こ こに コン ピユ"一夕以前 の問 題 が多 く残 され て

いる こ とに注意 す べ きで あ る。

従 っ て、 情報 化 時代 とはい え コン ピュー タ万 能 の時代 では ない。 これ か らの経営 者 は コ

ン ピュ ー タので きる こ と と、 コン ピュ ー タ以 外 のや るべ きこ と とを明瞭 に区分 し、 現在 直

接 的に コ ン ピュ ー タに結 びつ か ない情 報 システ ムの充実 に も意 をそ そ ぐこ とが大切 で あ る。

さ らに コン ピュ ー タ以 前 の問題 と して情 報 ス タッ フの 充実 が あ げ られ る。

つ ま り情報 シス テ ムは コ ン ピュー タ だけ で は ないの で あ る。 口 では情 報革 命 な どとい い な

が らコン ピュ ー タス タ ッ フを含 めた情 報 ス タ ッフ養 成 に、 はた して どの く らい力 が入 れ ら

れて い るで あ ろ う。

具 体 的に言 えば、 コン ピュ ー タは金 さえ あれ ば買 え るが それ を使 い こ なす人 間 は、 そ う

簡 単 には で きない の であ る。

だか らこそ、 企 莱 のほ うで従 来 の考 え を改 め 「人 間」 を ど うす るの かを いつ も考 え な く
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て は な らない 。

それ には どう して も社 内で必要 な人 材 を養 成 す る こ とが必 要 で あ る。

しか も、 養 成 に は何 年 とい う年 数 が か か るこ とを考 え コン ピュ ー タに対 す る長期経 営 計

画 を樹立 し、 そ の一環 と して の人 材 の確 保計 画,養 成計画 が望 まれ るの で あ る。

しか も、 人材 の育 成 は ただ講 習 を受 け させ て それで間 に合 うとい うもの では決 して ない

ので あ る。要 す るに、 コン ピュ ー タは情 報 シス テ ムの極 めて重要 な道具 に は違 い ない が、

これ を使 い こ なす人 間 が い なけ れば情 報 シ ステ ムは確立 で きないの で あ る。

即 ち、 最 終 的 には"人 間能 力 の開発 如何"と い うこ とに なるの であ る。

2.4.2情 報 処 理体 系 の機 械 化

前記 の情報 処理 体系 の整備 に ひ きつ づい て情 報処 理 の コン ピュ ー タ化 に つ い て、 現在 の

とこ ろ当社 に おい ては体 系化 され た システ ムは存 在 しない の であ る。

現在 い ろい ろ な専 門書 に は このた め の シ ステ ム と して経 営情 報 シ ステ ムが解 説 され てい

る。

この経 営 情報 シス テム は、 経営 者 や管 理者 が従来 は計画 や統 制 を勘 や経験 だけ に ょっ て

い た もの を、 こ れか らは い ろい ろ な事 象 を考慮 した情報 を用い て科学 的 に行 な うもの で あ

る。.

こ のた め には、 各 経営 者 や管 理者 が必 要 とす る情 報 を不 断に収集 して お き求 めに応 じて

い つで も即 座 に提 出 で き るシス テムが持 た れて い なけ れ ば な らない。

この経 営 情報 シ ステム の基本 的 な機 能条 件 は

ω 経営 者,部 門 管理 者,現 場 管理 者 のす べて が必 要 とす る情報 を対 象 と して考 え られ な

け れ ば な らない。

② 必 要 とす る情 報 の選 択 は偏 りの な い もので なけ れ ば な らない 。'

㈲ 必 要 と され る情 報 を不断 に収 集 してお き、 求 めに応 じていつ で も即座 に提 供 す る もの

で なけ れ ば な らない。

が考 え られ る。

経 営 情報 シ ステム で対 象 とされ る情 報 に は社 内情報 もあ れば社 外情 報 もあ り、 数 的情 報

もあ れ ば質的情 報 もあ る。

会計 情報 もあ れば非 会計 情報 も あ り、 定 型情 報 もあ れば非定型 情報 もあ る。

これ らの あ らゆ る情 報 を事 前 に網 羅 的 に収 集 し(DataBank)こ れ を経 営 管 理 に有 用 な

よ うに分類 し加 工 し、求 め に応 じて必 要 な情 報 を探 索 して報告す るこ とは 大変 な こ とで あ
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る。

人手 では ほ とん ど不可 能 で コン ピュ ータ に よつて は じめて可 能 に なる。

もちろん経 営 情報 システ ムは コ ン ピュ ー タ を不 可欠 な手 段 とす る もの では ない が、 コ ン

ピュ ー タの登 場 に よつて は じめて所 期 の 目的 を完 全 に達 成 で きる よ うに な る。

経 営 情 報 システ ムは つ ぎの3っ の サ ブ ・シ ステ ムか らなる。

ω 会計 情報 シ ステ ム 経 営情 報 システ ム

(AccountingInformation

会計情報System)

② 営 業 情 報 シ ス テ ム

(BusinessInformation

System)

(3)社 外 環 境 情 報 シ ス テ ム

(CircumstanceInformation

System)

こ の3つ の サ ブ シ ス テ ム の 各 々 に つ い て 考 え て み る 。

(1)会 計 情 報 シ ス テ ム

シスァム

(Accounting

Infornnati㎝

System)

営業情報

システム

(Business
Infortrtation
Systern)

この シ ステ ムは次 の3つ のサ ブ ・シス テ ムか ら成 り立 つ もので あ る。

(1)記 録 会計 情報 シ ステ ム(一 過 去 会計)

① 会 計情 報 のデ ー タギ ャザ リン グ

② 集 計計 算業 務(販 売,購 買,支 払,給 与,etc)

③ 財 務 報告 書 作成(試 算表,B/S,P/L,etc)

(2)管 理 会計 情報 シス テム(=現 在 会計)

① 経 営 管 理(購 買管理,手 形 管 理,利 益(損 益)管 理,人 事管 理,etc)

② 原 価 管 理(工 程 管理,部 門管 理,etc)

③ 会 計 監 査(内 部監査,外 部監 査,etc)

④ 経 営 の分析 比較(比 率分析,比 較 分析,etc)

(3)計 算 会 計 情報 シス テム(ヨ 予測 会計)

① 各 種予算 編成業 務

② 各 種計 画企 画業 務

② 営 業 情報 シ ステ ム
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(1)販 売促進情報システム

① 顧客管理

② 広告宣伝

② 販 売情報 システム

① 取引先管理

② 販売網管理

③ 商品管理

④ セールスマン管理

⑤ サービス管理

(3)物 的流通情報システム

① 輸送管理

② マテ リアル ・ハン ドリング

③ 倉庫管理

(3)社 外環境情報システム

(1)社 会,経 済,技 術に関す る情報 システム

① 国民経済 の動向

② 勤労者世帯 の消費支 出の動向

③ 人 口動態

④ 技 術革新 の将来

⑤ 産業構造,消 費構造 の変化

⑥ 地域別 の人 口,所 得等 の変化

② 市場(家 電業界)に 関す る情報 システム

① 関連業界 の動向

② 全国需要の予測

③ 自社製品の消費実態

(3)競 争 メーカーに関する情報 システム

① 各社 の占有率 を規定する要因 の ウエイ ト分析

② 競争 メーカーの ポリシー

③ 競争 メーカーの販売ルー ト政策

④ 競争 メーカーの体質 の現状 と状来
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この経 営 情 報 シ ステ ム に よつて経 営 の基 本 で あ る計 画(=経 営 計画),実 施,統 制 が容

易 に行 なえる こ とに なる 。

しか し、 前 に述 べた よ うに これだけ の シス テ ムを完成 す るた めには、 情 報処 理 のた め の

専 用 コ ン ピュー タ とす ぐれた システ ム ・ア ナ リス トがそ ろわ なけ れ ば な らない。

又、 この経営 情 報 システ ム を運営 して い くた めに も情報 センター の設 立 が望 まれ るの で

あ る。

」
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2.5プ ラ ン ニン グ情報 の種類 と内 容

情報 の形態 … …1:新 聞2:雑 誌3:報 告 書4:そ の 他

必 要 度 … …A:非 常 に よ く利 用 す るB:普 通C:参 考 程 度

項 目 名 作 成周 期 利 用
階 層 情報発生源

情報の形 態 必要度 備 考

輸出入信用状接受高統計 月 報 MID 日銀,大 蔵省 2 B

輸出認証統計 〃 〃 通産省 〃 B

輸入証認統計 〃 〃 〃
〃 B

世界貿易量 〃 〃 日銀,通 産省 〃 B

貿易数量指数 〃 〃 大蔵省 〃 B

貿易価格指数 〃 〃 〃 〃 B

貿易実績統計 〃 〃 〃 〃 B

市場別輸出入動向 〃 〃 大蔵省
経済企画庁

〃 B

経済貿易見通 し
1/月

1→ 月
〃 大蔵省,各 銀行 〃 A

一般経済貿易事情 随 時 〃 新聞,雑 誌 〃 B

輸出入通関統計 月 報 〃 大蔵省 〃 B

ノ

主要商品輸出入統計 〃 〃 〃 〃 B

主要物資生産(統 計) 〃 〃 通産省 〃 B

主要原料需給見通 し(各 種資料) 随 時 〃 新聞,雑 誌
各機関

〃 B

鉱工業生産統計 月 報 〃 通産省 〃 B

鋼材品種別生産統計 〃 〃 鉄連
鋼財倶楽部

〃 B

鋼材品種別出荷統計 〃 〃 〃 〃 B

地域別鋼材生産統計 〃 〃 通産省 〃 B

国内鉄鋼需要見通 し 〃 〃 政府,鉄 連 〃 B

外貨導入認可状況 〃 〃 大蔵省 〃 B

新 たな資金調達関係 随 時 〃 新聞,雑 誌 〃 B

金融市場市中金利関係 〃 〃 〃
〃 B

経済見通 し
月 報
年 報

〃 政府,各 銀行

各機関
〃 A

景気動向指数 月 報 〃 経済企画庁 〃 A

日本銀行勘定 〃 〃 日 銀 〃 B

全国銀行主要勘定 〃 〃 〃
〃 B

一202一



項 目 名 麟 利 用階 層 情報発生源 情報の形 態 必要度 備 考
日銀券 発行高および指数 月 報 MID 日 銀 2 B

日銀券貸 出残高 〃 〃 〃 〃 B

資金循環勘定 〃 〃 〃 〃 B

通過 流通 高 〃 〃 〃 〃 B

資金需要実績 〃 〃 〃 〃 B

産業資金供給(増 減)状 況 〃 〃 〃 〃 B

産業設備資金新規供給状況 〃 〃 〃 〃 B

各種金利水準 〃 〃 〃 〃 B

コ ー ル市場 資金 〃 〃 〃 〃 B

関連主要経済指数 〃 〃 経済企画庁 〃 B

整理倒産件数 〃 ノノ 〃 〃 B

国際収支表(IMF方 式) 〃 〃 大蔵省,日 銀
通産省

〃 B

外貨準備高統計 ,ノ 〃 大蔵省 〃 B

鍵 館 ㌶ 銀行の対外醐
〃 〃 日 銀 〃 B

外国為替相場 〃 〃 〃 〃 B

外資 お よび外国為替 関係 随 時 〃 新聞,雑 誌 〃 B

鉱工業各業種別生産指数 月 報 〃 通産省 〃 B

生産業者出荷指数 〃 〃 〃 〃 B

生産者製品在庫指数 〃 〃 〃 〃 B

販売業者製品在庫指数 〃 〃 〃 〃 B

原材料在庫指数 〃 〃 〃 〃 B

生産者製品在庫率指数 〃 〃 〃 〃 A

販売業者製品在庫率指数 〃 〃 〃 〃 A

原材料在庫率指数 〃 〃 〃 〃 A

生産能力指数 〃 〃 〃 〃 A

稼 動 率 指数 〃 〃 〃 〃 A

関連産業付加価値構成 〃 〃 日 銀 〃 B

製造業主要財務指数 〃 〃 〃 〃 B
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項 目 名 舗 利 用
階 層 情報発生源

情報の形 態 必鍍 備 考

付加価値構成比 月 報 MID 日 銀 2 B

企 業 間信用 〃 ノ' 〃 〃 B

損 益 分岐点 〃 〃 〃 〃 B

国家財政統計 年 報 〃 大 蔵省,日 銀 〃 B

地方財政統計 〃 〃 〃 〃 B

財政資金対民間収支 月 報 〃 日 銀 〃 B

租税お よび印紙収入実績 〃 〃 大蔵省 ,ノ B

国債 ・借入金等 の債務 〃 〃 〃 〃 B

消費者動向予測調査 3ケ

月 報
〃 経済企画庁 〃 A

消 費 水 準 月 報 〃 総理府,農 林省 ノノ B

国民所得統計 〃 〃 日銀

経済企画庁
〃 A

消費者信用供与状況 〃 〃 〃 〃 B

消費関係指数 〃 〃 日 銀 〃 B

卸売物価指数 〃 〃 〃 〃 B

消費者物価指数 〃 〃 総理府 〃へ B

東京小売物価指数 〃 〃 東京商工会議所 〃 B

工業製品生産者物価指数 〃 〃 日 銀 〃 B

製造業部門別物価指数 〃 〃 〃 〃 B

輸出入物価指数 〃 〃 〃 〃 B

料 金 指 数
1

〃 〃 〃 〃 B

同業他社一般 動向 随 時 〃 名新聞,雑 誌社 3 B

有価証券報告書 半期報 〃 客船社
(6中 核体)

〃 A

各社営業報告 〃 〃 客船社

(大手lo社)
2 A

企業経営統計 エ～4/年 〃 大蔵省 〃 B

投 資 統 計 年 報 〃 経済企画庁 〃 B

各国経済,貿 易政策 〃 帷 洛国鮪 〃 B

各国国民総生産 〃 OECDNIESR ノノ A

各国経済成長率 〃 IMF,EEC 〃 B
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項 目 名 篇覇
利 用
階 層 情報発生源

情報の
形 態 必要度 備 考

世界貿易指数 MID 政府,大 蔵省 2 B

各国鉱工業生産指数 〃

・

外務省,通 産省 〃 B

各国農業生産指数 〃 運輸省
経済企画庁

〃 B

各国主要原料生産高 〃 日銀

世界各銀行
〃 B

各国主要製品生産高 "イ 経済 情報

サ ー ビス

〃 B

各国卸売物価指数 〃 世堺経済調査会 〃 B

各国消費者物価指数 〃

■

世界貿易センター 〃 B

世界主要商品相場 〃 日本

経済団体連合会
〃 B

主要国株価指数 〃

.

日本

鉄鋼輸 出組合
〃 B

主要国通貨供給高 〃 日本鉄鋼連 盟 〃 B

主要国中央銀行公定歩合 〃 日本貿易振興会 〃 B

主要国市中金利 〃 三菱経済研究会 〃 B

各国国際収支 〃 その他の各機関 〃 B

各国国家予算 〃 新 聞,雑 誌,

社 内

〃 B

各国国民所得 〃
て 〃 B

各 国失 業 率 〃 〃 B

各国産業構造変化 〃 〃 B

鉄 道 輸 送 〃 〃 B

自 動 車 輸 送 〃 〃 B

河 川 輸 送 〃 〃 B

通 運 〃 〃 B

道 路整 備 状況 〃 〃 B

国際標 準 規格 〃 3 B

日本 統 計 月 報 月 報 〃 総理府統計局 2 B

日本 統 計 年 鑑 年 報 〃 〃 3 A

物価統計月報(小 売価格資料編) 月 報 〃 〃 2 A

〃(消 費者吻価指数編) 〃 〃 〃 〃 A

海 外経 済 月報 〃 〃 経済企画庁 〃 A
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項 目 名 作 成
周 期
利 用
階 層 情報発生源

情報の
形 態 必要度 備 考

経 済 企 画 月 報 MID 経済企画庁 2 A

日本 経 済 指標 〃 〃 〃 'ノ A

経 済 月 報 〃 〃 〃 〃 A

経 済 の 進 路 〃 〃 三輪 研究所 〃 B

コ ン テ ナ リ ゼ ー シ ョ ン 2ケ月報 〃 日本海 上

コンテナ協 会
ノ/ B

DooRToDooR 半月報 ノノ 〃 〃 B

THEOECDOBSERVER こ 〃 日本経済
調査協議会

〃 B

貿 易 統 計 月 報 月 報 〃 世界経済
情報サービス

〃 B

産 経 新 聞 日 報 〃 産経新聞社 1 B

日経 流 通 新 聞 週 報 〃 日本経済新聞社 〃 B

電 波 新 聞 日 報 〃 電波新聞社 〃 B

ラジオ テ レビ新 聞 隔 日 〃 ラジオ ・テレビ

新聞 社

〃 B

日本 経 済 新 聞 日 報 〃 日本経済新聞社 〃 B

一 般 紙 〃 〃 朝日晦 日,

読売新聞社
〃 B

吟

、
JAPANTIMES 〃 〃 THEJAPAN

TIMESLTD

〃 A

日 本 工 業 新 聞 〃 〃 日刊工業新聞社 〃 A

日刊 工 業 新 聞 〃 〃 〃 〃 A

日刊 海事 通信 〃 〃 日干1晦事通信社 〃 A

実 業 の 世 界 〃 〃 実業の世界社 〃 A

東 洋 経 済 週 報 〃 東洋経済新報社 〃 A

週刊 ダ イヤ モン ド 〃 〃 ダイヤモン ド社 〃 A

エ コ ノ ミ ス ト 〃 〃 毎 日新聞社 〃 A

ALL投 資 半月報 〃 東洋経済新報社 〃 A

世 界 通 報 週 報 〃 時事通信社 〃 A

週 刊 財経 詳報 〃 〃 財経詳報社 〃 A

日本 貿 易 月 報 月 報 〃 大 蔵 省 2 A

調 査 月 報 〃 〃 〃 〃 A

通 関 統 計 〃 〃 〃 〃 A
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項 目 名 作 成
周 期
利 用
階 層 情報発生源

情報の形 態 必要度 備 考

通 商調 査 月報 月 報 MID 通 産 省 2 A

貿 易 統 計 月 報 〃 〃 〃 〃 A

経 済動 向 月報 〃 〃 〃 〃 A

調 査 月 報 〃 〃 日本興業銀行 〃 A

,, ノノ 〃 第「勧業銀行
調査部

〃 A

〃 〃 〃 日本長期信用

銀行調 査部
〃 A

〃 〃 〃 日本銀行統計局 〃 A

電 気 新 聞 日 報 〃 日本電気協会 1 B

外国経済統計季報 3ケ月報 〃 日本銀行調査局 2 C

日本経済を中心とする国際比較統計 年 報 〃 日本銀行統計局 〃 B

調 査 月 報 〃 〃 協和銀行 〃 A

'輸 銀 情 報 撒 〃 日本輸出入銀行
}

ノノ A

調 査 時 報 月 報 〃 東海銀行 〃 A

東 京銀 行 月報 〃 〃 東京銀行 〃 A

経 済 月 …報 〃 ノノ 三和銀行 〃 A

調 査 月 報 〃 〃 日本開発銀行 〃 A

経 済 メ モ 〃 〃 日本開発銀行
調査部

〃 A

経 済 調 査 〃 〃 大和限行調査部 〃 A

経 済 月 報 〃 〃 住友銀行 〃 A

海 外 生活情 報 3ケ月報 〃 国民生活研究所 〃 A

機械工業海外情報 月 報 〃 機械振興協会 〃 A

世 界 経 済 〃 〃 世界経済調査会 〃 A

WORLDTRADERS 半期報 〃 世界貿易センター 〃 A

エ ネ ル ギ ー ・ダ イ ジ ェ ス ト 週2回 〃 日本エネルギー

経済研 究 所

〃 A

石 油 の 開 発 月 報 〃
石油開発公団

〃 A

海外 鉄鋼 情報 週 報 〃 日本鉄鋼
輸出組合

〃 A

米国鉄鋼市況速報 〃 〃
〃

〃 A

紡 績 月 報 月 報 〃
日本紡績協会 〃 A
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項 目 名 作 成周 期 利 用階 層 情報発生源 情報の形 態 必要度 備 考

羊 毛 事 情 月 報 MID 日本羊毛紡績会 2 A

労 働 と 経 営 〃 〃 日本労働協会 〃 A

雑 貨 と 貿 易 半期報 〃 日本輸 出

雑 化 セ ンタ ー

〃 A

日 化 協 月 報 月 報 〃 日本化学

工 業 協 会
〃 A

日経 連 タイ ムス 週 報 〃 日本 経営者
団体連 合 会

〃 A

経 済 の 資 料 月 報 〃 〃 〃 A

日本経済研究 セン ター会報 月2回 〃 日本経 済

研 究 セン ター

〃 A

世 界穀物 週報 週 報 〃 輸入食料協議会 〃 A

機械 統計 月報 月 報 〃 通 産 省 〃 A

燃料 油脂 新聞 日 報 〃 燃料湖旨新聞社 〃 B

日銀 統 計 月 報 月 報 〃 日本銀行統計局 〃 A

、

ら
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5.企 業 経営 のため のオ ペ レー シ ヨナル 情報

3.1は じ め に

長 期経 営 計画 の 目的 は、 一般 に長 期 の経営 目標 を設定 し、短 期 経営 計 画 の指針 とな る も

の で あ る。

そ こで"短 期 経営 計 画 の指針 とな る"と い うこ とは具 体的 に どの よ うな こ とを意味 す る

ので あ ろ うか。 この短 期経 営 計画 の指 針 が忠実 に長 期経 営 計画 に従 うこ とは非 常 にむず か

しい問題 が あ る。 現実 的 に、 この よ うな長期 経 営 計画 は この競 争 の激 しい経 済社 会 の なか

で、 なか なか作成 しえ ない。

しか しなが ら、 逆 の立場 に立 っ て考 え て、 わずか な環境 条件 の変 化 に ま どわ され て、 い

ち い ち長 期経 営 計画 を変 更 す るの では、 いつ たい何 のた め に長 期経 営 計 画が 設定 され るの

か が不 明確 に な る。

設備投 資 をや りか け、途 中 で資 金 のつ こ うでそ の まSに 放 っ てtsか れ た の では、 資金 は

そ こにね た ま ＼で、少 し も企業 の利益 を もた らさず、 か えつ てそ の資 金 が借 入 金 であると、

金 利 だけ損 失 に な る。

こん な こ とが今 日ま での不 況期 にず いぶん 多 く行 なわれ てい る。

長期 経 営 計画 に 対 しては 、 それ が一度 設定 され、 実施 に踏 み 出 された以 上特 別 に重 大 な

条 件 変化 の ない限 り、 で きる限 りそれ に そつ て短期 計画 を設 定 し、 あ くまで も長 期経 営計

画 の ね らつた 目標 を達成 す るよ うに努 力 す るこ とが必要 で あ る。

短期 経営 計 画 につ い ての策定 プロ セスQ説 明 は省略 し、短 期経 営 計画 のPlan-Do-See

の サ イク ルで使用 され る情 報 の一端 を紹 介 す る。

}
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3.2損 益 管 理 資料

項 目 名 篇 覇
利 用
階 層 情報発生源

情報 の
形 態 必要度 備 考

損 益 計 算 書 月 報 MID 社 内 報告書 A

売 上 統 計 表 〃 〃 〃 〃 A

仕 入 原 価 表 〃 〃 〃 〃 A

販売損益予算内訳表 半期報 〃 〃 〃 A

3.3販 売 管理 資料

項 目 名 篇 覇
利 用階 層 情報発生源

情報の
形 態 必要度 備 考

得意 別売 上高表 5日 報 LOW 社 内 報告書 A

お 買 上 明 細 書 月 …報 〃 〃 〃 A

得意別一品別売上及割戻計算書 〃 〃 〃 〃 A

販売会社別一品別在庫数量表 〃 〃 〃 〃 A

得 意別寄託商 品一品別件別受払表 〃 〃 〃 〃 A

得意別予約商品一品別件別受払表 〃 〃 〃 〃 A

全社一品別売上及割戻明細表 〃 〃 〃 〃 A

販売会社売上統計表 〃 MID 〃 〃 A

3.4販 売網管理資料

し

項 目 名 篇 覇
利 用階 層 情報発生源、 情報の形 態 必要度 備 考

販売店別売上分析諸表 月 報 MID 社 内 報告書 A

系列店分析諸表 半期報 〃 〃 〃 A

東芝会実績旬報 旬 報 LOW 〃 〃 A

売 上 日 報 日 報 TOP 〃 〃 A

売 上 旬 報 旬 報 MID 〃 〃 A

お 買 上 明 細 書 〃 LOW 〃 〃 A

雑出(入)内 訳表 15日 報 〃 〃 〃 A
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項 目 名 賃 銭
利 用
階 層

〉

情報発生源 情報 の形 態 必要度 備 考

得意別 一品別売上及割戻計算書 月 報 LOW 社 内 報告書 A

得意別 ランク対象商品累計高内訳表 〃 〃 〃 〃 A

一品別郭辞別売上高表 〃 〃 〃 〃 A

商品分類別部課別売上高表 〃 〃 〃 〃 A

支店向売上統計表 〃 〃 〃 〃 A

売 上 統 計 表 〃 MID 〃 〃 A

一品別仕入原価表 〃 LOW 〃 〃 A

実 売 単価 リス ト 〃 〃 〃 〃 A

金 額 順 位 表
4半
期 報

〃 〃 〃 A

販 売 予 算 表 半期報 〃 〃 〃 A

特約店販売予算表 〃 〃 〃 〃 A

特約店得意別売上高表 〃 〃 〃 〃 A

3.5物 流 管理 資料

項 目 名
作 成
周 期

利 用
階 層 ⌒ 情報の形 態 必要度 備 考

商 品受払残 高 表 15日 報 LOW 社 内 報告書 A

商 品 棚 卸 リ ス ト 半 期 〃 〃 〃 A

3.6労 務 管理 資料

項 目 名
作 成
周 期

利 用
階 層
{ 情報の形 態 必要度 備 考

長欠者 ・退職者 ・転出者台帳 月 報 LOW 社 内 報告書 A

結明繕(書 翻)) 〃 〃 〃 〃 A

銀行振込書&振 込総覧表 〃 〃 〃 〃 A

給与集計表(支 店別 ・部別) 〃 〃 〃 〃 A

金 程 表 〃 〃 〃 〃 A

基準賃金内訳表 〃 〃 〃 〃 A

`
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項 目 名 作 成
周 期

利 用
階 層 情報発生源

情報の形 態 必要度 備 考

時間外勤務実績表 月 報 1」OW 社 内 報告書 A

勤 務 統 計 表 〃 〃 〃 〃 A

組合費引去内訳表(商 事) 〃 〃 〃 〃 A

預金引去内訳表 〃 〃 〃 〃 A

社宅使用料,生 命保険,
住宅 ローン引去内訳表

〃 〃 〃 〃 A

火災交通障害社外販売引去内訳表 〃 〃 〃 〃 A

生命保険引去台帳
(会社別展開表)

〃 〃 〃 〃 A

社会保険引去内訳表(健 保 ・年金) 〃 〃 〃 〃 A

地方税引去内訳表(地 区別集計表) 〃 〃 〃 〃 A

通勤貸付金台帳 〃 〃 〃 〃 A

社 製 品 台 帳 〃 〃 〃 〃 A

諸金融貸付金台帳 〃 〃 〃 〃 A

団体定期引去内訳表(商 事 ・⑰) 〃 〃 〃 〃 A

基金掛金一覧表(商 事) 〃 〃 〃 〃 A
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